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１ 行政評価の概要 

本市では、市の基本構想・基本計画として「元気発進！北九州」プランを策定してお

り、プランを着実に推進する仕組みの一つとして、平成２２年度から「行政評価システ

ム」を導入している。これは、「計画(Plan)→ 実行(Do)→ 評価(Check)→ 改善

(Action)」のＰＤＣＡサイクルに沿って、行政自ら事業等を検証し、不断の見直しを

行うものである。 

本報告書は、平成３０年度に実施した事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿って評価

した結果を総括的に示している。 

また、本報告書は「元気発進！北九州」プランの体系に沿って、施策の指標、評価、

評価理由等を取りまとめるとともに、プランの進捗状況も併せて示すものでもある。 

 

 

２ 事業評価、施策評価の対象 

  「元気発進！北九州」プランに基づき、平成３０年度に実施した事業のうち「主要施

策」を構成する主な５３８事業について、事業を所管する担当課において事業の成果等

の検証を実施するとともに、プランに掲げる２１８の「主要施策」について、事業を所

管する局ごとに施策の評価を実施した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「元気発進！北九州」プラン

の柱 
大項目 

取り組み 

の方針 
主要施策 事 業 

Ⅰ 人を育てる ３ １０ ３７ １０８ 

Ⅱ きずなを結ぶ ３ １１ ４１ １３１ 

Ⅲ 暮らしを彩る ３ ９ ２９ ７９ 

Ⅳ いきいきと働く ４ １１ ３９ ９１ 

Ⅴ 街を支える ３ ９ ２４ ４９ 

Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ ４ ９ ２８ ５０ 

Ⅶ アジアの中で成長する ３ ８ ２０ ３０ 

合 計 ２３ ６７ ２１８ ５３８ 

「元気発進！北九州」プラン 
の政策体系 
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３ 評価の進め方 

（１）事業評価 

    プランを推進する主な事業について、事業の成果や進捗を示す指標を踏まえ、事業

が目指すべき「成果」に対する達成状況や進捗状況を「大変順調、順調、やや遅れ、

遅れ」の４段階で各事業所管課が自己評価を行った。 

 

（２）施策評価 

各局において、施策を構成する事業の評価結果などを踏まえ、施策の達成状況につ

いて、「大変順調、順調、やや遅れ、遅れ」の４段階で自己評価を行った。また、評価

を受けての令和２年度予算に向けた施策の方向性も合わせて掲載した。 

 

（３）評価担当部署の内部チェック 

   各局の検証結果について、評価担当部署として内部チェックを行っている。 

 

４ 事業・施策評価結果 

（１）事業（５３８事業）   

・成果の状況 

評価 事業数 

大変順調 ６２事業  

順調 ４３８事業  

やや遅れ ２５事業  

遅れ １３事業  

 

 

（２）主要施策（２１８施策 ※） 

 評価 施策数 

大変順調 ２４施策  

順調  ２４７施策  

やや遅れ １１施策  

 遅れ ２施策  

※ プランに掲げる２１８の「主要施策」について、複数の局が所管する施策が一部あり、結果と

して２８４の評価となった。 
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危機管理室

平成30年度　行政評価の取組結果（危機管理室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

3,000 人 3,000 人
課
長

0.20 人

実
績

4,529 人 4,225 人
係
長

0.50 人

達
成
率

151.0 ％ 140.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

13
校
区

10
校
区

実
績

7
校
区

9
校
区

達
成
率

53.8 ％ 90.0 ％

目
標

60 人 60 人

実
績

77 人 119 人

達
成
率

128.3 ％ 198.3 ％

【評価理由】
　防災行政無線については適切
に運用されている。
　また、「みんなde Bousaiまち
づくり推進事業」については、
地区防災会議の実施校区数、地
域防災を担う人材の育成共に概
ね目標を達成していることから
「順調」と判断。

【課題】
　平成28年2月に福岡県から津波
浸水想定が公表されたことによ
り、既存の防災スピーカーでは
包含できない箇所が発生した。
　「地域ぐるみの防災ネット
ワークを構築した校区数」の増
加に向けて、より多くの地域が
主体性をもって取り組めるよ
う、積極的な事業PRを継続して
いく必要がある。

10,929

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

13,407

23,293

11,074

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

3,000人
（毎年
度）

防災情報
を迅速か
つ的確に
伝達でき
る状態

10,733

20,821

H29年度

9,103

順調

事業・取組概要

H30年度

0.20
課
長

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

16,811

4校区
(H26年
度)

0.208,050
係
長

No.

1

防災行政無線

主要事業
所管課名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

防災訓練の実施

　風水害、地震等の大規
模災害時における防災体
制について万全を期すた
め、災害に対する各種訓
練を実施する。

Ⅱ-1-(4)-
②
災害に関
する情報
提供と自
助、共助
の意識づ
くり

　過去の大規模災害で
は、自助・共助の力を向
上させることが「減災」
対策を推進する上でも必
要不可欠であることが証
明された。
　また、「北九州市地域
防災計画見直し検討会」
の中でも、地域コミュニ
ティが持つ防災力＝「地
域防災力」の重要性が指
摘された。
　これらのことから、市
民が自ら「命を守りぬ
く」ことができる自助・
共助の力を向上させると
ともに、地域防災力の育
成及び活性化を推進す
る。

危機
管理
課

みんな de Bousai
まちづくり推進事
業

施策番号
・施策名

Ⅱ-1-(4)-
① 
危機管理
対応能力
の向上

危機
管理
課

3

危機
管理
課

2

　災害時における避難勧
告などの防災情報は、テ
レビやラジオ、ホーム
ページ、登録制防災メー
ル・緊急速報メール、
Twitter、市民防災会の
連絡網などにより市民の
皆さんへ伝達している。
　津波情報等を効果的に
伝達するために、地域住
民に一斉に通報が可能
で、災害に強い情報伝達
手段である同報系防災行
政無線（住民に災害情報
などの放送を行う防災ス
ピーカー）を運用する。

2,738人
(H26年
度)

21,793

10校区
（H30年
度から毎
年度）

―
防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

― ―

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

5,400

H29年度 人件費（目安）

人数

　防災スピーカーの確実な運用
のため、適切な維持管理（消耗
品の交換など）を行う。
 また、みんなde Bousaiまちづ
くり推進事業の取り組みを継続
して実施する。

　「地域ぐるみの防災ネット
ワークを構築した校区数」は、
地域の自主性を重視し、地域か
らの手上げ方式で募集している
が、目標の10校区に対して9校区
での実施となった。また、「地
域防災の新たな担い手を育成し
た人数」についても、目標数を
大幅に上回る結果となっている
ことから、事業全体の評価とし
て、「大変順調」と判断。

大変
順調

人

0.50

　危機管理対応能力を向上させ
るため、多様な防災訓練を継続
して実施する。

【評価理由】
　近年の災害において自助・共
助の重要性が求められる中で、
地域住民が主体となり、防災意
識の高揚を図ることを目的とし
た訓練が実施できていることか
ら「大変順調」と判断。

【課題】
　引き続き防災訓練等により危
機管理対応能力を向上させるこ
とが必要。

大変
順調

　各区の災害特性に応じた訓練
を実施したほか、市総合防災訓
練では、20機関731人が参加し、
雨の降り方が局地化・集中化・
激甚化している近年の状況や紫
川、東谷川に対する想定最大規
模降雨による洪水浸水想定区域
図の公表を踏まえ、平成21年、
22年に浸水被害が発生した紫川
流域の校区で風水害を想定した
住民避難訓練等を実施し、地域
の防災力の向上及び防災関係機
関等の体制強化を図った。
　当初の目的は達成できている
ため、「大変順調」と判断。

　平成26年9月1日の運用開始以
降、システムトラブルは発生し
ていない。
　また、自治会等での防災訓練
においても活用しており、当初
の目的は概ね達成できているた
め「順調」と判断。

順調

大変
順調

人

人

11,050

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

67人
(H26年
度)

職
員

防災訓練参加人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

住民に津波情報や避
難勧告等の防災情報
を迅速かつ的確に伝
達できる状態

60人
（毎年
度）

地域防災の新たな担
い手を育成した人数

地域ぐるみの防災
ネットワークを構築
した校区数
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広報室

平成30年度　行政評価の取組結果（広報室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

95.4 ％ 93.4 ％

達
成
率

106.0 ％ 103.8 ％

90%以上
(毎年度）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度

―

人件費（目安）

0.06

3,127 3,732

人数

H29年度

―

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

　様々な政策課題につい
て、市民と市長が直接対
話するタウンミーティン
グや地域ふれあいトーク
を開催し、市民の意見を
伺うとともに、市民が市
政への理解を深めること
で市民と市との協働によ
るまちづくりを進めるこ
とを目的とする。

広報
課

No.

意見交換、
アンケート
等による市
民の意見の
把握及び市
民の市政へ
の参画意識

の向上

意見交換、アンケー
ト等による市民の意
見の把握及び市民の
市政への参画意識の
向上

市民の市政への関
心・理解度

―

――

95.4%
(H29年
度)

人

Ⅲ-3-(3)-
① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

課
長

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

H30年度

―

1
タウンミーティン
グ開催事業

3,315
係
長

0.15

職
員

0.15

3,989

人

人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

順調

　タウンミーティングの参加者
数は目標値1,350人を上回る
1,428人であり、多くの意見を聞
くことができた。意見交換後の
アンケートでは、「理解でき
た」「ある程度理解できた」と
回答した人が9割を超え、市政へ
の理解を深めることができたた
め、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　市民との協働によるまちづく
りを進めるため、市政の重要
テーマについて、市民と市長が
直接対話することができたた
め、「順調」と判断。

【課題】
　市民の関心が高いテーマを設
定し、より多くの方が参加でき
るよう働きかけをしていく必要
がある。

　今後もタウンミーティングを
通じて、政策課題について市民
との意見交換を行うことによ
り、協働のまちづくりに取り組
みたい。

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性
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技術監理局

平成30年度　行政評価の取組結果（技術監理局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

75 ％ 75 ％
課
長

0.10 人

実
績

89 ％ 88 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

118.7 ％ 117.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

27 ％ 29 ％

達
成
率

100.0 ％ 107.4 ％

目
標

実
績

45 ％ 44 ％

達
成
率

118.4 ％ 97.8 ％

目
標

14
件
以
下

14
件
以
下

課
長

0.10 人

実
績

30 件 21 件
係
長

1.00 人

達
成
率

50.0 ％
職
員

2.00 人

目
標

98.0 ％ 98.0 ％
課
長

― 人

実
績

99.9 ％ 99.9 ％
係
長

― 人

達
成
率

101.9 ％ 101.9 ％
職
員

― 人

順調

　イベント参加者に対するアン
ケート調査を行った結果、建設
業のしごと（まちづくり）に興
味を持った方の割合が88%であっ
たため、「順調」と判断。
（参加前48%→参加後88%）

―

人―

―――

人件費（目安）

5,400

　公共工事における重大事故の
発生を抑制し、市民と建設工事
従事者の安全と健康を確保する
ため、引き続き現場を監督する
工事担当課への安全教育を強化
して、事故抑制に努める。

　安全パトロールの実施件数を
目標であった600件から800件以
上と大幅に増やし、現場におけ
る安全指導、指摘を積極的に
行っている。
　市発注工事における事故件数
は、昨年度に比べ3割減と大幅に
改善したものの、目標であった
14件よりも多く発生したため
「やや遅れ」と判断。

人

― 人

人数

【評価理由】
　建設業に対する関心度は目標
を上回り、建設業の人材確保・
育成に貢献できたため、「順
調」と判断。

【課題】
　将来にわたって建設業の人材
確保・育成を行うには、一過性
のものではなく、継続的で地道
なイメージアップの取組みが不
可欠である。

順調

　前年度に引き続き、建設廃棄
物の再資源化率の目標達成を目
指す。

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調

【評価理由】
　前年度に引き続き平成30年度
も目標を達成したため、「順
調」と判断。

【評価理由】
　市発注工事の事故が目標より
も多く発生したため、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　建設工事従事者の「確認不
足」や「作業手順の省略」など
が事故の主な原因であり、工事
に従事する一人ひとりの安全意
識の向上が課題である。

やや
遅れ

　引き続き加点制度を実施す
る。

【評価理由】
　建設工事入札参加資格業者に
ついては、目標をやや下回るも
のの、物品等供給等契約入札参
加資格業者については目標を上
回っており「順調」と判断。

順調

　イベント等を通じた、建設業
の魅力を発信する地道な広報活
動が必要であり、令和2年度も継
続して実施する。

―
98.0%

(R1年度)
― ― ―

Ⅵ-3-(3)-
②
建設リサ
イクルの
推進

【施策評価のみ】
建設リサイクルの
推進

技術
支援
課

4

【施策の内容】
　北九州市発注の公共工
事を対象に、建設副産物
の発生抑制や建設廃棄物
の再資源化の徹底、再資
源化された建設リサイク
ル資材の利用促進に取り
組む。

【施策の指標】
建設廃棄物の再資源
化率

市発注工事における
事故件数

―

870
14件以下
(R1年度)

―
99.9％
(H28年
度)

26,150
やや
遅れ

Ⅴ-3-(1)-
① 
都市基
盤・施設
の適正な
整備

明日の公共事業を
支える人材確保・
育成事業

　建設業の若年就業者の
減少により、インフラの
維持管理に関する担い手
不足が懸念されるなか、
建設技術の魅力を発信
し、公共事業への理解を
より深めることで、将来
にわたる建設業の人材確
保・育成を図る。

Ⅲ-3-(3)-
③
企業の地
域活動へ
の参画促
進

2

【施策評価のみ】
競争入札参加資格
業者に対する加点
制度

3

　市が実施する公共工事
の安全対策強化のため、
安全指導を専門とする公
共工事パトロール隊を設
置し、事故の抑制を図
る。

公共工事安全対策
強化事業

Ⅰ-2-(3)-
② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

1
技術
企画
課

契約
制度
課

【施策の内容】
　本市の物品等供給契約
や建設工事における競争
入札参加資格において、
地元企業の地域での社会
貢献活動（子育て支援、
男女共同参画、障害者雇
用、環境配慮、防災活動
など）を評価し、格付け
の際に加点することによ
り、契約制度の面からも
本市重要施策の推進を図
る。

【施策の指標】
本市の物品等供給契
約入札参加資格業者
総数に対する評価対
象事業者数の割合

24件
(H26年
度)

―

前年度
（27％）

並み

【施策の指標】
本市の建設工事入札
参加資格業者総数に
対する評価対象事業
者数の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

97%
(H27年
度）

前年度
（38％）

並み

前年度
並み

28％
(R2年度)

38％
(H28年
度）

前年度
並み

建設業に対する関心
度（イベント参加者
アンケートによる）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度

H29年度H30年度

1,924

事業評価の成果指標（目標・実績）

27%
(H28年
度）

80%以上
(R1年度
以降毎年

度)

49％
(R1年度)

H30年度

809

課
長

― ―

1,027

係
長―

職
員

1,4922,074

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

検査
課

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

7 件 7 件

実
績

8 件 9 件

達
成
率

114.3 ％ 128.6 ％

目
標

5 件

実
績

4 件

達
成
率

80.0 ％

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

Ⅰ-2-(1)-
②
大学など
の教育研
究機能の
充実

1
公立大学法人北九
州市立大学運営事
業

企画
課

2

―　公立大学法人の設置者
として、地方独立行政法
人法第42条に基づき、業
務運営に必要な経費を交
付し、法人の業務運営の
健全性を確保する。

Ａ
(R4年度)

公立大学法人北九州
市立大学評価委員会
における各事業年度
に係る業務に対する
評価

Ａ
(H29年
度)

Ａ
（計画どおり）

0.30 人

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

　引き続き公立大学法人北九州
市立大学の健全な業務運営と教
育研究の高度化、地域への貢献
などを支援するとともに、助成
金については、ニーズに応じた
効果的な調査研究活動の支援に
努めていく。

Ａ
(計画どおり)

研究・社会貢
献分野：Ａ(計
画どおり)

教育・管理運
営分野：Ｂ(概
ね計画どおり)

順調

　平成30年度に係る公立大学法
人北九州市立大学評価委員会の
評価結果は、「Ａ（計画どお
り）」又は「Ｂ（概ね計画どお
り）」との評価を得ており、平
成30年度の目標を概ね達成した
ため、「順調」と判断。

係
長

0.30

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

―

―

― ―

―

順調

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大学
の評価について、概ね計画どお
りとの評価を得ている。
　また、「調査研究助成金の助
成実績」は目標を上回ってお
り、「調査研究助成金事業の実
施」も事業を実施することで大
学連携の促進に寄与しているこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　引き続き大学の取組を注視す
るとともに、助成金について
は、効果的な調査研究活動の支
援に努めていく必要がある。

人

職
員

0.90 人

0.10 人

13,200

調査研究助成金の助
成実績

8件
(H29年
度)

公立大学法人北九州
市立大学評価委員会
における中期目標期
間に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H28年
度)

課
長

2,226,730 2,219,416 2,473,074

学術・研究振興事
業

企画
課

　市内の教育研究機能の
充実を図るため、市内の
大学などに所属する教員
等が行う「アジアや北九
州市の社会経済等の問
題」及び「地域の公共政
策」に関する調査・研究
に対する助成を行う。

7件
(R1年度)

7,836
大変
順調

　調査研究助成金については、9
件の研究に助成を行い目標を上
回った。なお、対象事業の成果
報告会を開催する等、成果につ
いても客観的な評価を行ってい
る。
　また、大学連携促進助成金に
ついては、各高等教育機関の判
断に委ねられるため指標として
は廃止しているが、平成30年度
も事業を実施。大学等より応募
もあり、大学連携の促進に寄与
しているため評価を「大変順
調」と判断。

係
長

0.10 人

職
員

0.30 人

課
長

7,460 7,986 4,400

大学連携促進助成金
の助成申請実績

4件
(H26年
度)

25件
(H27～R1
年度)

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5 本 5 本

実
績

8 本 9 本

達
成
率

160.0 ％ 180.0 ％

目
標

6 件 6 件

実
績

4 件 6 件

達
成
率

66.7 ％ 100.0 ％

Ⅰ-2-(1)-
④
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

3
公立大学法人北九
州市立大学運営事
業

4
（公財）アジア成
長研究所補助金

企画
課

　北九州市立大学地域戦
略研究所での地域研究プ
ロジェクト、受託調査を
通じて、地域研究の高度
化を推進する。

課
長公立大学法人北九州

市立大学評価委員会
における各事業年度
に係る業務に対する
評価

Ａ
(H29年
度)

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

― ―

順調

係
長

0.30 人

職
員

0.10 人

順調

　事業評価の成果指標の内、
「著名な学術雑誌への論文掲載
数」は目標を上回っており、
「科学研究費を含む外部資金獲
得数」は目標に達しているた
め、「順調」と判断。

0.90

Ａ
(毎年度)

　平成30年度に係る公立大学法
人北九州市立大学評価委員会の
評価結果は、「Ａ（計画どお
り）」又は「Ｂ（概ね計画どお
り）」との評価を得ており、平
成30年度の目標を概ね達成した
ため、「順調」と判断。

Ａ
(R4年度)

順調

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大学
の評価について、概ね計画どお
りとの評価を得ている。
　また、アジア成長研究所につ
いては、指標を上回る実績をあ
げていることから「順調」と判
断。

【課題】
　アジア成長研究所について
は、「国際水準の知的基盤の強
化」を維持しながら、「地域へ
の知的貢献」を目的とする活動
をより推進していく必要があ
る。

　引き続き公立大学法人北九州
市立大学の健全な業務運営と教
育研究の高度化、地域への貢献
などを支援する。
　アジア成長研究所について
は、今後も地域の政策課題や企
業活動等への貢献に重点を置い
て活動するとともに、引き続
き、研究活動については外部資
金を獲得するなど、不断の努力
を行う。

0.30 人

人

Ａ
(計画どおり)

研究・社会貢
献分野：Ａ(計
画どおり)

教育・管理運
営分野：Ｂ(概
ね計画どおり)

公立大学法人北九州
市立大学評価委員会
における中期目標期
間に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H28年
度)

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

― ―

― ―

2,226,730 2,219,416 2,473,074 13,200

―
6件

(毎年度)

国際
政策
課

　本市がアジアの中核的
な産業都市として持続的
な成長を実現するため、
国際水準の知的基盤の強
化と地域への知的貢献を
目的とする活動を行う
（公財）アジア成長研究
所に補助金を交付する。

著名な学術雑誌への
論文掲載数

科学研究費を含む外
部資金獲得数

係
長

140,000 140,000

―
5本

(毎年度)

0.20 人

職
員

0.20 人

140,665 4,650

課
長

7



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

公立大学法人北九
州市立大学運営事
業

企画
課

　公立大学法人の設置者
として、地方独立行政法
人法第42条に基づき、業
務運営に必要な経費を交
付し、法人の業務運営の
健全性を確保する。

6
地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

5 順調13,200 人

職
員

課
長

0.30

0.90 人

係
長

0.30

人

Ａ
(R4年度)

―

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大学
の評価について、概ね計画どお
りとの評価を得ている。
　また、留学生の支援事業を予
定通り実施し、外国人人口の社
会動態増加数も目標値を概ね達
成していることから「順調」と
判断。

【課題】
　留学生と地元企業の相互理解
度については、令和2年度の中期
目標に向けて、積極的・効果的
な取組みに努める必要がある。

　引き続き公立大学法人北九州
市立大学の健全な業務運営と教
育研究の高度化、地域への貢献
などを支援する。
　留学生の受入定着促進につい
ては、平成30年度に作成したPR
ツールを活用して積極的かつ効
果的に広報していくとともに、
留学生と地元企業の相互理解の
促進に努める。

2,219,416

　平成30年度に係る公立大学法
人北九州市立大学評価委員会の
評価結果は、「Ａ（計画どお
り）」又は「Ｂ（概ね計画どお
り）」との評価を得ており、平
成30年度の目標を概ね達成した
ため、「順調」と判断。

順調

人
公立大学法人北九州
市立大学評価委員会
における各事業年度
に係る業務に対する
評価

―

Ａ
(計画どおり)

研究・社会貢
献分野：Ａ(計
画どおり)

教育・管理運
営分野：Ｂ(概
ね計画どおり)

Ａ
(H29年
度)

Ａ
（計画どおり）

―

2,473,074

―

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

2,226,730

単年度の
目標設定

なし

+1,600人
（R1年)

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

20.9%
(H29年
度)

― ―

公立大学法人北九州
市立大学評価委員会
における中期目標期
間に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H28年
度)

単年度目標
設定なし

単年度の
目標設定

なし

国際
政策
課

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

順調

35.0％
(R2年度)

職
員

0.30

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

人

8,70021,000 16,300 ―

0.30

係
長

0.30

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

人

課
長

Ⅰ-2-(2)-
③
アジアな
どとの架
け橋とな
る人材の
育成

―

―

8



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

　外国人市民が安心して
暮らすことができる多文
化共生のまちづくりを推
進するため、外国人市民
が抱える生活上の諸問題
や支援に対するニーズの
把握を行う。

7
多文化共生推進事
業

国際
政策
課

3,253
51.8％
(H29年
度)

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

3,313 3,075 順調

　多文化共生ディスカッション
を実施し、「必要な生活情報と
その伝え方」について意見を聞
くことができた。また、「多文
化共生」という言葉の認知度が
目標数値を上回ったことから
「順調」と判断。

8
地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

国際
政策
課

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

3,971
53％以上
(R1年度)

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

+1,600人
（R1年)

単年度目標
設定なし

35.0％
(R2年度)

人

21,000 16,300 ―

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

8,700

課
長

0.30 人

係
長

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

20.9%
(H29年
度)

順調0.30 人

職
員

0.30

―

―

Ⅱ-3-(3)-
①
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

順調

【評価理由】
　外国人市民から直接意見を聞
く場の設定や、留学生の受入定
着に関する活動も目標どおり実
施し、市民の「多文化共生」と
いう言葉の認知度についても目
標数値を上回っていることから
「順調」と判断。
　
【課題】
　留学生と地元企業の相互理解
度については、令和2年度の中期
目標に向けて、積極的・効果的
な取組みに努める必要がある。

　ディスカッション等を通して
聴取した外国人市民の生活上の
諸問題や支援に対するニーズを
取り入れ、効果的な事業実施に
努める。また、令和2年度に向け
て、国際政策推進大綱の改訂も
視野に入れながら、幅広く意見
を聴取する場を設ける。

9



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

―

―

外国人市民の生活環
境の向上
（多文化共生の現状
調査で暮らしやすい
と回答）

順調

　調査や各方面との連携から人
選した、多文化共生キーパーソ
ンや外国人市民人材に対し、そ
れぞれの個性を活かして社会参
画するための研修を目標の3回を
上回る5回実施することができた
ため、「順調」と判断。

―

―

課
長

係
長

79.7％
(H26年
度)

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

80％
(R1年
度)

―

―

　国際交流団体や市民を幅広く
巻き込んだ啓発に努め、多文化
共生の意識付けを行っている。
　また、国際交流員の派遣の依
頼先に広がりが見られること
や、国際理解推進員の着任によ
り新たな国際交流イベントも開
催されたことから、「順調」と
判断。

11

多文化共生による
地域コミュニ
ティ・エンパワメ
ント創生事業

国際
政策
課

　外国人にとって、住み
やすい・住みたくなる環
境の整備を進めるため、
ニーズに対応した生活支
援及び自立を促し、多文
化共生の担い手として外
国人自ら活躍することに
より本市全体の活力を向
上させる。

2,325

5,000 5,000 8,000 2,325

　「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力ある
地域づくりと人づくり」
というビジョンのもと、
多文化共生の社会づくり
を推進するとともに、幅
広い市民による国際交流
活動を促進して諸外国と
の相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくりを
推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

51.8％
(H29年
度)

53％以上
(R1年度)

10
（公財）北九州国
際交流協会補助金

国際
政策
課

順調48,018 48,48948,018

21,000 16,300 ―

35.0％
(R2年度)

　日本語の不得手な外国
人市民へのサポートとし
て、行政機関や医療機関
（健康診査）に通訳ボラ
ンティアを派遣するとと
もに、災害時通訳も含め
た通訳スタッフのスキル
向上を図る。
　また、多言語等でわか
りやすい生活情報の提供
をすることにより、外国
人市民の安全・安心な生
活環境の整備を推進す
る。

外国人市民の生活環
境の向上
（多文化共生の現状
調査で暮らしやすい
と回答）

79.7％
(H26年
度)

単年度目標
設定なし

9
多文化共生推進事
業

国際
政策
課

3,313

単年度目標
設定なし

80％
(R1年度)

―

2,325 順調

+1,600人
（R1年)

3,971 3,253

　行政通訳派遣件数は、事業委
託している北九州国際交流協会
と学校・保育所・市保健師等及
び外国人支援関係機関との連携
により、子育て関連を中心に順
調に推移している。
　医療通訳派遣は、登録病院制
度により、地域の小規模医療機
関への派遣が可能となってい
る。さらに、登録病院制度周知
のための無料キャンペーンも実
施した。
　行政通訳、医療通訳ともに、
専門家によるボランティアを対
象とした研修も実施したことか
ら「順調」と判断。

― ―

―

0.30

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

0.30 人

職
員

12
地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

8,700

単年度目標
設定なし

国際
政策
課

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

20.9%
(H29年
度)

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

順調

人

0.30

Ⅱ-3-(3)-
②
外国人市
民の生活
環境の充
実

順調

【評価理由】
　行政通訳・医療通訳における
（公財）北九州国際交流協会と
関係者（行政、学校、外国人支
援機関）との綿密な連携が図れ
ていることや、国際理解を目的
とした講座の派遣先にも広がり
が見られることから「順調」と
判断。

【課題】
　外国人市民支援事業や多文化
共生の意識啓発を引き続き実施
しながら、次のステップとし
て、外国人市民が地域コミュニ
ティを支える力や多文化共生の
担い手として活躍できるような
仕組みづくりを推進していく必
要がある。

　今後も（公財）北九州国際交
流協会と連携し、効率的・効果
的な外国人支援施策を進めてい
く。

人

10



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

100 人 100 人

実
績

△ 229 人 △59 人

達
成
率

目
標

50 件 50 件

実
績

108 件 103 件

達
成
率

216.0 ％ 206.0 ％

―

―

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

3,3133,971

48,018

3,253 順調

　昨年度に引き続きFMラジオ番
組の1ヵ月間のコーナーを活用
し、北九州市在住の外国人市民
に自国の文化や日本での生活に
ついて紹介してもらったほか、
地域での出前講演を行い、日本
人市民に対する多文化共生の意
識啓発を実施できたため、「順
調」と判断。

5,650

2,325 順調

　国際交流団体や市民を幅広く
巻き込んだ啓発に努め、多文化
共生の意識付けを行っている。
　また、国際交流員の派遣の依
頼先に広がりが見られること
や、国際理解推進員の着任によ
り新たな国際交流イベントも開
催されたことから、「順調」と
判断。

人

0.30

0.30

人

13
多文化共生推進事
業

51.8％
(H29年
度)

国際
政策
課

　日本人市民に対して、
多文化共生に関する意識
啓発や国際交流の機会や
場の提供を行うことで、
外国人を受け入れる地域
づくりを目指すととも
に、すべての市民が安心
して暮らし、自己の能力
を発揮できる「多文化共
生先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

20.9%
(H29年
度)

53％以上
(R1年度)

15

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

国際
政策
課

国際
政策
課

　「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力ある
地域づくりと人づくり」
というビジョンのもと、
多文化共生の社会づくり
を推進するとともに、幅
広い市民による国際交流
活動を促進して諸外国と
の相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくりを
推進する。

地方
創生
推進
室

14
（公財）北九州国
際交流協会補助金

48,018

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

51.8％
(H29年
度)

53％以上
(R1年度)

48,489

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

+1,600人
（R1年)

21,000

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

16,300

35.0％
(R2年度)

人

職
員

0.30 人

課
長

0.30

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

係
長 順調8,700―

単年度目標
設定なし

Ⅲ-1-(1)-
②
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

16
定住・移住促進事
業

220件
(R2年度)

　北九州市まち・ひと・
しごと創生総合戦略に人
口減少対策の重要な柱の
1つとして位置づける
「定住・移住の促進」を
図るため、首都圏におけ
るPRや「北九州市版生涯
活躍のまち」の推進等に
向けて取り組むもの。

北九州市への50歳以
上の転入者の増加数

0人
（H27年
度）

50歳以上の「北九州
市すまいるクラブ」
登録件数

31件
（H28年
12月）

――

　移住希望者会員登録制度「北
九州市すまいるクラブ」会員登
録件数は、目標値を上回り、首
都圏等での移住セミナーなど積
極的な情報発信や移住支援体制
の構築などを実施している。こ
うした取組が実を結び各種メ
ディアで、本市が「住みたい地
方都市」として取り上げられる
など、成果が出始めている。
　一方で、北九州市への50歳以
上の転入者も前年度に比べ改善
が見られたものの、増加しな
かったため、「やや遅れ」と判
断。

やや
遅れ

【評価理由】
　移住希望者の会員登録数は目
標値を上回り、また情報発信に
も積極的に取組んでいるが、本
市への50歳以上の転入者の増加
に至らなかったことから「やや
遅れ」と判断。

【課題】
　情報発信や移住支援体制を充
実させ、今後の実際の転入者増
加につなげていく必要がある。

2.00 人

　本市への定住・移住促進に向
けて、本市の住みやすさや魅力
などの情報発信に取り組むとと
もに、移住支援体制をよりいっ
そう充実させていく。

やや
遅れ

1.00 人48,914 52,843 28,45050,700

課
長

係
長

職
員

448人
（H28～
R2年度）

Ⅱ-3-(3)-
③
市民の国
際理解の
推進

順調

【評価理由】
　成果指標である「多文化共
生」という言葉の認知度が毎年
順調に上昇していることや、
（公財）北九州国際交流協会や
国際交流団体との連携で幅広く
事業を実施していることから
「順調」と判断。

【課題】
　留学生と地元企業の相互理解
度については、令和2年度の中期
目標に向けて、積極的・効果的
な取組みに努める必要がある。

　引き続き、（公財）北九州国
際交流協会や国際交流団体と連
携しながら多文化共生の啓発を
進めるとともに、留学生と地元
企業の相互理解度の促進に努め
る。

11



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

5万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万2千 人 1万9千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

44.0 ％ 38.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

5万 人 5万 人

実
績

2万2千 人 1万9千 人

達
成
率

44.0 ％ 38.0 ％

目
標

3,645
万
人

3,652
万
人

実
績

3,501
万
人

達
成
率

96.0 ％

目
標

177.9
万
人

178.2
万
人

実
績

232.5
万
人

達
成
率

130.7 ％ ―

―
Ⅲ-2-(1)-
①
近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

17 世界遺産推進事業
世界
遺産
課

　ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵所
関連施設について、その
価値の理解増進のため、
来訪者受入れ環境の整備
はもとより、市内外へ向
けた広報・PR活動を展開
する。

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―
20万人
（H28～
R1年度）

24,000 22,661 22,583 8,700 遅れ

　地域の祭りへの参加（出展）
や親しみやすいPRチラシの作成
など、世界遺産の理解促進に努
めた。トイレや駐車場の確保に
より眺望スペースに行きやすい
環境づくりも行っているが、眺
望スペースの来場者数は目標に
達しなかったため、「遅れ」と
判断。

人

やや
遅れ

　市内外の学校への社会見学や
修学旅行の誘致の実施、AR記念
撮影アプリの導入や来場者記念
カードのリニューアルなど、集
客増に向けた土台作りが進んで
いるが、眺望スペースの来場者
数は目標に達しなかったことか
ら「やや遅れ」と判断。

人

人

　予定していた旧鍛冶工場、修
繕工場の耐震設計を実施したた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全に
向けて関係各所と協議しながら
耐震設計の実施などを計画通り
進めてきた。同時に世界遺産と
しての価値を継承していくため
の理解促進に向け、市内外の学
校へ社会見学や修学旅行の誘致
の働きかけを行ったり、各種PR
ツールの導入・作成などを行っ
た。しかし、来場者数は目標に
達しなかったことから「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　登録後3年が経過して眺望ス
ペースの来場者数も減少傾向に
あることから、世界遺産の魅力
を伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。産業革命遺産と
いう文化遺産としての価値を継
承していくため、他の構成資産
などとの関連や位置づけも含め
てPRする必要がある。

　世界遺産登録された構成資産
の保全を行っていくと共に、関
係機関と連携してインタープリ
テーション（理解増進・情報発
信）の取り組みを推進し、産業
革命遺産としての価値を継承し
ていく。

18
世界遺産登録資産
保全活用事業

世界
遺産
課

　国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、遺
産価値の保全につとめ
る。

やや
遅れ

保全計画策
定

（R1年度）

―

登録資産の保全
現状把握
のための
調査継続

診断の実施

資産の耐震
診断の実施 8,900

6,800

順調8,799 8,068

0.30

係
長

0.30

0.30

8,700

8,700
北九州都市圏域内へ
の観光客数

3,640万人
(H27年度)

3,658万人
(R1年度)

177万人
(H27年度)

耐震設計の
実施

資産の耐震
設計の実施

世界遺産関連連携
事業

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―
20万人
（H28～
R1年度）

178.6万人
(R1年度)

世界
遺産
課

　本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む北
九州市の取組みを効果的
に発信できるツールの開
発や機会を増やし、幅広
い世代・地域の来訪者を
呼び込む。

北九州都市圏域内の
宿泊者数

19

課
長

職
員

6,619 11,355

―

集計中

集計中

12



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 件 300 件
課
長

0.50 人

実
績

301 件 317 件
係
長

0.60 人

達
成
率

100.3 ％ 105.7 ％
職
員

1.50 人

目
標

200 件
課
長

0.10 人

実
績

51 件
係
長

0.20 人

達
成
率

25.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

1,000 人 1,000 人
課
長

0.30 人

実
績

2,457 人 2,206 人
係
長

1.50 人

達
成
率

245.7 ％ 220.6 ％
職
員

0.30 人

イベントを契機とし
たネットワークの構
築

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

0人
（H28年
度）

20,000 20,000

21,000

20,700

【評価理由】
　各種登録者に対して、メール
マガジンやSNSにて、U･Iターン
応援フェアの実施内容やブース
出展企業の情報等を発信するこ
とで、若者への就職活動支援に
努めることができたため、「大
変順調」と判断。

【課題】
　交流人口の拡大や地方創生を
推進していくため、今後もネッ
トワーク登録者に対し、有用な
情報を継続的に発信していく必
要がある。

20,000

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

累計
3,000人
(R1年度)

21
北九州市未来人材
支援事業

国際
政策
課

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

Ⅳ-3-(1)-
②
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

20
地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

22
「地元就職力アッ
プ」大学支援事業

企画
課

+1,600人
(R1年)

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

20.9%
(H29年
度)

単年度目標
設定なし

―

―

―

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

順調

0.30 人

係
長

0.30

人

【評価理由】
　企業と学生のマッチング件数
は伸びなかったものの、奨学金
返還支援事業の申請件数は実績
を上げており、外国人人口の社
会動態増加数も目標を概ね達成
しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　留学生と地元企業の相互理解
度については、令和2年度の中期
目標に向けて、積極的・効果的
な取組みに努める必要がある。
　引き続き、地元定着促進に向
けた課題の把握と支援施策の検
討が必要である。

　留学生の受入定着促進につい
ては、平成30年度に作成したPR
ツールを活用して積極的かつ効
果的に広報していくとともに、
留学生と地元企業の相互理解度
の促進に努める。
　また、これまでの成果を活か
し、大学生の地元定着促進に向
けた今後の施策等を考えてい
く。

8,700 人

職
員

0.30

順調

課
長

16,300

35.0％
(R2年度)

企画
課

　北九州市内の企業で中
長期的に活躍し、本市の
産業を担う人材を全国か
ら確保・育成することを
目的に、市内企業への就
職と定住を条件に新卒者
の奨学金返還を支援す
る。

交付候補者申請件数 245,000 順調

　奨学金返還支援事業について
学生に周知し、目標を上回る交
付候補者の申請があったため
「順調」と判断。
　今後は、市内の認定企業に就
職した交付対象者に対して、交
付の準備を行う。

70,026 17,010

　地元就職者数の増加を
図るため、市内大学へア
ドバイザーを派遣し、市
内大学生と奨学金返還支
援認定企業などの市内企
業とのマッチングを支援
する。

23,000
301件

（H29年
度）

900件
(H29～R1
年度)

10,000 9,884 ―

アドバイザーによる
市内大学生と奨学金
返還支援認定企業な
どの市内企業との
マッチング件数

―
200件

(R1年度)
5,400 遅れ

　7月から大学・認定企業に事業
説明を実施、webサイト作成、企
業情報の掲載等の準備を経て、
10月から本格的にマッチングを
開始した。
　認定企業・市内大学関係者に
は非常に好評であり、大学とも
連携して学生の支援に取り組ん
だものの、早期に内定を得てい
る学生が多く、未内定学生の数
が想定以上に少なかったことか
ら、実績件数が伸びなかったた
め「遅れ」と判断。
　今年度は着手時期を早めるな
ど、実績増にも向けて取り組
む。

Ⅳ-3-(2)-
①
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

23
KitaQフェス（学園
祭）開催事業

　東京から北九州市への
交流人口の拡大（観光客
の増）、U･Iターン就職
や移住など地方創生を推
進するため、首都圏にお
ける新たなシティプロ
モーションの取組みとし
て、北九州市の魅力発信
イベント「KitaQフェ
ス」を実施するもの。

東京
事務
所

大変
順調

　イベントを契機に、ネット
ワーク登録者数が累計4,663人と
目標を大きく上回り、首都圏で
のネットワーク構築に貢献して
いるため、「大変順調」と判
断。

大変
順調

　「KitaQフェス」の実施を通し
て生まれた新たなネットワーク
を活用し、東京から北九州市へ
の交流人口の拡大、U･Iターン就
職や移住などを推進していく。

13



企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

82.4 ％ 80.8 ％

達
成
率

91.6 ％ 89.8 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

86.1 ％ 85.5 ％

達
成
率

95.7 ％ 95.0 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

82.4 ％ 80.8 ％

達
成
率

91.6 ％ 89.8 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

86.1 ％ 85.5 ％

達
成
率

95.7 ％ 95.0 ％

Ⅳ-4-(1)-
①
北九州の
魅力づく
り

24
北九州市魅力発信
事業

地方
創生
推進
室

　市民自らがまちの魅力
を発信するウェブサイト
「北九州市　時と風の博
物館」を通じて、本市の
魅力を発掘・再発見し、
さらに情報の共有や補足
等を行うことで、地域資
源を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政へ
協力的な主に市外居住者
の方に対し、本市への一
層の愛着と誇りを共有
し、活動への感謝と今後
のさらなる取り組みをお
願いする場として「北九
州市応援団の集い」を開
催する。

本市への愛着がある
と答えた（肯定的な
回答をした）市民の
割合

79.3%
(H25年
度)

90.0%
(R1年度)

本市が好きだと答え
た（肯定的な回答を
した）市民の割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(R1年度)

人

人

順調

　「本市への愛着がある」「本
市が好きだ」の両方の指標につ
いて、実績が前年度を下回り、
目標値を達成することができな
かったものの、高い水準を維持
していることから、「順調」と
判断。

12,390 11,730 12,353 8,700 順調

【評価理由】
　北九州市の魅力づくりのた
め、北九州市魅力発信事業での
「北九州市　時と風の博物館」
が、一定の成果を収めているた
め「順調」と判断。

【課題】
　若い世代を視野に入れた、全
体的に広がりのある、より多く
の市民を巻き込むような形の取
り組みを展開する必要がある。

　「北九州市が好き」「北九州
市が誇り」「北九州市と関わり
たい」と思い、市民や市出身者
が自ら北九州市の魅力を発信し
ていく輪を広げ、北九州市への
愛着・自信・誇りを高めていく
ために、
（１）ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」を通じて、特
に20歳以下の若い世代に対し、
シビックプライドの向上や地域
情報の効果的な浸透を図る。
（２）「北九州市応援団の集
い」の開催や北九州市応援団へ
の戦略的な情報発信等を通し
て、本市の魅力を市内外で共有
し、口コミなどを活用したシ
ティプロモーションを図る。
　また、首都圏や福岡市、若者
世代をターゲットに、効果的な
シティプロモーションを図る。

係
長

0.30 人

職
員

0.30

課
長

0.30

Ⅳ-4-(2)-
①
戦略的な
シティプ
ロモー
ションの
展開

25
北九州市魅力発信
事業

地方
創生
推進
室

　市民自らがまちの魅力
を発信するウェブサイト
「北九州市　時と風の博
物館」を通じて、本市の
魅力を発掘・再発見し、
さらに情報の共有や補足
等を行うことで、地域資
源を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政へ
協力的な主に市外居住者
の方に対し、本市への一
層の愛着と誇りを共有
し、活動への感謝と今後
のさらなる取り組みをお
願いする場として「北九
州市応援団の集い」を開
催する。

本市への愛着がある
と答えた（肯定的な
回答をした）市民の
割合

79.3%
(H25年
度)

90.0%
(R1年度)

本市が好きだと答え
た（肯定的な回答を
した）市民の割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(R1年度)

12,390 11,730 12,353

　「本市への愛着がある」「本
市が好きだ」の両方の指標につ
いて、実績が前年度を下回り、
目標値を達成することができな
かったものの、高い水準を維持
していることから、「順調」と
判断。

順調

【評価理由】
　戦略的なシティプロモーショ
ンの展開のため、北九州市魅力
発信事業での「北九州市　時と
風の博物館」が、一定の成果を
収めているため「順調」と判
断。

【課題】
　若い世代を視野に入れた、全
体的に広がりのある、より多く
の市民を巻き込むような形の取
り組みを展開する必要がある。

　「北九州市が好き」「北九州
市が誇り」「北九州市と関わり
たい」と思い、市民や市出身者
が自ら北九州市の魅力を発信し
ていく輪を広げ、北九州市への
愛着・自信・誇りを高めていく
ために、
（１）ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」を通じて、特
に20歳以下の若い世代に対し、
シビックプライドの向上や地域
情報の効果的な浸透を図る。
（２）「北九州市応援団の集
い」の開催や北九州市応援団へ
の戦略的な情報発信等を通し
て、本市の魅力を市内外で共有
し、口コミなどを活用したシ
ティプロモーションを図る。
　また、首都圏や福岡市、若者
世代をターゲットに、効果的な
シティプロモーションを図る。

係
長

0.30 人

職
員

0.30

課
長

順調8,700

0.30 人

人
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

86.1 ％ 85.5 ％

達
成
率

95.7 ％ 95.0 ％

目
標

75.0 ％

実
績

57.4 ％ 53.8 ％

達
成
率

71.7 ％

目
標

5.0 ％ 5.0 ％

実
績

8.6 ％ 9.3 ％

達
成
率

28.0 ％ 14.0 ％

目
標

15
位
以
内

課
長

0.10 人

実
績

19 位
係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

実
績

1,667 件 11,037 件

達
成
率

56.9 ％ 662.1 ％

目
標

実
績

約3,600
万
円

19,777
万
円

達
成
率

54.5 ％ 549.4 ％

北九州市の認知度
（地域ブランド調査
によるもの）

18位
（H28年
度）

やや
遅れ

　目標は下回ったものの、新規
移住相談者は増加（H29：112
人、H30：138人）した。また、
ふるさと納税寄附額も増加
（H29：3,600万円、H30：1.97億
円）しており、本市の認知度向
上に向けた成果は見られてい
る。
　一方で、北九州市の認知度
（地域ブランド調査によるも
の）が目標の順位には到達せ
ず、「やや遅れ」と判断。

― 4,900

16.8%
(H23年
度)

―

10位以内
(R4年度)

27
首都圏応援ネット
ワーク拡大事業

東京
事務
所

5,2856,000

　首都圏において新たな
ネットワーク構築のため
に、サポーターの組織化
を進める。さらに北九州
市ゆかりの店舗等のネッ
トワーク構築により、民
間と連携した情報発信拠
点の拡大を図る。
　これにより、首都圏で
の北九州市の認知度向上
や北九州ファン層の拡
大、人・店舗・企業のつ
ながりを作る。

ふるさと寄附金促
進事業

市外からの来訪者に
対し、「北九州市の
魅力をいくつ伝える
ことができますか」
との質問に対し、
「思いつかない」
「無回答」と答えた
市民の割合

Ⅳ-4-(2)-
②
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

26
北九州市魅力発信
事業

28

地方
創生
推進
室

　市民自らがまちの魅力
を発信するウェブサイト
「北九州市　時と風の博
物館」を通じて、本市の
魅力を発掘・再発見し、
さらに情報の共有や補足
等を行うことで、地域資
源を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政へ
協力的な主に市外居住者
の方に対し、本市への一
層の愛着と誇りを共有
し、活動への感謝と今後
のさらなる取り組みをお
願いする場として「北九
州市応援団の集い」を開
催する。

本市が好きだと答え
た（肯定的な回答を
した）市民の割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(R1年度)

75.0%
(R1年度)

人

係
長

0.30 人

人

12,390 11,730 順調

　「本市への誇りや自信がある
と答えた市民の割合」や「北九
州市の魅力を思いつかない市民
の割合」が前年度に比べやや低
下しているが、北九州市応援団
員の数は増加（H29：1,069人、
H30：1,080人）しており、「本
市が好きだと答えた市民の割
合」は基準値を上回っているこ
とから「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　「北九州市応援団員の数」は
目標値を下回ったものの、「北
九州市応援団」への情報発信活
動や会員募集、また「北九州市
時と風の博物館」の登録点数
は、一定の成果を収めている。
　また、「ふるさと北九州市応
援寄附金」について、件数が目
標値を大幅に上回っていること
から総合的に「順調」と判断。

【課題】
　北九州市の都市ブランド推進
に向け、更に市民の意識を高
め、「北九州市応援団」に対し
て情報発信するべく、更なる本
市の魅力づくり、戦略的な情報
発信を行う必要がある。

　「北九州市が好き」「北九州
市が誇り」「北九州市と関わり
たい」と思い、市民や市出身者
が自ら北九州市の魅力を発信し
ていく輪を広げ、北九州市への
愛着・自信・誇りを高めていく
ために、
（１）ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」を通じて、特
に20歳以下の若い世代に対し
て、シビックプライドの向上や
地域情報の効果的な浸透を図
る。
（２）「北九州市応援団の集
い」の開催や北九州市応援団へ
の戦略的な情報発信等を通し
て、本市の魅力を市内外で共有
し、口コミなどを活用したシ
ティプロモーションを図る。
　また、首都圏や福岡市、若者
世代をターゲットに、効果的な
シティプロモーションを図る。

本市への誇りや自信
があると答えた（肯
定的な回答をした）
市民の割合

56.7%
(H25年
度)

0.30

5.0％
(R1年度)

職
員

0.30

8,700

課
長

12,353

地方
創生
推進
室

　「ふるさと北九州市応
援寄附金」について㏚
し、寄附件数及び寄附金
額の増加を図る。
　また、寄附金の使い道
を寄附者が選択できる仕
組みと一定額以上の寄附
者に対する地元特産品等
の贈呈を通じ、本市の魅
力を全国に発信する。

寄附件数
46件

（H24年
度）

寄附金額

約450万
円

（H24年
度）

14,894

―

前年度
(約6,600万
円）比増

前年度比増

―

前年度比増

32,500

0.30

1.00

大変
順調

　返礼品の調達方法の見直しや
様々なPR媒体を活用するなどの
対策を行ったことが功を奏し、
寄附件数や寄附金額が大幅に増
加したため、「大変順調」と判
断。

係
長

0.30 人

人

人

99,202

職
員

13,950

課
長

前年度
(2,931件)

比増

―
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

19 位 19 位

達
成
率

目
標

実
績

17 位 18 位

達
成
率

目
標

課
長

2.00 人

実
績

係
長

3.00 人

達
成
率

職
員

3.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

複合公共施
設の整備の

推進
(R5年度整
備予定)

　本市の認知度と都市イ
メージの向上を図るた
め、新聞、雑誌、テレ
ビ、インターネット等の
マスメディアを通じた本
市のPRに取り組む。

Ⅳ-4-(2)-
③
都市イ
メージの
向上

29
情報発信・取材協
力事業

北九州市の認知度
（地域ブランド調査
によるもの）

19位
(H25年
度)

北九州市の情報接触
度
（地域ブランド調査
によるもの）

15位
(H25年
度)

10位以内 10位以内

10位以内 10位以内

10位以内
(毎年度)

10位以内
(毎年度)

22,000 21,484 32,400 20,950

課
長

0.30 人

やや
遅れ

　雑誌・新聞やテレビ・ラジオ
等のマスコミによる情報発信は
積極的に取り組んでいるが、地
域ブランド調査による順位が、
認知度では昨年と同位、情報接
触度については昨年より1ランク
落ちたため、「やや遅れ」と判
断。

職
員

1.00 人

地方
創生
推進
室

やや
遅れ

【評価理由】
　雑誌・新聞等掲載件数をはじ
め、マスコミに対する情報発信
件数は増加しているが、地域ブ
ランド調査における順位が振る
わないことから「やや遅れ」と
判断。

【課題】
　新たな層への情報発信方法を
検討し、露出の増加を図る。

　引き続き、本市の都市ブラン
ド推進に向け、魅力づくりや戦
略的な情報発信に努める。

― ―

係
長

1.00 人

Ⅴ-3-(2)-
②
公共施設
の転活用
などの検
討

30
公共施設マネジメ
ント推進事業

31
モデルプロジェク
ト再配置計画推進
事業

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　「公共施設マネジメン
ト実行計画」に基づき、
公共施設に関する将来的
な財政負担を軽減するた
めの取り組みを進める。

公共施設保有量の縮
減

全公共施設
(H26年度)

― ―

―

―

順調11,000―

―

75,500約20％削減
(R37年度)

順調

【評価理由】
　予定どおり施策を実施するこ
とができたことから「順調」と
判断。

【課題】
　課題の進捗状況を的確に把握
し、評価を行いながら進めてい
くなどの実効性の確保が必要。
　計画の推進にあたって、市民
説明や市民意見の把握に努める
など、丁寧な取り組みを進める
必要がある。

　計画の推進にあたっては、今
後も「公共施設マネジメント5ヶ
年行動計画」により進捗状況の
的確な把握及び評価を行い、公
共施設マネジメントの取り組み
を継続的に進めていくととも
に、モデルプロジェクト再配置
計画の推進のため、具体化に向
けた検討・調整等を実施する。

2,713 19,059

－

門司港地域における
複合公共施設の整備

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

モデルプロ
ジェクト再
配置計画策

定
(H27年度)

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　「北九州市公共施設マ
ネジメント実行計画」に
基づき、門司港地域及び
大里地域において、公共
施設の集約等の取り組み
を進める。

複合公共
施設の整
備の推進

複合公共
施設の整
備の推進

順調46,500

課
長

人

1.00 人

25,850

―

係
長

2.0032,600

居住ゾーン
の民間開

発、公園広
場ゾーンの

整備
(R5年度完
了予定) 人

―

居住ゾーンの
民間売却（公
募）及び公園
広場ゾーンの
整備の推進

職
員

2.00

大里地域における居
住ゾーンの民間売却
及び公園広場ゾーン
の整備

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

モデルプロ
ジェクト再
配置計画策

定
(H27年度)

居住ゾーンの
民間売却（公
募）の実施及
び公園広場
ゾーンの整備

の推進

― ―

　「北九州市公共施設マネジメ
ント実行計画」の着実な推進を
図るため、「公共施設マネジメ
ント5ヶ年行動計画」に基づき、
PDCAサイクルで評価・見直しを
行い、概ね計画どおり実施した
ため、「順調」と判断。

　門司港地域では、公共事業評
価（事前評価１）の実施及び基
本計画を策定するとともに、大
里地域では居住ゾーンの民間売
却等に向けた事前調査を行うな
ど、計画の実現に向けた具体的
な取り組みが進んでいるため、
「順調」と判断。
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

5万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万2千 人 1万9千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

44.0 ％ 38.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

5万 人 5万 人

実
績

2万2千 人 1万9千 人

達
成
率

44.0 ％ 38.0 ％

目
標

3,645
万
人

3,652
万
人

実
績

3,501
万
人

達
成
率

96.0 ％

目
標

177.9
万
人

178.2
万
人

実
績

232.5
万
人

達
成
率

130.7 ％

目
標

4 件 4 件

実
績

3 件 3 件

達
成
率

75.0 ％ 75.0 ％

目
標

5 件 4 件

実
績

4 件 6 件

達
成
率

80.0 ％ 150.0 ％

34
世界遺産関連連携
事業

世界
遺産
課

　ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵所
関連施設について、その
価値の理解増進のため、
来訪者受入れ環境の整備
はもとより、市内外へ向
けた広報・PR活動を展開
する。

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―

Ⅴ-3-(2)-
③
近代化遺
産などの
文化財の
活用

32 世界遺産推進事業
20万人
（H28～
R1年度）

24,000 22,661 22,583 8,700 遅れ

　地域の祭りへの参加（出展）
や親しみやすいPRチラシの作成
など、世界遺産の理解促進に努
めた。トイレや駐車場の確保に
より眺望スペースに行きやすい
環境づくりも行っているが、眺
望スペースの来場者数は目標に
達しなかったため、「遅れ」と
判断。

やや
遅れ

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全に
向けた調査を計画通り進めると
共に、理解促進・集客増に向
け、市内外の学校への働きかけ
やARアプリ導入、チラシの作
成、来場者記念カードのリ
ニューアルなどを行い、観光資
源としての付加価値向上が進ん
だが、来場者数は目標に達しな
かったことから「やや遅れ」と
判断。

【課題】
　登録後3年が経過して眺望ス
ペースの来場者数も減少傾向に
あることから、世界遺産の魅力
を伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。また、社会見学
や修学旅行等のモデルコースと
なり得る市内各所への周遊促進
など、市内への長時間滞在に繋
げていく必要がある。

　世界遺産登録された構成資産
の保全を行っていくと共に、関
係機関と連携してインタープリ
テーション（理解増進・情報発
信）の取り組みを推進し、観光
資源としての魅力向上を図って
いく。

33
世界遺産登録資産
保全活用事業

診断の実施
耐震設計の

実施

― ―

世界
遺産
課

　国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、遺
産価値の保全につとめ
る。

8,900
保全計画策

定
（R1年度）

8,068 8,700 順調
　予定していた旧鍛冶工場、修
繕工場の耐震設計を実施したた
め、「順調」と判断。

資産の耐震
診断の実施

資産の耐震
設計の実施 8,799

20万人
（H28～
R1年度）

世界
遺産
課

　本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む北
九州市の取組みを効果的
に発信できるツールの開
発や機会を増やし、幅広
い世代・地域の来訪者を
呼び込む。

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

8,700

課
長

6,800

0.30 人

やや
遅れ

　市内外の学校への社会見学や
修学旅行の誘致の実施、AR記念
撮影アプリの導入や来場者記念
カードのリニューアルなど、集
客増に向けた土台作りが進んで
いるが、眺望スペースの来場者
数は目標に達しなかったことか
ら「やや遅れ」と判断。

北九州都市圏域内へ
の観光客数

3,640万人
(H27年度)

3,658万人
(R1年度)

係
長

6,619 11,355 0.30 人

北九州都市圏域内の
宿泊者数

177万人
(H27年度)

178.6万人
(R1年度)

職
員

0.30 人

Ⅶ-1-(1)-
①
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

35
東アジア経済交流
推進機構推進事業

アジ
ア交
流課

　平成16年11月に、日中
韓10都市により｢東アジ
ア経済交流推進機構｣を
設立（現在11都市）。
　｢国際ビジネス｣、｢環
境｣、｢観光｣、｢ロジス
ティクス｣の4部会を設け
て経済交流活動を行って
いる。
　本市は、本機構の事務
局を構成し、機構活動の
円滑化と活性化に貢献す
るとともに、本市企業の
国際ビジネス拡大に資す
る活動を実施する。

会員都市間ネット
ワークの活用による
共同プロジェクトの
件数

4件
（H26年
度）

4件以上
（毎年
度）

東アジア経済交流推
進機構における会議
数

5件
（H26年
度）

21件
（H27～
R1年度）

6,500 6,447 7,325 11,050

課
長

0.20

係
長

0.50

職
員

0.50

人

順調

　観光部会共同プロジェクトが
中止となったが、韓国・仁川広
域市で開催された第6回総会や部
会開催等、ほぼ計画通りの実施
となったため「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　第6回総会開催時には、会員都
市同士のビジネス交流促進を目
的とした「ビジネス商談会」を
併催し、商談件数は180件に上っ
た。また、各部会では、都市間
ネットワークが強化できたこと
から「順調」と判断。

【課題】
　機構活動の活性化と効率化を
図る必要がある。

　第三者評価委員会や会員都市
からの提言等をもとに、機構の
活動についての在り方を検討
し、活性化を図る。

人

人

―

登録資産の保全
現状把握
のための
調査継続

集計中

―

集計中

―
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

392 人 324 人
係
長

0.40 人

達
成
率

118.8 ％ 98.2 ％
職
員

1.00 人

目
標

110 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

361 人 453 人
係
長

0.30 人

達
成
率

328.2 ％ 411.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

20 人 20 人
課
長

0.17 人

実
績

17 人 23 人
係
長

0.30 人

達
成
率

85.0 ％ 115.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

392 人 324 人
係
長

0.40 人

達
成
率

118.8 ％ 98.2 ％
職
員

1.00 人

目
標

70 ％ 70 ％

実
績

86.8 ％ 89.5 ％

達
成
率

124.0 ％ 127.9 ％

目
標

300 社 379 社

実
績

449 社 563 社

達
成
率

149.7 ％ 148.5 ％

Ⅶ-1-(1)-
②
都市間交
流・連携
の推進

36 国際交流事業
アジ
ア交
流課

　姉妹・友好都市を中心
とした海外諸都市との
様々な分野での交流推進
を図るため、訪問団の受
入れや本市からの訪問団
派遣等の交流事業を行
う。

姉妹・友好都市を中
心とした海外諸都市
との交流事業参加者
延べ人数

343人
（H26年
度）

330人以
上

(毎年度)
6,100 4,065 5,140 14,950 順調

　交流事業は概ね目標どおり
（目標：30件、実績：28件）実
施し、目標に近い参加者があっ
たことから「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　国際交流事業については、わ
ずかに目標値に達しなかった
が、アジアゲートウェイ推進事
業及びASEAN新都市間連携促進事
業については、目標に達してい
ることから「順調」と判断。

【課題】
　姉妹・友好都市との様々な分
野における着実な交流の推進に
加え、アセアン諸国等のアジア
新興国との交流によるシティプ
ロモーションを進める必要があ
る。

　姉妹・友好都市、アセアン諸
国等のアジア新興国との様々な
分野における交流・連携を一層
強化していく。

37
アジアゲートウェ
イ推進事業

アジ
ア交
流課

　アセアン諸国などアジ
アの新興国との経済交流
やシティプロモーション
を進める。

アセアン諸国などア
ジアの新興国との交
流事業参加者延べ人
数

135人
（H26年
度）

110人以
上

(毎年度)
8,820

大変
順調

　アセアン諸国との交流事業
は、目標どおり（目標：7件、実
績：12件）実施し、目標を上回
る参加者があったことから「大
変順調」と判断。

38
ASEAN新都市間連携
促進事業

アジ
ア交
流課

　発展著しいアセアン地
域において、都市間連
携、経済交流の推進・強
化のため、カンボジア・
プノンペン都との都市間
連携強化を行うととも
に、その他の都市との新
規交流可能性を検討す
る。

カンボジア及びアセ
アン新規交流都市と
の交流事業参加者延
べ人数

―
20人以上
(毎年度)

1,100 2,589 2,458

2,000 624 1,714 7,955 順調

　カンボジアからの人材育成研
修団の受け入れや、カンボジア
で開かれた姉妹都市交流事業等
に参加し、姉妹都市間の交流を
深めネットワークを強化するこ
とが出来たため「順調」と判
断。

Ⅶ-1-(2)-
②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

39 国際交流事業
アジ
ア交
流課

　姉妹・友好都市を中心
とした海外諸都市との
様々な分野での交流推進
を図るため、訪問団の受
入れや本市からの訪問団
派遣等の交流事業を行
う。

姉妹・友好都市を中
心とした海外諸都市
との交流事業参加者
延べ人数

343人
（H26年
度）

330人以
上

(毎年度)
6,100 4,065 5,140 14,950 順調

　交流事業は概ね目標どおり
（目標：30件、実績：28件）実
施し、目標に近い参加者があっ
たことから「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　様々な分野における交流事業
において、おおむね目標数に達
しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　姉妹・友好都市との様々な分
野における着実な交流をさらに
進めていく必要がある。

　姉妹・友好都市との様々な分
野における交流・連携を一層強
化していく。

Ⅶ-2-(2)-
②
海外の経
済事務所
の活用

40
中国ビジネスサ
ポート拠点整備事
業

アジ
ア交
流課

　駐大連北九州市経済事
務所及び駐上海北九州市
経済事務所を設置・運営
し、地元企業のビジネス
サポートや進出支援を行
うとともに、本市と中国
の都市とのネットワーク
を形成・強化する。

海外事務所の本市地
域企業への貢献度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

85％
（H26年
度）

80％
以上

(R1年度)

海外事務所を利用し
た企業数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

374社
（H26年
度）

390社
(R1年度)

54,958 54,408 59,116 3,075

課
長

0.05 人

人

大変
順調

　海外事務所の本市地域企業へ
の貢献度及び海外事務所を利用
した企業数ともに目標を大幅に
上回ったため、「大変順調」と
判断。

大変
順調

【評価理由】
　海外事務所をとおした地元企
業のビジネスサポートについ
て、目標を大幅に上回ったた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　地元企業のビジネスサポート
強化、増大するインバウンド需
要の積極的な取り込みに加え、
経費削減を含めた中国事務所の
適切な運営方法の検討が必要で
ある。

　地元企業のビジネスサポート
強化、増大するインバウンド需
要の積極的な取り込みに加え、
経費削減を含めた中国事務所の
適切な運営方法を検討する。

係
長

0.10 人

職
員

0.20
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

51.8 ％ 54.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

103.6 ％ 109.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

+1,400 人

実
績

+1,273 人

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

【評価理由】
　国際都市にふさわしいまちづ
くりに向けて、多文化共生の意
識啓発や国際理解の推進に関す
る事業を幅広く実施しているこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　留学生と地元企業の相互理解
度については、令和2年度の中期
目標に向けて、積極的・効果的
な取組みに努める必要がある。

　多文化共生の理解者の広がり
や担い手育成につなげるため、
今後も引き続き積極的かつ効果
的に広報していく。

順調

Ⅶ-2-(3)-
②
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

―

―

41
（公財）北九州国
際交流協会補助金

国際
政策
課

　「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力ある
地域づくりと人づくり」
というビジョンのもと、
多文化共生の社会づくり
を推進するとともに、幅
広い市民による国際交流
活動を促進して諸外国と
の相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくりを
推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

51.8％
(H29年
度)

53％以上
(R1年度)

48,018 48,018 48,489 2,325 順調

　国際交流団体や市民を幅広く
巻き込んだ啓発に努め、多文化
共生の意識付けを行っている。
　また、国際交流員の派遣の依
頼先に広がりが見られること
や、国際理解推進員の着任によ
り新たな国際交流イベントも開
催されたことから、「順調」と
判断。

5,650 順調

　昨年度に引き続きFMラジオ番
組の1ヵ月間のコーナーを活用
し、北九州市在住の外国人市民
に自国の文化や日本での生活に
ついて紹介してもらったほか、
地域での出前講演を行い、日本
人市民に対する多文化共生の意
識啓発を実施できたため、「順
調」と判断。

8,700

課
長

0.30 人

順調0.30 人

職
員

0.30 人

42
多文化共生推進事
業

国際
政策
課

3,313

　日本人市民に対して、
多文化共生に関する意識
啓発や国際交流の機会や
場の提供を行うことで、
外国人を受け入れる地域
づくりを目指すととも
に、すべての市民が安心
して暮らし、自己の能力
を発揮できる「多文化共
生先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の認
知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

51.8％
(H29年
度)

53％以上
(R1年度)

3,971

43
地方創生に向けた
留学生等受入定着
促進事業

国際
政策
課

　留学生等を地域で支え
る体制を構築し、留学誘
致、生活支援、就職支援
の各施策を一体的に実施
し、定着促進を図る。

留学生と地元企業の
相互理解度
留学生等高度人材活
用の向上（企業との
相互理解が進んだ状
態＝留学生が市内企
業の情報を4社以上
知っている）

3,253

+1,600人
（R1年)

20.9%
(H29年
度)

単年度目標
設定なし

21,000 16,300 ―

　予定通り、留学誘致PRツール
の作成や留学生支援ネットワー
クでの情報共有・意見交換の場
を設けたことや、留学生の生活
支援のための取組みも実施した
ことから「順調」と判断。

係
長

外国人社
会動態増
加数＋
1,010人

外国人人口の社会動
態増加数（H28年増
加数比）

35.0％
(R2年度)
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

80 % 80 %

実
績

90 % 90 %

達
成
率

112.5 % 112.5 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,645
万
人

3,652
万
人

実
績

3,501
万
人

達
成
率

96.0 ％

目
標

177.9
万
人

178.2
万
人

実
績

232.5
万
人

達
成
率

130.7 ％

69%
(H28年
度)

Ⅶ-3-(1)-
①
県内周辺
市町村と
の広域連
携

44
新たな広域連携推
進事業

45
北九州都市圏域連
携事業

政策
調整
課

政策
調整
課

関門地域連携推進
協議会とそれに伴
う両市企画部門等
の会議の開催

―

　国の進める「連携中枢
都市圏構想」に基づき、
近隣16市町と連携中枢都
市圏「北九州都市圏域」
を形成した。圏域の成長
戦略として策定した「都
市圏ビジョン」の推進を
図る。
　また、下関市との連携
については、県境を越え
た連携中枢都市同士の連
携の可能性を検討してい
くものである。

「連携中枢都市圏ビ
ジョン」掲載の事業
のうち、事業を実施
した割合
（一部実施含む）

関門地域の活性化
に資する連携会議
等での取組の協

議・検討

関門地域の活性化
に資する連携会議
等での取組の協

議・検討

90%
(R1年度)

関門地域の活性化
に資する連携会議
等での取組の協

議・検討

―

本市と下関市両市の
企画部門等で会議を
開催し、両市の経済
成長に繋がる取り組
みについて協議・検
討

―

関門地域
連携推進
協議会と
それに伴
う両市企
画部門等
の会議の

開催

13,300 順調

　平成28年度に立ち上げた「北
九州地域連携懇談会プロモー
ション部会」が、新規の連携事
業を開始したことにより、北九
州地域連携懇談会の開催回数は
減少した。しかしながら、成果
指標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標を上回る実績と
なった。
　また、下関市についても関門
地域連携推進協議会及び担当部
門会議を開催することで、連携
を強化し、取組みを深化させる
ことができたため「順調」と判
断。

2,500

0.20

【評価理由】
　「連携中枢都市圏ビジョン」
については、新規事業等も随時
追加しながら順調に進捗してい
る。
　また、下関市との連携につい
ても関門地域のPRがフォトウェ
ディング受入れ数の増に繋がっ
ており「順調」と判断。
　
【課題】
　地方創生推進交付金事業が令
和2年度で終了することを見据
え、次の事業展開を検討してい
る。

人

1.30 人

　今後も県内周辺市町村との連
携を一層強化していく。
　また、北九州都市圏域連携事
業については、令和元年度に新
たに圏域のパンフレットを作成
予定であり、今後のプロモー
ション事業において一層の認知
度向上を推進する。

係
長

0.65 人

職
員

177.4万
人

（H27年
度）

178.6万
人

(R1年度)

順調

859 1,278

17,400 順調

　成果指標について、平成30年
度実績は集計中であるが、平成
29年度実績において観光客数は
目標を下回ったものの、宿泊者
数では中期目標を超える結果と
なったため、「順調」と判断。

　本市と近隣自治体（福
岡県北東部の16市町）で
形成された、連携中枢都
市圏「北九州都市圏域」
のブランディング、プロ
モーション事業を行う。

北九州都市圏域内へ
の観光客数

3,640万
人

(H27年
度)

3,658万
人

(R1年度)

北九州都市圏域内の
宿泊者数

集計中

―

0.80 人

人

課
長

0.10

職
員

0.40

10,263 21,843

課
長

人

係
長

10,500

集計中

―
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企画調整局

平成30年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人件費（目安）H29年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

80 % 80 %

実
績

90 % 90 %

達
成
率

112.5 % 112.5 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2,227,750
千
円

3,279,833
千
円

課
長

0.50 人

実
績

8,033,000
千
円

係
長

0.90 人

達
成
率

360.6 ％
職
員

0.80 人

目
標

26
都
市

26
都
市

実
績

26
都
市

27
都
市

達
成
率

100.0 ％ 103.8 ％

目
標

1 回 1 回

実
績

1 回 1 回

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

1 回 1 回

実
績

1 回 1 回

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

Ⅶ-3-(1)-
②
近隣主要
都市との
都市間連
携

46
新たな広域連携推
進事業

47

― ―

関門地域魅力向上
事業

政策
調整
課

　国の進める「連携中枢
都市圏構想」に基づき、
近隣16市町と連携中枢都
市圏「北九州都市圏域」
を形成した。圏域の成長
戦略として策定した「都
市圏ビジョン」の推進を
図る。
　また、下関市との連携
については、県境を越え
た連携中枢都市同士の連
携の可能性を検討してい
くものである。

「連携中枢都市圏ビ
ジョン」掲載の事業
のうち、事業を実施
した割合
（一部実施含む）

順調

　観光消費額の増加額について
は集計中であるが、地元ステー
クホルダーの参画を得て、「関
門」の認知度向上に確かな手ご
たえ(WEB閲覧数等)を感じている
ため、「順調」と判断。

係
長

13,300

20,750

69%
(H28年
度)

90%
(R1年度)

関門地域の活性化
に資する連携会議
等での取組の協

議・検討

関門地域連携推進
協議会とそれに伴
う両市企画部門等
の会議の開催

順調

【評価理由】
　「連携中枢都市圏ビジョン」
については、新規事業等も随時
追加しながら順調に進捗してい
る。
　また、下関市についても関門
地域連携推進協議会及び担当部
門会議を開催しすることで、連
携を強化し、取組みを深化させ
ることができた。
　観光消費額の増加額について
は集計中であるが、関門地域の
PR等がフォトウェディング受入
れ数の増に繋がっており「順
調」と判断。

【課題】
　地方創生推進交付金事業が令
和2年度で終了することを見据
え、次の事業展開を検討してい
る。

　今後も近隣都市との連携を一
層強化していく。

本市と下関市両市の
企画部門等で会議を
開催し、両市の経済
成長に繋がる取り組
みについて協議・検
討

―

23,400

　平成28年度に立ち上げた「北
九州地域連携懇談会プロモー
ション部会」が、新規の連携事
業を開始したことにより、北九
州地域連携懇談会の開催回数は
減少した。しかしながら、成果
指標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標を上回る実績と
なった。
　また、下関市についても関門
地域連携推進協議会及び担当部
門会議を開催することで、連携
を強化し、取組みを深化させる
ことができたため「順調」と判
断。

政策
調整
課

1回
（H28年
度）

1回
(毎年度)

―

連携事業の実施（東
九州軸での活動）

9,505,405千円
（H28～R1年

度）
19,692

【西九州軸連携】
　九州と本州の結節点で
ある地の利点を活かしな
がら、鹿児島県南九州市
との都市間交流の推進
や、九州新幹線沿線自治
体（鹿児島市、熊本市、
福岡市）との四都市連携
により九州の一体的な発
展とアジアの巨大都市と
対等に渡り合うため、西
九州軸の広域連携の強化
を図るものである。

【東九州軸連携】
　東九州軸では東九州自
動車道全線開通を見据
え、京築地域や大分・宮
崎・鹿児島の都市との連
携構築に取り組む。

26都市
（H28年
度）

27都市
(R1年度)

4,718

政策
調整
課

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　下関市と連携して、関
門地域の魅力を官民協働
でブランド化し、関門
ファンや宿泊型滞在観光
客の増加を図る。

宿泊者数、日帰り観
光客数の増加に伴う
観光消費額の増加額

九州地域などにおけ
る交流・連携都市数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

Ⅶ-3-(2)-
② 
九州各地
域などと
の連携

48 広域行政推進事業

順調859 1,278

【評価理由】
　九州地域などにおける交流・
連携都市数は目標値を上回って
おり、連携推進に向けた活動を
精力的に行っているため、「順
調」と判断。

【課題】
　費用対効果の観点から、事業
継続に関し、今一度精査する必
要がある。

　今後も九州の各地域との連携
を一層強化していく。

連携事業の実施（西
九州軸での活動）

1回
（H28年
度）

1回
(毎年度)

係
長 順調

　西九州軸での活動において、
北九州市の食の魅力のプロモー
ションを行うなど、九州地域な
どにおける交流連携や西九州軸
及び東九州軸での活動を精力的
に行っているため、「順調」と
判断。

順調

課
長

0.05 人

0.10

人

人

職
員

0.20

3,0753,658 3,600

人

20,459

課
長

0.20

0.80

人

関門地域
連携推進
協議会と
それに伴
う両市企
画部門等
の会議の

開催

人

職
員

0.40

関門地域の活性化
に資する連携会議
等での取組の協

議・検討

関門地域連携推進
協議会とそれに伴
う両市企画部門等
の会議の開催

2,500

集計中

―
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

0.30 人

実
績

53.4 ％ 51.8 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,600 人

実
績

3,295 人

達
成
率

91.5 ％

順調

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰も着実に受賞企業が増
加し、企業へのアドバイザー等
の派遣や各種セミナーの開催等
による企業等の取組支援も進ん
でいる。また、子育て中の労働
者で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合につい
ても、50%以上の水準を維持して
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き方
を選択でき、活力ある豊かな社
会の実現を目指すには、意識改
革が重要である。そのための企
業へ向けた「ワーク・ライフ・
バランスの推進」に関する支援
を継続して実施する必要があ
る。

　子育て中の労働者で仕事と生
活の両立が図られていると感じ
る人の割合が、今後もさらに上
昇していくよう、各種支援を通
じて、企業の「ワーク・ライ
フ・バランスの推進」に関する
支援を一層推進していく。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー等の派遣、
各種セミナーの開催等により、
子育て中の労働者で仕事と生活
の両立が図られていると感じる
人の割合は、50%以上の水準を維
持しているため、「順調」と判
断。

順調

5,571

6,846

6,500

H30年度

10,700

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

　誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活力
ある豊かな社会を実現す
るため、「北九州市女性
活躍・ワークライフバラ
ンス推進協議会」を中心
に、企業等の取組支援な
どを行うとともに、企業
や地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進を
図る。

女性
活躍
推進
課

ワーク・ライフ・
バランス推進事業

1

女性
活躍
推進
課

　女性の理工系分野への
関心を高めることを目的
とした女子中学生向けの
「理工チャレンジ」体験
プログラムや、子育て女
性向け就業支援等、将来
にわたっての多様な働き
方の実現をさらに推進す
る。

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第2次計
画）（H27年度～R1
年度）」掲載内容

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

65.9%
(H22年国
勢調査)

単年度目標
なし

41.0％
(H25年
度)

―

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H25年度の水
準より増加
(R1年度)

―

H30年度

単年度目標
なし

－

―

―

女性の就業率（25～
44歳）

70%
(R1年度)

9,193 7,232

課
長

0.30

10,700

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

　子育て女性向け就職支援プロ
グラムには目標の100人を上回る
120人が参加し、また、理工系職
業体験プログラムにおいても目
標を上回る6社の参加があったた
め、「順調」と判断。

順調

人

人

4,000人
(R1年度)

職
員

0.30

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

Ⅰ-1-(1)-
① 
仕事と子
育ての両
立支援

係
長

0.50 人

単年度目標
なし

2
働き方改革先進都
市事業

―
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

20 ％

実
績

18.3 ％ 18.6 ％

達
成
率

93.0 ％

目
標

15 ％

実
績

14.8 ％ 14.8 ％

達
成
率

98.7 ％

目
標

実
績

17.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

13.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

94.0 ％ 94.2 ％

達
成
率

目
標

20 ％

実
績

15.4 ％ 22.9 ％

達
成
率

114.5 ％

目
標

実
績

20.3 ％

達
成
率

―

―

Ⅱ-3-(2)-
① 
政策・方
針決定過
程への男
女共同参
画の推進 人

　女性職員キャリア研修やメン
ター研修の実施など、女性職員
の能力開発、キャリア形成支援
にかかる取組を進め、数値が横
ばいの指標があるものの、女性
役職者比率が順調に上昇してい
るため、「順調」と判断。

　テレワークの試行実施や働き
方見直し実践部署コンサルティ
ングの実施等で、効率的な働き
方の実現を図ったほか、イクボ
スの実践、男性職員も育児に関
わりやすい職場風土の醸成を
図ったことから、いずれの指標
も上昇したため、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　市職員向けの取組としては、
各種研修の機会等を通じた女性
職員の能力開発やキャリア形成
支援により、女性役職者比率は
年々上昇している。
　また、男性職員の育休の取得
は、家事・育児など家庭生活に
おける女性の負担軽減に向けた
良いきっかけとなっており、将
来の女性活躍につながるもので
ある。働き方改革やワーク・ラ
イフ・バランスの推進、イクボ
スマネジメントの実践により、
男性職員も育休を取得できる組
織風土が醸成され、指標の達成
に向け順調に推移している。
　市民向けの取組としては、男
女共同参画センター及び勤労婦
人センターにおいて、男女共同
参画社会の形成の推進に向けた
イベントや講座の開催、就業・
キャリアアップ支援、相談等を
実施している。参加者数等は同
程度で推移している。
　また、実施主体である団体そ
れぞれが工夫しながら若年層へ
広報啓発等の課題に取り組んで
おり、参加者数等、前年度比同
程度で推移している。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　女性職員が抱える「係長とし
ての資質・能力不安」の軽減や
払拭、仕事と家庭の両立に向け
た職場や職員の意識改革に継続
して取り組む必要がある。ま
た、テレワークの利用人数の一
層の増加や働き方見直し実践部
署の成果の横展開等により、効
率的な働き方の加速を図る必要
がある。
　男女共同参画社会の形成を一
層推進するため、より多くの方
が関心を持って参加できるイベ
ントや講座となるよう継続的に
テーマや事業手法を見直す必要
がある。勤労婦人センターにつ
いては「公共施設マネジメント
実行計画」に基づき令和2年度で
用途廃止をし、男女共同参画セ
ンターに事業を集約するが、集
約にあたっては事業の見直しも
必要である。また、若年層向け
の広報啓発事業の実施等に継続
して取り組む必要がある。

順調

順調

14.8%
(H29年
度)

―

男性職員の育児休業
取得率

男性職員の育児休業
等取得率

23%
(R5年度)

20%
(H30年
度)

20%
(H30年
度)

30%
(R5年度)

3,198

15%
(H30年
度)

95%
(R5年度)

3,900

課
長

1,550

8,800
係
長

2,872

2,756 5,900

人

人

0.10

人

人

「女性活躍推進ア
クションプラン」
実施及び市職員次
世代育成支援事業

4

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

88.0%
(H27年
度)

2.5%
(H20年
度)

女性管理職（課長級
以上）比率

女性管理職（課長級
以上）比率
（教職員、消防職員
を除く）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

部課長級の多面評価
「イクボス10か条を
実践できている管理
職の割合」

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　女性の活躍推進のため
には、家庭生活における
負担の軽減や働き方の見
直しを進めていく必要が
ある。そこで、国におけ
る「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」の策定や
「女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法
律」施行など、ワーク・
ライフ・バランス（働き
方改革）を推進するため
の取組の加速等の動きを
踏まえ、テレワークの実
施や職場単位の業務改
善、イクボスの実践な
ど、多様な働き方の実現
を図ることにより、働き
やすい職場づくりを目指
す。

―

女性役職者（係長級
以上）比率
（教職員、消防職員
を除く）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いきい
きと活躍できる職場づく
りを実現するため、「女
性活躍推進アクションプ
ラン第2期計画」（計画
時期：H26～30年度）に
基づき、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に向
けた取組を実施する。

3

13.6%
(H30年
度)

女性役職者（係長級
以上）比率

15.6%
(H25年
度)

―

単年度目標
なし

12.0%
(H25年
度)

―

職
員

0.40

ダイバーシティ推
進事業

17.6%
(H30年
度)

0.20

係
長

15%
(R5年度)

課
長

0.50

0.20

3,253

0.10

職
員

―

　北九州市職員女性活躍・ワー
クライフバランス推進プログラ
ムを着実に実施し、女性職員の
能力開発やキャリア形成支援を
推進していくとともに、多様な
人材を活かす組織風土を醸成す
る必要がある。
　また、男女共同社会の形成の
推進に向けた効果的な取組を実
施するため、他の類似事業を取
り扱う施設等との役割分担、連
携、事業内容の見直しなどに取
り組む。さらに、地域のニーズ
に即した公募制の広報啓発事業
などを通じて、広報活動を効率
的・効果的に実施する。

人
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

目
標

80 ％

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

80 ％

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

―

男女
共同
参画
推進
課

単年度目標
なし

―

順調

人

人

人

　「男女共同参画フォーラムin
北九州」及び「男女共同参画に
関する広報啓発事業」の回数、
参加者数ともに前年度比同レベ
ルで推移している。実施する団
体それぞれが工夫を加えなが
ら、効果的な広報啓発事業とな
るよう取り組んでおり、イベン
ト内容や参加対象の幅を広げる
工夫もしている。こうした取組
が市民の意識改革に繋がってい
ることから、「順調」と判断。

人

順調

　成果指標としている項目の調
査は5年毎に実施のため、達成率
は「－」とした。
　レディスやはたが4か月休館し
たが、講座数・参加者数共に前
年度比90％超を維持できた。男
女共同参画社会の形成の推進に
向けたイベントや講座の開催、
就業・キャリアアップ支援、相
談事業などを事業計画に基づき
着実に実施していることから、
「順調」と判断。

性別による固定的役
割分担意識に肯定的
な人の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

26.7%
(H29年
度)

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少

男女共同参画社会と
いう言葉の認知度

―

―

性別による固定的役
割分担意識に肯定的
な人の割合

※指標追加
(R1年度目標設定時)

3,483

H29年度の水
準より減少
(R4年度)

単年度目標
なし

80%
(R4年度)

330,163

H29年度の水
準より減少
(R4年度)

3,061

327,074

5,050

課
長

3,243

327,126

0.30
課
長

0.10

係
長

0.20

職
員

人

職
員

6

　地域における男女共同
参画の推進を図るため、
地域で活動している団
体・グループ等が企画・
実施する広報啓発活動を
支援し、男女共同参画に
関する理解を深める。

地域における男女
共同参画推進啓発
事業【男女共同参
画広報・啓発事
業】

男女
共同
参画
推進
課

5

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労婦
人センター・レディス
（もじ・やはた）におい
て、施設の運営をはじ
め、地域に根ざした男女
共同参画推進、女性リー
ダー育成、就職・再就職
に向けた就業・キャリア
アップ支援、あるいは相
談事業など、様々な事業
を展開し、男女共同参画
社会の形成を推進する。

男女共同参画セン
ター及び勤労婦人
センター管理運営
事業

69.7%
(H29年
度)

26.7%
(H29年
度)

68.9%
(H23年
度)

男女共同参画社会と
いう言葉の認知度

―

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少

―

80%
(H30年
度)

―

―

―

―

8,950

―

―

0.20

係
長

0.40

人0.20
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

課
長

0.30 人

実
績

53.4 ％ 51.8 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

85 %

実
績

70.8 ％

達
成
率

目
標

実
績

72.4 ％

達
成
率

目
標

20 ％

実
績

15.4 ％ 22.9 ％

達
成
率

114.5 ％

目
標

実
績

20.3 ％

達
成
率

目
標

実
績

94.0 ％ 94.2 ％

達
成
率

目
標

20 ％

実
績

15.4 ％ 22.9 ％

達
成
率

114.5 ％

目
標

実
績

20.3 %

達
成
率

―

―

―

9,193

―

85%
(R5年度)

H25年度の水
準より増加
(R1年度)

3,198

男性職員の育児休業
取得率

　女性の活躍推進のため
には、家庭生活における
負担の軽減や働き方の見
直しを進めていく必要が
ある。そこで、国におけ
る「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」の策定や
「女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法
律」施行など、ワーク・
ライフ・バランス（働き
方改革）を推進するため
の取組の加速等の動きを
踏まえ、テレワークの実
施や職場単位の業務改
善、イクボスの実践な
ど、多様な働き方の実現
を図ることにより、働き
やすい職場づくりを目指
す。

女性
活躍
推進
課

2.5%
(H20年
度)

8

80%
(R5年度)

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―

順調

71.6%
(H25年
度)

41.0％
(H25年
度)

単年度目標
なし

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第2次計
画）（H27年度～R1
年度）」掲載内容 ―

7,232 10,700

　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー等の派遣、
各種セミナーの開催等により、
子育て中の労働者で仕事と生活
の両立が図られていると感じる
人の割合は、50%以上の水準を維
持しているため、「順調」と判
断。

　テレワークの試行実施や働き
方見直し実践部署コンサルティ
ングの実施等で、効率的な働き
方の実現を図ったほか、イクボ
スの実践、男性職員も育児に関
わりやすい職場風土の醸成を
図ったことから、いずれの指標
も上昇したため、「順調」と判
断。

0.10

順調

人

6,846

1,550

2,872

　計画に基づく取組の実施によ
り、男性職員の育児休業等取得
率などの指標が順調に推移して
いることから「順調」と判断。

5,900

順調

Ⅱ-3-(2)-
② 
ワーク・
ライフ・
バランス
（仕事と
生活の調
和）の推
進

9

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

ワーク・ライフ・バ
ランスが取れている
と感じる職員の割合

14.8%
(H29年
度)

14.8%
(H29年
度)

両立しながら新たな
業務等にチャレンジ
したいと思う職員の
割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

男性職員の育児休業
等取得率

　性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いきい
きと活躍できる職場づく
りを実現するため、「女
性活躍推進アクションプ
ラン第2期計画」（計画
時期：H26～30年度）に
基づき、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に向
けた取組を実施する。

「女性活躍推進ア
クションプラン」
実施及び市職員次
世代育成支援事業

7

　誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活力
ある豊かな社会を実現す
るため、「北九州市女性
活躍・ワークライフバラ
ンス推進協議会」を中心
に、企業等の取組支援な
どを行うとともに、企業
や地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進を
図る。

ワーク・ライフ・
バランス推進事業

単年度目標
なし

男性職員の育児休業
等取得率

部課長級の多面評価
「イクボス10か条を
実践できている管理
職の割合」

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

69.9%
(H26年
度)

単年度目標
なし

95%
(R5年度)

20%
(H30年
度)

職
員

ダイバーシティ推
進事業

2.5%
(H20年
度)

―

職
員

男性職員の育児休業
取得率

0.50

係
長

課
長

8,800

30%
(R5年度)

30%
(R5年度)

単年度目標
なし

単年度目標
なし

20%
(H30年
度)

3,900

―

―

―

単年度目標
なし

―

人

0.10

係
長

0.20

人

0.402,756

3,253

88.0%
(H27年
度)

課
長

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰も着実に受賞企業が増
加し、企業へのアドバイザー等
の派遣や各種セミナーの開催等
による企業等の取組支援も進ん
でいる。また、子育て中の労働
者で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合につい
ても、50%以上の水準を維持して
いる。
　男性職員の育休の取得は、家
事・育児など家庭生活における
女性の負担軽減に向けた良い
きっかけとなっており、将来の
女性活躍につながるものであ
る。働き方改革や職員のワー
ク・ライフ・バランスの推進を
着実に実施し、イクボスマネジ
メントの実践により、男性職員
も育休を取得できる組織風土が
醸成され、指標の達成に向け順
調に推移していることから「順
調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き方
を選択でき、活力ある豊かな社
会の実現を目指すには、企業の
意識改革が重要であり、企業に
おける「ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進」に対する支援を継
続して実施する必要がある。
　また、ワーク・ライフ・バラ
ンスが取れていると実感するに
は、男性職員の育休等の取得を
更に推進するなど、男性の育
児・家事への参加を促すほか、
働き方の見直しを進めるなど、
仕事と私生活の両立を図る必要
がある。
　その他、テレワークの利用促
進や働き方見直し実践部署コン
サルティングの成果の横展開等
により、効率的な働き方の加速
を図る必要がある。

　子育て中の労働者で仕事と生
活の両立が図られていると感じ
る人の割合が、今後もさらに上
昇していくよう、各種支援を通
じて、企業の「ワーク・ライ
フ・バランスの推進」に対する
意識改革を一層推進していく。
　また、ワーク・ライフ・バラ
ンスが取れていると感じる職員
の割合や、両立しながら新たな
業務等にチャレンジしたいと思
う職員の割合が更に上昇するよ
う、令和元年5月策定の「北九州
市職員女性活躍・ワークライフ
バランス推進プログラム」を着
実に実施していく。

人

順調

0.20

人

人
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

70 %
課
長

0.20 人

実
績

71.1 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.10 人

―

―

Ⅱ-3-(2)-
③ 
性別によ
る人権侵
害行為の
根絶

男女共同参画基本
計画推進事業【配
偶者等からの暴力
対策事業】

男女
共同
参画
推進
課

10

　若年層からの取組による意識
改革は重要である。男女共同参
画に関する副読本を用いた、子
どもの頃からの男女共同参画へ
の意識の醸成を図る取組や、高
校・大学等でのデートDV予防教
室などを継続していく。

順調

【評価理由】
　高校や大学等でのデートDV予
防教室の実施や連絡会議の開催
による情報共有等、能動的な活
動を着実に実施していることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　配偶者や恋人等、親しい関係
にある人からの暴力は重大な人
権侵害であることを誰もが認識
し、暴力を容認しない意識の醸
成のため、積極的な広報・啓発
活動を継続して実施する必要が
ある。

5,433

―
　専門的な知見を持つNPO等と連
携して、高校・大学等でデート
DV予防教室を25回行った。ま
た、警察等関係機関との連絡会
議を開催し、課題の検討による
情報の共有を定期的に行ってい
る。
　指標としている項目の調査は5
年毎実施のため、達成率は
「－」とした。教室回数及び受
講者数、ともに前年度より増加
しており、「順調」と判断。

順調5,0506,966 3,891
71.1%
(H29年
度)

―

　配偶者や恋人等、親し
い関係にある人からの暴
力は、重大な人権侵害で
あることを誰もが認識
し、暴力を容認しない意
識の醸成のための広報・
啓発を行う。

80%
(R4年度)

配偶者等との間にお
ける「平手で打つ」
について、暴力と認
識する人の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

20 ％

実
績

18.3 ％ 18.6 ％

達
成
率

93.0 ％

目
標

15 ％

実
績

14.8 ％ 14.8 ％

達
成
率

98.7 ％

目
標

実
績

17.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

13.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

94.0 ％ 94.2 ％

達
成
率

目
標

20 ％

実
績

15.4 ％ 22.9 ％

達
成
率

114.5 ％

目
標

実
績

20.3 ％

達
成
率

部課長級の多面評価
「イクボス10か条を
実践できている管理
職の割合」

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

「女性活躍推進ア
クションプラン」
実施及び市職員次
世代育成支援事業

11

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

男性職員の育児休業
取得率

女性役職者（係長級
以上）比率

順調

88.0%
(H27年
度)

15.6%
(H25年
度)

―

順調 【評価理由】
　各種研修の機会等を通じた女
性職員の能力開発やキャリア形
成支援により、女性役職者比率
は年々上昇している。
　また、男性職員の育休の取得
は、家事・育児など家庭生活に
おける女性の負担軽減に向けた
良いきっかけとなっており、将
来の女性活躍につながるもので
ある。働き方改革やワーク・ラ
イフ・バランスの推進、イクボ
スマネジメントの実践により、
男性職員も育休を取得できる組
織風土が醸成され、目標の達成
に向け順調に推移している。
　また、企業支援・管理職支援
研修、シンポジウム等、参加者
の満足度も高く、成果指標の達
成状況も順調である。
　さらに、ウーマンワークカ
フェ北九州では、開設後順調に
利用者数が伸びており、女性創
業支援ひなの会においても、女
性創業者への支援を適宜行えて
いる。
　併せて、働き方改革先進都市
事業において目標を上回る参加
者に対し、時間的制約がある中
でも働ける時間帯の仕事につい
てなど、新しい働き方を啓発で
きている。
　以上のことから「順調」と判
断。

【課題】
　女性職員が抱える「係長とし
ての資質・能力不安」の払拭や
仕事と家庭の両立に向けた職場
や職員の意識改革、またテレ
ワークの利用人数の一層の増加
や働き方見直し実践部署コンサ
ルティングの成果の横展開等に
よる効率的な働き方の加速につ
いて、継続して取り組む必要が
ある。
　また、企業等でのさらなる女
性活躍に向け、変化するニーズ
に合わせた支援、ネットワーク
強化に取り組む必要があり、
ウーマンワークカフェ北九州で
は様々な利用者に対し、よりき
め細かい支援を行うため、フォ
ロー体制や各入所機関の連携強
化を進めることや、ひなの会に
よる女性創業者の支援などを、
一層強化していく必要がある。
　さらに、平成29年度に国の委
託により実施した、未就業女性
の活躍戦略策定事業の調査結果
に基づき、働きたいと考える女
性が就業に踏み出すための支援
など将来にわたっての多様な働
き方の紹介などを進めていく必
要がある。

順調

人

―

―

12.0%
(H25年
度)

人

人

　女性職員キャリア研修やメン
ター研修の実施など、女性職員
の能力開発、キャリア形成支援
にかかる取組を進め、数値が横
ばいの指標があるものの、女性
役職者比率が上昇しているため
「順調」と判断。

95%
(R5年度)

17.6%
(H30年
度)

14.8%
(H29年
度)

Ⅱ-3-(2)-
④ 
女性の活
躍推進

12
ダイバーシティ推
進事業

30%
(R5年度)

　テレワークの試行実施や働き
方見直し実践部署コンサルティ
ングの実施等で、効率的な働き
方の実現を図ったほか、イクボ
スの実践、男性職員も育児に関
わりやすい職場風土の醸成を
図ったことから、いずれの指標
も上昇したため、「順調」と判
断。

0.403,198 1,550

3,2533,900 2,872

単年度目標
なし

―

―

―

―

20%
(H30年
度)

15％
(H30年
度)

　女性の活躍推進のため
には、家庭生活における
負担の軽減や働き方の見
直しを進めていく必要が
ある。そこで、国におけ
る「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」の策定や
「女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法
律」施行など、ワーク・
ライフ・バランス（働き
方改革）を推進するため
の取組の加速等の動きを
踏まえ、テレワークの実
施や職場単位の業務改
善、イクボスの実践な
ど、多様な働き方の実現
を図ることにより、働き
やすい職場づくりを目指
す。

女性役職者（係長級
以上）比率
（教職員、消防職員
を除く）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

13.6%
(H30年
度)

2.5%
(H20年
度)

男性職員の育児休業
等取得率

20%
(H30年
度)

23%
(R5年度)

職
員

職
員

人

8,800

0.20

係
長

人0.10

課
長

0.20

0.50

係
長

人

2,756

課
長

5,900

15%
(R5年度)

単年度目標
なし

―

女性管理職（課長級
以上）比率
（教職員、消防職員
を除く）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

単年度目標
なし

0.10

　性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いきい
きと活躍できる職場づく
りを実現するため、「女
性活躍推進アクションプ
ラン第2期計画」（計画
時期：H26～30年度）に
基づき、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に向
けた取組を実施する。

女性管理職（課長級
以上）比率

　北九州市職員女性活躍・ワー
クライフバランス推進プログラ
ムを着実に実施し、女性職員の
能力開発やキャリア形成支援を
推進していくとともに、多様な
人材を活かす組織風土を醸成す
る必要がある。
　また、女性活躍に取り組む企
業への支援や、女性管理職のス
キルアップや企業横断的なネッ
トワーク形成に取組む。併せて
「ウーマンワークカフェ北九
州」を運営するほか、子育て女
性向け就業意識啓発プログラム
や女子生徒向け理工系職業体験
プログラムの実施などにより、
引き続き女性の就業支援や就業
継続支援等の充実を図ってい
く。

単年度目標
なし

単年度目標
なし
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1,106 社 1,319 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,300 人 3,600 人

実
績

3,276 人 3,295 人

達
成
率

99.3 ％ 91.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,600 人

実
績

3,295 人

達
成
率

91.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

30 人

実
績

30 人 34 人

達
成
率

113.3 ％

単年度目標
なし

「北九州女
性創業支援
ひなの会」
の創設(H29

年度)

0.50

10,000

　日本一創業しやすいま
ちを目指し、民間企業等
が中心となって設立し
た、女性創業を応援する
団体の事業費等の一部を
支援するもの。

ウーマンワークカ
フェ北九州運営事
業

　女性の就職・キャリア
アップ・創業などをワン
ストップで支援する
「ウーマンワークカフェ
北九州」を運営する。

女性創業応援団事
業

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

14

　管理職等研修参加者へのアン
ケート結果の満足度が100%に達
し、ダイバーシティ行動宣言等
登録・届出企業数も大幅に伸び
ていることから「大変順調」と
判断。

0.00

0.50

1.00

0.20

係
長

大変
順調

職
員

単年度目標
なし

―

65.9%
(H22年国
勢調査)

単年度目標
なし

順調

人

人

人

人

人

人

人

人

　各種講演会やビジネスプラン
コンテストの開催などによっ
て、新たに26人の女性創業者を
発掘し、さらに34人が育成メ
ニューを活用し事業ステージの
伸展を図ることができたことか
ら「順調」と判断。

　好調な雇用情勢により、来所
者数がやや減少傾向にあるが、
子育て施設や商業施設等でのPR
を実施したことにより、新規の
来所者が増加したことから、
「順調」と判断。

　子育て女性向け就職支援プロ
グラムには目標の100人を上回る
120人が参加し、また、理工系職
業体験プログラムにおいても目
標を上回る6社の参加があったた
め、「順調」と判断。

順調

順調

課
長

18,400

12,300

0.30

人

人

0.30

人

人

5,571

―
70%

(R1年度)

―
ひなの会育成メ
ニュー活用者数

65.9%
(H22年国
勢調査)

―

単年度目標
なし

―

「北九州女性創業支
援　ひなの会」の創
設

創設

ダイバーシティ行動
宣言等登録・届出企
業（累計）

女性の就業率（25～
44歳）

65.9%
(H22年国
勢調査)

―

597社
(H26年
度)

単年度目標
なし

4,000人
(R1年度)

女性の就業率（25～
44歳）

16

　女性の理工系分野への
関心を高めることを目的
とした女子中学生向けの
「理工チャレンジ」体験
プログラムや、子育て女
性向け就業支援等、将来
にわたっての多様な働き
方の実現をさらに推進す
る。

15
働き方改革先進都
市事業

13

―

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

単年度目標
なし

―

―

10,000

0.60

15,8558,4419,800

―

単年度目標
なし

女性の就業率（25～
44歳）

70%
(R1年度)

15,000

30,600

6,500 －

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

―

4,000人
(R1年度)

70%
(R1年度)

　女性が職場や家庭、地
域において、その個性と
能力を十分に発揮し輝け
るよう、企業への働きか
けや管理職研修・ネット
ワーク形成支援、創業支
援などを行う。

女性輝き！推進事
業

―

―

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

1,200社
(R1年度)

10,700

係
長

職
員

29,583 0.40

係
長

0.70
係
長

課
長

職
員

11,200

課
長

0.60

課
長

職
員

0.30

30,691

―

創設

30人
(H30年
度)

―

――

―
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指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

【評価理由】
　「（仮称）平和資料館基本計
画」を基に、施設や展示に係る
基本・実施設計を行い、建設地
の埋蔵文化財調査を実施したこ
と等による。
　また、戦後70年余りが経過し
た今、若い世代が戦争について
考える機会の充実を図るため、
「嘉代子桜・親子桜」を植樹す
るとともに、「青少年ピース
フォーラム」への小中高校生の
派遣や「長崎市平和派遣事業」
における親子の派遣の実施等に
より、若い世代が平和の尊さを
学ぶ機会を多く提供し、平和へ
の願いを広く伝える事ができた
ため、「順調」と判断。

【課題】
　（仮称）平和資料館について
は、建設に向けたハード事業、
ソフト事業に関する取り組みを
着実に行っていく必要がある。
　また、戦争を知らない世代が
ほとんどとなる中、悲惨な戦争
の記憶の風化が懸念されてお
り、平和事業を継続的に実施し
ていく必要がある。

　（仮称）平和資料館について
は、令和元年度は、基本・実施
設計に基づき、建設地の造成や
樹木の整備を行う予定であり、
令和2年度は、建設に向けたハー
ド事業に関する取り組みを引き
続き行っていく。また、専門的
な見地から意見を聴取する
「（仮称）平和資料館開設準備
懇話会」を引き続き開催し、ソ
フト事業に関する検討を行う予
定である。
　また、令和2年度についても
「嘉代子桜・親子桜」の植樹
や、長崎市が主催する「青少年
ピースフォーラム」への小中高
校生の派遣、親子で平和の尊さ
を考えるための「長崎市平和派
遣事業」等に取り組み、戦争の
記憶を後世へと伝えていく。

順調

43,820

7,769 6,400

順調29,000

　懇話会や市議会からの意見・
提案を踏まえ策定された「（仮
称）平和資料館基本計画」を基
に、施設や展示に係る基本・実
施設計を行った。
　また、建設地である勝山公園
駐車場東側法面の埋蔵文化財調
査を実施したこと等により、建
設に向けた準備が進んだことか
ら「順調」と判断。

順調

　長崎市が主催する「青少年
ピースフォーラム」への小中高
校生の派遣や、親子約200名を派
遣した「長崎市平和派遣事
業」、「嘉代子桜・親子桜」の
植樹のほか、長崎市で開催され
る「市民大行進」に大学生等を
派遣し、北九州市と長崎市の次
世代を担う若者同士の交流を進
めたことなどから「順調」と判
断。

市民が平和の尊さを
理解し、共有してい
くこと

―

懇話会開
催、基本
計画の策

定

（仮称）平和資料館
の建設

Ⅱ-3-(4)-
①
平和の尊
さへの理
解の促進

18
総務
課

17

6,722

39,462

―

施設や展
示に係る
基本・実
施設計

―

市民が平
和の尊さ
を理解す
ること

(仮称)平和
資料館の建

設
52,400

10,000

―

―

―

　戦後70年余りが経過
し、悲惨な戦争の記憶の
風化が懸念され、戦争の
記憶を後世に伝えること
が重要となっている。改
めて、戦争の悲惨さを市
民に伝え、平和の大切
さ、命の尊さを考える
きっかけとするため、新
たに「（仮称）平和資料
館」の建設に向けた取組
みを行う。

―

―

建築工事
等設計業
務の着手

―
（仮称）平和資料
館建設事業

―

非核・平和推進事
業

総務
課

　本市の平和に対する基
本的姿勢を示す「北九州
市非核平和都市宣言」に
込められた平和への願い
を市民に伝えるため、ま
た、悲惨な戦争の記憶を
風化させることなく次の
世代に伝えるため、事業
を実施するもの。

―
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

94.0
100.0

％
92.7
96.9

％

目
標

3,000 件

実
績

791 件 4,341 件

達
成
率

144.7 ％

目
標

505,000 件

実
績

501,000 件

達
成
率

係
長

職
員

60,662

継続的なシス
テム安定稼動

安定運用

―

マイナポー
タルの安定

運用

1.00

2.00

　社会保障・税番号制度対応事
業については、導入に向けた対
応は完了したため、社会保障・
税番号制度管理・運用事業と事
業名を変更し、引き続き、安定
運用を図る。
　全庁GISについては、システム
の更新及び安定運用に向けた体
制の整備を行う。
　官民データ活用推進事業は、
官民データ活用推進計画に基づ
き、職員の負荷軽減（事務にか
かる負担軽減、効率向上）や市
民の利便性向上などをより実感
できる施策を実施していく。

人

大変
順調

　目標には多少達していない
が、庁内GISワーキンググループ
およびGIS広域勉強会の開催を予
定通り行っており、「順調」と
判断。

情報連携の
安定運用

マイナポータル関連
業務の安定運用

―

安定運用中

　番号法に基づき、個人
番号による他行政機関と
の情報連携（平成29年7
月開始）などを行うた
め、関係する業務及び情
報システムの対応を行
う。
　平成30年度は、子育て
ワンストップサービスの
利用開始に伴い、電子申
請システムの機能追加を
行う。
　また、パソコンを持っ
ていない市民がマイナ
ポータルを利用できるよ
う、国が配布した端末を
各区役所に設置し、利便
性の向上を図る。

マイナ
ポータル
の円滑な

導入

15,550

順調

8,127 0.500

順調
　年間を通じて安定的に運用し
ており、「順調」と判断。

27,451

人

課
長

人

人
係
長

人

【評価理由】
　社会保障・税番号制度対応事
業については、情報システム・
情報連携ともに円滑に運用でき
ている。
　全庁GIS（統合型GIS）構築運
用事業については、庁内GISワー
キンググループ及びGIS広域勉強
会の開催も予定通り行った。
　官民データ活用推進事業につ
いては、官民データ活用推進計
画の第1版を令和元年6月に策定
した。また、オープンデータに
ついても、アクセス件数が目標
を上回った。
　以上のような状況であること
から、高度情報社会への対応は
「順調」であると判断。

【課題】
　官民データ活用推進事業は、
策定した計画を確実に推進する
必要がある。
　また、オープンデータについ
ては、引き続き新たなデータ公
開を進めるとともに、よりニー
ズの高いデータを、より適した
形式（例えば「PDFデータ」より
「CSVデータ」）での公開を進め
る必要がある。

人

人

職
員

16,050

　官民データ活用推進計画策定
に向け検討を重ね、平成31年2月
に素案を策定し、平成31年3月に
は市民意見募集を実施し、順調
に作業を進め、令和元年6月に計
画第1版を策定した。
　また、オープンデータについ
て、公開データセット数が順調
に増加し、目標値を上回るアク
セス数を達成したため「大変順
調」と判断。

順調

―

791件
(H29年度)

全庁GISの安定運用

システムの
安定運用

障害3日

庁内向け
GIS：100
地域情報
ポータルサ
イト：300

―

庁内向け
GIS：94
地域情報
ポータルサ
イト：300

障害3日

個人番号を用いた他
機関との情報連携

電子申請件数

Ⅲ-1-(3)-
④ 
高度情報
社会への
対応

全庁GIS（統合型
GIS）構築運用事業

情報
政策
課

官民データ活用推
進事業

情報
政策
課

　平成28年12月官民デー
タ活用推進基本法施行、
平成29年12月北九州市官
民データ活用推進基本条
例制定を受け、官民デー
タ活用推進のための計画
を策定し、その計画の実
施（計画見直し含む）、
進捗管理等を行う。

情報
政策
課

21

社会保障・税番号
制度対応事業

20

庁内向け
GIS：102
地域情報

ポータルサ
イト：310

集計中

19

　庁内の各所管課が個別
に導入しているGIS（地
理情報システム）を集約
することで、庁内全体の
GIS運用経費を削減する
とともに、庁内で情報を
共有することにより、業
務の効率化を図る。
　また、共有したGIS情
報のうち、公開可能なも
のは積極的に市民に公開
することにより、市民
サービスの向上を図る。

―

システムの
安定運用
(H30年度)

71,814

31,461

78,915

531,000件
(R3年度)

5,000件
(R3年度)

R1年度
庁内向けGIS
主題図数：

120
地域情報ポー
タル向け

主題図：330 人

1.10

2,000

0.40

0.20

0.20

32,033
庁内向け
GIS：110
地域情報

ポータルサ
イト：320

安定運用中

障害無し

―

マイナポー
タルの安定

運用

安定稼動
(H26年度)

オープンデータサイ
トアクセス数（月平
均）

全庁GISに搭載する
主題図数

庁内向け
GIS：60
地域情報
ポータル
サイト：98
(H26年度)

情報シス
テムの円
滑な導入
(H26年度)

職
員

1.30

人28,450

0.30

係
長

課
長

課
長

障害無し

―

501,000件
(H29年度)

安定運用
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

53.4 ％ 51.8 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,600 人

実
績

3,295 人

達
成
率

91.5 ％

人

7,232 10,700

　引き続き、市民への周知活動
や職員への研修等を実施してい
く。特に若年層への認知度の向
上を図り、自治基本条例に対す
る理解と市政への市民参画を推
進していく。

順調

係
長10,700

職
員

課
長

市民自治
の確立

―

市民が主役の自治
（市民自治）の確立

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第2次計
画）（H27～R1年
度）」掲載内容

　子育て中の労働者で仕事と生
活の両立が図られていると感じ
る人の割合が、今後もさらに上
昇していくよう、各種支援を通
じて、企業の「ワーク・ライ
フ・バランスの推進」に関する
支援を一層推進していく。

1,396

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰も着実に受賞企業が増
加し、企業へのアドバイザー等
の派遣や各種セミナーの開催等
による企業等の取組支援も進ん
でいる。また、子育て中の労働
者で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合につい
ても、50%以上の水準を維持して
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き方
を選択でき、活力ある豊かな社
会の実現を目指すには、企業の
意識改革が重要であり、企業に
おける「ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進」に対する支援を継
続して実施する必要がある。

順調

【評価理由】
　中学生用副読本の配布、市職
員への研修の実施、「地域の
『ちから』報告会」での説明
等、条例に対する理解を深め、
市政への市民参画の重要性につ
いて考えてもらうための各種取
組により、市民の関心を高めて
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　自治基本条例に対する理解を
深め、市民の市政への更なる参
画を推進する必要がある。

　中学生用副読本の作成・配
付、市職員への研修、大学での
新入生に向けた講演、市民文化
スポーツ局と共催した「地域の
『ちから』報告会」での説明実
施等により、条例に対する理解
が深まっているものと考え、
「順調」と判断。

順調4,650

0.30

　女性活躍・ワークライフバラ
ンス表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー等の派遣、
各種セミナーの開催等により、
子育て中の労働者で仕事と生活
の両立が図られていると感じる
人の割合は、50%以上の水準を維
持しているため、「順調」と判
断。

　子育て女性向け就職支援プロ
グラムには目標の100人を上回る
120人が参加し、また、理工系職
業体験プログラムにおいても目
標を上回る6社の参加があったた
め、「順調」と判断。

順調

人

Ⅳ-3-(2)-
①
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

24
働き方改革先進都
市事業

女性
活躍
推進
課

22

女性
活躍
推進
課

Ⅲ-3-(3)-
③ 
企業の地
域活動へ
の参画促
進

23
ワーク・ライフ・
バランス推進事業

Ⅲ-3-(3)-
① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

北九州市自治基本
条例推進事業

総務
課

―

―

　本市の自治の基本的
ルールを定めた「北九州
市自治基本条例」（平成
22年10月1日施行）の意
義や理念などを多くの市
民に理解してもらうた
め、周知等を行う。ま
た、情報共有や住民参画
の視点から業務を行い、
条例の目指すまちづくり
ができるよう、職員向け
の研修を行う。

―

H25年度の水
準より増加
(R1年度)

6,8469,193

1,049

5,571 －

917

6,500

―

41.0％
(H25年
度)

　女性の理工系分野への
関心を高めることを目的
とした女子中学生向けの
「理工チャレンジ」体験
プログラムや、子育て女
性向け就業支援等、将来
にわたっての多様な働き
方の実現をさらに推進す
る。

　誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活力
ある豊かな社会を実現す
るため、「北九州市女性
活躍・ワークライフバラ
ンス推進協議会」を中心
に、企業等の取組支援な
どを行うとともに、企業
や地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進を
図る。

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

―

―

―

70%
(R1年度)

4,000人
(R1年度)

―

女性の就業率（25～
44歳）

単年度目標
なし

―

人

0.30

―

0.50

―

65.9%
(H22年国
勢調査)

単年度目標
なし

単年度目標
なし

【評価理由】
　ウーマンワークカフェ北九州
では、開設後順調に利用者数が
伸びており、時間的制約がある
中でも働ける時間帯の仕事につ
いてなど、新しい働き方の啓発
が進んでいる。
　また、ワーク・ライフ・バラ
ンス推進に関する企業へのアド
バイザー等の派遣、各種セミ
ナーの開催等により、多様な働
き方の普及・啓発に努めてい
る。
　以上のことから「順調」と判
断。

【課題】
　企業等でのさらなる女性活躍
に向け、変化するニーズに合わ
せた支援、ネットワーク強化に
取り組むとともに、ウーマン
ワークカフェ北九州では様々な
利用者に対し、よりきめ細かい
支援を行うため、フォロー体制
や各入所機関の連携強化、女性
創業者の支援などを、一層強化
していく必要がある。
　さらに、未就業女性の活躍戦
略策定事業の調査結果に基づ
き、働きたいと考える女性が就
業に踏み出すための支援など将
来にわたっての多様な働き方の
紹介などを進めていく必要があ
る。

　女性活躍に取り組む企業への
支援や、女性管理職のスキル
アップや企業横断的なネット
ワーク形成化に取組む。併せて
「ウーマンワークカフェ北九
州」を運営するほか、子育て女
性向け就業意識啓発プログラム
や女子生徒向け理工系職業体験
プログラムの実施などにより、
引き続き女性の就業支援や就業
継続支援等の充実を図ってい
く。

順調順調
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

目
標

80 ％

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1,106 社 1,319 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,300 人 3,600 人

実
績

3,276 人 3,295 人

達
成
率

99.3 ％ 91.5 ％

―

―

0.40

0.60

0.70

人

0.20

30,600

330,163

8,441 15,8559,800

係
長

8,950
係
長

18,400

30,691

職
員

327,074

職
員

課
長

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少
性別による固定的役
割分担意識に肯定的
な人の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

男女共同参画社会と
いう言葉の認知度

65.9%
(H22年国
勢調査)

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労婦
人センター・レディス
（もじ・やはた）におい
て、施設の運営をはじ
め、地域に根ざした男女
共同参画推進、女性リー
ダー育成、就職・再就職
に向けた就業・キャリア
アップ支援、あるいは相
談事業など、様々な事業
を展開し、男女共同参画
社会の形成を推進する。

―

―

単年度目標
なし

327,126

0.30

人

　好調な雇用情勢により、来所
者数がやや減少傾向にあるが、
子育て施設や商業施設等でのPR
を実施したことにより、新規の
来所者が増加したことから、
「順調」と判断。

順調

人

　管理職等研修参加者へのアン
ケート結果の満足度が100%に達
し、ダイバーシティ行動宣言等
登録・届出企業数も大幅に伸び
ていることから「大変順調」と
判断。

　男女共同参画社会の形成の推
進に向けたイベントや講座の開
催、就業・キャリアアップ支
援、相談事業などを事業計画に
基づき実施している。指標とし
ている項目の調査は5年毎実施の
ため、達成率は「－」とした。
　レディスやはたが4か月休館し
たが、講座数・参加者共に前年
度比90％超を維持できたため、
「順調」と判断。

大変
順調

人

11,200

人

職
員

課
長

女性の就業率（25～
44歳）

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

―

597社
(H26年
度)

単年度目標
なし

―

4,000人
(R1年度)

―

　女性が職場や家庭、地
域において、その個性と
能力を十分に発揮し輝け
るよう、企業への働きか
けや管理職研修・ネット
ワーク形成支援、創業支
援などを行う。

ダイバーシティ行動
宣言等登録・届出企
業（累計）

65.9%
(H22年国
勢調査)

単年度目標
なし

　女性の就職・キャリア
アップ・創業などをワン
ストップで支援する
「ウーマンワークカフェ
北九州」を運営する。

女性の就業率（25～
44歳）

27
ウーマンワークカ
フェ北九州運営事
業

女性
活躍
推進
課

26

Ⅳ-3-(2)-
②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

男女
共同
参画
推進
課

女性
活躍
推進
課

25

女性輝き！推進事
業

男女共同参画セン
ター及び勤労婦人
センター管理運営
事業

80%
(R4年度)

―

―

―

H29年度
(26.7％)の水
準より減少
(R4年度)

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―
70%

(R1年度)

29,583

―

―

69.7%
(H29年
度)

―

単年度目標
なし

人

係
長

26.7%
(H29年
度)

人

順調

1,200社
(R1年度)

課
長

0.50

人

0.30

人

0.60

70%
(R1年度)

【評価理由】
　男女共同参画センター及び勤
労婦人センターにおいては、男
女共同参画社会の形成の推進に
向けたイベントや講座の開催、
就業・キャリアアップ支援、相
談等を実施し、参加者数等は同
程度で推移している。
　また、企業支援・管理職支援
研修、シンポジウム等、参加者
の満足度も高く、成果指標の達
成状況も順調である。
　さらに、ウーマンワークカ
フェ北九州では、開設後順調に
利用者数が伸びており、女性創
業支援ひなの会においても、女
性創業者への支援を適宜行えて
いる。
　併せて、働き方改革先進都市
事業において目標を上回る参加
者に対し、時間的制約がある中
でも働ける時間帯の仕事につい
てなど、新しい働き方の啓発が
できている。
　以上のことから「順調」と判
断。

【課題】
　男女共同参画社会の形成を一
層推進するため、より多くの方
が関心を持って参加できるイベ
ントや講座となるよう継続的に
テーマや事業手法を見直す必要
がある。勤労婦人センターにつ
いては、「公共施設マネジメン
ト実行計画」に基づき、令和2年
度で用途廃止をし、男女共同参
画センターに事業を集約する
が、集約にあたっては事業の見
直しも必要である。
　また、企業等でのさらなる女
性活躍に向け、変化するニーズ
に合わせた支援、ネットワーク
強化に取り組むとともに、ウー
マンワークカフェ北九州では
様々な利用者に対し、よりきめ
細かい支援を行うため、フォ
ロー体制や各入所機関の連携強
化、女性創業者の支援などを、
一層強化していく必要がある。
　さらに、未就業女性の活躍戦
略策定事業の調査結果に基づ
き、働きたいと考える女性が就
業に踏み出すための支援など将
来にわたっての多様な働き方の
紹介などを進めていく必要があ
る。

　男女共同社会の形成の推進に
向けた効果的な取組を実施する
ため、他の類似事業を取り扱う
施設等との役割分担、連携、事
業内容の見直しなどに取り組
む。
　また、女性活躍に取り組む企
業への支援や、女性管理職のス
キルアップや企業横断的なネッ
トワーク形成化に取り組む。併
せて「ウーマンワークカフェ北
九州」を運営するほか、子育て
女性向け就業意識啓発プログラ
ムや女子生徒向け理工系職業体
験プログラムの実施などによ
り、引き続き女性の就業支援や
就業継続支援等の充実を図って
いく。

順調

0.40
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総務局

平成30年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度H30年度 人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

施策番号
・施策名

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 H30年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,600 人

実
績

3,295 人

達
成
率

91.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

30 人

実
績

30 人 34 人

達
成
率

113.3 ％

目
標

80 ％

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

―

―

―

単年度目標
なし

―

順調

　各種講演会やビジネスプラン
コンテストの開催などによっ
て、新たに26人の女性創業者を
発掘し、さらに34人が育成メ
ニューを活用し事業ステージの
伸展を図ることができたことか
ら「順調」と判断。

15,000

職
員

10,000 10,000

0.00 人

「北九州女
性創業支援
ひなの会」
の創設(H29

年度)

課
長

0.20 人

係
長

1.00 人

―

―

創設

12,300

30人
(H30年
度)

女性
活躍
推進
課

「北九州女性創業支
援　ひなの会」の創
設

ひなの会育成メ
ニュー活用者数

29
女性創業応援団事
業

　日本一創業しやすいま
ちを目指し、民間企業等
が中心となって設立し
た、女性創業を応援する
団体の事業費等の一部を
支援するもの。

職
員

係
長

65.9%
(H22年国
勢調査)

―

―

創設

　子育て女性向け就職支援プロ
グラムには目標の100人を上回る
120人が参加し、また、理工系職
業体験プログラムにおいても目
標を上回る6社の参加があったた
め、「順調」と判断。

人

順調人

順調

人

性別による固定的役
割分担意識に肯定的
な人の割合

※指標追加
(R1年度目標設定時)

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少

―

課
長

―

68.9%
(H23年
度)

男女共同参画社会と
いう言葉の認知度

女性の就業率（25～
44歳）　女性の理工系分野への

関心を高めることを目的
とした女子中学生向けの
「理工チャレンジ」体験
プログラムや、子育て女
性向け就業支援等、将来
にわたっての多様な働き
方の実現をさらに推進す
る。

28
働き方改革先進都
市事業

女性
活躍
推進
課

―

―

―
ウーマンワークカ
フェ北九州新規利用
者数

6,500 10,700

4,000人
(R1年度)

－5,571

70%
(R1年度)

単年度目標
なし

26.7%
(H29年
度)

Ⅶ-1-(3)-
③ 
社会制度
や社会問
題などに
関する国
際協力の
推進

30
（公財）アジア女
性交流・研究
フォーラム事業

男女
共同
参画
推進
課

80%
(H30年
度)

43,469 54,258

　「国際的な最新情報の
収集・発信」「成果の地
域還元」「あらゆる分野
での女性のエンパワーメ
ント」「次世代育成」
「情報提供の充実」を目
指し、様々な事業を実施
する、(公財)アジア女性
交流・研究フォーラムの
活動を支援する。

48,000

人

係
長

0.10 人4,050

課
長

H29年度の水
準より減少
(R4年度)

　本市の男女共同参画社会の形
成の推進に向け、フォーラム研
究部門のあり方等の検討内容を
踏まえ、事業の見直し等を行
う。

【評価理由】
　テーマや対象を絞り込んだ国
際会議やセミナーの開催等、市
民の理解促進に向け改善を加え
ながら実施しており、参加者の
満足度も高いことから「順調」
と判断。

【課題】
　本市の男女共同参画社会の形
成の推進に向け、課題認識や解
決につながる取組を進めてい
く。より効率的・効果的に実施
するため、選択と集中により事
業の見直し等を検討する必要が
ある。

職
員

0.10 人

順調

　「アジア女性会議－北九州」
(参加者97名、満足度86％）や
ワールドリポートセミナー等の
国際理解促進のためのセミナー
を開催し（参加者229名、満足度
84％）、高校生のキャリア形成
のために開発したプログラムを
活用したセミナー（参加者437
名）を行うなど、事業内容を毎
年見直し、取組みを進めてい
る。
　指標としている項目の調査は5
年毎実施のため、達成率は
「－」とした。参加者の満足度
も高いことから「順調」と判
断。

0.20

0.30

0.30

0.50
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財政局

平成30年度　行政評価の取組結果（財政局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

H30年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

―

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度 人件費（目安）

―

――――

H29年度

―

――

―

―

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

財産
活用
推進
課

【施策の内容】
　各局への未利用公共施
設の情報提供や有効活用
を調整する。

―

　今後も引き続き、未利用の公
共施設の転活用可能なものにつ
いては、有効活用を図れるよう
取り組むとともに、公共施設マ
ネジメントとも連動した有効活
用に積極的に取り組む。

― 順調

【評価理由】
　未利用の公共施設について、
各局に情報提供を行うことで活
用の検討を促すとともに、市有
財産利用調整協議会において活
用方法の調整を行った。
　平成30年度に市有財産利用調
整協議会で検討を行った公共施
設（黒原保育所）は、老朽化が
進んでいたため、解体、もしく
は解体条件付きで敷地を売却す
る方針を決定した。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　未利用の公共施設は老朽化し
ているため、耐震基準を満たし
転活用可能なものが少ない。
　また、活用先のニーズに合っ
た規模の施設が少ない。

1

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

―

Ⅴ-3-(2)-
②
公共施設
の転活用
などの検
討

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

―

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【施策評価のみ】
未利用公共施設の
有効活用

34



市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

1,200 団
体

1,200 団
体

実
績

1,320
団
体

1,043
団
体

達
成
率

110.0 ％ 86.9 ％

目
標

80,000 人 80,000 人

実
績

87,946 人 69,340 人

達
成
率

109.9 ％ 86.7 ％

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

22,536 人 21,711 人
係
長

0.50 人

達
成
率

102.4 ％ 98.7 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

H29年度

小:99％
中:99％

小：93.3％
中：91.9％

10,741人
（H23年
度）

朝食を毎日「食べて
いる」「どちらかと
いえば食べている」
と回答した児童生徒
の割合

小：91.8％
中：89.0％

H30年度

1,617 1,320

人

人

人

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

順調

順調

  入館者数は、常設展では減少
したものの、特別企画展では増
加し、目標を概ね達成したため
「順調」と判断。

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

　隣接する大規模テーマパーク
の閉園に伴い来館者数の減少が
予測されたため、来館実績及び
来館予測に基づいた誘致活動を
実施した。その結果、学校団体
誘致数、団体入館者数の減少を
最小限にとどめることができた
ため「順調」と判断。

小：93.0％
中：91.9％
（H25年
度）

小:100％
中:100％
（H30年
度）

小:100％
中:100％
（H30年
度）

小:100％
中:100％

小：91.8％
中：89.0％

小：91.8％
中：89.0％

H29年度

Ⅰ-1-(2)-
⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

学校団体誘致数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

文学
館

　北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で紹
介するとともに、本市の
文芸の振興に功績のあっ
た文学者を市内外に発信
する。

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

No.

2

78,290人
（H24年
度）

事業評価の成果指標（目標・実績）

1,116団体
（H24年
度）

H30年度

施策番号
・施策名

文学館普及研究費

　博物館を第二の学校と
位置づけ、修学旅行・社
会見学など学校教育の一
環として、子どもたちの
博物館利用の促進を図る
ものである。

1

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

博物館セカンドス
クール事業

入館者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

1,000団体
以上

（毎年
度）

70,000人
以上

（毎年
度）

7,500人
（R1年
度）

事業・取組概要

学校関係入館者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

朝食を毎日「食べて
いる」「どちらかと
いえば食べている」
と回答した児童生徒
の割合

小：93.0％
中：91.9％
（H25年
度）

係
長

職
員

1.40

課
長

0.05

16,075

7,111 9,150

2,901

19,455

Ⅰ-1-(3)-
③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

　今後、家庭教育学級の実施・
運営方法等について、関係者へ
アンケートを実施するなど見直
し効果を検討する。
　また、子育てサポーター養成
後、実際の活動につながるよ
う、市民センターや関係局との
協議を継続する。

18,62816,912 12,625

0.50

生涯
学習
課

順調

【評価理由】
　ほぼ全ての市立幼稚園、小・
中学校、特別支援学校におい
て、地域活動の拠点である市民
センターを核として、家庭教育
学級の取組みを行った。
　また、成果指標については、
概ね横ばいで推移しており「順
調」と判断。

【課題】
　核家族世帯や共働き世帯の増
加等、子どもや家族を取り巻く
環境が大きく変化しているた
め、今後、市民センターが核と
なって、家庭・地域・学校が連
携する仕組みを充実させる必要
がある。

4

　近年、核家族世帯や共働き世
帯の増加等、子どもや家族を取
り巻く環境が大きく変化したこ
とにより、家庭教育支援プロ
ジェクトを立ち上げ、家庭教育
学級の運営方法等を見直した。
　また、家庭教育学級開設数の
目標値は達成しなかった（目
標：370箇所、実績：321箇所）
が、達成率が8割を超えているた
め「順調」と判断。

小:99％
中:99％

小：92.4％
中：91.0％

小：93.3％
中：91.9％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

小：91.8％
中：89.0％

　博物館を第二の学校として位
置づけ、子どもたちの学習意欲
を喚起するなど、学校教育支援
をさらに推進する。
 また、文学館については展示リ
ニューアル後も展示や企画の充
実、周辺施設との連携などによ
り、来館者やリピーターの増加
を図る。

7,111 順調9,150

順調

【評価理由】
　学校教育の一環として、常設
展示を使った学習や体験学習を
行うことを提案したことや、イ
ベント活動など子どもも楽しめ
る企画を実施したことで、来場
者の目標を概ね達成したため
「順調」と判断。

【課題】
  常設展示の見直しや若年層な
どの入館を促す仕組みづくり、
学校団体の誘致などが必要とな
る。

3 5,529 3,993

小:100％
中:100％

小：92.4％
中：91.0％

　家庭教育学級や子育て
サポーターなどの活動を
通じて、保護者の不安を
軽減するため、関係機関
や関係部局と連携しなが
ら、情報提供、啓発活動
を行い、保護者が家庭教
育について学ぶ機会の充
実、子どもの基本的生活
習慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発活
動を進める。

Ⅰ-1-(3)-
② 
家庭教育
支援の充
実

順調

　近年、核家族世帯や共働き世
帯の増加等、子どもや家族を取
り巻く環境が大きく変化したこ
とにより、家庭教育支援プロ
ジェクトを立ち上げ、家庭教育
学級の運営方法等を見直した。
　また、家庭教育学級開設数の
目標値は達成しなかった（目
標：370箇所、実績：321箇所）
が、達成率が8割を超えているた
め「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　成果指標については、概ね横
ばいで推移しており「順調」と
判断。

【課題】
　核家族世帯や共働き世帯の増
加等、世帯構成の多様化によ
り、家庭教育学級へ参加できな
い保護者に対する学習機会及び
役立つ情報の提供方法の検討が
必要である。

家庭・地域・学校
パートナーシップ
事業

　今後、家庭教育学級の実施・
運営方法等について、関係者へ
アンケートを実施するなど見直
し効果を検討する。
　また、子育てサポーター養成
後、実際の活動につながるよ
う、市民センターや関係局との
協議を継続する。

　家庭教育学級や子育て
サポーターなどの活動を
通じて、保護者の不安を
軽減するため、関係機関
や関係部局と連携しなが
ら、情報提供、啓発活動
を行い、保護者が家庭教
育について学ぶ機会の充
実、子どもの基本的生活
習慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発活
動を進める。

生涯
学習
課

家庭・地域・学校
パートナーシップ
事業

5,529 3,993
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

84,107 人 127,391 人

達
成
率

84.1 ％ 127.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

87 ％ 93 ％

達
成
率

96.7 ％ 103.3 ％

目
標

70 % 75 %
課
長

0.10 人

実
績

56.2 ％ 51.5 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

80.3 ％ 68.7 ％
職
員

0.20 人

生涯学習活動に関す
る満足度

生涯学習市民講座参
加者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

職
員

　各市民センター等で、
地域課題や現代的課題等
の解決を目指す講座、心
と体の健康づくりを目指
す講座など幅広い分野に
わたる講座を実施する。
また、それぞれの地域の
特色を生かし、家庭・地
域・学校が連携して、子
どもたちに様々な体験活
動や世代間交流の機会を
提供し、地域ぐるみで子
どもを見守り育てる意識
を高め、地域全体で子ど
もの健全育成に取り組む
機運を醸成する。

順調

　地域に根付いた活動を実施す
るため、地域の実情を反映し、
地域課題の解決につながる講座
を増やしていく。
　また、生涯学習推進コーディ
ネーターについては、研修会や
市民センター訪問時にコーディ
ネーターの必要性を館長に周知
していく。

　生涯学習推進コーディネー
ターの配置割合は目標値には達
していないが、要項の見直しや
研修会の実施等により生涯学習
推進コーディネーターの配置割
合向上を図っているため「順
調」と判断。

　生涯学習市民講座参加者数の
達成率が120％を超えており、ま
た、生涯学習に関する満足度に
ついても前年度より上昇してい
るため「順調」と判断。

人 順調

3,6506,644

課
長

7,256

0.50

14,240

人

【評価理由】
　生涯学習市民講座参加者数の
達成率が120％を超えており、ま
た、生涯学習に関する満足度に
ついても前年度より上昇してい
るが、生涯学習推進コーディ
ネーターの配置割合が目標値に
達していないため「順調」と判
断。

【課題】
　生涯学習市民講座について
は、地域課題解決や地域活動を
目指す講座を増やす必要があ
る。
　生涯学習推進コーディネー
ター配置事業については、市民
センター館長にコーディネー
ターの必要性を周知し、配置を
促進していく必要がある。

順調
人

96.3%
（H25年
度）

110,000人
（R2年
度）

56.2%
（H25年
度）

85％
（R2年
度）

90％以上
（R2年
度）

17,125

93,589人
（H25年
度）

  多様化・高度化する市
民の学習要求に応え、生
涯学習事業の充実及び学
習の促進を目的に、全市
民センター及び生涯学習
総合センターに生涯学習
推進コーディネーターを
配置する。

8,8906

Ⅰ-3-(1)-
① 
多様な学
習機会や
学習情
報、学び
の場の提
供

生涯
学習
課

5
生涯学習活動促進
事業

生涯
学習
課

6,900
係
長15,119

0.10

0.20

生涯学習推進コー
ディネーター配置
事業

生涯学習推進コー
ディネーターの配置
割合
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

1,410 人 1,440 人

実
績

1,477 人 1,682 人

達
成
率

104.8 ％ 116.8 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

98 ％ 99 ％

達
成
率

103.2 ％ 104.2 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

84,107 人 127,391 人

達
成
率

84.1 ％ 127.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

87 ％ 93 ％

達
成
率

96.7 ％ 103.3 ％

目
標

54 % 56 %
課
長

0.10 人

実
績

30.6 ％ 32.1 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

56.7 ％ 57.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

90
法
人

105
法
人

実
績

88
法
人

99
法
人

達
成
率

97.8 ％ 94.3 ％

目
標

24,500 人 25,000 人

実
績

24,338 人 28,683 人

達
成
率

99.3 ％ 114.7 ％

14,240

5,373

1,500人
（R2年
度）

0.90

17,125

北九州市民カレッ
ジ事業

順調
　市民活動を促進する講座の実
施や情報提供の充実を図ってい
く。

　住民主体の地域づくりを促進
するため、生涯学習市民講座な
どにおいて地域課題解決の講
座、学んだ成果を活かす講座、
地域交流を目指す講座を充実さ
せていく。
　そうした地域活動をリードす
る人材の発掘、育成、活動を図
るため、学習者の活動意向を把
握し、活動へつなげるための仕
組みづくりなど支援を行う。

順調

　市政モニターアンケート結果
では、目標達成しなかったもの
の、人材マッチングモデル事業
は、引き続き、年長者大学校周
防学舎などと連携し、目標の4館
の市民センターで実施した。
　また、地域活動をリードする
人材育成として、市民センター
館長等研修に選択制を導入する
など、より効率的・効果的な研
修となるよう改善し実施した。
　したがって「順調」と判断。

【評価理由】
　目標を概ね達成しており、NPO
等に対する支援が市民活動の活
性化に寄与しているとして「順
調」と判断。

【課題】
　市民活動のさらなる促進のた
め、新たな活動参加者の掘り起
こしとともに、活発に活動する
市民活動団体を育成していくこ
とが必要である。

【評価理由】
　市政モニターアンケートの結
果からは、地域活動をリードす
る人材の増加について、実感を
伴う段階まで達成していないこ
とがわかったものの、地域活動
をリードする人材の育成という
目標に対して、市民センター館
長等研修をより効果的・効率的
な研修となるよう見直しながら
実施していることから、「順
調」と判断。

【課題】
　生涯学習市民講座などにおい
て地域課題解決の講座、学んだ
成果を活かす講座、地域交流を
目指す講座の開催を増やす必要
があり、そうした受講者の中か
ら新たに、講座や地域活動を
リードする人材を発掘していく
必要がある。
　また、上記の講座が市民セン
ターで多く実施されていくため
に、引き続き市民センター館長
等研修を実施する。

人

　新規設立NPO法人数及びサポー
トセンター利用者数が目標を概
ね達成しているため「順調」と
判断。

人

順調

　生涯学習市民講座参加者数の
達成率が120％を超えており、ま
た、生涯学習に関する満足度に
ついても前年度より上昇してい
るため「順調」と判断。

人

19,725

人

人

0.15

0.206,900

課
長

4,329

0.50

順調

15,119

課
長

係
長20,700

係
長

人

人

順調

　受講者数が大幅に増え、受講
者の満足度も継続的に高い数字
を達成していることから、「順
調」と判断。

0.10

人

2.00

0.30 順調

受講者数

「地域活動をリード
する人材やボラン
ティア活動に取組む
人材が増加している
と感じる」に肯定的
な回答をした割合

新規設立NPO法人数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

サポートセンター利
用者数

90％以上
（R2年
度）

37.6%
（H27年
度）

1,435人
（H28年
度）

135法人
(R2年
度)

25,000人
(毎年度)

95％
（毎年
度）

88法人
（H29年
度)

24,338人
(H29年度)

60%以上
（R2年
度）

110,000人
（R2年
度）

1,000 650

18,588

89

受講者の満足度

生涯学習活動に関す
る満足度

96.3%
（H25年
度）

90％
（H25年
度）

18,32419,990

93,589人
（H25年
度）

NPO・市民活動促進
事業

　市民の多様な学習ニー
ズに対応した生涯学習機
会を提供し、自己実現の
促進および「循環型生涯
学習社会」を担う人材の
育成を図る。
　北九州市民カレッジの
講座は、生涯学習総合セ
ンター主催コース(まち
づくり・人材育成系、総
合・教養系の2コース）
と高等教育機関提携コー
スを前期・後期の2期で
実施。

管理
運営
課

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働を
推進するため、活動や協
働等に関する相談・助
言、情報提供、研修・啓
発等を実施する。

　地域が主体的に地域課
題を解決することができ
るよう、地域人材の発掘
～育成～活動までを体系
的に支援し、地域力アッ
プにつなげる仕組みをつ
くる。学んだ成果を地域
に活かす講座の開催、地
域活動をリードする人材
育成事業（市民センター
館長等研修など）及びボ
ランティア（アドバイザ
リー）グループによる支
援事業を実施する。

Ⅰ-3-(2)-
② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

8

7

10

9

生涯
学習
課

Ⅰ-3-(2)-
① 
地域活動
をリード
する人材
の育成

市民
活動
推進
課

生涯学習活動促進
事業

地域課題解決のた
めの人材活用支援
事業

生涯
学習
課

　各市民センター等で、
地域課題や現代的課題等
の解決を目指す講座、心
と体の健康づくりを目指
す講座など幅広い分野に
わたる講座を実施する。
また、それぞれの地域の
特色を生かし、家庭・地
域・学校が連携して、子
どもたちに様々な体験活
動や世代間交流の機会を
提供し、地域ぐるみで子
どもを見守り育てる意識
を高め、地域全体で子ど
もの健全育成に取り組む
機運を醸成する。

職
員

4,935

職
員

人

係
長

0.30

1.10

職
員

課
長

5,400

生涯学習市民講座参
加者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

94.0 ％ 92.9 ％

達
成
率

104.4 ％ 103.2 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

96.5 ％ 95.1 ％

達
成
率

107.2 ％ 105.7 ％

目
標

16,000 人 18,000 人

実
績

17,705 人 27,875 人

達
成
率

110.7 ％ 154.9 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

目
標

80 校 105 校

実
績

98 校 118 校

達
成
率

122.5 ％ 112.4 ％

目
標

実
績

75 件 82 件

達
成
率

113.8 ％ 90.7 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

28.8 ％ 27.7 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

119.5 ％ 96.2 ％
職
員

1.50 人

　県警察などと連携し、地域の
生活安全パトロール隊に粒度の
高い犯罪情報を提供しパトロー
ル活動に生かすなど、警察・地
域と連携した性犯罪抑止活動を
推進する。
　また、犯罪認知件数の減少に
体感治安の改善が伴うよう、引
き続き安全・安心に関する活動
の推進を図るとともに、効果
的・効率的に安全・安心なまち
づくりに向けた情報や取組を市
内外に発信していく。
　安全・安心総合相談ダイヤル
事業は、市民生活の身近な安
全・安心に関する相談を受付
け、市民の相談機会の充実と不
安感解消を図るものであるた
め、継続して事業を実施してい
く。

順調

【評価理由】
　防犯パトロール活動への参加
者や「安全セミナー」「地域安
全マップづくり」の実施校数の
増加など、犯罪予防の活動が充
実してきている。
　結果として、市民が感じる治
安状況の改善に繋がっている。
　また、安全・安心総合相談ダ
イヤル事業について、円滑に運
営出来ており、「順調」と判
断。

【課題】
　性犯罪の対象拡大もあり、性
犯罪の認知件数が増加している
ことから、防犯対策の推進が必
要である。
　また、体感治安の更なる向上
のため、引き続き安全・安心に
関する取組の情報発信が求めら
れる。

2,790

前年度
(77.9％)

比増

前年度比
増

3,453

21,172

19,217

日本トップクラス
の安全・安心なま
ちづくり関連事業

安全・安心総合相
談ダイヤル事業

13

14

15,785

【評価理由】
　消費生活センターの認知度及
び消費生活センター等に相談又
は相談を勧める市民の割合がそ
れぞれ目標の90％を超えて推移
していることから、「順調」と
判断。

【課題】
　消費者トラブルが多発してい
る中で、消費者から最初に連絡
を受ける存在として、今後も安
定した活動を推進する必要があ
る。

  消費生活センターの認知度及
び、消費生活センター等に相談
又は相談を勧める市民の割合と
もに目標値を上回り、高い数値
を維持しているため、「順調」
と判断。

　安全・安心総合相談ダイヤル
について、認知度については微
減であったものの、円滑に運営
出来ており、「順調」と判断。

  「安全セミナー」や「地域安
全マップづくり」の延べ実施校
数において目標を達成したこと
から「順調」と判断。

順調

順調

人

人

順調

順調

職
員

人

係
長

人

人

0.05

19,290

0.10

人

0.60

0.30 人

0.35

  防犯パトロール活動への参加
者が10,170人増加し、市民の体
感治安も大幅に改善しているこ
とから、「大変順調」と判断。

大変
順調

0.10

子どもと女性の犯
罪被害防止対策事
業

　91.5％
(H26年
度）

消費生活センターの
認知度

防犯パトロール活動
への参加者数

22％
(H27年
度)

消費生活センター等
に相談又は相談を勧
める市民の割合

前年度比
増

（毎年
度）

20,000人
以上

(R1年度)

90%
(R1年
度)

90％以上
（毎年
度）

90％以上
（毎年
度）

件数減
（毎年）

125校
(R1年
度)

前年度
(24.1％)

比増

14,170人
（H27年
度）

前年度比
増

73.7%
(H27年
度)

35校
（H25年
度）

15,835

1,705

23,54114,444

15,698

前年件数
（87件）

比減

19,191

前年件数
減

　市民生活の身近な安
全・安心に関する相談を
受付ける「安全・安心総
合相談ダイヤル」を円滑
に運用し、市民の相談機
会の充実と不安感解消を
図る。

安全・安心総合相談
ダイヤルの認知度

　子どもや女性の犯罪被
害を防止するため、子ど
も自身や子どもを見守る
保護者、女性を対象とし
た安全セミナー等を開催
し、防犯意識や知識の向
上を図る。

「安全セミナー」
「地域安全マップづ
くり」延べ実施校

性犯罪認知件数

Ⅱ-1-(1)-
② 
市民の消
費生活の
安定と向
上

消費者啓発の推進

消費
生活
セン
ター

92％
(H23年
度）

104件
(H25年)

Ⅱ-1-(3)-
①
「北九州
市安全・
安心条
例」の制
定と安
全・安心
に関わる
施策の推
進

11

12

　警察、関係団体等と連
携し、市民等の防犯意識
の向上や自主防犯活動の
活発化、安全・安心な環
境の整備などに取り組
み、日本トップクラスの
安全・安心なまちづくり
を推進する。

安
全・
安心
相談
セン
ター

安
全・
安心
推進
課

　悪質化・巧妙化する消
費者被害を未然に防止す
るため、法律相談会や消
費者啓発・教育講座等、
消費者自身が危機回避や
被害にあった場合の適切
な対処法を身に付けるた
めの各種事業を実施する
など、啓発の推進や支援
を行う。

安
全・
安心
推進
課

市民が感じる治安状
況（体感治安）

15,900

課
長

係
長

人

1.50

0.35

職
員

1.50

人15,900
係
長

課
長

15,900

職
員

　今後も効果的・効率的な啓発
活動に努め、相談窓口の周知と
ともに、賢い消費者の育成を図
り、被害防止に取り組んでい
く。

8,075

課
長
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

3,467 件 2,727 件

達
成
率

109.0 ％ 121.3 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

目
標

実
績

7,570 件 6,504 件

達
成
率

106.8 ％ 114.1 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

目
標

実
績

7,570 件 6,504 件

達
成
率

106.8 ％ 114.1 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

【評価理由】
　「ながら見守り活動」等を推
進し、地域の見守りの目が着実
に増加していることや、刑法犯
認知件数や市民が感じる治安状
況が目標を達成していることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　様々な取り組みにより、犯罪
件数や体感治安にその成果が表
れてきているが、さらなる整備
事業により防犯活動強化を推進
していく必要がある。

116,823

前年
(3,809件)

比減

前年比減

前年度比
増

15

通学路防犯灯事業

防犯灯設置事業16

17 7,685
前年度
(77.9％)

比増

　刑法犯認知件数や市民が感じ
る治安状況が目標を達成してい
ることから「順調」と判断。

順調

　通勤や買い物等の途中に防犯
の視点を持って地域を見守る
「ながら見守り活動」等を推進
し、同取組に賛同する企業が140
社を超えるなど、地域の見守り
の目は増加しており、街頭犯罪
認知件数や市民が感じる治安な
どが目標を達成していることか
ら、「順調」と判断。

順調

順調

順調

人

人

人

職
員

人

0.10

0.04

3,435

人

1.50

　防犯灯の設置（LED化）が進
み、刑法犯認知件数や市民が感
じる治安状況が目標を達成して
いることから「順調」と判断。

人

地域防犯対策事業

安
全・
安心
都市
整備
課

安
全・
安心
都市
整備
課

街頭犯罪件数

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

刑法犯認知件数

刑法犯認知件数
9,682件
（H27年)

90%
(R1年度)

8,000件
（R1年）

前年比減

前年比減

前年度比
増

90%
(R1年度)

8,000件
（R1年）

90%
(R1年度)

6,612件
(H25年）

前年比減
前年

(8,124件)
比減

前年度比
増

前年度
(77.9％)

比増

前年
(8,124件)

比減

前年度
(77.9％)

比増

73.7%
(H27年度)

9,682件
（H27年)

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

73.7%
(H27年度)

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

　通学路において、市に
よるLED防犯灯の設置を
行い、通学路の夜間の安
全確保に取り組む。

　北九州市安全・安心条
例では、「市民等は安
全・安心に関する意識を
自ら高め、行動するこ
と」「市及び市民等は相
互に連携を深め、防犯活
動を協力して推進するこ
と」と定められている。
この事業では、市民の防
犯意識を高め、地域住民
の自主防犯活動を促進
し、安全・安心を実感で
きるまちの実現を図る。

　夜間における犯罪の発
生を未然に防止し、公衆
の通行の安全を図るため
地域と市が協力しなが
ら、防犯灯を設置。
　防犯灯の設置にあたっ
ては、LED防犯灯の設置
促進を図り、町内会等の
地域の防犯灯の設置のた
め費用の一部を助成し、
明るく安心して生活でき
るまちづくりを推進。

73.7%
(H27年
度)

安
全・
安心
推進
課

30,150

15,900

70,983

29,481

55,933

35,055

3,435

係
長

Ⅱ-1-(3)-
② 
防犯活動
の強化

課
長

0.04

人

0.35

人

人

係
長

0.17

0.17

0.17

15,900

職
員

課
長

0.17

職
員

課
長

係
長

10,115

　引き続き、防犯カメラや防犯
灯の整備による防犯活動強化を
図るとともに、設置後の適正な
維持管理・運用に努める。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

51
件
増

達
成
率

94.7 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

目
標

実
績

7,570 件 6,504 件

達
成
率

106.8 ％ 114.1 ％

目
標

実
績

7,570 件 6,504 件

達
成
率

106.8 ％ 114.1 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

13,800

前年
（957件）

比減

前年度
(77.9％)

比増

18

19

防犯カメラ事業

防犯カメラ設置補
助事業

　平成30年度は、目標補助台数
を超える実績となり、刑法犯認
知件数や市民が感じる治安状況
が目標を達成していることから
「順調」と判断。

　防犯カメラの適正な維持管理
のもと、そのデータは有効に活
用されており、刑法犯認知件数
や市民が感じる治安状況が目標
を達成していることから「順
調」と判断。

順調

人

前年度比
増

90%
(R1年度)

8,000件
（R1年）

前年比減
（毎年）

　安全・安心条例の施行
を機に、地域団体や事業
者が犯罪抑止を目的とし
て公共空間を撮影する防
犯カメラを設置する際の
経費の一部を補助するこ
とで、安全・安心な環境
の構築に向けたさらなる
取り組みを推進する。

人

順調

安
全・
安心
都市
整備
課

9,682件
（H27年)

　暴力団犯罪をはじめ街
頭犯罪を抑止し、市民生
活等の安全・安心を確保
するため、人が多く集ま
る繁華街や幹線道路に既
に設置している防犯カメ
ラの適正な維持管理、運
用を行う。

小倉中央
小学校区785件
(前年比161件減

17％減)

黒崎中央
小学校区288件
(前年比5件減

1％減)

計　1,073件
(前年比166件減

13％減)

(H26年）

8,000件
（R1年）

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

90%
(R1年度)

前年
(8,124件)

比減

9,682件
（H27年)

73.7%
(H27年度)

前年度比
増

前年
(8,124件)

比減
前年比減

前年比減

前年度
(77.9％)

比増

73.7%
(H27年度)

安
全・
安心
都市
整備
課

繁華街における刑法
犯認知件数

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

刑法犯認知件数

刑法犯認知件数

44,51044,010

16,051

46,111

7,343

課
長

0.17

0.17

0.04

職
員

職
員

0.17

0.17

課
長

人

人

3,435
係
長

係
長

人

3,435

人0.04
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

71.9 ％ 79 ％

達
成
率

97.7 ％ 109.9 ％

目
標

実
績

76.9 ％

達
成
率

102.5 ％

目
標

実
績

71.9 ％ 79 ％

達
成
率

97.7 ％ 109.9 ％

目
標

実
績

76.9 ％

達
成
率

102.5 ％

順調

21,968

順調

―

民事介入暴力相談
事業

21

Ⅱ-1-(3)-
③ 
暴力団追
放運動の
推進

20

人

人

　暴追対策に対する市民評価の
割合については対前年比増と
なっており、「順調」と判断。

順調

人

0.20
課
長

―

安
全・
安心
相談
セン
ター

48％
(H25年
度)

暴追対策に対して評
価した市民の割合

暴追対策に対して評
価した市民の割合

前年度
(73.6％)

比増

単年度目
標設定な

し

前々年度
比増

（R1年
度）

企業における暴力団
排除条項の規定割合

55.8％
(H25年
度)

係
長

職
員

単年度目
標設定な

し

前年度比
増

前年度
(73.6％)

比増

企業における暴力団
排除条項の規定割合

55.8％
(H25年
度)

48％
(H25年
度)

―

―

75％以上

75％以上

前年度比
増

安
全・
安心
相談
セン
ター

前々年度
比増

（R1年
度）

前年度比
増

（毎年
度）

前年度比
増

（毎年
度）

25,97420,197

9,1458,35113,601 12,850
係
長

0.20

0.00

0.30

0.70

人0.40
課
長

　社会全体で暴力団を排
除する取り組みを推進す
るため、事業者・市民の
暴排意識を高める市民暴
力追放総決起大会や暴力
追放強調月間による集中
的な啓発活動などを実施
し、官民一体となって取
り組む。

暴力追放の推進

　市民生活への暴力団等
の介入を排除し、安全・
安心なまちづくりを図る
ため、民事介入暴力相談
を実施。

職
員

4,300

人

人

　引き続き暴力追放の取組を進
めると共に、より細やかな民事
介入暴力相談の実施等、内容の
充実を図っていく。

　暴追対策に対する市民評価の
割合については対前年比増と
なっており、「順調」と判断。

【評価理由】
　官民一体となった暴力団追放
運動の推進に取り組んでおり、
企業における暴力団排除条項の
規定割合の増加や、市民による
暴追対策への評価が向上してき
ていることから「順調」と判
断。

【課題】
　暴力追放運動に関する機運を
醸成する取り組みや研修会を継
続実施し、事業者及び市民の暴
排意識を維持させることが必
要。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

7,001 件 6,649 件

達
成
率

109.4 ％ 105.0 ％

目
標

実
績

22 人 28 人

達
成
率

62.5 ％ 72.7 ％

目
標

実
績

7,001 件 6,649 件

達
成
率

109.4 ％ 105.0 ％

目
標

実
績

751 件 701 件

達
成
率

103.3 ％ 106.7 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

751 件 701 件
係
長

0.20 人

達
成
率

103.3 ％ 106.7 ％ 職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

7,001 件 6,649 件
係
長

0.20 人

達
成
率

105.0 ％ 職
員

0.30 人

　引き続き交通事故防止につい
て、子どもから高齢者まで幅広
く啓発を行う。

順調

0.20

5,500

　自転車交通ルール検定の参加
校数は目標（62校）を達成して
おり、自転車関連事故発生件数
が前年比較で減少したため「順
調」と判断。

【評価理由】
　交通事故発生件数、自転車関
連事故の発生件数は、着実に減
少しているため「順調」と判
断。

【課題】
　効果的な交通事故防止事業と
なるよう、対象を限定した事業
を実施する必要がある。
　また、交通安全教育や啓発活
動により、交通事故防止を図る
必要がある。

前年
(777件)
比減

前年比減

交通安全センター
管理運営

23

運転免許証自主返
納支援事業

22

Ⅱ-1-(3)-
④ 
交通安全
の推進

24

25

0.10 順調

972件
(H26年)

7,729件
(H28年)

―

前年比減

　第9次北九州市交通安
全計画に基づき、重点項
目について啓発を実施。
　生涯にわたる交通安全
教育及び効果的な広報啓
発活動により、市民に広
く交通安全思想を普及
し、交通事故防止を図る
もの。

　北九州市立交通安全セ
ンターを管理するととも
に、交通安全教室等を開
催し、自転車の安全運転
や、交通ルール・マナー
の徹底を図る。

安
全・
安心
都市
整備
課

0.30

23人
(H26年)

係
長

7,300件
以下

(R2年）

前年
(7,729件)

比減
前年比減

8,325件
(H26年)

0.20

人

0.10

自転車関連事故の発
生件数（警察統計の
ため暦年でカウン
ト）

8,325件
（H26年)

972件
(H26年)

交通事故死亡者数
（警察統計のため暦
年でカウント）

前年
(7,729件)

比減
前年比減

職
員

係
長

課
長

課
長

5,400

職
員

交通事故の発生件数
（警察統計のため暦
年でカウント）

前年比減

27,573

7,300件
以下

（R2年）

5,910 1,144

4,100

6,500

27,572 27,572

19人以下
（R2年）

前年
(16人)
比減

前年比減
（毎年）

4,662 7,3353,891

3,650

9,800

交通事故の発生件数
（警察統計のため暦
年でカウント）

　小学校等での交通安全教室参
加者数が目標を大きく上回って
おり（目標：27,000人,実績：
40,706人）、交通事故発生件数
が352件減少しているため、「順
調」と判断。

安
全・
安心
都市
整備
課

人

人

人

0.60

順調

順調

　交通公園の入場者数（目
標:187,715人、実績:231,433
人）、安全教室の開催数（目
標:508回、実績:583回）が目標
を上回っている。また、交通事
故発生件数、自転車関連事故発
生件数ともに前年比較で減少し
たため「順調」と判断。

前年
(777件)
比減

前年比減

自転車関連事故の発
生件数（警察統計の
ため暦年でカウン
ト）

青少年交通安全推
進事業

安
全・
安心
都市
整備
課

　青少年の交通事故防止
のため、新小学一年生へ
黄色い帽子の配布や、中
学生を対象とした自転車
交通ルール検定などを実
施し、交通安全の推進を
図る。

交通安全推進事業

　高齢運転者が加害者と
なる交通事故の防止を図
るため、高齢者運転シ
ミュレーター体験教室
や、運転免許証自主返納
支援パンフレットを作成
する。

前年比減
（毎年）

安
全・
安心
都市
整備
課

5,400

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

順調

ー
前年比減
（毎年）

人

人

　高齢者運転シミュレータ体験
教室開催数が目標を上回ってお
り（目標:12回、実績:23回）、
交通事故発生件数が352件減少し
ているため、「順調」と判断。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

3,467 件 2,727 件

達
成
率

109.0 ％ 121.3 ％

目
標

実
績

79.0 ％ 85.2 ％

達
成
率

101.4 ％ 107.8 ％

目
標

4,000 人 4,000 人 課
長

0.03 人

実
績

5,039 人 4,187 人 係
長

0.05 人

達
成
率

126.0 ％ 104.7 ％ 職
員

0.05 人

目
標

実
績

94
団
体

98
団
体

達
成
率

102.2 ％ 104.3 ％

目
標

実
績

小倉
0.13
黒崎
0.29

％

小倉
0.11
黒崎
0.23

％

達
成
率

小倉
118.8
黒崎
119.4

％

小倉
115.4
黒崎
120.7

％

順調

  戦時資料展示コーナー見学者
数が目標を上回っていることか
ら、「順調」と判断。

前年
(3,809件)

比減

　現基本計画（第2次計画）の最
終年度として目標達成に取り組
むともに、来年度から始まる第3
次基本計画に向けて、新たな目
標の制定を行い達成を目指す。

【評価理由】
　迷惑行為防止に係る地域活動
団体数は前年度より増加し、活
動の裾野が広がっている。ま
た、路上喫煙率も減少している
ため、「順調」と判断。

【課題】
　円滑な巡視活動や活動の裾野
の拡大のため広報や周知が必
要。

26

戦時資料展示コー
ナー管理運営事業

Ⅲ-1-(1)-
④ 
市民のモ
ラル・マ
ナーの向
上

Ⅱ-3-(4)-
① 
平和の尊
さへの理
解の促進

モラル・マナー
アップ関連条例推
進事業

地域防犯対策事業

Ⅱ-1-(3)-
⑤ 
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

27

28

前年比減

6,612件
(H25年）

前年度
(小倉

0.16％、
黒崎

0.36％)
以下

市民が感じる治安状
況
（体感治安）

前年度
(77.9％)

比増

係
長

順調23,519

順調1,220

35,055

人

順調

人24,022
係
長

4,000人
（毎年
度）

6,15027,887

1,366

前年度以
下

迷惑行為防止に係る
地域活動団体の増加

前年度比
増

29,481

1,278
3,647人
（H22年
度）

前年度
(92団体)

比増

小倉
0.17%
黒崎
0.24%

（H26年
度）

地域
振興
課

　条例や基本計画に基づ
き下記事業に取り組む。
・小倉・黒崎地区（迷惑
行為防止重点地区）での
巡視活動（過料の適用）
・地域が実施する迷惑行
為防止活動に対する支援
・小学生を対象としたモ
ラル・マナーアップ教育
・モラル・マナーアップ
に関する広報啓発

安
全・
安心
都市
整備
課

73.7%
(H27年
度)

安
全・
安心
推進
課

　市民からご寄贈いただ
いた戦時下の資料を保
管、展示することによ
り、北九州市立埋蔵文化
財センター内に開設した
戦時資料展示コーナーに
おいて、戦争がもたらし
た惨禍と平和の尊さを多
くの市民に理解していた
だく。

　北九州市安全・安心条
例では、「市民等は安
全・安心に関する意識を
自ら高め、行動するこ
と」「市及び市民等は相
互に連携を深め、防犯活
動を協力して推進するこ
と」と定められている。
この事業では、市民の防
犯意識を高め、地域住民
の自主防犯活動を促進
し、安全・安心を実感で
きるまちの実現を図る。

0.35

1.50

0.40

0.10

職
員

街頭犯罪件数

職
員

課
長

0.10

課
長

0.20

15,900

90%
(R1年度)

前年比減

前年度比
増

（毎年
度）

路上喫煙率（歩行者
に占める喫煙者の割
合）

前年度比
増

82団体
（H26年
度）

1,329

30,150

人

順調

人

　迷惑行為防止に係る地域活動
団体数増加及び路上喫煙率につ
いて目標を達成していることか
ら「順調」と判断。

人 順調

人

戦時資料展示コー
ナー見学者数

　戦争がもたらした惨禍と平和
の尊さを多くの市民に理解して
もらうため、広報活動を通じ
て、戦時資料展示コーナーの周
知に一層力を入れていく。広報
活動を通じて、見学者数の増加
に繋げていく。

【評価理由】
　戦時資料展示コーナー見学者
数は目標を上回っていることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　チラシの配布拠点を増やして
いるが、見学者数が昨年より減
少したため、今後チラシを更新
して広報の強化を図り、見学者
数を増加させる必要がある。

　犯罪認知件数の減少に体感治
安が伴うよう、引き続き安全・
安心に関する活動の推進を図る
とともに、安全・安心に関する
情報や取組を効果的に市内外に
発信していく。

前年度以
下

（毎年
度）

【評価理由】
　各種犯罪認知件数の減少とと
もに、市民が感じる治安状況も
前年度比で改善しているため、
「順調」と判断。

【課題】
　体感治安の更なる改善のた
め、引き続き安全・安心に関す
る情報や取組を市内外に発信し
ていくことが求められている。

　通勤や買い物等の途中に防犯
の視点を持って地域を見守る
「ながら見守り活動」等を推進
し、同取組に賛同する企業が140
社を超えるなど、地域の見守り
の目は増加しており、街頭犯罪
認知件数や市民が感じる治安な
どが目標を達成していることか
ら、「順調」と判断。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

16
団
体

17
団
体

課
長

0.20 人

実
績

17
団
体

17
団
体

係
長

0.50 人

達
成
率

106.3 ％ 100.0 ％
職
員

0.50 人

　当初予定のとおり調査が完了
し、報告書の刊行も完了したた
め「順調」と判断。

刊行

8,486

― ―

29

Ⅲ-2-(1)-
② 
地域にお
ける伝統
文化の発
掘・継承

刊行
（H30年
度）

編纂
執筆調査報告書の刊行 －

文化財保存補助

小倉祇園太鼓調査
事業

30

編纂
執筆

10,000

指定無形民俗文化財
保存支援団体数

文化
企画
課

文化
企画
課

　平成28年3月2日、小倉
祇園太鼓が国の「記録作
成等の措置を講ずべき無
形の民俗文化財」に選択
されたことに伴い、その
文化財としての価値を明
らかにするべく、平成28
年度から「小倉祇園太鼓
調査委員会」を設置し、
平成30年度まで調査を実
施する。

　伝統文化の継承者や保
存団体の活動を育成・支
援し、市内の伝統文化を
発掘し、次世代に継承し
ていく。

16団体
（H26年
度）

11,0501,015

10,813

1,122

17団体
（H30年
度以降毎
年度）

刊行

1,072
　保存団体への周知と適切な協
議を行い、事業を進めることが
できたため「順調」と判断。

順調

　伝統文化の発掘や継承のた
め、今後も引き続き、文化財保
存団体の活動の強化に資する補
助制度を継続していく。

順調

順調

11,050

【評価理由】
　目標とは多少の遅れがあるも
のの、文化財調査が順調に進ん
でおり、補助制度についても文
化財保存団体への周知と適切な
協議を進めることができたため
「順調」と判断。

【課題】
　指定無形民俗文化財の保存団
体の自主的な申請に対して補助
を行う制度については、急激に
申請件数が増加するというもの
ではないが、引き続き保存団体
に対して周知を行う必要があ
る。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

90 ％ 88 ％

達
成
率

112.5 ％ 110.0 ％

目
標

65 ％ 65 ％

実
績

62.9 ％ 61.3 ％

達
成
率

96.8 ％ 94.3 ％

目
標

85 ％ 85 ％
課
長

0.05 人

実
績

100 ％ 99 ％
係
長

0.06 人

達
成
率

117.6 ％ 116.5 ％
職
員

0.06 人

目
標

110,000
千
円

500,000
千
円

実
績

519,944
千
円

187,088
千
円

達
成
率

472.7 ％ 37.4 ％

目
標

75.0 % 80.0 %

実
績

88.1 % 87.9 %

達
成
率

117.5 ％ 109.9 ％

目
標

9万 人 10 万 人
課
長

0.10 人

実
績

8万 人 7.8 万 人
係
長

0.30 人

達
成
率

88.9 ％ 78.0 ％
職
員

0.10 人

10万人
（毎年
度）

87％
（R5年
度）

北九州国際音楽祭

31

56％
（H21年
度）

83％
（H21年
度）

33

32

芸術文化活性化事
業

文化
企画
課

　映画・芸能資料館「松
永文庫」における企画展
示・イベント等の積極的
な開催を通じて、映画文
化の振興、「映画の街・
北九州」の情報発信に取
り組む。

34

Ⅲ-2-(2)-
① 
発信力の
高い文化
芸術の振
興

　地域の音楽文化の向上
を図ることを目的に、ク
ラシックコンサートを中
心とした音楽祭に助成を
行うもの。本音楽祭は、
市制25周年を記念して始
まり、令和元年度で32回
を数え、本市の秋を彩る
催し物として定着してい
る。

49,388

95％
（H21年
度）

文化
企画
課

　映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支援
を積極的に行い、本市の
知名度と都市イメージの
向上を図る。
　また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という都市
ブランドの発信により、
街のにぎわいの創出や市
民交流等のまちづくりに
つなげる。

映像製作誘致強化
関連事業

松永文庫企画事業
文化
企画
課

【劇場・自主事業】
　エンターテインメント
から芸術性の高い作品ま
で舞台芸術全般を網羅
し、幅広い年代層をター
ゲットに公演を行う。ま
た、北九州芸術劇場オリ
ジナルの演劇作品等を制
作し、公演を実施。

【響ホール・自主事業】
　室内楽専用ホールの特
性を生かした質の高いコ
ンサートや響ホールを拠
点として地元演奏家を積
極的に育てるコンサート
を行う。また、響ホール
からの発信を意識した、
オリジナリティのある演
奏会を実施。

文化
企画
課

0.17

3.00
職
員

職
員

課
長

119,874

北九州芸術劇場・自
主事業入場率

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

65％
（R5年
度）

0.17

係
長3,550

47,100

95,130

50,205

9,813

90,618

49,39529,953

8,924

54,331

0.40

係
長

　地域経済への貢献について
は、目標値に対する達成率が
37.4％であるものの、実績とし
ては過去5番目であること、ま
た、認知度についても8割を超え
る高水準を維持していることか
ら「順調」と判断。

課
長

人

人2.00

9,600年間来館者数

100,000
千円
(H21年
度)

85.0%
(R1年
度）

89,317人
(H26年度)

59.8%
(H25年
度)

85％
（R1年
度）

150,000
千円

（R1年度
以降毎年
度）

40,000

人

順調

順調

1,625

4,900

　今後とも発信力の高い、まち
の魅力づくりにつながる事業の
実施を目指し、事業内容を検討
し、効率性や収支の観点も加え
ながら、事業規模を維持してい
く。
　また、映像製作誘致強化関連
事業については、引き続きアジ
アを中心とする海外作品の誘致
などに積極的に取り組み、「映
画の街・北九州」という都市ブ
ランドを国内外に広く発信して
いく。

　来館者数の目標達成割合は8割
程度であったが、来館者数の実
績はほぼ昨年並みであった。企
画展の実施回数は予定どおり達
成できていることから「順調」
と判断。

【評価理由】
　劇場、響ホールは自主事業の
実施により、文化芸術を発信し
概ね目標を達成した。
　北九州市国際音楽祭は、高い
満足度を維持している。
　また映像製作誘致強化関連事
業について、高い認知度を維持
し続けていること、松永文庫の
来場者数が昨年度並み、企画展
開催も計画どおり4回開催できた
ことからも「順調」と判断。
　
【課題】
　劇場、響ホールでは、高い入
場率につながる魅力的な自主事
業を発信していく必要がある。
また、芸術文化の振興を街のに
ぎわいづくりにつなげていくこ
とが重要と考える。
　また、国内外に本市の魅力を
発信する作品を誘致するため、
より広くロケ候補地の情報を集
める必要がある。
　

順調

順調

順調

人

0.05

人

　海外オーケストラや世界で活
躍する本市出身アーティスト
等、国内外の一流の演奏家を招
いて実施された。
　入場者数も1万人を超え、満足
度も高い水準を維持しているこ
とから、本市の文化振興に大き
く寄与したと判断し、｢順調｣と
した。

北九州フィルム・コ
ミッションの市民へ
の認知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

北九州市国際音楽祭
の満足度

地域経済への貢献
（直接経済効果）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

響ホール事業・響
ホール自主事業入場
率

人

　北九州芸術劇場については、
幅広い年代層を対象とした公演
が提供され、入場率も目標値を
上回った。
　響ホール事業については、入
場率の面で目標値を若干下回っ
たものの、国内外で活躍する著
名な演奏家による公演や声楽コ
ンサート、子どもも楽しめる
ファミリーコンサート等、幅広
いラインナップをそろえ、来場
者の満足度は高かった。
　以上のことから、本市の文化
振興に寄与したと判断し、｢順
調｣とした。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

15
事
業

16
事
業

課
長

0.05 人

実
績

15
事
業

16
事
業

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

25 件 25 件
課
長

0.05 人

実
績

20 件 15 件
係
長

0.10 人

達
成
率

80.0 ％ 60.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

220,000 人 230,000 人

実
績

183,887 人 198,164 人

達
成
率

83.6 ％ 86.2 ％

目
標

20,000 人 25,000 人

実
績

32,297 人 25,213 人

達
成
率

161.5 ％ 100.9 ％

目
標

420,000 人 450,000 人
課
長

1.40 人

実
績

532,110 人 484,016 人
係
長

1.80 人

達
成
率

126.7 ％ 107.6 ％
職
員

5.40 人

順調

順調

博物館企画展・特
別展充実事業

コレクション展の観
覧者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

38

各種文化事業の実施

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

文化
企画
課

　北九州市の文化水準の
向上と地域文化の振興に
資することを目的として
設置された北九州市文化
振興基金運用果実によ
り、市民の行う芸術・文
化活動等に対し助成を行
う。

美術
館普
及課

Ⅲ-2-(2)-
③ 
市民が文
化芸術に
接する機
会の拡大

36

37
美術館企画展充実
事業

35

　特別展・企画展については、
専門的な内容を分かりやすく解
説するなど、楽しんで観覧して
頂けるよう工夫を凝らして企画
したことが、入館者に受け入れ
られ、目標値を上回った。更に
は平成30年7月に、文化庁補助事
業として採択された「東田地区
ミュージアムパーク創造事業」
の中核館として、様々な関連イ
ベントを企画・実施することに
より、集客の増加を図った。以
上、総合的に見て「順調」と判
断。

　助成団体数は、前年度と同程
度（前年度比1団体増の16団体）
であり、各団体の事業は予定ど
おり実施され、多数の来場が
あった。
　この助成制度により、地域・
市民レベルにおける文化活動を
支える一定の効果があることか
ら、｢順調｣と判断。

　助成制度は、市民レベルでの
活動を支えるものであり、市の
文化水準の向上や個性ある地域
文化の振興のためにも、今後も
継続して実施する。

　限られた予算の中で、市民の
自主的な芸術・文化活動助成を
行っているが、申請件数の減少
及び採択の条件を満たす事業の
減少により、目標の60%の補助件
数となったため、「やや遅れ」
と判断。

【評価理由】
　文化団体や市民の行う芸術・
文化活動等を助成し、市民の文
化芸術活動の促進に寄与したと
判断できるため、｢順調｣とし
た。

【課題】
　助成の内容や必要性を検討し
ながら、事業を実施していく必
要がある。

　企画展の入館者数が若干目標
値に届かなかったが、コレク
ション展の実績は目標値を超え
ており、総合的に見て「順調」
と判断。

240,000人
（R2年
度）

文化
企画
課

　本市の文化水準の向上
及び地域文化の振興を推
進することを目的とし
て、積極的に文化活動を
展開している文化団体等
の事業に対して、助成を
行う。

芸術文化育成負担
金・補助金

北九州市文化振興
基金

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

0.25

0.65

25件
（毎年
度）

450,000人
（H30年度
以降毎年

度）

245,420人
（H26年
度）

15事業
（R1年
度）

13,239

126,293

74,600

順調5,825

職
員

順調

順調

人

40,361

121,428

8,041 3,825

41,347 36,150

10,559

41,350

49,922 52,173博物館総入館者数

美術館の入館者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

北九州市文化振興基
金奨励事業の補助件
数

11,713人
（H26年
度）

16事業
（H23年
度）

369,711人
（H24年
度）

27件
（H21年
度）

144,123 36,750

課
長

係
長

やや
遅れ

3.65 人

人

Ⅲ-2-(2)-
② 
市民の文
化芸術活
動の促進

　美術館本館及び分館に
おいて、多彩で魅力ある
企画展を開催し、本市の
美術・文化の振興を積極
的に推進する。

　企画展･特別展は、特
定のテーマを設けて自然
史や歴史に関する展示を
行うことによって、市民
が楽しく学べる場を提供
し、本市の学術文化の発
展を図るもの。

30,000人
（R2年
度）

　
　これまで美術館に触れる機会
の少なかった児童を対象とした
「ミュージアム・ツアー」事業
と連携し、来館者の年齢層や個
人から家族への来館単位の変化
に合せた企画展を研究し、より
効果的な広報PRを行うなど、来
館者の増加につなげたい。

【評価理由】
　美術館の入場者数は目標値を
下回ったものの、博物館の入場
者数が目標値を上回ったため、
「順調」と判断。

【課題】
　隣接する大規模テーマパーク
の閉園に伴い、修学旅行やツ
アー等の団体客の減少が見込ま
れる中、より魅力的な特別展・
企画展の実施、より効果的な広
報ＰＲの展開等、ソフト事業を
充実させる必要がある。
　また、文化庁の補助事業「東
田地区ミュージアムパーク創造
事業」における他施設との連携
事業等を通じて、館独自の取り
組みだけでなく、東田地区の連
携事業についても積極的に取り
組み、更なる集客増を図る必要
がある。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

15 ％ 100 ％
課
長

0.10 人

実
績

14 ％ 99 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

93.3 ％ 99.0 ％
職
員

3.00 人

目
標

3,000 人 3,000 人
課
長

0.15 人

実
績

5,179 人 5,192 人
係
長

0.40 人

達
成
率

172.6 ％ 173.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

6 人 5 人

実
績

5 人 5 人

達
成
率

83.3 ％ 100.0 ％

目
標

2,200 人 1,800 人

実
績

2,037 人 1,847 人

達
成
率

92.6 ％ 102.6 ％

目
標

1,000 件 1,000 件
課
長

0.20 人

実
績

713 件 744 件
係
長

0.40 人

達
成
率

71.3 ％ 74.4 ％
職
員

0.40 人

100%
（R1年
度）

現代美術セン
ター・CCA北九州支
援事業

14%
(H29年
度）

40

39

Ⅲ-2-(2)-
④
文化芸術
の担い手
の育成

41

42 応募総数
子どもノンフィク
ション文学賞

10,942

　CCA北九州のメイン事業である
フェローシッププログラムで
は、昨年度と同様に受講生5人の
確保を維持することができた。
　市民対象の公開講座について
も、実施回数が減ったにも関わ
らず、参加者数がわずかではあ
るが目標を上回る結果となっ
た。
  また、近隣の小学校と連携し
て、6年生の展覧会見学会を実施
した。
　以上のことから、若手アー
ティストの指導育成や、市民へ
の浸透に一定の効果があったと
判断し、「順調」とした。

　小中学校等へのアーティスト
の派遣や、放課後児童クラブで
の訪問コンサートの実施、東京
藝術大学等の一流芸術家による
指導等、子どもたちが優れた文
化や藝術に触れることのできる
機会を創ることができた。
　参加者数も目標値を大きく上
回る結果となったことから、シ
ビックプライドの醸成や本市の
文化振興に寄与したと判断し、｢
大変順調｣とした。

40,000 44,719

8,124

　対象を市内の全小学3年生に拡
大し、台風などのアクシデント
を除き、ほぼ目標を達成できた
ため、「順調」と判断。

美術
館普
及課

優れた文化・芸術
との“出会い”創
造事業

美術鑑賞事業
「ミュージアム・
ツアー」

0.00

10,000

35,000

　「ノンフィクション」
というジャンルの作品を
書くことで、子どもたち
が人間や社会への関心を
もつ契機となり、思考能
力や人間としての成長を
促すことを目的に、全国
の小中学生を対象に創設
した文学賞。

1,000件
(R1年
度）

文学
館

9,1379,110

　全国紙の学生新聞とタイアッ
プした広報により、応募総数は
昨年度を上回った。応募作品の
内容についても選考委員から高
い評価をいただいていることか
ら「順調」と判断。

係
長

順調

人

人

順調

0.10

人

順調

12,317 8,725

39,958

5,56830,883参加校の割合

3,000人
（R1年
度）

25,650

8,150

9,300

職
員

0.70

大変
順調

課
長

570件
（H27年
度）

5人
（R2年
度）

2,122人
（H23年
度）

2,500人
（H27年
度）

1,800人
（R2年
度）

6人
（H23年
度）

　CCA北九州は、現代美
術の世界的な拠点のひと
つとなることを目指して
活動している研究・学習
機関。国内外から集まる
現代美術の若手アーティ
スト等の指導育成、招聘
アーティストによる新作
発表のための展覧会、国
内外の第一線で活躍する
学芸員による「キュレー
ターミーティング」を開
催するとともに、CCA北
九州のネットワークを活
かして、その活動を広く
市民に浸透させるための
文化講座、子ども向け
ワークショップなどの事
業を行っている。
　これら事業を実施して
いるCCA北九州を支援す
るもの。

　将来の文化・芸術の担
い手を育成し、本市の文
化振興をさらに進めると
ともに、シビックプライ
ドの醸成につなげていく
ため、若者や子どもたち
を中心に優れた文化・芸
術との“出会い”の場・
機会を創造していく。

文化
企画
課

教育普及事業への参
加者数の増加

フェローシッププロ
グラムの受講者数

　市内の小学3年生を対
象に、美術作品の鑑賞他
体験型のプログラムを作
成し、子どもたちに体験
してもらうことでシビッ
クプライドの醸成をはか
る。

CCA北九州事業参加
者人数

文化
企画
課

順調 【評価理由】
　目標に達していない事業もあ
るが、様々な分野の事業を実施
している。
　また、次世代の文化芸術の担
い手となる子どもたちに対し、
優れた文化・芸術に触れる機会
を提供しており、文化芸術の担
い手の育成に寄与していると判
断し、｢順調｣とした。

【課題】
　文化・芸術の担い手を育成し
ていくためには、事業を効果的
に周知するとともに、市民が文
化・芸術に触れる機会を確保し
ていくことが必要である。

　次世代の担い手の育成は非常
に重要な課題であり、シビック
プライドの醸成という観点から
も、子どもたちや若者が文化・
芸術に接する機会を拡大してい
くことが必要である。
　今後も、学校・地域等におけ
る教育普及活動（アウトリー
チ）やホール等の文化施設にお
ける体験活動等、子どもたちの
文化・芸術に接する機会の充実
に向けて、事業内容を検討して
いきたい。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

700 件 500 件
課
長

0.05 人

実
績

484 件 392 件
係
長

0.30 人

達
成
率

69.1 ％ 78.4 ％
職
員

0.30 人

目
標

1,200 人 900 人
課
長

0.10 人

実
績

976 人 791 人
係
長

0.30 人

達
成
率

81.3 ％ 87.9 ％
職
員

0.40 人

500件
(R1年
度）

林芙美子文学賞 12,277

682人
（H27年
度）

　市民の歌声があふれる
「合唱の街・北九州」の
実現に向けて、子どもた
ちからシニア世代まで幅
広い年代の多くの市民
が、合唱する側や聴いて
楽しむ側として参加する
まちづくりを進めてい
く。

文化
企画
課

文学
館

「合唱の街づく
り」推進事業

44

43

7,000

　合唱が盛んな本市の素地を活
かし、合唱関連の様々な事業を
行った。歌い手としての参加者
は、目標を少し下回ったが、大
連市との交流事業を実施するな
ど、新たな分野への取り組みを
進めることができた。
　これにより、本市の文化振興
に寄与したと判断し、｢順調｣と
した。

　作品応募数は目標に至らな
かったが、作家として書き続け
ていく力量を持った書き手に絞
り込まれ、選考委員から一定の
評価をいただいていることから
「順調」と判断。

9,647

　「放浪記」、「浮雲」
などの作品で知られ、特
に短編の名手として評価
の高い林芙美子の名を冠
する文学賞。
　多くの文学者、作家を
輩出した北九州市の豊か
な文学的土壌を全国に発
信するとともに、これか
ら文壇デビューを目指す
新たな文学の才能を発掘
することを目的に実施す
るもの。

9,448

順調

順調

7,394

484件
（H29年
度）

合唱関連事業におけ
る歌い手としての参
加者

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

7,150

「林芙美子文学賞」
作品応募数

10,502

400人
（R1年
度）

5,825
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

20 件
課
長

0.50 人

実
績

8 件 27 件
係
長

0.70 人

達
成
率

135.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

100,000 人 100,000 人
課
長

1.00 人

実
績

88,277 人 116,930 人
係
長

1.00 人

達
成
率

88.3 ％ 116.9 ％
職
員

3.00 人

目
標

110,000
千
円

500,000
千
円

実
績

519,944
千
円

187,088
千
円

達
成
率

472.7 ％ 37.4 ％

目
標

75.0 % 80.0 %

実
績

88.1 % 87.9 %

達
成
率

117.5 ％ 109.9 ％

目
標

12,000 人 13,000 人
課
長

0.10 人

実
績

18,280 人 20,210 人
係
長

0.30 人

達
成
率

152.3 ％ 155.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

9万 人 10万 人
課
長

0.10 人

実
績

8万 人 7.8万 人
係
長

0.30 人

達
成
率

88.9 ％ 78.0 ％
職
員

0.10 人

40件
（R1年
度）

北九州市漫画
ミュージアム普及
事業

59.8%
(H25年
度)

　文化芸術の力を活用し
た「創造都市・北九州」
の実現に向け、東アジア
文化都市2020北九州と連
携しながら、2020年東京
オリンピック・パラリン
ピックに向けた文化プロ
グラムの推進等に取り組
む。

　女性俳句の草分けであ
る杉田久女・橋本多佳子
などのPR・顕彰に取り組
むとともに、「北九州文
学サロン」を拠点とし
て、点在する文学的素材
やさまざまな文化資源・
文化的取組みをつなげる
仕組みづくりを行う。

89,317人
(H26年度)

46

48

松永文庫企画事業
文化
企画
課

Ⅲ-2-(2)-
⑤ 
文化芸術
によるま
ちづくり

49

文化
企画
課

創造都市推進事業

漫画
ミュ
ージ
アム
事務
局

85.0%
(R1年
度）

北九州フィルム・コ
ミッションの市民へ
の認知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

H28年度
開設

5,300

76,050

3.00

67,512

54,331

8,924

10万人
（毎年
度）

漫画ミュージアム年
間入場者数

150,000
千円

（R1度以
降毎年
度）

　映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支援
を積極的に行い、本市の
知名度と都市イメージの
向上を図る。
　また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という都市
ブランドの発信により、
街のにぎわいの創出や市
民交流等のまちづくりに
つなげる。

東ア
ジア
文化
都市
推進
室

　北九州市漫画ミュージ
アムにおいて、常設展示
の充実・企画展・イベン
ト等の開催を通じて漫画
文化の普及を目指す。

―

文化
企画
課

「北九州文学サロ
ン」の来館者数

　映画・芸能資料館「松
永文庫」における企画展
示・イベント等の積極的
な開催を通じて、映画文
化の振興、「映画の街・
北九州」の情報発信に取
り組む。

4,841

39,000人
（H29～R1
年度）

73,939

47

　年間を通し、複数のイベント
を計画・実施することで、目標
値を大いに上回る入館者数を達
成することができたため、「大
変順調」と判断。

　東アジア文化都市2020北九州
に向けて準備を順調に進めてお
り、文化プログラムの認証件数
も増加しているため「大変順
調」と判断。

　来館者数の目標達成割合は8割
程度であったが、来館者数の実
績はほぼ昨年並みであった。企
画展の実施回数は予定どおり達
成できていることから「順調」
と判断。

大変
順調

　地域経済への貢献について
は、目標値に対する達成率が
37.4％であるものの、実績とし
ては過去5番目であること、ま
た、認知度についても8割を超え
る高水準を維持していることか
ら「順調」と判断。

順調

　平成30年度は人気の高い巡回
企画展を行うとともに、常設フ
ロアにおいても、本市ゆかりの
作家の貴重な作品展示や、企画
展と連携した展示などを行うこ
とで、来館者の増加が達成でき
たため「順調」と判断。

大変
順調

順調

人

2.00

0.40 人

順調

人49,388

11,000

9,813

13,37810,642

9,600
10万人
（毎年
度）

100,000
千円
(H21年
度)

年間来館者数

地域経済への貢献
（直接経済効果）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

44,000

6,400

47,100

18,000

4,900

職
員

係
長

課
長

6,533
2020年東京大会に向
けた文化プログラム
の認証件数（累計）

83,161人
(H27年度)

50,205

北九州文学サロン
管理運営事業

映像製作誘致強化
関連事業

H28年度
開始

45

順調 【評価理由】
　映像製作誘致強化関連事業で
は高い認知度を維持し続けてい
ること、各施設の来場者も概ね
目標を達成できていることから
「順調」と判断。
　また、次世代の文化芸術の担
い手となる子どもたちに対し、
優れた文化・芸術に触れる機会
を提供しており、文化芸術の担
い手の育成に寄与している。

【課題】
　文化・芸術の担い手を育成し
ていくためには、事業を効果的
に周知するとともに、市民が文
化・芸術に触れる機会を確保し
ていくことが必要である。

　各事業を通じて、国内外へ
「創造都市・北九州」としての
都市ブランドを発信し、市民の
シビック・プライドの醸成につ
なげる。
　今後とも発信力の高い、まち
の魅力づくりにつながる事業の
実施を目指し、事業内容を検討
し、効率性や収支の観点も加え
ながら、事業規模を維持してい
く。
　また、来館者数の増加を目指
し、各施設の連携・回遊性が高
まる事業を実施するとともに、
外国人がさらに訪れる地区とな
るよう多言語化対応を推進す
る。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

47,205 人 42,502 人

達
成
率

97.5 ％ 90.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

85 ％ 90 ％

達
成
率

94.4 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

実
績

4 ％
減

達
成
率

目
標

10
％
増

実
績

11 ％
減

達
成
率

文化
企画
課

― 人

人

人1.00

松本
清張
記念
館事
務局

0.00

52

50

文化関連施設多言
語化推進事業

0.10

0.90

0.50

課
長

1.00

3,014

職
員

90％以上
（毎年
度）

27,073

　松本清張に関するあら
ゆる資料を収集・整理
し、松本清張の「人と作
品」を研究する調査研
究・資料収集事業の実施
や研究誌を発行する。ま
た、松本清張研究者に奨
励金を贈呈する研究奨励
事業を実施する。
　さらに、企画展の開催
や講演会、読書感想文コ
ンクールなどの市民文芸
活動支援事業を行う。

前年度比
増

（毎年
度）

施設完成

85％
（H22年
度）

－

約9千人
（H28年
度）

　本市ゆかりの児童文学
を顕彰することを目的
に、資料や情報資源を集
約した場を設けて継続し
た調査・研究・普及して
いく拠点とする。

　八幡・東田地区におい
て、いのちのたび博物館
を中核として、周辺施設
が連携し、地域の活性化
やインバウンドの取り込
みにつなげるため、面
的・一体的に事業を実施
するもの。また、2020年
に文化クラスターのシン
ボルイベントとして
「ART for SDGs」を開催
する。

東田地区における文
化関連施設3館の外
国人来館者数の増加
率
（対H28年度比）

　平成30年7月に国から採択を受
け、連携企画展やイベントの開
催、多言語化対応のホームペー
ジの制作などに取り組んだ。
　東田地区3館の合計来館者数は
約70.5万人（外国人約8,000人）
で、隣接する大規模テーマパー
クが閉園する大きな影響を受け
た中で、平成29年度比で4％の減
少に抑えられたことから「順
調」と判断した。

　平成30年度にオープンした子
ども図書館の一角に、「私たち
のまちの児童文学コーナー」と
して、本市ゆかりの児童文学を
顕彰するコーナーを予定通り開
設したため、「順調」と判断。

　入館者数、企画展の満足度と
もに概ね目標を達成しているた
め「順調」と判断。

順調

順調

人

人

順調

人

27,841

51,702 9,96751,000

11,930

6,000

企画展入場者の満足
度

10％増
（R2年
度）

前年度比
増

前年度
(48,404
人)比増

顕彰することを目的
とした場の整備

約73万人
（H29年
度）

松本清張記念館の入
館者数

―

―

図面作成

完成
（H30年
度）

58,187人
（H22年
度）

図面作成

東田地区における文
化関連施設3館の来
館者数の増加率
（対H29年度比）

係
長

職
員

10,150

23,250
係
長

課
長

30％増
（R2年
度）

―

―

松本清張記念館研
究センター・普及
事業

51
児童文学の顕彰事
業

6,400施設完成

文化
企画
課
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

30,000 人 28,000 人
課
長

0.10 人

実
績

31,058 人 29,973 人
係
長

0.20 人

達
成
率

103.5 ％ 107.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

12,600 人 12,600 人
課
長

0.01 人

実
績

18,127 人 18,163 人
係
長

0.05 人

達
成
率

143.9 ％ 144.2 ％
職
員

0.05 人

目
標

3,000 人 3,300 人
課
長

0.05 人

実
績

2,418 人 1,988 人
係
長

0.10 人

達
成
率

80.6 ％ 60.2 ％
職
員

0.10 人

目
標

450 人 500 人

実
績

1,337 人 2,329 人

達
成
率

297.1 % 465.8 %

目
標

実
績

10
種
目

10
種
目

達
成
率

200.0 % 200.0 ％

目
標

11.5
億
円

11.5
億
円

実
績

10.3
億
円

達
成
率

89.6 %

目
標

1 位 1 位

実
績

7 位 9 位

達
成
率

目
標

実
績

15 人

達
成
率

・コース：北九州市役所
前～東田地区～戸畑駅前
～東港～門司港～北九州
国際会議場前
・種目及び参加人数
マラソン：11,000名、ペ
アリレーマラソン：150
組300名、ファンラン
（3km又は5km）：1,000
名

Ⅲ-2-(3)-
① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り 5種目以上

人

2.00

1.50

0.49

3.00

人

7,196

人

人

係
長

210人
（H26年
度）

21,000人
（R1年度
以降毎年

度）

総合型地域スポーツ
クラブの会員数

0.02

0.24

課
長

　トップアスリート等の
活用により、オリンピッ
ク選手など国際、全国大
会で活躍する、次世代を
担うトップアスリートを
育成するとともに、ス
ポーツに対する意欲を醸
成する。

89,663

　地域住民の自主的な運
営により、身近な地域で
様々なスポーツに親しむ
ことのできる総合型地域
スポーツクラブの育成・
支援に取り組む。

　生涯スポーツの普及・
振興のため、各区におい
てスポーツ教室、ニュー
スポーツ体験会などを開
催。

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

15,000人
（R1年度
以降毎年

度）

7,400

19,103

毎年度5
種目以上
（R1年度
まで）

R2年度
までに
4,000人

1,000人
（毎年
度）

各区におけるニュー
スポーツ及びファミ
リースポーツ大会の
参加人数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―

30,367人
(H26年度)

5種目以上

9位
(H28年
度)

12,371人
(H26年度)

―

―

―

55

56

57

54

53

　「市民皆スポーツ」を
モットーに、スポーツ・
レクリエーションの普及
振興を図り、市民の健康
で明るい市民生活に寄与
するため、市内全域で各
種大会や行事を開催。

104,26689,753

3,459 3,455

7,7938,000

教室・強化講習会等
の実施

市民体育祭選手参加
者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　選手強化事業参加者数、強化
講習会等の実施種目数が目標を
大きく上回っているため、「大
変順調」と判断。

【評価理由】
　「誰もが気軽にスポーツに親
しめる環境づくり」を推進する
ため、各事業において設定した
成果指標の目標を概ね達成して
おり、「順調」と判断。

【課題】
　「誰もが気軽にスポーツに親
しめる環境づくり」において、
目玉事業のひとつである「北九
州マラソン」を継続開催すると
ともに、より満足度の高い大会
となるように工夫をしていく必
要がある。
　また、地域住民が自主的にス
ポーツの場や機会を創り、地域
社会全体のスポーツ環境を形成
する、総合型地域スポーツクラ
ブの会員数を増加させる取組を
強化する必要がある。

順調

大変
順調

大変
順調

順調
　市民体育祭の選手参加者数が
目標を上回っているため、「順
調」と判断。

　各区子どもまつりと同時開催
することにより、目標を上回る
参加者数となっており、「大変
順調」と判断。

　総合型地域スポーツクラブの
講座の一部終了や各クラブの会
員数の精査の結果、会員数が減
少したため、「やや遅れ」と判
断。

  インターネットの全国ランキ
ングで常に上位を維持してお
り、ランナー（「する人」）か
ら高い評価をいただいている。
　「見る人」「支える人」につ
いても、多くのボランティアと
途切れることのない沿道からの
応援によって大変な盛り上がり
を見せており、加えて、新しく
ボランテイアリーダー養成の取
り組みを始めている。
　以上のことから「順調」と判
断。

やや
遅れ

人 順調

人

8,5007,400

3,388

19,73219,612

1,800人
(H22年度)

ボランティアリー
ダー登録者数（H30
年度からの取組み）

※指標追加
(R1年度目標設定時)

選手強化事業参加者
数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

マラソン大会開催に
よる経済波及効果

15人
（H30年
度）

5種目
（H26年
度）

インターネットでの
マラソン大会全国評
価ランキング（参加
者7,000人以上の大
会を対象）

1位
（R1年
度）

11.5億円
（R4年度
までに）

50人
（R4年
度）

10.5億円
(H25年
度)

―

990

職
員

6,305

課
長

2,325

4,650

59,750

職
員

係
長

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

夢・スポーツ振興
事業

生涯スポーツ振興
事業

北九州マラソン開
催事業

市民体育祭

総合型地域スポー
ツクラブ育成・支
援事業

　「誰もが気軽にスポーツに親
しめる環境づくり」を推進する
ために、市民に身近なスポーツ
大会の開催から、プロアスリー
トの育成、生涯スポーツの普
及・振興など、幅広く事業を展
開していく。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

27 回 28 回

実
績

28 回 40 回

達
成
率

103.7 ％ 142.9 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

3,051 人 3,029 人

達
成
率

101.7 ％ 101.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

82 ％ 86.3 ％

達
成
率

91.1 ％ 95.9 ％

目
標

5,000 人 7,000 人

実
績

5,939 人 4,501 人

達
成
率

118.8 ％ 64.3 ％

目
標

40 ％ 40 ％
課
長

0.05 人

実
績

27 ％ 25 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

67.5 ％ 62.5 ％
職
員

0.60 人

Ⅲ-2-(3)-
② 
スポーツ
を通した
にぎわい
づくり

50,000

人

人

0.10

0.20

0.05

0.20

係
長

係
長

職
員

課
長

課
長

スポーツ観戦率
23％
(H26年
度)

3,000人
(H26年
度)

ギラヴァンツ北九州
の市民認知度

職
員

0.01

定員
3,000人
（毎年
度）

90％
(毎年度)

40％
(R2年度)

29回
(H26年
度)

3,622人
(H26年
度）

7,000人
(H30年度
以降毎年

度)

30回
(R2年度)

ス
ポー
ツ振
興課

　市内での国際大会等の
開催により、「みる」ス
ポーツの機会の拡大を図
り、多くの市民のスポー
ツへの関心の向上及び
個々の競技力の向上等に
つなげる。

　本市のシンボルチーム
である「ギラヴァンツ北
九州」を支援するため、
ホームゲーム開催経費や
遠征費の一部を補助。

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

　本市をホームタウン・
準ホームタウンとする、
「ギラヴァンツ北九州」
や「堺ブレイザーズ」
「福岡ソフトバンクホー
クス」等の市民観戦事業
や、体験教室の開催な
ど、市民がスポーツに親
しむきっかけ作りを実
施。

59

58

60 51,911

3,600

63,450

3,750

50,000

3,650

60,000

順調 【評価理由】
　「スポーツを通したにぎわい
づくり」のため、本市のシンボ
ルチームであるギラヴァンツ北
九州の支援や、ラグビーワール
ドカップ2019及び2020年東京オ
リンピック・パラリンピック競
技大会のキャンプ地誘致活動
等、各種大規模大会の誘致活動
を実施しており、各事業で設定
した目標を概ね達成しているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　ギラヴァンツ北九州主催試合
の平均入場者数や、スポーツ観
戦率が目標に届いていないこと
から、今後もミクニワールドス
タジアム北九州を活用するな
ど、「見る」スポーツの更なる
振興を図る必要がある。

　スポーツ観戦率は目標に届か
なかったが、本市のシンボル
チームであるギラヴァンツ北九
州主催試合の平均入場者数は所
属するJ3リーグでトップの入場
者数であったことや、福岡ソフ
トバンクホークス公式戦では平
均入場者数が定員の9割超で良好
に推移していること、また市民
観戦事業の対象にライジングゼ
ファーフクオカ（プロバスケッ
トボール）などスポーツ種目を
追加し、市民のスポーツ観戦機
会を拡充していることから「順
調」と判断。

　国際・全国大会等の開催数及
び門司港レトロマラソンの参加
人数がともに目標を上回ってい
るため、「大変順調」と判断。

人 順調

　ギラヴァンツ北九州主催試合
の平均入場者数は、チームの成
績低迷により目標に届かなかっ
たが、J3リーグでトップの入場
者数であったことや、ギラヴァ
ンツ北九州の市民認知度は前年
度を上回り、ほぼ目標どおりと
なったことから、「順調」と判
断。

大変
順調

人

順調

人

人

87％
(H26年
度)

門司港レトロマラソ
ンの参加人数

ギラヴァンツ北九州
主催試合の平均入場
者数

国際・全国大会等の
開催数

58,978

0.103,075

2,615

6,575
ホームタウン推進
事業

国際大会・全国大
会等スポーツ開催

ギラヴァンツ北九
州支援事業

　2020年東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会のキャン
プ地誘致活動を継続・活発化さ
せるとともに、その他各種大規
模大会の誘致についても引き続
き実施していく。
　また、ミクニワールドスタジ
アム北九州を活用するなど、
「見る」スポーツの更なる振興
を図っていく。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

1
競
技

3
競
技

達
成
率

目
標

3 件 3 件

実
績

3 件 4 件

達
成
率

100.0 ％ 133.3 ％

目
標

100 日 100 日
課
長

0.05 人

実
績

115 日 127 日
係
長

0.09 人

達
成
率

115.0 ％ 127.0 ％
職
員

0.17 人

100日
（毎年
度）

－

1.00

―

職
員

国際スポーツ大会等
の開催

102,355

3.00

係
長

4件
（H27年
度）

－

「みる」スポーツの
機会提供の充実
（グラウンドの年間
利用日数）

15件以上
（H27～
R1年度）

86,482

1ヶ国又
は1競技
以上
（R1年
度）

62,000

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

　北九州スタジアムは、
都心部に人が集い、にぎ
わいあふれる北九州市の
創出を目指し、Ｊリーグ
やラグビートップリーグ
などの試合、小中高生の
サッカー・ラグビー大
会、グラウンド・ゴルフ
大会、子どもたちへの芝
生開放などに加え、まち
ににぎわいを生み出すイ
ベントの開催など、市民
に夢と感動を提供できる
施設である。
　施設の適切な維持管
理・運営を実施すること
で、「みる」スポーツの
機会提供の充実を図り、
スポーツを通したまちの
にぎわいを生み出す。

国際
ス
ポー
ツ大
会推
進室

　生涯スポーツの振興や
まちの賑わい創りに繋が
る大規模国際スポーツ大
会の試合会場、及びラグ
ビーワールドカップ2019
や2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技
大会のキャンプ地を本市
に誘致すること、並びに
誘致前後のスポーツ交流
や文化交流等へと繋げる
ことを目的として、誘致
プロモーションの展開や
官民一体となった「誘致
委員会」による積極的な
活動を行う。

北九州スタジアム
維持管理事業

―

64,000

課
長

102,355

ラグビーワールド
カップ2019及び2020
年東京オリンピッ
ク・パラリンピック
競技大会における
キャンプ地誘致数

順調

大変
順調

　ラグビーワールドカップ2019
及び2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会におけ
るキャンプ地誘致件数が中期目
標を達成し、さらに前年度を上
回ったこと、国際スポーツ大会
についても目標件数を達成して
いることから「大変順調」と判
断。

　Ｊリーグやラグビートップ
リーグなどスポーツの利用に加
え、イベントの開催や子供たち
の芝生体験、ウォーキング大会
など様々な形での利用があり、
にぎわい創出に寄与できた。
　グラウンドの年間利用日数に
ついて、目標を達成することが
できたが、指定管理者が掲げた
来場者数については、目標21万
人に対して13.8万人と下回った
ため、「順調」と判断。

人

人

人

3.00

95,955 2,750

62,879
大規模国際スポー
ツ大会等誘致関係
事業

ス
ポー
ツ振
興課

62

61
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

134
団
体

134
団
体

課
長

0.05 人

実
績

133
団
体

133
団
体

係
長

0.10 人

達
成
率

99.3 ％ 99.3 ％ 職
員

0.30 人

目
標

10
団
体

5
団
体

課
長

0.05 人

実
績

4
団
体

4
団
体

係
長

0.15 人

達
成
率

40.0 ％ 80.0 ％ 職
員

0.20 人

目
標

42
千
人

42
千
人

実
績

40
千
人

40
千
人

達
成
率

95.2 ％ 95.2 ％

目
標

2,200
千
人

2,200
千
人

実
績

2,040
千
人

2,103
千
人

達
成
率

92.7 ％ 95.6 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

81.0 ％ 82.3 ％

達
成
率

95.3 ％ 96.8 ％

目
標

46 % 46 %

実
績

39.6 % 40.8 %

達
成
率

86.1 ％ 88.7 ％

Ⅲ-3-(1)-
① 
市民主体
の地域づ
くりの促
進

42千人
(毎年度)

2,200千人
(毎年度)

地域づくり活動への
参加者の割合

市民センターにおけ
るコミュニティ活動
の参加人数（延べ）

地域づくり活動へ肯
定的な考えの市民の
割合

2,084千人
(H27年度)

41千人
(H27年
度)

住民主体
の新たな
地域づく
りが活発
に行われ
ている状

態

0.03

29,455

人

1.00

1.00

3.30 人

人

人

30,789

46％
(毎年度)

2,270,486

332,496 301,855

市民センター1館当
たりの利用者数

81.0%
（H29年
度）

39.6%
（H29年
度）

地域
振興
課

　まちづくり協議会を中
心としたネットワークを
構築し、まちづくり協議
会が相互に情報を共有し
交流できる場を設けるな
ど、住民主体の地域づく
りを進める。

地域総括補助金を導
入したまちづくり協
議会数

地域カルテフォロー
アップ事業を実施し
たまちづくり協議会
の数

　市民センターの管理運
営を円滑・適正に行うた
め、公募により多様な人
材を市民センター館長と
して採用し、地域の活動
を担うまちづくり協議会
への管理委託などを行
う。
　また、市民センターを
拠点とした地域づくりを
推進するため、未整備校
区に市民（サブ）セン
ターを整備し、老朽化対
策やバリアフリー化を図
り計画的な改修を行う。

　自治会と連携しなが
ら、加入率向上や組織・
活動の見直し及び人材育
成など新たな課題への対
応につながる様々な事業
に取り組み、自治会･町
内会の活性化を図る。

地域
振興
課

　各地域団体が連携・協
力し、まちづくり協議会
を中心に地域が一体と
なった地域づくりを促進
するため、これまで市各
部局が事業ごとに地域団
体に交付していた補助金
を可能な限り一本化し、
まちづくり協議会に交付
する。

Ⅲ-3-(1)-
② 
地域コ
ミュニ
ティ施設
の活用・
運営

Ⅲ-3-(1)-
③ 
自治会・
町内会へ
の加入促
進

63 地域総括補助金

66

65

130団体
(H26年
度）

85％
(毎年度)

137団体
(R5年度)

―

30,483 4,095

職
員

3,5752,382

324,012

　地域の負担も考慮して事業を
実施した結果、達成率が8割と
なったため「順調」と判断。

【評価理由】
　市民センターの老朽化対策や
バリアフリー化等のハード面
を、計画どおり整備することが
できた。また、市民センター館
長への研修を実施し、まちづく
り協議会との連携について、共
有することができたため「順
調」と判断。

【課題】
　地域の課題は多様化してお
り、課題を踏まえた対策を検討
することが必要である。また、
市民センターの利用区分を1時間
ごとに変更したことによる影響
を精査する必要がある。

順調

順調

　補助金の導入団体数は、概ね
目標を達成していることから
「順調」と判断。

順調

　老朽化対策やバリアフリー化
等ハード面の整備を、予定通り
行うことができた。また、円滑
な施設運営ができるよう、館長
及び市民センター職員の職場環
境の改善に努めた結果、市民セ
ンターのコミュニティ活動に参
加する人数が前年度実績を上
回ったため、「順調」と判断。

人

順調3,5243,012

3,825

係
長

係
長

課
長

46,250

職
員

2,205,6242,200,853

課
長

　地域づくり活動へ肯定的な考
えの市民の割合、地域づくり活
動への参加者の割合について
は、双方とも前年度実績を上
回っているため「順調」と判
断。

順調

人

0.10

0.30
自治会･町内会活性
化の促進

地域
振興
課

市民センターの充
実

64
住民主体の地域づ
くりの促進

地域
振興
課

　自治会・町内会を取り巻く課
題を解決し活性化を促進するた
めに、マンション等の管理会社
等の関係者に積極的に働きかけ
ていくほか、引き続き地域コ
ミュニティの重要性や自治会の
必要性について幅広く理解を求
めることに力を入れていく。
　また、地域でリーダーシップ
を発揮する人材や地域活動の担
い手育成支援を積極的に行い、
自治会・町内会の加入促進や活
性化を図っていく。

順調

　引き続き、地域が一体となっ
た市民主体の地域づくり･まちづ
くりを促進するため、まちづく
り協議会や、地域で様々な取り
組みを行う各種地域団体等に対
し、「地域総括補助金」の交付
や、各種支援事業などの地域の
ニーズに応じた施策を展開す
る。

順調

【評価理由】
　自治会・町内会の加入促進や
活発化に繋がる広報・研修につ
いては、自治総連合会と連携し
ながら継続的に取り組んでい
る。「地域づくり活動へ肯定的
な考えの市民の割合」「地域づ
くり活動への参加者の割合」は
前年度実績をそれぞれ上回って
いるため「順調」と判断。

【課題】
　若い世代への働きかけや、マ
ンション等の自治会加入促進に
向けた取組みなどにより、自治
会・町内会の活性化に努めてい
く必要がある。

　市民センターを拠点とした地
域づくりを促進するため、老朽
化対策やバリアフリー化等ハー
ド面を整備するとともに、館長
及び市民センター職員の能力向
上を図る研修や、タイムリーな
情報発信等ソフト面の充実に努
め、利用者の増加を図る。

【評価理由】
　地域カルテフォローアップ事
業を実施したまちづくり協議会
の数は目標値に届かなかったも
のの、市内全体を対象としてい
る地域総括補助金の交付は前年
並みに行われていることから、
「順調」と判断。

【課題】
　地域が抱える課題や、その解
決に向けた取り組みの内容は
様々であり統一的な施策による
支援が困難であるが、他の事業
局や区役所コミュニティ支援課
等と連携しながら、地域が主体
的に地域課題を解決することが
できるよう、市民主体の地域づ
くりに努める必要がある。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

90
法
人

105
法
人

実
績

88
法
人

99
法
人

達
成
率

97.8 ％ 94.3 ％

目
標

24,500 人 25,000 人

実
績

24,338 人 28,683 人

達
成
率

99.3 ％ 114.7 ％

目
標

80 件 86 件

実
績

86 件 99 件

達
成
率

107.5 ％ 115.1 ％

目
標

380 人 430 人

実
績

378 人 406 人

達
成
率

99.5 ％ 94.4 ％

目
標

5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

5 件 5 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

25,000人
(毎年度)

5件
（R2年
度)

88法人
（H29年
度)

135法人
(R2年度)

0.10

0.10

2.00 人

人0.15

1,989

0.15

120件
(R2年度)

19,990

NPOと企業・地域・
大学等との協働件数

　市民主体のまちづくり
を推進するため、市民活
動への理解を深め、新た
な担い手の参加を促すと
ともに、NPOと様々な団
体間のネットワークづく
りや協働を支援する。

市民
活動
推進
課

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働を
推進するため、活動や協
働等に関する相談・助
言、情報提供、研修・啓
発等を実施する。

成果発表会の参加人
数（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

新規設立NPO法人数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

サポートセンター利
用者数

補助交付事業件数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

　市民活動の更なる促進
を支援するため、NPO等
が専門性を発揮して行う
活動に対し、事業費の一
部を補助する。

Ⅲ-3-(2)-
② 
NPO、企
業、研究
機関など
との連携
の構築

68

69

NPO・市民活動促進
事業

NPO公益活動支援事
業

67

Ⅲ-3-(2)-
① 
NPO、ボラ
ンティア
活動の支
援

24,338人
(H29年度)

86件
（H29年
度)

5件
（H29年
度）

530人
(R2年度)

378人
（H29年
度)

19,725

課
長

2,627

課
長

18,324

職
員

職
員

18,588

3,275

係
長

1,8452,539
係
長

2,4701,265 2,607

  NPOと企業・地域・大学との交
流会等を通して、団体間のネッ
トワークを構築し、協働件数が
目標を達成しているため「順
調」と判断。

順調

【評価理由】
　協働件数が目標を達成してい
るため「順調」と判断。

【課題】
　交流会等の参加団体へのフォ
ローアップ等を行い、団体間の
協働事業の立ち上げを支援する
必要がある。

順調

人

【評価理由】
　目標を概ね達成しており、NPO
等に対する支援が市民活動の活
性化に寄与しているとして「順
調」と判断。

【課題】
　さらなる市民活動の支援に
よってNPO・ボランティア活動参
加者の掘り起こしにつなげてい
く必要がある。

順調

　補助交付事業件数及び成果発
表会の参加人数が目標を概ね達
成しているため「順調」と判
断。

　新規設立NPO法人数及びサポー
トセンター利用者数が目標を概
ね達成しているため「順調」と
判断。

順調

人

順調

人

人

0.30

多様な主体による
市民活動の輪づく
り事業

　多様な主体による協働を推進
するため、NPO、企業等との交流
会を引き続き実施し、団体間の
協働を支援する。

　市民活動を促進する講座の実
施や情報提供の充実を図ってい
く。
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市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

1,250 人 1,500 人

実
績

1,555 人 1,887 人

達
成
率

124.4 ％ 125.8 ％

目
標

10
団
体

12
団
体

実
績

11
団
体

13
団
体

達
成
率

110.0 ％ 108.3 ％

目
標

5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

5 件 5 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

90
法
人

105
法
人

実
績

88
法
人

99
法
人

達
成
率

97.8 ％ 94.3 ％

目
標

24,500 人 25,000 人

実
績

24,338 人 28,683 人

達
成
率

99.3 ％ 114.7 ％

目
標

1,250 人 1,500 人

実
績

1,555 人 1,887 人

達
成
率

124.4 ％ 125.8 ％

目
標

10
団
体

12
団
体

実
績

11
団
体

13
団
体

達
成
率

110.0 ％ 108.3 ％

18,588

964

5件
（R2年
度)

2,000人
(R2年度)

NPOと企業・地域・
大学等との協働件数

2,627

　協働に関する理解を深
めるための研修、協働事
業を実施するために必要
な団体運営力向上を図る
ための研修を実施する。
　また、経済的に自立し
たNPOの増加を図るた
め、資金調達力や企画力
の向上を図るセミナーを
実施する。

新規設立NPO法人数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

6,400

24,338人
(H29年度)

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働を
推進するため、活動や協
働等に関する相談・助
言、情報提供、研修・啓
発等を実施する。

11団体
(H29年
度)

収入増加団体数（累
計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

1,555人
（H29年
度)

1,555人
（H29年
度)

88法人
（H29年
度)

　市民主体のまちづくり
を推進するため、市民活
動への理解を深め、新た
な担い手の参加を促すと
ともに、NPOと様々な団
体間のネットワークづく
りや協働を支援する。

　協働に関する理解を深
めるための研修、協働事
業を実施するために必要
な団体運営力向上を図る
ための研修を実施する。
　また、経済的に自立し
たNPOの増加を図るた
め、資金調達力や企画力
の向上を図るセミナーを
実施する。

NPOとの協働につい
ての研修への参加者
数（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

16団体
(R2年度)

5件
（H29年
度）

135法人
(R2年度)

サポートセンター利
用者数

NPOとの協働につい
ての研修への参加者
数（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

16団体
(R2年度)

2,000人
(R2年度)

11団体
(H29年
度)

収入増加団体数（累
計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

73

71

70

Ⅲ-3-(3)-
② 
市民との
協働を推
進できる
市役所づ
くり

Ⅲ-3-(3)-
① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

72

964

2,607

0.30

0.30

人
課
長

職
員

職
員

人

係
長

0.30

係
長

人

0.30

係
長

課
長

6,400

人

2.00

0.30

2,4701,265

9912,227

順調

順調

【評価理由】
　目標を達成しており、団体の
資金調達力の向上や協働の推進
に対する効果的な支援ができて
いるとして「順調」と判断。

【課題】
　多様な主体による協働をさら
に推進するため、各団体間の
ネットワークをさらに構築・拡
大する必要がある。

  NPOと企業・地域・大学との交
流会等を通して、団体間のネッ
トワークを構築し、協働件数が
目標を達成しているため「順
調」と判断。

  NPOとの協働についての研修へ
の参加者数及び収入増加団体数
が目標を達成しているため「順
調」と判断。

順調

人

0.10

人

25,000人
(毎年度)

19,990

991

人

  NPOとの協働についての研修へ
の参加者数及び収入増加団体数
が目標を達成しているため「順
調」と判断。

人

0.10

18,324

課
長

19,725

0.15

NPO・市民活動促進
事業

多様な主体による
市民活動の輪づく
り事業

「NPOとの協働によ
るまちづくり」人
材育成事業

「NPOとの協働によ
るまちづくり」人
材育成事業

【評価理由】
　各事業の目標を概ね達成して
おり、市民との協働を推進して
いるとして「順調」と判断。

【課題】
　市民活動の担い手の育成や、
協働に対する啓発をさらに推進
する必要がある。

人
職
員

2,227 順調

順調

　新規設立NPO法人数及びサポー
トセンター利用者数が目標を概
ね達成しているため「順調」と
判断。

　市民との協働を推進するた
め、協働意識向上のための研
修、セミナー等の充実、NPO・市
民活動に関する情報提供に取り
組む。

　協働への理解を深めるセミ
ナーやNPOと様々な団体の交流会
の開催等、各団体間の自主的な
協働の側面支援に引き続き取り
組んでいく。

順調

56



市民文化スポーツ局

平成30年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

31 件 36 件
課
長

0.10 人

実
績

32 件 36 件
係
長

0.10 人

達
成
率

103.2 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

22,536 人 21,711 人
係
長

0.50 人

達
成
率

102.4 ％ 98.7 ％
職
員

0.25 人

目
標

実
績

47,205 人 42,502 人

達
成
率

97.5 ％ 90.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

85 ％ 90 ％

達
成
率

94.4 ％ 100.0 ％

目
標

110,000
千
円

500,000
千
円

実
績

519,944
千
円

187,088
千
円

達
成
率

472.7 ％ 37.4 ％

目
標

75.0 % 80.0 %

実
績

88.1 % 87.9 %

達
成
率

117.5 ％ 109.9 ％

目
標

31 件 36 件
課
長

0.10 人

実
績

32 件 36 件
係
長

0.10 人

達
成
率

103.2 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

Ⅳ-4-(2)-
③ 
都市イ
メージの
向上

77
文化
企画
課

Ⅳ-4-(1)-
② 
偉人・先
人の顕彰

文学
館

松本
清張
記念
館事
務局

順調

  地域経済への貢献について
は、目標値に対する達成率が
37.4％であるものの、実績とし
ては過去5番目であること、ま
た、認知度についても8割を超え
る高水準を維持していることか
ら「順調」と判断。

職
員

150,000
千円

（R1年度
以降毎年
度）

10,741人
（H23年
度）

　映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支援
を積極的に行い、本市の
知名度と都市イメージの
向上を図る。
　また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という都市
ブランドの発信により、
街のにぎわいの創出や市
民交流等のまちづくりに
つなげる。

北九州フィルム・コ
ミッションの市民へ
の認知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

地域経済への貢献
（直接経済効果）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　松本清張に関するあら
ゆる資料を収集・整理
し、松本清張の「人と作
品」を研究する調査研
究・資料収集事業の実施
や研究誌を発行する。ま
た、松本清張研究者に奨
励金を贈呈する研究奨励
事業を実施する。
　さらに、企画展の開催
や講演会、読書感想文コ
ンクールなどの市民文芸
活動支援事業を行う。

58,187人
（H22年
度）

85％
（H22年
度）

59.8%
(H25年
度)

85.0%
(R1年
度）

11,930

16,912

100,000
千円
(H21年
度)

3.00

2.00

27,073

職
員

50,205 54,331
係
長47,100

0.40

3,275

前年度比
増

19,455

補助交付事業件数
（累計）

企画展入場者の満足
度

松本清張記念館の入
館者数

文学館普及研究費

76

順調

人

　市民との協働を推進するた
め、協働意識向上のための研
修、セミナー等の充実、NPO・市
民活動に関する情報提供に取り
組む。

0.50

　引き続きアジアを中心とする
海外作品の誘致などに積極的に
取り組み、「映画の街・北九
州」という都市ブランドを国内
外に広く発信していく。

【評価理由】
　高い認知度を維持し続けてい
ることから「順調」と判断。

【課題】
　国内外に本市の魅力を発信す
る作品を誘致するため、より広
くロケ候補地の情報を集める必
要がある。

人

人

  入館者数は、常設展では減少
したものの特別企画展では増加
し、目標を概ね達成したため
「順調」と判断。

順調

人

順調

人

人

1.00

1.00

課
長

27,841

前年度比
増

（毎年
度）

90％以上
（毎年
度）

49,388

前年度
(48,404
人)比増

12,625

係
長

映像製作誘致強化
関連事業

松本清張記念館研
究センター・普及
事業

市民
活動
推進
課

　環境未来都市計画が掲
げる目標を達成するた
め、NPOなどの提案団体
と市・企業・地域等が協
働して取り組む事業に経
費の一部を補助。

Ⅳ-2-(2)-
② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

74
市民活動団体等に
よる環境未来都市
推進支援事業

4,206 2,874 4,780

Ⅵ-1-(1)-
① 
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

78
市民活動団体等に
よる環境未来都市
推進支援事業

75

入館者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で紹
介するとともに、本市の
文芸の振興に功績のあっ
た文学者を市内外に発信
する。

市民
活動
推進
課

　環境未来都市計画が掲
げる目標を達成するた
め、NPOなどの提案団体
と市・企業・地域等が協
働して取り組む事業に経
費の一部を補助。

補助交付事業件数
（累計）

6件
（H24年

度)

順調

　市民との協働を推進するた
め、協働意識向上のための研
修、セミナー等の充実、NPO・市
民活動に関する情報提供に取り
組む。

4,780

課
長

  入館者数、企画展の満足度と
もに概ね目標を達成しているた
め「順調」と判断。

18,628

順調23,250

6件
（H24年

度)

36件
(H30年
度)

36件
(H30年
度)

7,500人
（R1年
度）

2,874

  NPO法人の専門性を活用した事
業が実施され、その活動を支え
る補助交付件数が目標を達成し
ているため「順調」と判断。

【評価理由】
　NPOの専門性を活用した事業を
支援することにより、協働理念
の理解を深め、NPOの団体運営力
向上に寄与できたため「順調」
と判断。

【課題】
　多様な主体と事業を協働実施
できるNPO法人等の固定化。

3,275 順調

  NPO法人の専門性を活用した事
業が実施され、その活動を支え
る補助交付件数が目標を達成し
ているため「順調」と判断。

4,206 順調

【評価理由】
  様々な角度から偉人を紹介す
る企画展示等により、来場者の
目標を概ね達成しているため
「順調」と判断。

【課題】
  更なる入館者数の増加を目指
し、より集客力のあるイベント
や企画展の開催、常設展示の見
直しなど、若年層などの入館を
促す仕組みづくりが必要。

  リニューアルによる魅力ある
施設づくりを行うとともに、入
館者増加に結びつくイベント・
企画展に取り組み、来館者やリ
ピーターの増加を図る。

【評価理由】
　NPOの専門性を活用した事業を
支援することにより、協働理念
の理解を深め、NPOによる新たな
ビジネス創出のための団体運営
力向上に寄与できたため「順
調」と判断。

【課題】
　多様な主体と事業を協働実施
できるNPO法人等の固定化。

順調

57



保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

Ⅰ-1-(1)-
⑤ 
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

2
総合療育センター
再整備事業

障害
者支
援課

　施設の老朽化や障害の
ある子どものニーズの多
様化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合療
育センターを再整備す
る。

新総合療育センター
の開所

―

建築工事
の実施

開所

開所
(H30年
度)

5,863,578 順調

【評価理由】
　予定どおりの工期で建築工事
を完了し、診療科の増設やユ
ニットケア方式の導入など療養
体制の充実を図ったことから
「順調」と判断。
　
【課題】
　今後は、駐車場の拡充等の外
構工事を行っていく必要があ
る。

順調
  予定どおりの工期で建築工事
を完了したことから、「順調」
と判断。

運営体制の
確保・充実

　総合療育センター建築工事は
平成30年度で終了したが、小倉
総合特別支援学校の校舎の一部
解体等の外構工事を実施する予
定。
　施設の整備とともに、障害の
ある子どもの成長及び自立のさ
らなる促進を図る。

建築工事
の実施

開所

― ―

運営体制の
確保・充実

―

運営体制の
確保・充実

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

人

人

順調

【評価理由】
　必要な医師の確保や必要な医
療器械の更新などを行ったこと
で、総合周産期母子医療セン
ターにおいて24時間体制での周
産期の提供、小児救急センター
においては24時間体制での小児
救急医療の提供やPICU新設によ
る機能強化を行うことができて
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　出生数の低下や働き方改革に
よる医師の負担軽減の必要性な
どに留意する必要がある。

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

運営体制の
確保・充実

運営体制
の確保

6,100,252 2,699,832 9,800

―

Ⅰ-1-(1)-
③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

1

総合周産期母子医
療センター及び小
児救急・小児総合
医療センターの運
営

地域
医療
課

【総合周産期母子医療セ
ンター（市立医療セン
ター内）】
・出生前から出産後まで
母子に対する専門的な医
療を24時間体制で提供す
る。
【小児救急・小児総合医
療センター（市立八幡病
院に併設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医療
を24時間体制で提供す
る。

総合周産期母子医療
センターにおける医
療体制（24時間体
制）の確保・充実

運営体制
の確保

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

　地方独立行政法人化（平成31
年4月)のメリットである事業運
営の柔軟性及び機動性を活かし
つつ、必要な医師の確保や医療
器械の更新などにより、医療体
制（24時間体制）の確保に努め
る。
　なお、出生数の低下や働き方
改革による医師の負担軽減に留
意する。

―

運営体制の
確保・充実小児救急・小児総合

医療センターの医療
体制（1次（初療）
から3次（重篤）ま
での小児救急医療体
制（24時間体制）の
確保・充実）

順調

　総合周産期母子医療センター
では、24時間体制での周産期医
療の提供、ハイリスク分娩患者
の優先的な受入を行うことがで
きた。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急医
療の提供を行うとともに、新病
院の開院に伴い、PICU（小児専
用集中治療室）を新設するな
ど、機能強化を行うことができ
たため、「順調」と判断。

人

2,623,178 係
長

―

職
員

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

医療体制
の

確保・充
実

2,613,032

運営体制の
確保・充実

医療体制
の

確保・充
実

2,417,703

―

―

課
長

―
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

782
団
体

1,135
団
体

達
成
率

102.9 ％ 145.1 ％

目
標

実
績

24,676 人 23,972 人

達
成
率

100.4 ％ 97.1 ％

目
標

3,000 人 3,000 人
課
長

0.05 人

実
績

2,900 人 2,997 人
係
長

0.10 人

達
成
率

96.7 ％ 99.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

16 人

実
績

16 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

5
校
区

実
績

2 校
区

達
成
率

40.0 ％

ボランティア大学校
の研修の受講者数
（単年度）

7人
(H27年
度）

18,950123,839

人

人

順調

やや
遅れ

ボラン
ティア人
口の拡充 職

員

2,325
係
長

　各区において地域ごとの特性
に応じた、校区の作戦会議（協
議体）、見守り・支え合い活動
の支援、サロンの開設・運営支
援などに取り組んだ。
　平成30年度は、新たなサービ
ス事業の開始にあたり、モデル
地区の選定及び事業の検討を開
始した。この事業は、住民主体
により活動可能な地区から実施
するため、5校区全てで準備に着
手できたが、年度内に事業の開
始に至ったのは2校区であったた
め、「やや遅れ」と判断。

受講者の
ボラン

ティア活
動の促進

ボラン
ティア登
録団体の
拡充

34,69434,908

課
長

34,840

人0.05

　平成29年度に引き続き、地域
支援コーディネーターと連携し
ながら、「ふくしのまちづくり
講座」に重点的に取り組み、受
講者数も増加した。地域ごとの
特性を踏まえた課題解決、地域
単位での生活支援力向上に向け
た支援につながると考えられる
ため、「順調」と判断。

係
長

前年度
(24,569
人)比増

前年度比
増

前年度比
増

人

課
長

0.30 人

0校区
（H29年
度）

Ⅰ-3-(2)-
② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

5
生活支援体制整備
事業

地域
福祉
推進
課

　地域包括ケアシステム
の構築に向けて、地域の
見守り・支え合いを強化
し、住民主体の生活支援
サービス等の創出を促進
するため、各区に地域支
援コーディネーターを配
置し、多様な主体が協働
する場の運営を支援す
る。

4
社会福祉ボラン
ティア大学校運営
委託

　地域福祉活動やボラン
ティア活動を担う人材育
成に資するため、ボラン
ティア・市民活動セン
ターと一体となり、市民
に広く研修機会を提供す
る。

地域
福祉
推進
課

3
ボランティア活動
促進事業

地域支援コーディ
ネーター配置数

700団体
（H27年
度）

ボランティア登録人
数

ボランティア登録団
体数

【評価理由】
　ボランティア活動に関する
様々な講座の実施、地域の活動
者を支えるためのネットワーク
づくりなど、それぞれの事業を
通じて、地域のボランティアの
育成につながっていると考える
ため、「順調」と判断。

【課題】
　地域の活動の担い手が高齢化
しており、地域で行われている
様々な活動の継続が厳しい状況
にある。その中で住民主体によ
る見守り・支え合いを実現する
ために、懇切丁寧な説明と地域
支援コーディネーター等による
きめ細かな支援を行っている
が、地域住民の合意形成のもと
助け合いの土壌を醸成するには
相応の時間を要する。
　また、地域の課題は多様化し
ており、地域の住民だけでは解
決できない課題も多いため、さ
まざまな団体との顔の見える
ネットワークづくりを進め、新
たな活動の担い手の発掘に取り
組む必要がある。

0.10

2,325

順調

　平成30年7月の豪雨の際には災
害ボランティア相談窓口を設置
し、被災状況の情報収集やニー
ズと活動者のマッチングなどを
行った。災害ボランティアを
きっかけとしたボランティア活
動に目が向けられ、市民がボラ
ンティアに触れる機会や活動に
参加する機会も増えている。ボ
ランティアの登録団体も増えて
きていることから、「順調」と
判断。

人
職
員

0.10

31,381

0.80

1.00

31,381

全校区に
おける支
援の仕組
みやサー
ビスの創

出
（R7年
度）

16人
(H29年
度)

31,380 順調

23,000人
(H27年
度）

前年度
(760団体)

比増

3,000人
（H27年
度）

地域
福祉
推進
課

新たな支援の仕組み
やサービスを検討・
実施した校区数

　地域福祉の振興を図る
ため、北九州市社会福祉
協議会が実施しているボ
ランティアの育成、コー
ディネート、活動支援、
関係機関との連携による
情報収集・発信等のボラ
ンティア活動促進事業に
対して補助している。

　地域の若い世代の活動者の掘
り起こしのため、防災活動を
きっかけとして地域の活動につ
ながる仕組みづくりや、社会福
祉施設や企業等による地域貢献
活動の活性化に取り組む。
　また、見守り・支え合いの推
進のため、地域ごとの実情に応
じたきめ細やかな支援を継続す
ると共に、地域の課題解決のた
めの様々な活動を支援すること
を目的とし、社協・自治会・ま
ちづくり協議会等地縁団体と行
政や医療機関・社会福祉施設、
NPO、企業等がつながる仕組みや
地域づくりを支援するネット
ワークづくりに取り組む。

100,606 93,208
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

47 件 48 件
係
長

0.10 人

達
成
率

92.2 ％ 102.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

42.5 ％ 36.8 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

102.7 ％ 86.6 ％
職
員

0.30 人

研修修了
者の活躍
の場の確

保

3,511

前年度
（51件）
水準を維

持

47件
（H27年
度）

前年度水
準を維持

順調

　市民後見人養成研修の修了者
が後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年後
見制度の実務の担い手として活
動を行ったため、「順調」と判
断。

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者の
成年後見活動や、年長者研修大
学校修了生の地域活動への参加
が団塊の世代の活用につながっ
ていると認められることから、
「順調」と判断。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進に
ついては、今後、第三者後見人
の不足が予想されるため、安定
した成年後見制度推進を図る必
要がある。
　年長者研修大学校及び北九州
穴生ドーム運営については、さ
らなる講座の充実のためにアン
ケート結果等を活用して、より
魅力ある運営となるよう努める
必要がある。

順調

権利擁護・市民後
見促進事業

長寿
社会
対策
課

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

Ⅰ-3-(2)-
③ 
団塊の世
代の活用

6

前年度
(41.4％)

比増

法人後見受任件数
(年度末件数)

修了生の地域活動へ
の参加状況

順調

　権利擁護・市民後見促進事業
については、高齢化の加速や認
知症高齢者の増加に伴う第三者
後見人の不足に対応するため、
成年後見制度の担い手を育成す
る養成研修を引き続き実施す
る。また、研修修了者の活動の
場を確保するため法人後見業務
への補助を行う。
　年長者研修大学校及び北九州
穴生ドーム運営については、地
域活動の拠点としての役割のた
めボランティア活動の充実に努
めるなど、高齢者の生きがいづ
くりや健康づくりを促進し、地
域活動を担う高齢者の人材育成
を図る。　多くの市民が受講することに

より（延べ利用者数　H30：
63,969人）、高齢者の生きがい
づくりや社会参加の促進が図ら
れていると判断されるため、
「順調」と判断。

153,885153,885

高齢者の
生きがい
づくりや
仲間づく
り、及び
ボラン

ティア活
動等の促

進

前年度比
増

153,8857
年長者研修大学校
及び北九州穴生
ドーム運営委託

長寿
社会
対策
課

　年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及び
北九州穴生ドーム、並び
に生涯現役夢追塾の運営
を行う。

9,614 6,522

43.0％
（H26年
度）

4,825

3,075
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

110
団
体

110
団
体

課
長

0.30 人

実
績

85
団
体

85 団
体

係
長

16.5 人

達
成
率

77.3 ％ 77.3 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

実
績

1,190
（うち
廃止397
世帯）

人

980
（うち
廃止334
世帯）

人

達
成
率

目
標

実
績

598,549 千
円

466,113 千
円

達
成
率

目
標

実
績

76,684 件 73,376 件

達
成
率

目
標

実
績

98.2 ％ 98.2 ％

達
成
率

効果額（千円）
（保護削減額）

162,508 158,774

公正で信
頼される
保健福祉
行政の推

進

348
公正で信頼される保
健福祉行政の推進

―

―

―

―

―

―

―

―

Ⅱ-1-(1)-
①
地域で安
心して暮
らせる仕
組みづく
り

いのちをつなぐ
ネットワーク事業

―

　多様で複雑な問題を抱
える生活保護受給者に対
し、それらの問題を解決
し少しでも早く生活保護
から自立できるように、
就労支援プログラム等の
各種自立支援プログラム
を活用し、専門的に支援
する職員（専門員）を各
区に配置するなど、福祉
事務所における自立支援
体制を拡充し、支援を行
う。

総務
課

　住民と行政の力を結集
し、地域における既存の
ネットワークや見守りの
仕組みを結び付け、セー
フティネットの網の目を
細かくすることによっ
て、高齢者のみならず、
支援を必要としている人
が社会的に孤立すること
がないよう地域全体で見
守り、必要なサービス等
につなげていく取組みで
ある。

順調

2.40

　事業の継続実施により、就職
者数は逓減傾向にあるものの、
保護費の削減に大きく寄与して
いるため、「順調」と判断。

4,150

6,569

職
員

順調

―

相談・支援件数

―

― ―

222

被保護者
の自立促

進

被保護者
の自立促

進

いのちをつなぐネッ
トワーク推進会議の
参加団体数

―

―

―

―

順調

相談・支
援件数の
維持

係
長 順調

人

課
長

順調

0.50

【評価理由】
　いのちをつなぐネットワーク
推進会議の参加団体数は、前年
度と同数であるが、いのちをつ
なぐネットワーク事業の地域会
合への参加回数は増加し、民生
委員の充足率も維持しているこ
となどから、「順調」と判断。

【課題】
　いのちをつなぐネットワーク
事業については、今後も「地域
の課題を地域で考え、地域で解
決する」ための環境整備を行
い、自助・共助の取組を支援・
啓発していくことが重要であ
る。そのために関係団体・機関
と行政の連携体制の再構築と、
市役所内部の連携機能の強化が
必要であると考える。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソンについては、相談内容
の多くは、オンブズパーソンへ
の申し出を望むことより、区役
所等の窓口での改善を求める傾
向が強い。
　生活保護受給者への自立支援
については、支援対象者が逓減
傾向にあるため、就労意欲が乏
しい等支援が難しい者への対策
を強化していく必要がある。
　民生委員活動支援について
は、地域福祉の担い手である民
生委員・児童委員の負担軽減や
活動環境の整備が急務である。
また、区全体の相談支援体制の
強化や関連部署による情報共有
の促進等、各々の連携強化が課
題であり、地域の中で候補者を
見つけられるための方策の研究
も求められる。

45,450

人

　いのちをつなぐネットワーク
推進会議の参加団体数は前年度
と同数であるが、協力会員によ
る通報や支援により、高齢者等
への見守りに効果が得られてい
るため、「順調」と判断。

7,300

160,935
　相談・支援件数は減少してい
るものの充足率は維持している
ため、「順調」と判断。

　いのちをつなぐネットワーク
事業については、関係団体・機
関と行政の連携体制を再構築す
るため、いのちをつなぐネット
ワーク推進会議の拡充を図る。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソンについては、オンブズ
パーソン事務局が仲介役とな
り、相談者と保健福祉サービス
担当者の双方の意見を聞きなが
ら、相談者の不満等を解決して
いく方策を提案していく。
　生活保護受給者への自立支援
事業については、事業自体は順
調であるため、引き続き前年度
と同程度の規模で、事業を推進
していく。
　民生委員・児童委員について
は、負担軽減や活動環境の整
備、地域の中で候補者を見つけ
られるための方策を検討してい
く。

人

　平成22年度以降、年間150件を
超える相談があり、苦情申立て
に至らないケースであっても、
相談内容によって、市の担当部
署に直接状況を確認して相談者
へ回答するなど、相談者のニー
ズに対応しているため、「順
調」と判断。

人

人

172,200

164,453

係
長

0.00

課
長

164,631

8

11

　市が実施し又は所管す
る保健福祉サービスに関
する利用者及び利用希望
者からの苦情を、中立か
つ公正な第三者（保健福
祉オンブズパーソン）が
面談し、市の機関へ調査
や報告を求めてその内容
を審理。不当な点があれ
ばその是正を勧告するな
どの苦情処理を行う。
　当事業は、既存の苦情
処理制度である広聴制度
（市民のこえ、市長への
手紙）や法定救済制度
（行政不服審査制度、行
政事件訴訟制度）を補完
するもの。

9

10

北九州市保健福祉
オンブズパーソン
事業

―

―

――

―

―

―

充足率

86,008件
(H27年
度）

―

地域
福祉
推進
課

　民生委員・児童委員
は、社会福祉の精神を
もって、高齢者をはじめ
生活困窮者、児童、障害
のある人など援護を必要
とする者に相談・助言を
行い、福祉事務所や社会
福祉施設などと密接に協
力しながら、地域社会の
福祉の増進を図る。その
民生委員・児童委員の委
嘱、広報、研修などを行
う。

保護
課

79団体
(H27年
度)

就職者数（人） ―

地域
福祉
推進
課

生活保護受給者に
対する自立支援事
業

協力企
業・団体
による
ネット

ワークの
拡大

869

9,431 5,263

169,955

充足率の
維持

0.30

職
員

民生委員活動支援
事業

0.20

2.40 人
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平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

4.30 人

実
績

係
長

17.30 人

達
成
率

職
員

7.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

10 件 20 件

実
績

16 件 0 件

達
成
率

160.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

4 回

達
成
率

―
救急医療
体制の維

持
280,200

9,993

2,900

―

―

地域
医療
課

順調

　小児救急医療関連の議題を
テーマにネットワーク部会を開
催し、小児医療先進都市づくり
会議では、これらに関する取り
組み結果や成果について報告す
るとともに、虐待対応、療育医
療など小児救急に関する議題に
ついて協議を行い、関係機関と
の連携を図った。また、小児救
急医療に携わる医師、看護師等
を対象とし、実践的な手技手法
が学べるワークショップは、全
国から148人の参加があった。こ
の開催により、関係者の技術の
向上が図られ、また、本市の小
児医療に関する取り組みについ
て、市内外の医療関係者へのア
ピールに繋がったため、「順
調」と判断。

順調 【評価理由】
　急患センターやテレフォンセ
ンターの運営、協力病院による
初期救急体制等の整備、小児医
療先進都市づくり会議の開催な
ど、医療・救急体制の確保が図
られている。
　在宅医療普及推進事業につい
ては、在宅医療分野での管理栄
養士が活用される環境づくりを
進め、難病患者支援体制推進事
業においても、関係機関との情
報共有や特定医療費（指定難
病）の確実な給付を行った。
　総合周産期母子医療センター
及び小児救急・小児総合医療セ
ンターにおいて、24時間体制で
の医療の提供等を行うことがで
きた。
　八幡病院については、当初の
工程どおり、改築・移転が完了
した。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　救急医療体制の維持にあた
り、救急医療実施機関での医師
や医療スタッフなどの人的、経
済的負担が大きい。
　小児医療先進都市づくりの
ワークショップにおいては、小
児医療関係者のニーズに沿った
内容となるよう、関係者と協議
する必要がある。
　産婦人科、小児科医師の確保
については、医師確保策として
一定の成果は上げているが、助
成を活用する研修医の確保に苦
慮している。
　難病患者支援体制の推進につ
いては、支援体制の整備に向け
て、関係機関等とより一層協議
を行っていく必要がある。
　特定医療費（指定難病）につ
いては、申請受付から認定まで
を迅速かつ的確に行うととも
に、特定医療費（指定難病）の
支給を確実に行う。
　総合周産期母子医療センター
及び小児救急・小児総合医療セ
ンターの運営にあたっては、出
生数の低下や働き方改革による
医師の負担軽減の必要性などに
留意する必要がある。

　救急医療体制の維持・確保に
ついては、各病院の医師、医療
スタッフの負担軽減に資する体
制確保や財政的支援を継続的に
行う。
　小児医療先進都市づくり事業
では、小児医療先進都市づくり
会議や小児救急医療ワーク
ショップ等について、内容の充
実に努める。
　産婦人科・小児科医師の確保
については、課題を踏まえ、助
成制度の見直しを検討するな
ど、市医師会と協議する。
　難病患者支援体制の推進につ
いては、課題や支援体制につい
て協議を行い、関係機関等での
情報共有を行う。
　特定医療費（指定難病）につ
いては、医療費の支給を確実に
行う。
　総合周産期母子医療センター
及び小児救急・小児総合医療セ
ンターの運営にあたっては、地
方独立行政法人化（平成31年4
月）のメリットである事業運営
の柔軟性及び機動性を活かしつ
つ、全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や医
療器械の更新などにより、医療
体制（24時間体制）の確保に努
める。なお、出生数の低下や働
き方改革による医師の負担軽減
に留意する。

1,068,287

　栄養アセスメント及び主治医
への助言は、委託を予定してい
た福岡県栄養士会が、本事業予
算を使わず、栄養アセスメント
を歯科医師会と共同実施する方
向へ発展した。
　このため、同事業の実績とし
ては計上されていないが、予定
よりも早く関係団体等の協力を
得て活動モデルを作成すること
ができ、次年度の目標としてい
た管理栄養士が活用される環境
づくりや人材育成へと前倒しで
移行することができたことから
「大変順調」と判断。

順調

小児医療
に関する
先進的な
取組みを

実施

―

産婦人科、
小児科医師
等の確保に
係る事業を

支援

―

―

産婦人科、小児科医
師の確保

―

―

―

在宅医療
を担う専
門職の連
携強化

産婦人
科、小児
科医師等
の確保に
係る事業
を支援

小児医療
に関する
先進的な
取組みを

実施

―

人

人

人

1,057,757

2,229 2,963

2,900

1,081,600

大変
順調

0.30
課
長

1.00

　医師会、医療機関、行政の連
携のもと、重症度に応じて第一
次から第三次までの救急医療体
制を構築し、質・量ともに他自
治体に比べても充実した救急医
療が提供されているため、「順
調」と判断。

職
員

係
長

3,697

順調

　医師会が主催する後期臨床研
修や周産期医療に関する研修
（産婦人科医会を主催とする新
生児蘇生法の講習等）へ補助を
実施し、医師確保の支援を行っ
ており、「順調」と判断。

小児医療
の充実

専門職の
在宅医療
への参画
促進

1.00914 1,450

地域
医療
課

　小児救急医療をはじめ
とする小児医療体制のさ
らなる充実を図ること
で、小児医療の先進都市
づくりを行う。

Ⅱ-1-(2)-
①
医療・救
急体制の
充実

13

20,950

12

14

15
在宅医療普及推進
事業

地域
医療
課

―

――

―

―

産婦人科、
小児科医師
等の確保に
係る事業を

支援

主治医への助言件数

―

地域
医療
課

　かかりつけ医を中心に
専門職が連携し、患者の
希望に沿った在宅医療
サービスの提供がなされ
るよう、地域の専門職の
参画促進や、在宅医療の
中心的な役割を担う訪問
看護の充実強化等、在宅
医療の環境整備を推進す
る。

　産婦人科・小児科医師
の確保を支援するための
事業への助成を行う。

―

―

―

―救急医療体制の維持

産婦人科・小児科
臨床研修医支援等
事業

小児医療先進都市
づくり事業

救急医療体制の維
持・確保

9,99410,000

在宅医療を担う地域
の専門職による協議
会・研修会の開催

1,467

　夜間や休日における救
急医療体制の維持・確
保。

小児救急医療の先進
都市づくり
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

係
員

1.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

60 % 100 %

実
績

31 % 100 %

達
成
率

51.7 % 100.0 %

目
標

実
績

7,778 人 8,253 人

達
成
率

2,623,178

難病患者支援体制
推進事業

健康
推進
課

　難病患者支援の課題や
支援体制について協議を
行う難病対策地域協議会
を開催する。

難病患者に対する正
しい知識の普及

―

― ―

難病患者
に対する
正しい知
識の普及

難病患者が相談機関
を利用した割合
（北九州市障害児・
者等実態調査におけ
る調査より）

64.4%
（H26年
度調査

複数回答
有）

運営体制の
確保・充実

工事の進捗率
6％

（H28年
度）

救命救急センター、
小児救急センター受
入れ患者数の増加

単年度目標
設定なし

90％
(入院・外

来)
（R1年度）

患者満足度の向上

入院84%
外来88%
（H28年
度）

運営体制
の確保

運営体制の
確保・充実

―

運営体制の
確保・充実

7,652人
（H28年
度）

特定医療費支給事
業

八幡病院移転改築
事業

係
長

3,168,097

23,250

課
長

人

人

人

―

単年度目標
設定なし

完成
（H30年
度）

単年度目標
設定なし

受入れ患者
数11,992人
(R12年度)

―

―

入院87％
外来86％

入院94％
外来88％

― ―

1.00

7,842,884 7,489,150

難病専門
窓口開設
による相
談機関の
利用者の
増加
(R1年
度）

特定医療
費の支給

―

特定医療
費の支給

特定医療
費の支給

単年度目標
設定なし

1.00

　総合周産期母子医療センター
では、24時間体制での周産期医
療の提供、ハイリスク分娩患者
の優先的な受入を行うことがで
きた。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急医
療の提供を行うとともに、新病
院の開院に伴い、PICU（小児専
用集中治療室）を新設するな
ど、機能強化を行うことができ
たため、「順調」と判断。

― ―

―

1.00

29,000

運営体制の
確保・充実

――

特定医療費の支給

小児救急・小児総合
医療センターの医療
体制（1次（初療）
から3次（重篤）ま
での小児救急医療体
制（24時間体制）の
確保・充実）

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

―

総合周産期母子医療
センターにおける医
療体制（24時間体
制）の確保・充実

運営体制
の確保

運営体制の
確保・充実

2,613,032

職
員

―

人

順調

順調2,417,703 ―

課
長

― 人

係
長

職
員

1,341,025 1,286,299

順調

　難病患者支援の課題や支援体
制について協議を行い、関係機
関等での情報共有を行ったた
め、「順調」と判断。

　当初の工程どおり進んだこと
により、平成30年9月に完成、12
月に移転が完了したことによ
り、「順調」と判断。

課
長

0.30

医療体制
の

確保・充
実

　平成30年4月の権限移譲を受
け、特定医療費（指定難病）の
認定審査体制を整え、確実に医
療費の給付を行ったため、「順
調」と判断。

職
員

医療体制
の

確保・充
実

―

人

人

係
長

人

順調28,45019

総合周産期母子医
療センター及び小
児救急・小児総合
医療センターの運
営

16

―

627 430

1.00

39,954

人

―

2.00

【総合周産期母子医療セ
ンター（市立医療セン
ター内）】
・出生前から出産後まで
母子に対する専門的な医
療を24時間体制で提供す
る。
【小児救急・小児総合医
療センター（市立八幡病
院に併設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医療
を24時間体制で提供す
る。

地域
医療
課

　昭和50年代に建設さ
れ、老朽化や狭隘化が進
み、一部が新耐震基準を
満たしていないなど、施
設面に課題がある市立八
幡病院の移転・建て替え
を行う。

17

18

健康
推進
課
　
難病
相談
支援
セン
ター

地域
医療
課

　難病の患者に対する医
療等に関する法律に基づ
き、特定医療費（指定難
病）の支給を行う。

運営体制の
確保・充実

―

―

―

―

― ―
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平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

健康危機管理の整
備・強化

―

―

36,806

大変
順調

―

―

―

―

新型インフルエンザ
等感染症の発生に備
えた対策

8,992

21,603

　市民に対して、ホームページ
や市政だより等を活用し、感染
症に係る情報をタイムリーに発
信することで、市内における感
染症の発生予防及び早期発見を
図ることができた。
　このほか、医療従事者を対象
とした講演会や、各施設従事者
等を対象とした研修会を開催
し、目標の施設数（300施設）を
大幅に超える446施設の参加があ
り、大変好評であった。
　風しんに関しては、妊娠を希
望する市民等を対象とした無料
の抗体検査を継続実施した。平
成30年度の風しん抗体検査の受
検者数は、平成29年度の約4.7倍
増加し、普及啓発等によって市
民の予防意識を高めるとともに
予防行動につながったと考え
る。また、平成30年度新たに、
本市では、県の補助金を活用
し、妊娠希望者等や児童福祉施
設従事者を対象に麻しん風しん
ワクチンの費用助成を行ったこ
とも、市内での先天性風しん症
候群の発生防止につながったと
考えられる。
　以上のことから、「大変順
調」と判断。

　平成21年の新型インフルエン
ザ発生時の経験を踏まえて定め
た「本市新型インフルエンザ等
対策マニュアル（医療対応
編）」に沿って、防護服等の備
蓄品の補充を計画的に行い、新
型インフルエンザ等の発生に備
えることができた。
　感染症発生時の関係機関の対
応力向上及び連携強化を図るた
め、医療機関とともに陰圧テン
ト設置訓練を実施し、平成30年
度は新たに個人防護具の着脱訓
練を実施したところ、多くの参
加があり大変好評であった。
　また、啓発ポスター作成、市
政だより、フリーペーパー、市
SNS等の様々な媒体を通じて、よ
り多くの市民の目に留まるよう
な工夫を凝らし、感染症の予防
啓発及び情報発信を行うことも
できたため、「大変順調」と判
断。

大変
順調

4,400

10,579

【評価理由】
　迅速な情報収集、情報発信、
講演会・研修会の開催、備蓄品
の確保など、健康危機管理の整
備・強化や新型インフルエンザ
等感染症の発生に備えた対策が
図られたと考えられるため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　近年では、市民にあまり馴染
みのない感染症（薬剤耐性菌、
蚊媒介感染症など）が国際的に
も問題となっているため、分か
りやすい広報等、啓発のための
さらなる工夫が必要である。
　また、平成30年度における感
染性胃腸炎の集団発生は、15件
発生しており、今後も引き続
き、集団生活の場となる施設従
事者等向けの研修会等での取り
組みが必要である。
　新型インフルエンザ等の発生
時に備えた医療体制や相談体制
の整備については、必要に応じ
て、医療対策専門部会や関係機
関と協議を進めることが重要で
ある。また、新型インフルエン
ザ等の発生に備えて、十分量の
防護服等の備蓄品を確保する必
要がある。

関係機関
との協

力、連携
強化

必要とな
る備蓄品
の確保・
補充

―

医療体制や
相談体制の
整備、市民
への啓発や
情報提供な
どを行う

―

19,499

　感染症対策推進事業について
は、社会福祉施設等の従事者を
対象とした「感染症対策研修
会」および医療機関従事者を対
象とした「院内感染対策研修
会」を、引き続き開催すること
により、適切な感染対策の推進
を図っていく。
　令和元年度以降も、妊娠希望
者等や児童福祉施設従事者を対
象とした麻しん風しんワクチン
費用助成を継続実施していく。
また、令和元年度から、風しん
抗体検査の対象者に定期接種の
機会がなかった世代の男性を追
加し、引き続き風しん対策の強
化を図っていく。
　デング熱等の蚊媒介感染症の
輸入例が報告されており、市内
でも蚊媒介感染症が発生するリ
スクがある。そのため、市民へ
の予防啓発および市内の蚊の捕
獲調査を継続的に実施してい
く。また、予防啓発活動におい
ては、市・局の広報手段やホー
ムページ等を有効活用し、市民
への周知を図っていく。感染症
対策においては、医療機関、施
設、NPO法人等と連携をとりなが
ら、さらなる充実を図ってい
く。
　新型インフルエンザ等対策事
業については、新型インフルエ
ンザ等感染症の発生に備え、必
要量の防護服等を継続的に確保
していく。また、訓練を行うな
ど、本庁、保健所、医療機関等
の関係機関における連絡体制の
充実を図る。

健康危機
管理の整
備・強化

―

Ⅱ-1-(2)-
② 
健康危機
管理体制
の充実

　平成21年4月に発生し
た新型インフルエンザ
（A/N1H1）対策を踏ま
え、今後の再流行や新た
な新型インフルエンザ等
感染症の発生に備えた検
討などを行い、必要な対
策の充実を図る。

20
感染症対策推進事
業

21
新型インフルエン
ザ対策事業

保健
衛生
課

大変
順調

11,416

　感染症に係る基盤整
備、指導・相談や関係機
関との連携活動等を行
い、感染症の発生、まん
延防止の施策を行う。

保健
衛生
課

―

―

医療体制や
相談体制の
整備、市民
への啓発や
情報提供な
どを行う

―

8,700
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.02 人

達
成
率

職
員

0.05 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

42.5 ％ 36.8 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

102.7 ％ 86.6 ％
職
員

0.30 人

実施

前年度
(41.4％)

比増

―

衛生講習
会や監査
指導等を
行った。

衛生講習会
やリーフ
レットの配
布等を行っ

た。

犯罪や非行のない明
るい地域社会の実現
と罪を犯した人たち
の更生についての理
解促進を図るため
に、社会を明るくす
る運動を実施

43.0％
（H26年
度）

―
消費者への食品安全
に関する正しい知
識・情報の提供

衛生講習会
やリーフ

レットの配
布等を行っ

た。

―

衛生講習
会や監査
指導等を
行った。

―

1,189 609529

417

1,117

422464

継続的
に実施

―

順調153,885

順調

消費者へ
食品安全
に関する
正しい知
識・情報
を提供

　講習会の開催、啓発チラシ等
の配布等、食品安全に関する情
報を提供することで、消費者の
衛生意識の向上が図られ、食の
安全・安心の確保に繋がってい
るため、「順調」と判断。

高齢者の
生きがい
づくりや
仲間づく
り、及び
ボラン

ティア活
動等の促

進

―

修了生の地域活動へ
の参加状況

食品等事業者の衛生
意識の向上

継続的
に実施

―

実施

―

【評価理由】
　法務省が主唱する社会を明る
くする運動を実施し、犯罪や非
行のない明るい地域社会の実現
と罪を犯した人達の更生につい
ての理解促進が図られたと考え
られるため、「順調」と判断。

【課題】
　保護司、保護観察所等関係団
体とさらに連携し、更生保護へ
の理解促進のため、今後も事業
を継続して実施していくことが
必要である。

　犯罪や非行のない明るい地域
社会の実現に向け、今後も犯罪
予防活動や広報活動等を継続的
に実施する。

順調

順調

　食の安全安心確保推進事業に
ついては、今後も食品衛生監視
指導計画を毎年度策定・公表す
るとともに、消費者へ食品の安
全に関する正しい情報を提供
し、リスクコミュニケーション
の推進を図る。
　食中毒予防総合対策事業につ
いては、食品等事業者を対象と
した講習会の開催や監視指導、
啓発を今後も継続し、事業者の
衛生意識の向上を図っていく。

【評価理由】
　年長者研修大学校の修了生の
地域活動への継続的な参加が認
められることから、「順調」と
判断。

【課題】
　さらなる講座の充実のために
アンケート結果等を活用して、
より魅力ある運営となるよう努
める必要がある。

　食品等事業者の関心が高い内
容に重点を置き、講習会や監視
指導を行ったことにより、食品
等事業者の衛生意識の向上が図
られ、食の安全・安心の確保に
繋がったため、「順調」と判
断。

順調

順調

690

　「社会を明るくする運動」を
実施することで、市民へ更生保
護への理解を促進することがで
きたと考えられるため、「順
調」と判断。

食品等事
業者の衛
生意識の
向上

【評価理由】
　講習会の開催や監視指導の実
施により、消費者への食品安全
に対する正しい知識・情報の提
供や、食品等事業者の衛生意識
の向上が図られたと考えられる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　全国で食中毒や食品の異物混
入事件等が発生しており、消費
者の食の安全に対する関心・不
安が高まっている。
　また、衛生意識や知識の欠如
等により、一部の食品等事業者
において、食中毒等の事故や異
物混入等の事例が発生してい
る。

―

犯罪や非
行のない
明るい地
域社会の
実現と罪
を犯した
人たちの
更生につ
いての理
解促進

153,885

―

前年度比
増

153,885

順調

6,825

　地域活動の拠点としての役割
のためボランティア活動の充実
に努めるなど、高齢者の生きが
いづくりや健康づくりを促進
し、地域活動を担う高齢者の人
材育成を図る。

　年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及び
北九州穴生ドーム、並び
に生涯現役夢追塾の運営
を行う。

食の安全安心確保
推進事業

食中毒予防総合対
策事業

23

年長者研修大学校
及び北九州穴生
ドーム運営委託

Ⅱ-2-(1)-
① 
生涯現役
型社会の
環境づく
りの推進

Ⅱ-1-(3)-
⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

25

総務
課

22

Ⅱ-1-(2)-
③
食の安
全・安心
の確保

24

4,825

　多くの市民が受講することに
より（延べ利用者数　H30：
63,969人）、高齢者の生きがい
づくりや社会参加の促進が図ら
れていると判断されるため、
「順調」と判断。

1,1721,805

保健
衛生
課

　食中毒発生時の迅速な
原因究明による健康被害
の拡大防止や流通食品の
汚染実態調査等により、
食中毒の総合的な予防対
策を実施する。

　食品の安全を確保する
ことにより住民の健康保
護を図ることを目的に、
食品衛生法に規定するリ
スクコミュニケーション
を実施する。

社会を明るくする
運動（更生保護事
業）

保健
衛生
課

　犯罪や非行の防止と罪
を犯した人たちの更生に
ついて理解を深め、明る
い地域社会を築くため、
法務省主唱の社会を明る
くする運動を実施する。

長寿
社会
対策
課

―

―

―

7,650

65



保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

47 件 48 件
係
長

0.10 人

達
成
率

92.2 ％ 102.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

2.40 人

―

H25年度
を維持
（R1年
度）

―

―

順調

前年度
（51件）
水準を維

持

―

3,511

580,424

地域包括支援セン
ター利用時の職員対
応満足度
（北九州市高齢者等
実態調査より）

【評価理由】
　権利擁護・市民後見促進事業
については、市民後見養成研修
の修了者が成年後見制度の実務
の担い手として活動を行った。
また、地域包括支援センターの
運営においても、まちかど介護
相談室の設置に伴うアウトリー
チ機能の強化や新たな㏚活動の
機会が増えたことから、「順
調」と判断。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進に
ついては、今後、第三者後見人
の不足が予想されるため、安定
した成年後見制度推進を図る必
要がある。
　地域包括支援センター運営事
業については、平成30年度は、
認知症や障害高齢者、8050問
題、ダブルケア等支援が複雑
化、長期化する背景に加え、介
護予防・日常生活支援サービス
事業への移行が完了したこと等
から、相談件数は約21万件と
なった。よって、地域包括支援
センターの機能の強化を図るた
め、人員を増やし、ケアマネジ
メントの質の向上や、対応困難
事例に適切な相談に乗ることが
できる体制を整える必要があ
る。
　また、早期に相談につながる
ようより幅広い層に事業のPRを
図る必要がある。

565,769

  権利擁護・市民後見促進事業
については、高齢化の加速や認
知症高齢者の増加に伴う第三者
後見人の不足に対応するため、
成年後見制度の担い手を育成す
る養成研修を引き続き実施す
る。また、研修修了者の活動の
場を確保するため法人後見業務
への補助を行う。
　地域包括支援センター運営事
業では、複雑化・長期化する支
援へ対応するために、職員のス
キルアップのための研修等及び
地域ケア会議の充実・強化を進
める。また、まちかど介護相談
室を活用し、課題の早期発見に
努めるとともに、高齢者だけで
はなく幅広い年代に地域包括支
援センターのPRを行う。

単年度目標
設定なし

6,5229,614

　市民後見人養成研修の修了者
が後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年後
見制度の実務の担い手として活
動を行ったため、「順調」と判
断。

順調

　平成30年10月に公益社団法人
北九州高齢者福祉事業協会と協
定を締結し、身近で気軽に立ち
寄れる介護等の相談窓口とし
て、同年12月から同協会の会員
施設50か所に、まちかど介護相
談室を設置したことで、アウト
リーチ機能がさらに強化され
た。
　また、まちかど介護相談室の
設置に伴い、地域包括支援セン
ターのチラシをまちかど介護相
談室に配置する、まちかど介護
相談室のPRチラシに地域包括支
援センターの窓口を掲載する
等、地域包括支援センターの新
たなPRの機会が増えたことか
ら、「順調」と判断。

前年度水
準を維持

単年度目標
設定なし

地域包括支援セン
ター運営事業

26

27

権利擁護・市民後
見促進事業

Ⅱ-2-(1)-
②
総合的な
地域ケア
の充実

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

3,075

624,674

研修修了
者の活躍
の場の確

保

36,750

　地域包括支援センター
は、高齢者が住み慣れた
地域でその人らしい生活
を安心して続けることが
出来るよう、保健・医
療・福祉・介護に関する
幅広い相談に応じる「総
合相談窓口」である。
　本市では、区役所、出
張所に地域包括支援セン
ター及びバックアップ機
能としての統括支援セン
ターを配置するととも
に、身近な相談体制を推
進し、効果的・効率的な
運営を行う。

地域
福祉
推進
課

長寿
社会
対策
課

81.1％
（H25年
度）

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（H27年
度）

順調
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

30,799 人 37,372 人
課
長

1.06 人

実
績

32,061 人 31,708 人
係
長

3.70 人

達
成
率

104.1 ％ 84.8 ％
職
員

14.30 人

目
標

5,548 人 5,461 人

実
績

5,461 人 5,461 人

達
成
率

98.4 ％ 100.0 ％

目
標

2,451 人 2,280 人

実
績

2,280 人 2,280 人

達
成
率

93.0 ％ 100.0 ％

目
標

12,067 人 11,040 人

実
績

10,206 人 10,130 人

達
成
率

84.6 ％ 91.8 ％

目
標

実
績

2 ヶ
所

達
成
率

目
標

16 人

実
績

16 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

5
校
区

実
績

2 校
区

達
成
率

40.0 ％

2,370人
(R2年
度）

生活支援体制整備
事業

地域
福祉
推進
課

　地域包括ケアシステム
の構築に向けて、地域の
見守り・支え合いを強化
し、住民主体の生活支援
サービス等の創出を促進
するため、各区に地域支
援コーディネーターを配
置し、多様な主体が協働
する場の運営を支援す
る。

「住民主体型」に取
り組む箇所数

※指標追加
(R1年度目標設定時)

2,280人
(H29年
度)

0カ所
（H30年
10月時
点）

―

5,461人
(H29年
度)

　各区において地域ごとの特性
に応じた、校区の作戦会議（協
議体）、見守り・支え合い活動
の支援、サロンの開設・運営支
援などに取り組んだ。
　平成30年度は、新たなサービ
ス事業の開始にあたり、モデル
地区の選定及び事業の検討を開
始した。この事業は、住民主体
により活動可能な地区から実施
するため、5校区全てで準備に着
手できたが、年度内に事業の開
始に至ったのは2校区であったた
め、「やや遅れ」と判断。

課
長

係
長 順調人

人

順調

人

　利用したいサービスが受けら
れないといった、介護サービス
の提供量などに関する苦情もほ
とんどなく、利用者に対し、適
切なサービスが行われているこ
とから、「順調」と判断。

1.70 人

課
長

0.30

156,440

0.80

41,610,09641,948,208

全校区に
おける支
援の仕組
みやサー
ビスの創

出
（R7年
度）

8カ所
(R2年
度）

職
員

44,044,295

係
長

職
員

123,839

係
長

2,887,256

55,750

人

順調

47,200

地域支援コーディ
ネーター配置数

人

在宅サービスの利用
人数

特別養護老人ホーム
の定員数

0校区
（H29年
度）

介護予防・生活支援
サービス事業の利用
者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

新たな支援の仕組み
やサービスを検討・
実施した校区数

5,635人
(R2年
度）

―

16人
(H29年
度)

340,692

　「介護予防・生活支援サービ
ス事業（予防給付型・生活支援
型）」は、利用者に対し適切な
サービスが行われている。住民
主体型は、新たな取組として2校
(地)区でモデル的に開始でき
た。
　また、保健・医療の専門職が
相談・支援や機能訓練を行う短
期集中予防型についても生活機
能の改善、介護予防の取組の動
機付けにつながる成果が見られ
たため、「順調」と判断。

順調

0.80

人

人

人

　介護保険の在宅サービスの提
供については、介護が必要な人
に在宅サービスが安定的に提供
されるよう、「北九州市いきい
き長寿プラン」に沿った支援を
行う。
　特別養護老人ホームや認知症
対応型グループホーム等の整備
については、「北九州市いきい
き長寿プラン」を踏まえた計画
的な整備を実施する。整備にあ
たっては、事業主体となる民間
事業者を公平に選定するための
公募を実施する。
　介護予防・生活支援サービス
事業については、利用者数が目
標値とした見込み利用者数を下
回っていることは、介護保険法
の理念に基づき、自立支援に向
けた適切なケアマネジメントに
より、サービス提供されている
と考えられる。市民及び事業者
等関係者へ引き続き周知に努
め、自立支援・重度化防止に向
けた適切なサービスを提供でき
るよう、従事者、事業所の確保
等、環境整備を行う。
　生活支援体制整備について
は、見守り・支え合いの推進の
ため、地域ごとの実情に応じた
きめ細やかな支援を継続すると
共に、地域の課題解決のための
様々な活動を支援することを目
的とし、社協・自治会・まちづ
くり協議会等地縁団体と行政や
医療機関・社会福祉施設、NPO、
企業等がつながる仕組みや地域
づくりを支援するネットワーク
づくりに取り組む。

　北九州市いきいき長寿プラン
の整備目標の達成に向けて、事
業者の公募を実施したことか
ら、「順調」と判断。

【評価理由】
　介護サービスの提供や施設整
備の取組が適切に行われてい
る。また、介護予防や地域の見
守り・支え合い活動の支援等も
実施されているため、「順調」
と判断。

【課題】
　民間事業者が行う介護保険施
設等の公募については、介護の
質の観点から、事業者の選定が
限定される。
　介護予防・生活支援サービス
については、市の実情に合わせ
た生活支援型サービスについ
て、利用者の状況に応じて介護
保険事業者だけではなく、民間
企業・NPO法人等、多様なサービ
ス提供者を確保する必要があ
る。
　「短期集中予防型」について
は、引続き利用者が主体的な介
護予防への取組みを継続できる
環境づくりを行う必要がある。
　生活支援体制整備について
は、地域の活動の担い手が高齢
化しており、地域で行われてい
る様々な活動の継続が厳しい状
況にある。その中で住民主体に
よる見守り・支え合いを実現す
るために、懇切丁寧な説明と地
域支援コーディネーター等によ
るきめ細かな支援を行っている
が、地域住民の合意形成のもと
助け合いの土壌を醸成するには
相応の時間を要する。

職
員

課
長

7人
(H27年
度）

30
介護予防・生活支
援サービス事業

介護
保険
課

介護サービス等給
付費（介護保険
サービスの提供
（在宅サービスの
提供））

28

Ⅱ-2-(1)-
③
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

　要介護者が、在宅生活
が困難になった場合など
においても可能な限り住
み慣れた地域で生活を継
続することができるよ
う、北九州いきいき長寿
プランに基づき、民間事
業者が行う介護保険施設
等の整備に対する補助を
行うもの。

介護
保険
課

民間老人福祉施設
整備補助事業（特
別養護老人ホーム
等の整備）

29

31

2,729,952 2,027,271

1.40

やや
遅れ

18,950

38,711人
（R2年
度）

92,300

11,533人
(R2年度)

67,580

0.50

2.80

4.80

1.00

93,208

　高齢者が住み慣れた地
域で、能力に応じて自立
した日常生活を営むこと
が出来るよう、訪問介
護・通所介護などの在宅
サービス・地域密着型
サービスの提供を行う。

地域
福祉
推進
課/認
知症
支
援・
介護
予防
セン
ター

　要支援１・２の認定を
受けた方及び事業対象者
に対して、その能力に応
じ自立した日常生活を営
むことができるよう訪問
型サービス及び通所型
サービスの提供を行う。

認知症グループホー
ムの定員数

34,685人
(H27年
度)

100,606
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

70,000 人

実
績

80,581 人

達
成
率

115.1 ％

目
標

300 件

実
績

170 件

達
成
率

56.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

64,922人
（H27年
度）

順調

順調

順調

―

職
員

係
長

0.10

2,675 3,075

0.20

3,300

人

H28年度
比減
（R1年
度）

35%
（H28年
度）

―

―

256件
（H27年
度）

―

　SOSネットワークシステムによ
る早期発見・早期保護体制が維
持されているため、「順調」と
判断。

―

―33
認知症高齢者等安
全確保事業

認知症対策普及・
相談・支援事業

Ⅱ-2-(1)-
④
総合的な
認知症対
策

32

単年度目標
設定なし

認知症の
本人や家
族がかか
える不安
や悩みな
ど相談を
受けるこ
とによ

り、精神
面での効
果的な支
援を行
う。

　認知症の人やその家族が安心
して暮らせるように、正しい知
識の普及や相談支援体制、安全
確保など、引き続き、総合的に
施策を継続していく。

【評価理由】
　コールセンター相談件数や認
知症サポーター養成講座受講者
数は順調に伸び、SOSネットワー
クシステムによる早期発見・早
期保護体制が維持されているこ
とにより、総合的な認知症施策
を進めることができたため、
「順調」と判断。

【課題】
　認知症の人やその家族が安心
して暮らすためには、一人ひと
りが認知症を正しく理解し、見
守りや相談支援体制、安全確保
など総合的に施策を進める必要
がある。

H29年度
までに7
万人養成

　コールセンター相談件数
（H29:170件、H30:246件）、認
知症サポーター養成講座受講者
数（H29:80,581人、H30:87,196
人）は順調に伸びているため、
「順調」と判断。

認知症高
齢者の早
期発見・
早期保護
体制の維

持

0.05 人

人

課
長

3,0759,589 9,28010,370

2,593

認知症・介護家族
コールセンター相談
件数

認知症高
齢者の早
期発見・
早期保護
体制の維

持

要支援・要介護認定
を受けていない高齢
者のうち、「認知
症」になっても自宅
で生活を続けられる
か不安な人の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

―

―

　認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で安
心して暮らせるまちづく
りを目指し、認知症を理
解して、認知症の方を地
域で温かく見守り、支え
る「認知症サポーター」
の養成に取り組む。ま
た、認知症の本人や家族
及び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩みな
どを気軽に相談できる
コールセンターを設置す
る。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

　認知症などにより行方
不明となった高齢者の早
期発見・早期保護を図る
ため、SOSネットワーク
システムの運営や、GPS
を活用した位置探索サー
ビスの提供など、認知症
高齢者の安全確保に取り
組む。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

認知症サポーター養
成講座受講者数（累
計）

認知症高齢者の早期
発見・早期保護
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

43,699 件 43,699 件
課
長

0.03 人

実
績

22,086 件 24,063 件
係
長

0.10 人

達
成
率

50.5 ％ 55.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

82 人 22 人

達
成
率

51.3 ％ 34.4 ％

H29年度
実績と同
水準を維

持
（毎年
度）

順調

1,065

0.10 人

―

―

人

2,845

　障害者相談支援事業について
は、支援機関職員等に対して、
引き続き研修会等を開催し、関
係機関の連携強化を図る他、広
報活動をより推進し、認知度の
更なる向上を図る。
　また、障害者及び家族の悩み
に対しては、引き続き出前相談
など丁寧な相談支援方法をとる
ことにより、障害のある人が自
立した日常生活や社会生活を営
むことができるようにする。
　地域生活移行促進について
は、引き続きグループホーム整
備のための助成事業を継続する
と共に、障害のある人の重度
化・高齢化に対応するため、平
成30年度に新設された「日中
サービス支援型共同生活援助」
の整備促進を図る。
　発達障害者総合支援事業につ
いては、利用者のニーズに合っ
た事業を継続し、相談支援・就
労支援を実施する。支援者や市
民及び関係機関等に対する普及
啓発及び研修についても引き続
き行う。
　総合療育センター建築工事は
平成30年度で終了したが、小倉
総合特別支援学校の校舎の一部
解体等の外構工事を実施する予
定。
　施設の再整備とともに、障害
のある子どもの成長及び自立の
さらなる促進を図る。
　難病相談支援センターについ
ては、引き続き周知を図るとと
もに、患者・家族及び支援者か
らの相談機関としての認知度を
上げる。また、相談者に対し
て、適切な支援を継続するた
め、職員のより一層のスキル
アップを図る。

　障害者基幹相談支援センター
の職員の相談スキル向上によ
り、障害のある人及び家族等の
悩みなどに丁寧で適切な対応を
行った結果、継続的な相談は減
少しているが、広報活動や各種
研修会を開催することで知名度
が高まっており、相談しやすい
環境が整ってきていることか
ら、新規の相談が前年度よりも
増加したことにより、前年度実
績と同水準を維持できたと考え
る。
　また、支援機関等職員を対象
にした研修会の開催件数は、前
年と同水準（H29年度：26回、
H30年度：23回）であり、多職種
の支援者が参加しており、順調
に関係機関の連携強化がなされ
ているため、「順調」と判断。

128,272

5,303
係
長

H28年度
末の施設
入所者数
から127
人以上

（R2年度
末）

127,448

職
員

課
長

129,100

3,000

―

49人
（H27年
度末）

【評価理由】
　地域生活への移行者数につい
ては目標に達していないが、グ
ループホームの整備は順調に進
んでいる。また、支援機関職員
等を対象にした研修会も前年同
水準で開催され、総合療育セン
ターの再整備も完了したことな
どから、「順調」と判断。

【課題】
　障害者基幹相談支援センター
の知名度は徐々に高まっている
が、さらに高める必要がある。
　地域生活移行促進事業につい
ては、地域における受け皿づく
りや相談支援体制の充実に加
え、「居宅介護」等の訪問系
サービスや「生活介護」等の日
中活動系サービスのより一層の
充実を引き続き図る必要があ
る。
　発達障害者総合支援事業につ
いては、発達障害者支援セン
ター「つばさ」について、成人
期以降の方の相談のニーズの増
加、家族の支援の充実が必要で
ある。
　総合療育センター再整備事業
については、今後は、駐車場の
拡充等の外構工事を行っていく
必要がある。
　難病相談支援センターの周知
を図り、相談機関としての認知
度を向上させるとともに、難病
患者や家族等に対して、より適
切な支援ができるよう、さらな
る知識の習得やスキルアップを
行う必要がある。

　障害のある人の地域生活の
受け皿になるグループホーム
の整備は順調に進んでいる
が、入所施設からの地域生活
移行者数は目標値に達してい
ないことから、「やや遅れ」
と判断。
《市内グループホーム設置数
の年度推移》
　H29年度　150ヶ所
　H30年度　157ヶ所
　 R1年度　170ヶ所
　※各年度4月1日時点

0.02

順調

やや
遅れ

―

H28年度末
の施設入所
者数から64

人以上

―

Ⅱ-2-(2)-
①
生涯を通
じ一貫し
た支援体
制の構築

障害者相談支援事
業

障害
者支
援課

35
地域生活移行促進
事業

34
障害
者支
援課

0.01

人3,420

生涯を通
じた支援
体制の構

築

160人以上

―

入所施設からの地域
生活への移行者数

生涯を通じた支援体
制の構築

障害者基幹相談支援
センターの相談件数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

22,086件
（H29年
度）

（１）障害者基幹相談支
援センターを設置し、よ
ろず相談窓口として家庭
訪問を含む相談支援を行
うとともに、併せて障害
者虐待防止センターの機
能を持たせて、虐待に関
する通報の受理や養護者
への指導、啓発などを行
う。
（２）総合療育センター
地域支援室に障害のある
子どもの相談を支援する
統括者を配置し、適切な
機関・サービスにつなげ
る支援を実施する。
（３）障害者虐待相談員
（嘱託）を配置し、虐待
に関する初動対応や事実
確認などを行う。
（４）障害者基幹相談支
援センターに「総合支援
コーディネーター」を配
置して、関係機関の協力
体制整備・充実を図る。

―

　障害のある人が、施
設、病院、家庭から自立
して、グループホームや
単身での生活ができるよ
うに、障害のある人の地
域移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

1,200 人 1,280 人

実
績

981 人 1,009 人

達
成
率

81.8 ％ 78.8 ％

目
標

実
績

150 人

達
成
率

319.1 ％

目
標

8
ヶ

所

実
績

5
ヶ

所

達
成
率

62.5 ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

建築工事の
実施

開所
(H30年
度)

発達障害者総合支
援事業

精神
保健
福祉
課

（１）発達障害のある人
や家族等の相談に応じる
とともに、必要な情報提
供する。また、関係機関
と連携しながら、必要な
支援を行ったり、啓発活
動を行う。
（２）発達障害のある人
のライフステージに応じ
た適切な支援体制の整備
を行うことにより、発達
障害のある人及びその家
族等の地域における生活
の安定と福祉の向上を図
る。
（３）発達障害のある人
について、先駆的な支援
の取り組みをモデル的に
実践し、その分析・検証
を行うことで発達障害の
ある人に対する有効な支
援手法の確立を図る。
（４）家族会等が実施す
る相談支援や余暇活動の
中で、今後継続的に実施
が見込まれるものに対し
て、事業費の一部を予算
の範囲内で補助する。
（５）アセスメントツー
ルを活用した多職種チー
ム支援の試行を行う。

―

単年度目標
設定無し

H28年度
比減
（R3年
度）

人

順調

人

1,200人
以上
（毎年
度）

0.50

係
長

5,863,578 6,100,252 2,699,832 9,800

市内全警
察署での
研修終了
（H30年
度）

人

　予定どおりの工期で建築工事
を完了したことから、「順調」
と判断。

市内全警
察署での
研修終了
（H30年
度）

43,880

0.20

9,050

課
長

順調

　リーフレットによる啓発や市
のホームページなど様々な方法
により、難病相談支援センター
を広く市民に周知した。また、
難病の患者及びその家族等から
の相談支援をより確実に行うこ
とができるよう、研修会等への
参加による職員のスキルアップ
を図ったことから、「順調」と
判断。

　発達障害者支援センター「つ
ばさ」での相談支援実人数は目
標に達していないものの、前年
度と比べ概ね変動はなく、引き
続き多くの利用者の悩みや不安
の解決につなげることが出来た
と考えられる。
　市内警察署での研修について
は、日程の都合が合わないなど
の理由により3ヶ所で実施出来な
かったが、うち2ヶ所は前年度に
実施済みであり、研修回数や参
加人数に関しては前年度より増
加しており、広く啓発すること
ができた。
　例年定期的に行っている研修
に加え、市の職員を対象とした
研修や支援者を対象としたより
専門的な研修等を実施し、啓発
の拡充及び理解の深化を図るこ
とができた。
　以上のことから、「順調」と
判断。

順調

0.30

難病相談支援セン
ター運営事業

748人
（H22年
度）

90人
（H26年
度）

総合療育センター
再整備事業

38

36

37

健康
推進
課

難病
相談
支援
セン
ター

　難病の患者に対する医
療等に関する法律に基づ
き、特定医療費（指定難
病）に関する認定審査、
受給者証の発行、医療費
の支給等を行う。また、
難病に関する各種の相談
支援をはじめ、情報提
供、講演や研修等を行う
難病患者支援の拠点であ
る難病相談支援センター
の運営を行う。

係
員

23,2503,206

―

4,020 ―

46,189 45,336

―

発達障害者支援セン
ター「つばさ」の相
談支援の実人数

警察関係者への研修
会参加者数

新総合療育センター
の開所

相談機関を利用した
ことがない難病患者
の割合の減少（北九
州市障害児・者等実
態調査より）

47.2%
(H28年
度）

建築工事
の実施

市内全警察署（8ヶ
所）での研修

2/8ヶ所
（H26年
度）

障害
者支
援課

　施設の老朽化や障害の
ある子どものニーズの多
様化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合療
育センターを再整備す
る。

開所

―

前年度（47
人）比
同水準

開所―
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

90 人 90 人

実
績

88 人 96 人

達
成
率

97.8 ％ 106.7 ％

目
標

152 人

実
績

147 人 194 人

達
成
率

96.7 ％

目
標

3 人 4 人
課
長

0.10 人

実
績

3 人 2 人
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 50.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

82 人 22 人

達
成
率

51.3 ％ 34.4 ％

266人
(R2年度)

90人
(毎年度)

37,600

課
長

664

職
員

順調

0.40

【評価理由】
　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標を
上回り、福祉施設からの就労件
数も前年度を上回っている。
「障害者ワークステーション北
九州」から民間企業等への就職
者については、平成30年度の達
成率としては50％であるが、1人
が予定よりも早期に民間企業へ
の就職につながったことによる
ものである。
　また、地域生活への移行者数
については、目標に達していな
いものの、グループホームの整
備は順調であり、入所施設から
の地域生活への移行の環境は整
備されている。
　以上により、地域において日
常生活を送るための基盤整備に
つながっていることから、「順
調」と判断。

【課題】
　障害者雇用促進法の改正によ
り、平成30年度から民間企業の
法定雇用率が2.0％から2.2％に
引き上げられたことから、障害
者しごとサポートセンターを拠
点として関係機関との連携のも
と、さらなる取組みの充実を図
る必要がある。障害者ワークス
テーション事業については、嘱
託員として雇用した知的・精神
障害のある人を民間企業への就
職につなげるため、さらなる取
組みを進める必要がある。
　地域生活移行促進事業につい
ては、地域における受け皿づく
りや相談支援体制の充実に加
え、地域移行の促進及び地域生
活の継続等にかかるサービスの
利用促進を図る必要がある。

0.01

人

　障害のある人の地域生活の
受け皿になるグループホーム
の整備は順調に進んでいる
が、入所施設からの地域生活
移行者数は目標値に達してい
ないことから、「やや遅れ」
と判断。
《市内グループホーム設置数
の年度推移》
　H29年度　150ヶ所
　H30年度　157ヶ所
　 R1年度　170ヶ所
　※各年度4月1日時点

課
長

人

やや
遅れ

0.10

　障害者就労支援事業について
は、障害者しごとサポートセン
ターを中心に、就職を希望する
障害のある人や障害のある人を
雇用する企業に対し、就職から
職場定着に至るまでの各段階
で、障害特性に応じた支援を充
実させる。
　障害者ワークステーション事
業については、障害のある嘱託
員を民間企業への就職につなげ
るための支援を継続する。
　地域生活移行促進について
は、引き続きグループホーム整
備のための助成事業を継続する
と共に、障害のある人の重度
化・高齢化に対応するため、平
成30年度に新設された「日中
サービス支援型共同生活援助」
の整備促進を図る。

0.02

人

人

順調

1,065

　平成30年度の目標値である4人
のうち、1人は任期満了前の平成
29年度に一般就労できるスキル
が身についたため就職した（平
成29年度の実績に計上）。残り3
人のうち2人は平成30年度に就職
し、1人は任期満了で退職した。
平成30年度の達成率としては
50％であるが、1人が予定よりも
早期に民間企業への就職につな
がったことによるものであるた
め、「順調」と判断。

　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標を
達成した。
　福祉施設から一般就労への移
行件数は、194人であり前年度を
上回っているため、「順調」と
判断。

人

人0.03

5,303

―

160人以上

単年度目標
設定なし

―

―

H28年度末
の施設入所
者数から64

人以上

Ⅱ-2-(2)-
②
地域にお
いて日常
生活を送
るための
基盤整備

39

地域生活移行促進
事業

41

40

　障害者しごとサポート
センターを拠点に、障害
のある人本人の能力や特
性に応じたきめ細かな対
応を行うとともに、新た
な職場開拓や企業の意識
啓発及び就労移行支援に
対する効果的な支援への
取組みを通じて、障害者
雇用の促進を目指す。

―

49人
（H27年
度末）

障害
者就
労支
援室

　保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢障
害者ワークステーション
北九州｣において、嘱託
員として雇用した知的・
精神障害のある人が専任
指導員のもと、市役所内
のデータ入力やラベル貼
りなどの軽易な業務に従
事し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職に
つなげるための取り組み
を推進する。

　障害のある人が、施
設、病院、家庭から自立
して、グループホームや
単身での生活ができるよ
うに、障害のある人の地
域移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。

0.25

6,220
係
長

7,650

職
員

順調

H28年度
末の施設
入所者数
から127
人以上

（R2年度
末）

3,420

－

3人
（R2年
度）

生涯を通
じた支援
体制の構

築

119

3,000

31,776

係
長

199

39,433

―

―

障害者しごとサポー
トセンター利用者の
就職人数

障害
者就
労支
援室

障害者ワークステー
ションで働く障害の
ある人の民間企業等
への就職者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―

福祉施設から一般就
労への移行件数

―

100人
(H26年
度)

障害
者支
援課

障害者就労支援事
業

障害者ワークス
テーション事業

88人
(H26年
度）

入所施設からの地域
生活への移行者数

生涯を通じた支援体
制の構築
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

7,059 人 6,766 人

達
成
率

108.3 ％ 95.8 ％

目
標

612 人 590 人

実
績

584 人 536 人

達
成
率

95.4 ％ 90.8 ％

目
標

実
績

211 点 217 点

達
成
率

99.5 ％ 102.8 ％

目
標

実
績

1,600 人 1,200 人

達
成
率

88.9 ％ 75.0 ％

目
標

74.4 人
課
長

0.10 人

実
績

83.8 人 86.4 人
係
長

0.30 人

達
成
率

87.4 ％ 96.9 ％
職
員

1.00 人

目
標

0.65 ％ 0.88 ％

実
績

0.87 ％ 0.86 ％

達
成
率

66.2 ％ 102.3 ％

目
標

0.82 ％ 1.08 ％

実
績

1.20 ％ 1.22 ％

達
成
率

53.7 ％ 87.0 ％

障害者ス
ポーツ教
室等参加
者の拡大

前年度比減
少

前年度比増

84.2人
（H27年
度）

4.00

584,472

係
長

Ⅱ-2-(3)-
①
生活習慣
病の予
防・重症
化予防

健康
推進
課

Ⅱ-2-(2)-
③
社会参加
の促進

障害者芸術文化活
動等推進事業

　「高齢者の医療の確保
に関する法律」に基づい
て、40歳～74歳の北九州
市国民健康保険被保険者
を対象にメタボリックシ
ンドロームに着目した生
活習慣病予防のための特
定健診を実施する。ま
た、健診の結果、特定保
健指導やその他の保健指
導等適切な事後フォロー
を実施する。

　がんなどの生活習慣病
予防対策の一環として、
これらの疾患の疑いのあ
る者や危険因子を持つ者
をスクリーニングするた
め、各種がん検診等を実
施する。
　また、受診勧奨のハガ
キの送付や健康診査のチ
ラシの配布、啓発イベン
トなどのPR活動を通じ
て、健康診査についての
知識を普及するととも
に、健康診査受診の動機
づけを行うことで受診率
の向上を図る。

　障害のある人のスポー
ツ大会や、各種スポーツ
教室等を開催、障害者団
体等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

640人
（H24年
度）

4,108人
（H24年
度）

44

43

45

3,635

913,862

係
長

職
員

625,021

課
長

0.07

【評価理由】
　各種検（健）診の受診者数及
び受診率が前年度とほぼ同水準
を維持しており、生活習慣病の
予防・重症化予防への取組が実
施できているため、「順調」と
判断。

【課題】
　健康診査の受診促進につい
て、がん検診の受診率が低い状
況にあるので、受診率向上に向
けた活動の継続が必要である。
　受診率向上及び生活習慣病発
症予防、重症化予防等に向け、
健診後の適切なフォロー、市医
師会等関係機関との更なる連携
強化が必要である。

　健康診査受診促進事業につい
て、受診案内の送付等、各種受
診勧奨事業を継続するととも
に、「がんを予防するプロジェ
クト」によるがん検診無料クー
ポンの配布や企業連携等の取り
組みを推進する。
　受診後の適切なフォロー体制
を充実させること、関係機関と
の連携を強化させること等によ
り、受診率向上と重症化予防を
目指す。

人

順調

0.25

順調

人

【評価理由】
　障害者スポーツ教室等の開
催回数及び参加者数、障害者
スポーツ大会の参加者数、障
害者芸術祭来場者数は目標に
届かなかったものの、障害者
芸術祭の出展者数は過去最高
であり、障害のある人の社会
参加の促進につながっている
ことから、「順調」と判断。

【課題】
　障害者スポーツの振興につ
いては、障害のある人のス
ポーツ活動を通じた社会参加
の促進のため、各事業の参加
者数の更なる増加を図る必要
がある。
　障害者芸術文化活動等の推
進については、障害のある人
の芸術、文化活動を通じた社
会参加の促進と障害への理解
を深めるため、参加者数、来
場者数の更なる増加を図る必
要がある。

　障害者スポーツ振興事業に
ついては、関係団体と役割分
担や連携を図るとともに、各
事業の周知や参加者の拡大を
図る。
　障害者芸術文化活動等推進
事業については、関係団体と
の連携を図り、事業の周知を
充実するとともに、関連する
イベントとの一体的な開催等
の連携を継続し、魅力的なイ
ベント内容とすることによ
り、参加者数・来場者数の拡
大を図る。

　障害のある人の芸術・文化
の発表の場として、障害者芸
術祭を関係団体や関連するイ
ベント（ふれあいフェスタ）
と連携して開催し、来場者数
は目標に届かなかったもの
の、作品展においては、過去
最高の出展者数であったこと
から、「順調」と判断。

人

人

人

　目標値に達していない部分も
あるが、特定健診の受診率は前
年度とほぼ同水準を維持（H29：
36.1%、H30(暫定値)：35.0%）し
ており、「順調」と判断。

順調

人

順調

人

人

0.04

0.01

職
員

順調

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（目標：125回、実
績：106回）、参加者数及び
障害者スポーツ大会の参加者
数は目標に届かなかったが、
高い水準を維持していること
から、「順調」と判断。

　がん検診の実施及び受診率向
上に向けた普及啓発に取り組ん
でおり、前年度とほぼ同水準を
維持しているため、「順調」と
判断。

0.04

40,920

0.08

順調

8,626

係
長

課
長

1.00

0.13

障害者芸
術祭来場
者数の拡

大

462,614

7,675

前年度
（212点）

比増

1.13％
（H28年
度）

0.92％
（H28年
度）

受診者数に対する高
血圧症該当者（重
度）の割合の減少

障害者芸術祭来場者
数

113点
（H24年
度）

75歳未満のがんの年
齢調整死亡率の減少

前年度比増

障害者芸
術祭出展
者数の拡

大

0.98％
（R2年
度）

0.79%
（R2年
度）

障害者芸術祭出展者
数

前年度比増

障害者スポーツ大会
参加者数

534人
（H24年
度）

健康診査・健康診
査受診促進事業

保健事業（特定健
診・特定保健指
導）

健康
推進
課

42

障害
福祉
企画
課

障害者スポーツ振
興事業

障害
福祉
企画
課

受診者数に対する血
糖コントロール不良
者（重度）の割合の
減少

7,675

54,490

11,650

1,040

50,189

人

職
員

51,441

前年度
（1,800
人）比増

74.4人
（R4年
度）

573,206

R2年まで
に610人
の選手参

加

課
長

783,717

前年度
（6,521
人）比増

　障害のある人の芸術・
文化活動を推進するた
め、「障害者芸術祭」な
どの芸術・文化活動の発
表の場を設けるととも
に、家に閉じこもりがち
になる障害のある人が地
域社会へ一歩踏み出し、
社会の一員として自立す
るための支援事業を行
う。

障害者スポーツ教室
等参加者数
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

79.0 ％ 81.8 ％

達
成
率

102.7 ％ 103.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.30 人

実
績

77.9 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.15 人

実
績

18.62 人 18.94 人
係
長

0.95 人

達
成
率

77.7 ％ 75.6 ％
職
員

1.20 人

15.23人以
下

―

15.23人以
下

―

――

――

単年度目標
設定なし

90%以上
(R5年度)

R8年まで
にH27年
比30%以
上削減
（13.33
人）

H28年度
比増
（R3年
度）

―

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

107,498

健康
推進
課

自殺死亡率（人口10
万人あたりの自殺者
数）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

5,238

10,575

4,048

66,950

19,184

【評価理由】
　介護予防教室等の開催や自殺
対策に係るゲートキーパーの養
成などにより、こころと体の健
康づくりに向けた取組が推進さ
れていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　普及教室等の参加者数は目標
を上回っている一方、「健康づ
くりや介護予防のために取り組
んでいることがある」と答えた
高齢者の割合は減少
（H25:75.7%、H28:68.3%)してい
る。健康づくりや介護予防に取
り組んでいない人への意識づけ
について検討していく必要があ
る。
　自殺問題は、経済情勢、雇用
問題等様々な社会的要因が関係
している。そのため、引き続き
行政、民間、地域団体等との連
携を強化し、総合的な対策の施
策を推進する必要がある。

人

1.30

順調

人

1.1524,700

20,225

職
員

課
長

14,450

　地域における健康づくり・介
護予防については、より多くの
高齢者が介護予防活動に取り組
めるよう、効果的な介護予防プ
ログラムを提供するとともに、
健康づくり・介護予防の意識を
高める。
　自殺対策については、引き続
き、人材育成、普及啓発、相談
対応、関係機関連携を進める。

　歯科保健については、引き続
き歯科疾患の早期発見・早期対
応を目的とした歯科健診や情報
提供・普及啓発活動を実施する
ことにより歯と口の健康づくり
の推進を図る。
　食育の推進については、食生
活改善推進員の育成・支援を強
化するため、養成教室の広報に
努めるほか、無関心層（特に若
い世代）を対象とした事業を強
化するため、スーパーや高校・
大学など無関心層の集客が見込
まれる場所を活用する。また、
民間企業等と連携した事業展開
を行う。

　介護予防教室等の参加者は、
目標を大きく超える多くの高齢
者が参加した。（H30年度目標：
6,200人、実績：8,415人）
　また、身近な地域で介護予防
活動を普及・啓発する役割を担
う実践者を増やすことができた
（H29年度末累計：2,137人、H30
年度末累計：2,267人）ことか
ら、「順調」と判断。

【評価理由】
　歯科保健及び食育の推進につ
いては、歯科健康診査の受診率
や食育講座等の開催数が増加傾
向であることから、「順調」と
判断した。

【課題】
　歯科保健の推進については、
未受診者に対する受診勧奨を継
続するとともに医科歯科連携を
図る必要がある。
  食育の推進については、食生
活改善推進員の高齢化や会員数
減少のほか、若い世代や無関心
層の行動変容につながる事業が
少ないことが課題である。

順調

係
長

　自殺死亡率は前年より若干
増加したものの、ゲートキー
パー養成（目標：1,000人、
実績：3,833人）と広報活動
の取組み（目標：50回、実
績：135回）が目標を上回っ
たことから、「順調」と判
断。

順調

順調

人

順調

  地域食育講座等の開催回数は
目標200回を大きく上回る249回
開催しており、情報発信につな
がったと考えられる。平成29年
度と比較するとわずかではある
が増加しているため、「順調」
と判断。

0.30

順調

　1歳6か月児・3歳児歯科健康診
査を受診した者の割合は増加
（H29：66.3%、H30：68.6%）し
ており、3歳児でむし歯のない者
の割合も増加していることか
ら、「順調」と判断。

23,48226,365

65,859

19.04人
（H27
年）

食育に関心を持って
いる人の割合

63.4％
（H28年
度）

健康づくりや介護予
防のために取り組ん
でいることがあると
答えた高齢者の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

前年度比増

77.9％
(H29年
度)

―

H28年度
比増
（R3年
度）

前年度
（76.9％）

比増

３歳児でむし歯のな
い者の割合

H25年度
比増

(R1年度)

毎日の食事をおいし
いと思う人の割合
（健康づくり実態調
査より）

―

76.9％
（H28年
度）

単年度目標
設定なし

　令和元年度からスター
トする「第三次北九州市
食育推進計画」の進捗管
理にあたって、有識者等
から意見を聴取するため
「第三次北九州市食育推
進計画の推進にかかる意
見交換会」を開催する。
また、地域における食育
推進や地域で活動する食
生活改善推進員の養成を
目的とした講座を開催す
る。併せて、食育に関す
る情報発信の充実や関係
団体等のネットワークづ
くりを進め、お互いの情
報共有や相互連携・協力
による食育を推進する。

―

75.7％
（H25調
査結果）

単年度目標
設定なし

精神
保健
福祉
セン
ター

食育の推進

46

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

Ⅱ-2-(3)-
②
食育及び
歯と口の
健康づく
りの推進

　市民への啓発活動を中
心に、自殺者を減らすた
めのさまざまな事業を実
施する。

　歯と口の健康は、美味
しい食事や家族や仲間と
の会話を楽しむ等、生活
の質の向上を図るための
重要な要素である。
　乳幼児期から高齢者ま
で生涯を通じた歯と口の
健康づくりの一環とし
て、歯科疾患の早期発
見・早期対応を目的とし
た歯科健診や情報提供・
普及啓発を実施すること
により歯と口の健康づく
りの推進を図る。

Ⅱ-2-(3)-
③
豊かな社
会生活を
営むため
のこころ
と体の健
康づくり

49 自殺対策事業

48
地域における健康
づくり・介護予防の
推進

　さまざまな高齢者が効
果的に介護予防に取り組
むことができるように、
心身機能の状態や程度に
合わせたプログラムを開
発・提供し、より多くの
高齢者に対して介護予防
の機能強化を図る。ま
た、ひまわり太極拳や公
園の健康遊具など介護予
防ツールの普及・指導技
術を学ぶ講座等の実施や
食生活改善推進員などに
よる訪問事業の実施、食
生活改善推進員協議会が
実施する「ふれあい昼食
交流会」への開催支援に
より、身近な地域で介護
予防活動を普及・啓発す
る役割を担う実践者を育
成・支援し、地域活動の
充実を促進する。

47

歯科保健の推進
健康
推進
課

116,617

7,055

71,406

109,770
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2,000 人 2,050 人
課
長

0.08 人

実
績

1,913 人 2,018 人
係
長

0.10 人

達
成
率

95.7 ％ 98.4 ％
職
員

0.20 人

―

単年度目標
設定なし

―

H28年度
比増

(R4年度)

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

68.3％
（H28調
査結果）

―

―

H28年度
比増

(R4年度)

―

――

自分の健康状態につ
いて「普通」「まあ
よい」「よい」と考
えている高齢者の割
合（北九州市高齢者
等実態調査より）

―

単年度目標
設定なし

―

9,058 ― 5,575 順調

　ICTを活用した健康づくりイン
センティブ事業に参加する者
（スマートフォンアプリの利用
者数）が、当初目標の89.0％に
到達し、また、様々な機能強化
に成功したため、「順調」と判
断。

―

健康づくりや介護予
防のために取り組ん
でいることがあると
答えた高齢者の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

―

単年度目標
設定なし

―

―

―

単年度目標
設定なし

31.2％
21.4％

(H28年度
調査結
果)

　65歳以上の高齢者が特
別養護老人ホームなどの
介護保険施設等でボラン
ティア活動を行った場合
にポイントを付与し、貯
まったポイントを換金又
は寄付することができる
事業。

市民センターを拠
点とした健康づく
り事業

45,89156,600

職
員

係
長4,825

0.10

0.30

【評価理由】
　健康マイレージ事業の参加者
数は目標を概ね達成しており、
ICTを活用した健康づくりや市民
センターを拠点とした健康づく
りなどの事業を展開した。ま
た、介護支援ボランティアの登
録や介護予防の普及・啓発への
取組が進んでいると考えられる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　健康マイレージ事業について
は、壮年期の参加拡大が必要で
ある。
　ICTを活用した健康づくりイン
センティブ事業については、更
なる利用者の拡大やアプリの機
能強化が必要である。
　市民センターを拠点とした健
康づくりについては、地域の少
子高齢化が進み、事業を継続す
ることが困難になることが推測
される。市民主体の健康づくり
活動が充実し、継続できるよう
に支援する必要がある。
　介護支援ボランティアについ
ては、ボランティア登録者数に
一定の増加はあったが、引き続
き積極的な広報活動に努める必
要がある。
　地域リハビリテーション活動
支援事業については、地域の住
民主体の様々な活動の中で普及
した内容を、住民が継続して実
践し、介護予防についての意識
醸成につながるような支援の仕
組みづくりが必要である。

課
長

0.30

順調

人

0.20

0.50

順調

人

16,000

人

　健康マイレージ事業について
は、効率的、効果的な事業運営
の実施や参加者にとって魅力の
あるインセンティブの検討を行
う。
　ICTを活用した健康づくりイン
センティブ事業については、更
なる利用者拡大につながるアプ
リの機能強化の検討を行う。
　市民センターを拠点とした健
康づくり事業については、全て
のまちづくり協議会での実施を
目指し、引き続き支援する。
　介護支援ボランティア事業に
ついては、今後も登録者数、受
入施設の増加に向けた取り組み
を行う。
　地域活動リハビリテーション
活動支援事業については、関わ
る多職種の専門職が連携しなが
ら、介護予防の正しい知識や具
体的な取り組み方法を啓発し、
地域での継続した活動を定期的
に支援できる仕組みづくりを行
い、更なる機能強化を図る。

15,696

12,357

介護支援ボランティ
ア登録者数

1,913人
(H29年
度)

74.0％
(H28調査
結果)

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

　北九州市健康づくり推進プラ
ンの目標値である全まち協137団
体（H30年度）の実施に向けて、
未実施団体に区役所保健福祉課
が働きかけを行った。平成30年
度は1団体が開始し、地域での健
康づくり活動が着実に根付いて
いることから、「順調」と判
断。

順調

15,661

係
長

課
長

　健康マイレージ事業の参加者
数は平成28年度比97.5％であ
り、目標を概ね達成しているた
め、「順調」と判断。

　目標人数をわずかに下回った
ものの、ボランティアの登録者
数について、一定の増加がある
ことから、「順調」と判断。

0.05

職
員

人

7,900 人

人

順調

H28年度
比増

(R1年度)

47,431

13,208

H28年度
比増

(R1年度)

―

3,420

13,381

68.3%
(H28年度
調査結
果)

単年度目標
設定なし

健康づくりや介護予
防のために取り組ん
でいることがあると
答えた高齢者の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

9,000

2,200人
（R2年
度）

35.0％
30.0％
（R4年
度）

　市民センター等を拠点
として、市民が主体と
なって地域の健康課題に
ついて話し合い、目標の
設定、計画づくり、実
践、事業評価を一つのサ
イクルとした健康づくり
事業を、まちづくり協議
会が健康づくり推進員の
会、食生活改善推進員協
議会と連携し、医師会、
歯科医師会、薬剤師会、
栄養士会、行政（保健師
等）などの協力により行
う。

　スマートフォン等の
ICTを活用した健康づく
り事業を展開し、健康づ
くりに取り組むきっかけ
およびその取組を継続し
ていくモチベーションを
提供し、疾病の予防と健
康づくりを推進する。

20～64歳の運動習慣
者（30分以上運動す
る人）の割合
上段：男性
下段：女性
（第二次北九州市健
康づくり推進プラン
より）

―

―

｢普段、自分は健康
だと思う」「まあま
あ健康だと思う」と
答えた19歳以上の市
民の割合（健康づく
り実態調査より）

72.7%
(H28調査
結果)　介護予防・生活習慣改

善等の取り組みや健康診
査の受診等をポイント化
し、そのポイントを景品
などと交換することで、
健康づくりの重要性を広
く普及啓発するととも
に、市民の自主的かつ積
極的な健康づくりへの取
り組みを促進する。

Ⅱ-2-(3)-
④
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

介護支援ボラン
ティア事業

50

健康
推進
課

52

介護
保険
課

健康マイレージ事
業

ICTを活用した健康
づくりインセン
ティブ事業

53

51
健康
推進
課

健康
推進
課

74



保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

「人権文
化のまち
づくり」
の推進

すべての
市民の人
権が尊重
される社
会の実現

H27年度
比増

(R2年度)

単年度目標
設定なし

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

―

―

―

―

―

人権
文化
推進
課

人権の約束事運動
の推進

　人権に関する身近な
テーマを約束事として掲
げ、その約束事を地域や
職場など団体の中で守っ
ていく市民運動。団体、
企業、施設、学校など所
在地が北九州市内であれ
ば参加(無料)できる。
　また、参加登録団体が
実施する人権啓発活動へ
の支援も行っている。

人権
文化
推進
課

56

　「人権文化のまちづく
り」の実現に向けて、幅
広い年齢層の市民を対象
に、様々な機会を通じ
て、人権啓発を推進す
る。

市民への人権啓発
の推進

55

北九州市民の人権問
題への関心層の割合
（人権問題に関する
意識調査より）

「人権文化のまちづ
くり」の推進

Ⅱ-3-(1)-
①
すべての
市民の人
権の尊重

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

　参加登録団体数は1,610団
体となり、前年と比べ98団体
の増となった。人権の約束事
運動に取り組む団体数は、増
加傾向にあり、市民運動とし
ての裾野は拡大しつつあるた
め、「順調」と判断。

1.40

人

人

人

人

1.20

0.60

順調

―

4,9436,267

29,199

すべての市民の人権
が尊重される社会の
実現

H25年度
比増

(R1年度)

74.4%
(H27年
度)

健康づくりや介護予
防のために取り組ん
でいることがあると
答えた高齢者の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

北九州市民の人権問
題への関心層の割合
（人権問題に関する
意識調査より）

―

74,552

48,136

―

74.4%
(H27年
度)

【評価理由】
　市民への人権啓発、人権の
約束事運動がともに順調に推
進されたため、「順調」と判
断。

【課題】
　市民への人権啓発の推進に
ついて、人権問題への関心度
を上げるためには啓発事業へ
の参加人数の増加が必要であ
る。事業内容や広報の手法な
どを工夫し、多くの参加を促
す必要性がある。
　人権の約束事運動の推進に
ついて、市内には「人権の約
束事運動」に参加登録されて
いない団体がまだ多く、市民
運動となるためにはさらなる
拡がりが必要である。

　市民の関心の高い人権課題
や新しい人権課題などをテー
マとして取り上げていくとと
もに、市民が啓発活動に触れ
る機会の拡大を図る。
　人権の約束事運動の推進に
ついては、未参加登録団体へ
の参加依頼を行うとともに、
参加登録済団体に対しても、
約束事運動への取り組みを促
し継続した市民運動を目指
す。

順調

順調

係
長

　住民運営の通いの場等への訪
問件数が増加（H29:538件、H30
:611件）しているため、「順
調」と判断。

人

人

　人権講演会や人権研修への
参加人数については、人権啓
発マッチの観客が当日の悪天
候により大幅に少なかったた
め、前年度に比べて減少した
が、他の人権講演会や人権研
修の参加人数はいずれも堅調
だった。全体として目標を上
回ったため（目標：10,000
人、実績：10,027人）、「順
調」と判断。

0.70

係
長

職
員

18,450

職
員

課
長

課
長

順調

2.80

0.30

4,825

69,352 69,699

単年度目標
設定なし

39,204

5,527

43,050

H27年度
比増

(R2年度)

―

75.7％
(H25調査
結果)

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

地域リハビリテー
ション活動支援事
業

54

　市民が介護が必要とな
る状態を防ぎ（介護予
防）、健康寿命の延伸を
図るために、高齢者等が
地域で実施している介護
予防教室等へ運動・栄
養・口腔分野の専門職等
が関与し、自立支援と地
域づくりの視点から効果
的な介護予防技術の伝達
や人材の育成等を行う。
また、技術を普及する専
門職間の介護予防に関す
る連携も強化し、より効
果的な介護予防の普及・
啓発を展開する。

75



保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

47 件 48 件
係
長

0.10 人

達
成
率

92.2 ％ 102.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

70,000 人

実
績

80,581 人

達
成
率

115.1 ％

目
標

300 件

実
績

170 件

達
成
率

56.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

―

前年度
（51件）
水準を維

持

H29年度
までに7
万人養成

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

3,075

職
員

すべての
高齢者の
権利が尊
重され、
その人ら
しく安心
して生活
できるま
ちを目指
す。

係
長

H28年度
比減
（R1年
度）

認知症の本
人や家族が
かかえる不
安や悩みな
ど相談を受
けることに
より、精神
面での効果
的な支援を

行う。

研修修了
者の活躍
の場の確

保

単年度目標
設定なし

―

―

―

前年度水
準を維持

―

35%
（H28年
度）

要支援・要介護認定
を受けていない高齢
者のうち、「認知
症」になっても自宅
で生活を続けられる
か不安な人の割合
（北九州市高齢者等
実態調査より）

認知症・介護家族
コールセンター相談
件数

Ⅱ-3-(1)-
②
高齢者の
人権の尊
重

59

　判断能力が不十分な高
齢者等に、日常的な金銭
管理や福祉サービス利用
手続きの援助(相談）、
また、成年後見制度の利
用援助(相談)を行うこと
により、住み慣れた地域
で安心して暮らせるよう
支援を行う。また、高齢
者虐待に対する社会的支
援の必要性が非常に高ま
る中で、相談窓口である
地域包括支援センター職
員を対象とした研修を毎
年実施するなど、高齢者
がその人らしく安心して
暮らしていくための虐待
予防・早期発見・援助に
必要な支援を行う。

58
認知症対策普及・
相談・支援事業

　認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で安
心して暮らせるまちづく
りを目指し、認知症を理
解して、認知症の方を地
域で温かく見守り、支え
る「認知症サポーター」
の養成に取り組む。ま
た、認知症の本人や家族
及び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩みな
どを気軽に相談できる
コールセンターを設置す
る。

高齢者の虐待防止
事業

長寿
社会
対策
課

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

権利擁護・市民後
見促進事業

法人後見受任件数
(年度末件数)

57

長寿
社会
対策
課

認知症サポーター養
成講座受講者数（累
計）

10,370

64,922人
（H27年
度）

256件
（H27年
度）

―

9,614

―

― 順調

  寄せられる通報毎に訪問調査
などを実施し、それぞれのケー
スに合った介護サービスや制
度、見守りなどが受けられるよ
う支援を行ったため、「順調」
と判断。

　権利擁護・市民後見促進事業
については、高齢化の加速や認
知症高齢者の増加に伴う第三者
後見人の不足に対応するため、
成年後見制度の担い手を育成す
る養成研修を引き続き実施す
る。また、研修修了者の活動の
場を確保するため法人後見業務
への補助を行う。
　認知症対策普及・相談・支援
事業については、認知症の人や
その家族が安心して暮らせるよ
うに、正しい知識の普及や相談
支援体制、安全確保など、引き
続き、総合的に施策を継続して
いく。
　高齢者の虐待防止事業につい
ては、職員への研修内容を見直
しながらレベルアップに努める
と共に、更なる市民周知を図
る。

　コールセンター相談件数
（H29:170件、H30:246件）、認
知症サポーター養成講座受講者
数（H29:80,581人、H30:87,196
人）は順調に伸びているため、
「順調」と判断。

順調

　市民後見人養成研修の修了者
が後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年後
見制度の実務の担い手として活
動を行ったため、「順調」と判
断。

0.20 人

0.10

0.05
【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者の
成年後見活動や認知症サポー
ター養成講座受講者数の増加、
高齢者虐待通報への適切な支援
の実施など、高齢者の人権尊重
に向けた取組が行われているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進に
ついては、今後第三者後見人の
不足が予想されるため、安定し
た成年後見制度推進を図る必要
がある。
　認知症対策普及・相談・支援
事業については、認知症の人や
その家族が安心して暮らすため
には、一人ひとりが認知症を正
しく理解し、見守りや相談支援
体制、安全確保など総合的に施
策を進める必要がある。
　高齢者の虐待防止について
は、虐待対応にあたる職員のレ
ベルアップや、虐待防止につい
ての更なる市民周知が必要であ
る。

順調

順調

人

人
課
長

20,429

3,075

38,755

9,589

3,511

23,574

6,522 3,075

9,280

47件
（H27年
度）

―

高齢者虐待防止と権
利擁護の推進
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

47 件 48 件
係
長

0.10 人

達
成
率

92.2 ％ 102.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

―

長寿
社会
対策
課

3,0756,522 3,511

13,181

条例に基
づく啓発
活動の実

施

研修修了
者の活躍
の場の確

保

5,284

12,917

職
員

係
長

課
長

9,614

「障害者
差別解消
法」啓発
活動の実

施

―

―

―

―

2,939 6,325―

―

1,425

―

―

3,075

―

―

―

前年度
（51件）
水準を維

持

―

実施 6,370

地域協働
による買
物支援の
取組の推

進

法人後見受任件数
(年度末件数)

地域協働による買い
物支援の取り組みの
推進

Ⅱ-3-(4)-
① 
平和の尊
さへの理
解の促進

Ⅲ-1-(1)-
① 
快適な住
環境の形
成

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

　市主催の戦没者追悼式
（旧5市の単位で5ヶ
所）、原爆犠牲者慰霊平
和祈念式典、海外におけ
る福岡県出身戦没者の慰
霊巡拝、市内5ヶ所に設
置されている忠霊塔等の
維持管理等による戦没者
等の慰霊に関する事業を
実施する。

60
権利擁護・市民後
見促進事業

総務
課

Ⅱ-3-(1)-
③
障害のあ
る人の人
権の尊重

61

買い物応援ネット
ワーク推進事業

地域
福祉
推進
課

　高齢化や都市化が進む
地域の現状を踏まえ、高
齢者などが安心して買い
物できる環境づくりを進
めるため、民間事業者と
地域をつなぐ仕組みづく
りや、地域住民が主体と
なった買い物支援活動の
立ち上げ支援に取り組
み、地域社会の協働によ
る買い物支援のネット
ワークの構築を図る。

　平成28年4月の「障害
者差別解消法」施行に伴
い、障害を理由とする差
別の解消を推進するため
の体制整備や普及啓発等
を行う。

障害
福祉
企画
課

63

62

「障害を理由とする
差別をなくし誰もが
共に生きる北九州市
づくりに関する条
例」の普及・啓発

前年度水
準を維持

―

―

47件
（H27年
度）

「障害者差別解消
法」に対する認識を
深め、障害者差別の
解消の推進を図る

市民が戦没者や原爆
の犠牲者に対する追
悼の心を持ち、平和
の尊さを理解し共有
するために、追悼式
や平和祈念式典等を
実施

―

―

―

継続的
に実施

―

　権利擁護・市民後見促進事業
については、高齢化の加速や認
知症高齢者の増加に伴う第三者
後見人の不足に対応するため、
成年後見制度の担い手を育成す
る養成研修を引き続き実施す
る。また、研修修了者の活動の
場を確保するため法人後見業務
への補助を行う。
　共生社会の実現に向け、より
一層周知啓発活動を充実させ、
障害や障害のある人への理解の
促進を図る。

　戦没者等の慰霊に対するご遺
族の想いを重く受けとめ、ま
た、次世代へ戦争の悲惨さや平
和の尊さを継承するため、今後
も慰霊・援護事業の質を維持
し、継続的に実施する。

順調

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者の
成年後見活動の他、障害者差別
解消条例に基づく体制の整備や
普及啓発活動の実施などによ
り、障害のある人の人権尊重に
向けた取組が行われているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進に
ついては、今後、第三者後見人
の不足が予想されるため、安定
した成年後見制度推進を図る必
要がある。
　障害を理由とする差別の解消
の推進に向け、より効果的な周
知啓発活動を行う必要がある。

　慰霊・援護事業について、質
を維持しながら継続できてお
り、平和の尊さへの理解の一助
となったと考えれられるため、
「順調」と判断。

1.00

　買い物支援コーディネーター
の地域派遣によるフォローアッ
プや新規相談対応等を実施し、
地域協働による買い物支援活動
の側面支援を図る。

人

順調

0.10 人

人

1.00

　平成29年12月に施行された障
害者差別解消条例に基づき、公
平・中立な立場から助言等を行
う北九州市障害者差別解消委員
会を設置し、相談から紛争解決
までの一貫した体制を整備し
た。また、出前講演や事業者向
けリーフレットの作成・配布等
を実施し、周知啓発を図ること
ができたため、「順調」と判
断。

順調

順調

順調

【評価理由】
　協力会員登録数及び買い物支
援に係る地域活動実施地区が増
加しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　地域住民が主体となった買い
物支援を定着させるには事業者
の協力継続や開催場所の使用許
可の継続など様々な問題を地域
で解決していく必要がある。ま
た、新たな取組みを検討する地
域への支援を行う必要がある。

　市民後見人養成研修の修了者
が後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年後
見制度の実務の担い手として活
動を行ったため、「順調」と判
断。

【評価理由】
　慰霊・援護事業について、平
和の尊さへの理解の一助となっ
たと考えられるため、「順調」
と判断。

【課題】
　関係団体と連携し、先の大戦
によって亡くなられた方々、ご
遺族の方々などに対する援護・
慰霊等を継続して実施していく
ことが必要である。

順調

　いのちをつなぐネットワーク
推進会議（買い物支援部会）協
力会員登録数は平成29年度から1
団体増加して26団体となり、買
い物支援に係る地域活動の実施
地区も1地区増加し16地区となっ
たため、「順調」と判断。

順調

1,206

6,393

市民の戦
争に関す
る記憶が
風化する
ことな

く、また
慰霊の心
や、援護
に対する
心を持つ

11,514 18,650

―

―

継続的
に実施

実施戦没者等慰霊事業

障害者差別解消・
共生社会推進事業
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

7,059 人 6,766 人

達
成
率

108.3 ％ 95.8 ％

目
標

612 人 590 人

実
績

584 人 536 人

達
成
率

95.4 ％ 90.8 ％

目
標

2 件 3 件

実
績

1 件 2 件

達
成
率

50.0 ％ 66.7 ％

目
標

実
績

2 件 1 件

達
成
率

51,441

順調

課
長

13,672

3件
（H29～
R2年度）

―

係
長

職
員

24,577

職
員

前年度
（6,521
人）比増

4,108人
（H24年
度）

534人
（H24年
度）

1.00

12件
（H28～
R2年度）

50,189 0.13

実証により北九州で
開発されたロボット
等の台数（本事業に
よる件数）

障害者スポーツ大会
参加者数

障害者スポーツ教室
等参加者数

　国家戦略特区の介護ロ
ボット実証事業におい
て、企業や大学の開発を
支援するとともに、ロ
ボット普及に向けたPR等
を行うもの。

Ⅳ-1-(2)-
② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

介護ロボット等開
発・導入実証事業
（介護ロボット等
の開発・改良、普
及）

65

先進
的介
護シ
ステ
ム推
進室

Ⅲ-2-(3)-
① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

64

障害
福祉
企画
課

　障害のある人のスポー
ツ大会や、各種スポーツ
教室等を開催、障害者団
体等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

―

R2年まで
に610人
の選手参

加

障害者ス
ポーツ教
室等参加
者の拡大

―

単年度目標
設定無し

23,430

54,490

介護ロボットの改良

【評価理由】
　障害者スポーツ教室等の開
催回数及び参加者数、障害者
スポーツ大会の参加者数は目
標に届いていないが、堅調で
あることから、「順調」と判
断。

【課題】
　障害のある人のスポーツ活
動を通じた社会参加の促進の
ため、各事業の参加者数の更
なる増加を図る必要がある。

課
長

順調

1.00

人

係
長

0.30

20,950

　関係団体と役割分担や連携
を図るとともに、各事業の周
知や参加者の拡大を図る。

　引き続き、介護現場の負担軽
減を図るため、効果の見込める
介護ロボット等の開発・改良を
促進するとともに、機器の導入
を前提とした新たな働き方の普
及促進を行う。

【評価理由】
　目標は達成していないが、現
場の課題やニーズを把握し、ロ
ボットの改良・開発が着実に進
んでいると考えられるため、
「順調」と判断。

【課題】
　介護現場のニーズに適ったロ
ボットの改良・開発を強化する
と同時に、現場でロボットを使
いこなす人材の育成も進める必
要がある。

順調人

人

3,635

人

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（目標：125回、実
績：106回）、参加者数及び
障害者スポーツ大会の参加者
数は目標に届かなかったが、
高い水準を維持していること
から、「順調」と判断。

人

　介護ロボットの改良件数は目
標に達していないが、介護現場
へ機器を導入した実証を行うこ
とにより、現場の課題やニーズ
を把握でき、課題解決に資する
ロボットの改良・開発を進める
ことができたため、トータルで
は「順調」と判断。

順調

0.25

人

0.04

前年度比
増

―

障害者スポーツ振
興事業
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保健福祉局

平成30年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

H30年度 H29年度

人数

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

3,700 人 3,300 人
課
長

0.04 人

実
績

2,001 人 1,984 人
係
長

0.10 人

達
成
率

54.1 ％ 60.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

24 人

実
績

4 人 4 人

達
成
率

16.7 ％

目
標

60 人

実
績

25 人 18 人

達
成
率

30.0 ％

目
標

300 人 320 人

実
績

493 人 402 人

達
成
率

164.3 ％ 125.6 ％

目
標

90 人 90 人

実
績

88 人 96 人

達
成
率

97.8 ％ 106.7 ％

目
標

152 人

実
績

147 人 194 人

達
成
率

96.7 ％

目
標

3 人 4 人
課
長

0.10 人

実
績

3 人 2 人
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 50.0 ％
職
員

0.60 人

14,102

―

14,824 0.07
係
長

―

職
員

6人
(毎年
度）

1,680

0.10

2,960

320人
(R2年
度）

17,761

13,100
2,500人
（R2年
度）

介護保険適正化事
業（介護人材の育
成）

介護
保険
課

　介護サービス従事者を
対象として職種別専門研
修、全事業者に共通する
基礎的研修により介護
サービスの質の向上と介
護従事者のスキルアップ
を図る。

Ⅳ-3-(1)-
③ 
福祉など
の分野に
おける人
材育成の
支援

66

介護
保険
課

　高齢化の進展に伴い必
要となる介護人材の定
着・介護職場の環境改善
を図るため、介護事業所
経営者のマネジメント力
向上支援、介護事業所の
積極的な職場環境改善の
取組を顕彰する事業を実
施する。

67
介護のしごと「人
材定着・職場環境
改善」事業

単年度目標
設定なし

2,485人
（H28年
度）

福祉人材バンクにお
ける就職者数

59人
（H28年
度）

潜在的有資格者等就
労支援事業参加者の
就職者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

15,560

障害者ワークステー
ションで働く障害の
ある人の民間企業等
への就職者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

福祉施設から一般就
労への移行件数

14人
（H28年
度）

286人
（H28年
度）

職場環境改善セミ
ナー参加者数

介護サービス従事者
研修受講者数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

Ⅳ-3-(2)-
③ 
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

68
障害者就労支援事
業

障害
者就
労支
援室

69
障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

―

100人
(H26年
度)

　保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢障
害者ワークステーション
北九州｣において、嘱託
員として雇用した知的・
精神障害のある人が専任
指導員のもと、市役所内
のデータ入力やラベル貼
りなどの軽易な業務に従
事し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職に
つなげるための取り組み
を推進する。

　障害者しごとサポート
センターを拠点に、障害
のある人本人の能力や特
性に応じたきめ細かな対
応を行うとともに、新た
な職場開拓や企業の意識
啓発及び就労移行支援に
対する効果的な支援への
取組みを通じて、障害者
雇用の促進を目指す。

障害者しごとサポー
トセンター利用者の
就職人数

88人
(H26年
度）

0.03

人0.25

0.40

人

人 順調

【評価理由】
　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標を
上回り、福祉施設からの就労件
数も前年度を上回っている。ま
た、「障害者ワークステーショ
ン北九州」から民間企業等への
就職者については、平成30年度
の達成率としては50％である
が、1人が予定よりも早期に民間
企業への就職につながったこと
によるものであり、障害のある
人の就業促進につながっている
ため、「順調」と判断。

【課題】
　障害者雇用促進法の改正によ
り、平成30年度から民間企業の
法定雇用率が2.0％から2.2％に
引き上げられたことから、障害
者しごとサポートセンターを拠
点として関係機関との連携のも
と、さらなる取組みの充実を図
る必要がある。障害者ワークス
テーション事業については、嘱
託員として雇用した知的・精神
障害のある人を民間企業への就
職につなげるため、さらなる取
組みを進める必要がある。

　障害者就労支援事業について
は、障害者しごとサポートセン
ターを中心に、就職を希望する
障害のある人や障害のある人を
雇用する企業に対し、就職から
職場定着に至るまでの各段階
で、障害特性に応じた支援を充
実させる。
　障害者ワークステーション事
業については、障害のある嘱託
員を民間企業への就職につなげ
るための支援を継続する。

199

266人
(R2年度)

90人
(毎年度)

　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標を
達成した。
　福祉施設から一般就労への移
行件数は、194人であり前年度を
上回っているため、「順調」と
判断。

　平成30年度の目標値である4人
のうち、1人は任期満了前の平成
29年度に一般就労できるスキル
が身についたため就職した（平
成29年度の実績に計上）。残り3
人のうち2人は平成30年度に就職
し、1人は任期満了で退職した。
平成30年度の達成率としては
50％であるが、1人が予定よりも
早期に民間企業への就職につな
がったことによるものであるた
め、「順調」と判断。

3人
（R2年
度）

39,433 37,600 31,776

―

順調

順調

664 7,650

職
員

係
長

課
長

人

　介護人材の育成、介護の質の
向上のため、介護の現場に必要
な要素を踏まえ、充足率上昇が
見込まれる研修内容を検討する
等、引き続き事業所の学びを支
援する。
　介護人材の確保に向けて、福
祉系の学校等への情報提供及び
各種媒体への広報活動をはじめ
多様な人材への働きかけを行
い、介護事業所への就労を支援
する。
　また、介護人材の定着を図る
ため、介護事業所の経営者・管
理者向けの環境改善セミナーを
継続的に実施し、介護職場にお
けるマネジメント力向上を支援
する。

順調

【評価理由】
　福祉人材バンクにおける就職
者数は目標に達しなかったが、
介護サービス従事者研修の達成
率は増加し、職場環境改善セミ
ナーの目標も達成していること
から、総合的に判断し、「順
調」と判断。

【課題】
　介護人材の育成・介護の質の
向上にあたっては、介護事業所
のニーズや課題に応じて、介護
サービス従事者研修の内容を、
常に見直す必要がある。
　介護人材の確保にあたって
は、人材不足を解消するため、
就業していない高年齢者や子育
てが終わった世代など、多様な
人材が参入できるよう、効果的
な支援策を研究する。

　介護サービス従事者研修につ
いては、受講者が職場に持ち帰
り伝達することを基本としてい
るため、過去から何度も実施さ
れている研修は、すでに多くの
介護職員に伝達されており、充
足率（定員に対する受講者の割
合）が減少する傾向にある。こ
のため、受講実績に応じて研修
内容や定員の見直し等を行って
おり、目標は下回ったものの、
達成率が上昇したため、「順
調」と判断。

人

人

0.02
課
長

6,220

119

15,373

順調

やや
遅れ

　福祉人材バンクにおける就職
者数を増やすため、元気な高齢
者に対するアンケートを行い、
介護事業所への就職を希望する
者に対して福祉人材バンクへの
登録を促すなど就職者数増加に
向けた取り組みを行ったが、近
年の人手不足による他業種との
人材の奪い合いもあり、目標に
は達しなかった。
　一方で、職場環境改善セミ
ナーは目標値に比べ、大幅に参
加者を募ることができた。
　これらを総合的に判断し、
「やや遅れ」とした。

60人
（R2年
度）
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

0 人 0 人

実
績

36 人 0 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

78.8 ％ 74.0 ％

達
成
率

105.2 ％ 93.9 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

57 人 0 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

57 人 0 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

17
箇
所

20
箇
所

実
績

17
箇
所

20
箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

希望園の
全てが移

行
(R1年度)

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

放課後児童クラブ待
機児童数（4月）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

放課後児童クラブに
対する満足度（開所
日、開所時間）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

2,320,201

課
長

人

人数

1.35 人
係
長

職
員

人

2,139,101

17,544,081

46,775

0人
(R1年度)

H25年度
比向上

(R1年度)

2,222,1482,635,527

課
長

5,800

職
員

17,193,979

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

施設型給付へ移行す
る私立幼稚園数

前年度比
向上

2,322,500

係
長

17,363,770

　放課後児童クラブの施設整備
や利用内容の充実など、引き続
き運営基盤の強化を図るととも
に、クラブの活動内容の充実を
目指して、学校や地域との連携
を図り、魅力あるクラブの運営
を促進する。
　教育・保育については、現
在、策定を進めている次期の
「北九州市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、計画的に
提供していく。
　教育・保育施設の利用状況や
利用者の希望とともに、幼稚
園、保育所事業者の意向などを
踏まえ、幼稚園と保育所の機能
を併せ持つ認定こども園への移
行支援・普及に努める。

順調

　新制度に移行する私立幼稚園
数、並びに認定こども園数が前
年度実績を上回っていることか
ら、「順調」と判断。（平成29
年度24園から平成30年度36園）

　保育所の増改築を行い、年度
当初の待機児童ゼロを維持し、
かつ初めて10月時点での待機児
童ゼロを達成した。市全体では
保育需要に対応できる状態であ
ること、保育所入所定員数を予
定以上に拡大できたことから
「大変順調」と判断。

人

人

大変
順調

人

人

順調

0.20

0.10

人0.20

人

3.90

0.30

0.20

5,400

職
員

0.201,348,075

Ⅰ-1-(1)-
① 
仕事と子
育ての両
立支援

0.35

幼稚園・認定こど
も園運営事業

幼稚
園・
こど
も園
課

2 保育所運営事業

　私立幼稚園（新制度対
象）や認定こども園の運
営費を助成する。

保育
課

3

1
放課後児童クラブ
の管理運営

　仕事と子育ての両立支
援を推進するため、保育
を必要とする子どもは誰
でも保育所に入所でき、
多様なニーズに応えなが
ら、子どもの健やかな育
成を支援する保育サービ
スの実現を図る。

子育
て支
援課

　市民ニーズに応えられ
る放課後児童クラブの運
営内容を確保するため、
運営団体に対する研修会
の実施、開設時間の標準
化や延長の推進等によ
り、運営体制の充実を図
る。また、障害のある児
童や高学年児童を含め利
用者が増加する中で、児
童への対応を充実するた
め、適切な指導員数を配
置するとともに、研修の
充実、指導員相互の交流
や情報交換、障害のある
児童などの対応を支援す
るための臨床心理士等の
巡回派遣を行い、指導員
の資質向上を図る。

0人
(H25年
度)

75.4%
(H25年
度)

前年度
(74.9%)
比向上

3箇所
(H27年
度)

0人
(H25年
度)

220人
(H25年
度)

0人
(R1年度)

0人
(R1年度)

保育所待機児童数(4
月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

0人
(R1年度)

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【評価理由】
　保育所の増改築を行い、入所
定員を拡大したことで、保育需
要に対応することができ、年度
当初及び10月時点での待機児童
ゼロを達成した。
　放課後児童クラブにおいて
も、待機児童ゼロを達成し、19
時まで開設しているクラブの割
合は前年度と同等を維持してい
る。
　施設型給付への移行を希望す
る全ての私立幼稚園が認定こど
も園や施設給付型の幼稚園へ移
行することができた。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　放課後児童クラブに対する満
足度の向上に向け、利用者の利
便性向上のための取り組みが必
要。
　保育所は、一部地区で年度途
中から待機児童が生じており、
引き続き保育の量の確保が必
要。
　引き続き教育・保育施設の利
用状況や利用者の希望ととも
に、事業者の意向などを踏ま
え、認定こども園への移行支
援、普及に努めることが必要。
　また、施設型給付への移行を
希望する全ての幼稚園が円滑に
移行することができるよう、必
要な支援を継続することが必
要。

　放課後児童クラブに対する満
足度は、昨年と比較するとやや
低下したが、待機児童数が目標
の0人を引き続き達成しているこ
とから「順調」と判断。

人件費（目安）

順調

課
長

係
長

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

―

―

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

―

220人
(H25年
度)
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

57 人 0 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

59
箇
所

62
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

45
箇
所

48
箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

76.3 ％ 77.4 ％
職
員

0.20 人

目
標

2
箇
所

2
箇
所

実
績

2
箇
所

2
箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

154
箇
所

156
箇
所

実
績

152
箇
所

154
箇
所

達
成
率

98.7 ％ 98.7 ％

目
標

81
箇
所

84
箇
所

実
績

78
箇
所

83
箇
所

達
成
率

96.3 ％ 98.8 ％

3箇所
(R1年度)

【評価理由】
　小規模保育事業の実施、認定
こども園への移行支援、一時預
かり事業（幼稚園型）などを行
い、受入児童数の拡大を図った
ことにより、保育所待機児童（4
月時点）は0人を維持し、10月時
点の待機児童も0人を達成した。
　また、保護者の働き方や地域
の実情に応じた多様な保育を提
供するため、延長保育や一時保
育、障害児保育といった特別保
育や、病児保育の充実を行った
ほか、昨年度一部増員を図った
保育サービスコンシェルジュの
強化により市民サービスが向上
した。
　保育士・保育所支援センター
での就職成立件数が増加し、待
機児童解消にもつながった。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　年間を通じた待機児童の解消
に向け、今後も、教育・保育の
量の確保と質の向上及び保育士
等の人材の確保が必要。

順調

　平成30年度の延長保育全体の
延べ利用児童数は16,119人で
あった。
　また、一時保育事業について
は、5施設が新規に開始し、その
結果、83箇所において年間延べ
19,864人が利用し、多様化する
就労形態への対応として高い効
果があったことを踏まえ「順
調」と判断。

順調

順調

　一時預かり事業の実施園数
は、増加（H29年度：45箇所、
H30年度：48箇所）しており、希
望する施設への助成はもれなく
実施出来ていることから「順
調」と判断。

人

人

順調

　小規模保育事業実施施設は、
平成30年度末までに40箇所を開
設した。（平成30年度：9箇所新
規開設）
　さらに、平成31年4月に5箇所
開所し、定員増加につながった
ことから、「順調」と判断。

人

人

0.40

0.20

0.10

4,650

人

人

　保護者の就労形態の多
様化等に対応するため、
保育所の保育時間を午後
7時もしくは8時まで延長
する「延長保育」の充実
を図る。また、保護者の
パート就労や育児リフ
レッシュ等の理由によ
り、一時的に家庭での保
育が困難となる児童を保
育所において保育する
「一時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の通
常保育に加え、延長保育
や一時保育においても、
集団保育の可能な障害の
ある児童の受け入れを行
う「障害児保育」の充実
を図る。

職
員

6

地域型保育給付
（小規模保育）

　「子ども・子育て支援
新制度」により実施する
一時預かり事業におい
て、保護者のニーズに応
じて教育時間の終了後等
に預かり保育を実施する
私立幼稚園を支援する。

　年間を通じた待機児童
の解消を図るため、年度
途中の入所が困難な3歳
未満児の保育ニーズに対
応するため、小規模保育
事業を実施する幼稚園、
保育所等に対し、運営費
を助成する。

保育
課

特別保育事業補助

4

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

9,300

課
長

係
長

職
員

1,097,1371,417,077

0.103,650617,256

課
長

係
長

86箇所
(R1年度)

午後8時まで延長保
育を実施する保育所
の施設数

1,870,931

649,181

265,000 190,117 161,346

午後7時まで延長保
育を実施する施設数

699,743

0箇所
(H25年
度)

一時保育事業の実施
施設数

158箇所
(R1年度)

147箇所
(H25年
度)

0.40

0.20

67箇所
(H25年
度)

保育
課

5

Ⅰ-1-(1)-
②
年間を通
じた待機
児童解消
策の推進
など保育
の充実

　教育・保育については、現
在、策定を進めている次期の
「北九州市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき保育の量の
確保に努めていく。
　引き続き、保育士等の人材確
保に取り組むとともに、教育・
保育の質の向上を図るため、体
系的な研修等を通じて幼稚園教
諭、保育士等の専門性の向上に
取り組む。
　子どもの生活リズムに十分配
慮しながら、幼稚園における預
かり保育や保育所における延長
保育、休日保育など、多様な
ニーズに対応した保育サービス
の充実を図る。

事業を実施する施設
数

28箇所
（H27年
度）

78箇所
(R1年度)

0人
(R1年度)

0人
(R1年度)

―

一時預かり事業

幼稚
園・
こど
も園
課

220人
(H25年
度)

保育所待機児童数
(４月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

0人
(H25年
度)
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

8,499 人 8,907 人
係
長

0.10 人

達
成
率

102.9 ％ 104.8 ％
職
員

0.10 人

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

57 人 0 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

0 人 0 人
課
長

0.40 人

実
績

57 人 0 人
係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.60 人―

32,162

118,697

0.10

　保育士等の資格を持ちなが
ら、保育士の職に就いていない
人を対象に、医師会、子ども総
合センターなど関係機関から講
師を招いて講義や実技を行い、
保育所等への就職支援を行っ
た。
　保育士や保育士資格取得予定
者への就職説明会を開催し、多
くの参加を得たこと、また、保
育士指定養成施設との懇談会で
は有意義な情報交換ができた。
　その結果、保育士・保育所支
援センターでの就職成立数が前
年度を上回った（H29:125人、
H30:128人）ことから、保育士確
保に向けた取組が進んでいると
考え「順調」と判断。

大変
順調

人

人

0.10

2,900

係
長

0.10
課
長

病児保育事業

　保護者の勤務の都合、
疾病、事故、出産及び冠
婚葬祭など、やむをえな
い事由により家庭での保
育が困難な病気中、病気
回復期にある児童を医療
機関併設型の施設におい
て保育し、保護者の子育
てと就労の両立を支援す
る。

保育サービスコン
シェルジュ事業

15,100

2,900

140,657 161,308

0人
(R1年度)

27,306

0人
(R1年度)

0人
(R1年度)

―

病児保育施設利用者
数

延べ利用
者数

6,508人
(H25年
度)

前年度
(8,262人)

比増

前年度
(8,499人)

比増

前年度比
増

(R1年度)

0人
(H25年
度)

110,633

職
員

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

220人
(H25年
度)

保育所待機児童数
(４月)

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第2次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

220人
(H25年
度)

保育
課

　保育所、幼稚園や地域
の子育て支援の事業等の
利用について、情報の収
集と提供を行うととも
に、利用にあたり、子ど
もや保護者からの相談に
応じるため、各区役所及
び「ウーマンワークカ
フェ」に保育サービスコ
ンシェルジュを配置す
る。

　待機児童の解消を図る
ため、下記の事業により
保育士等の人材確保に取
り組む。

・保育士就職支援事業
（保育士資格取得見込の
学生等を対象とした就職
説明会・保育士の資格等
を持っていて、現在、保
育士の職に就いていない
人を対象とした研修）

・保育士・保育所支援セ
ンター事業等（保育士の
就職支援や相談等による
離職防止）

・幼稚園教諭免許状を有
する者の保育士資格取得
支援等事業（幼稚園教諭
の保育士資格取得支援や
幼稚園への就職支援等）

・予備保育士雇用費補助
事業（年度当初に配置基
準を超えて雇用した保育
士の人件費の一部を補
助）

7

8

保育
課

人

9 保育士等の確保

幼稚
園・
こど
も園
課・
保育
課

順調

143,171

　市内12施設における病児保育
事業をPRするため、区役所・保
育所等での「利用のてびき」の
配布、市政テレビやフリーペー
パーを活用した広報、モノレー
ル各駅へのポスター掲示等を
行った。
　その結果、登録者数・利用者
数・のべ利用児童数は前年度に
比べ増加しており、保護者ニー
ズは高いことから、「順調」と
判断。

順調

　保育の利用を希望するそれぞ
れの世帯の状況やニーズに合っ
た保育サービスの情報提供やき
め細やかな対応には一定の評価
を得ている。
　引き続き、保育ニーズの高い
大規模区に1名を増員し、機能強
化を図った結果、相談件数が大
幅に増加（H29:13,326件、
H30:22,324件）し、多くの入所
につなげることができたため、
「大変順調」と判断。

6,926

32,546
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.01 人

実
績

91.7 ％ 91.2 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

97.6 ％ 99.5 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

91.7 ％ 91.2 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

97.6 ％ 99.5 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

95.5 ％ 95.1 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

100.3 ％ 99.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

34.8 ％ 33.9 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

65.6 ％ 102.6 ％
職
員

0.05 人

4,571

45,975

23,89524,520

2,935,000

8,558

898,906

22,875

　子育ての孤立化を防
ぎ、乳児の健全な育成環
境の確保を図るため、生
後4か月までの乳児がい
るすべての家庭を訪問す
ることで、子育て情報の
提供を行うとともに、さ
まざまな不安や悩みを聞
き、支援が必要な家庭に
対して適切な指導や支
援、サービス提供に結び
つける。また、うつ状態
等を早期に把握し、きめ
細かに支援するため、全
産婦に産後うつを早期に
発見するための質問票を
用いて、支援する。

　若年の妊婦や産後うつ
など、養育支援を必要と
する家庭に対し、訪問指
導員を派遣し、家事を支
援するとともに、思いが
けない妊娠等に悩む女性
に対する電話相談等を実
施する。

子ども医療費支給
事業

6,150

4,115

956,494

47,908

12,300

3,615

H25年度
比増加

(R1年度)

前年度比
増加

維持

　今後も、関係機関とうまく連
携し、妊婦や乳幼児の疾病また
は異常の早期発見・早期支援に
取り組み、子育ての孤立化や育
児不安の解消に努めていく。
　様々な機会を通じ、育児に関
する相談など、専門的な支援や
情報提供を行い、母子の健康づ
くりに寄与していく。

　子育ての悩みや不安を感じる
人の割合は、前年度に比べて減
少しており、区の保健師のアセ
スメントにより養育支援が必要
な家庭（15世帯）に家事・育児
支援が実施できている。
　また、妊娠・出産全般に関す
る電話相談事業についてホーム
ページやチラシ等で周知した結
果、相談件数も増えていること
から「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　妊娠11週までの届出者の割合
は、高水準を維持できており、
妊娠早期からの母子の健康管理
につながっている。
　子ども医療費支給制度を維持
し、引き続き経済面の支援を行
うことができた。
　また、乳児家庭全戸訪問（の
びのび赤ちゃん訪問事業）やわ
いわい子育て相談（乳幼児発達
相談指導事業）等を実施するこ
とで、妊娠期から乳幼児期まで
支援する仕組みはうまく機能し
ている。
　以上の取組により母子が健康
に生活できる環境づくりを進め
ることができたため、「順調」
と判断。

【課題】
　子育ての孤立化を防ぎ、地域
での見守り体制を充実していく
ために、今後とも関係機関との
連携が重要である。
 「妊娠・出産・養育にかかる相
談支援事業」は、保健師の資質
向上を図ることが必要である。

順調

　制度を維持し、経済面におけ
る支援を行っていることから施
策に対する効果は高いと考え、
「順調」と判断。

順調

　早期の妊娠届出を勧奨するこ
とで、妊娠11週までの妊娠届出
者の割合は、平成25年度と同水
準を維持しており、また、妊婦
健診の受診率(H29:96.4%、
H30:97.4%)や3歳児健診の受診率
(H29:94.0%、H30:93.2%)は高水
準で推移していることから「順
調」と判断。

順調

　妊娠11週までの妊娠届出者の
割合は、平成25年度と同水準を
維持しており、両親学級等を開
催し、子育てに資する情報を提
供する機会を維持し、母子の健
康づくりに寄与していることか
ら「順調」と判断。

順調

867,562

3,084,5252,788,180

維持

H25年度
比増加

(R1年度)

維持

14

12

11
子育
て支
援課

13
のびのび赤ちゃん
訪問事業

Ⅰ-1-(1)-
③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

妊娠・出産・養育
にかかる相談・支
援事業

10

H25年度
比増加

(R1年度)

前年度比
増加

前年度
(94.0%)
比増加

維持
医療費支給制度の維
持

妊娠11週までの妊娠
届出者の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

妊娠11週までの妊娠
届出者の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

93.4%
(H25年
度)

維持

93.4%
(H25年
度)

―

88.9%
(H25年
度)

前年度
(94.0%)
比増加

生後4か月までの乳
児家庭全戸訪問の達
成率

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

子育ての悩みや不安
を感じる人の割合
（就学前児童の保護
者）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

44.7%
(H25年
度)

前年度
(95.2%)
比増加

前年度
(25.9%)
比減少

前年度比
増加

子育
て支
援課

子育
て支
援課

子育
て支
援課

すくすく子育て支
援事業

子育
て支
援課

　妊婦や乳幼児の疾病ま
たは異常の発見および防
止を図り、健康を保持増
進させるため、妊婦、乳
幼児の定期的な健診の機
会を提供する。
　（妊婦健康診査、B型
肝炎母子感染防止事業、
先天性代謝異常等検査、
乳児健康診査、1歳6か月
児健康診査、3歳児健康
診査）

母子健康診査

　母子健康手帳の交付、
妊産婦乳幼児なんでも相
談、母親学級、両親学
級、育児学級等の母子保
健教室、乳幼児発達相談
指導「わいわい子育て相
談」、乳幼児健診未受診
者フォロー事業（児童虐
待予防事業）、その他母
子保健に関する事業を実
施する。

　子どもの健康の保持と
健やかな育成を図るた
め、保険診療にかかる医
療費の自己負担額を助成
する。

　生後4か月までの乳児家庭全戸
訪問の達成率は平成29年度と同
程度であり、養育支援を必要と
する家庭への保健師、助産師等
の専門職による訪問も継続実施
している。
　また、地域支援者（主任児童
委員）による情報提供や関わり
も定着してきており、専門職と
地域支援者それぞれの強みを活
かした活動が展開されているこ
とから「順調」と判断。

H25年度
比減少

(R1年度)
3,666 順調990

―

48,263

―

前年度比
減少
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

40,593 人 37,369 人
係
長

0.35 人

達
成
率

96.9 % 89.2 ％
職
員

0.35 人

目
標

実
績

34.8 ％ 33.9 ％

達
成
率

65.6 ％ 102.6 ％

目
標

実
績

40.0 ％ 43.1 ％

達
成
率

66.7 ％ 92.3 ％

目
標

実
績

34.8 ％ 33.9 ％

達
成
率

65.6 ％ 102.6 ％

目
標

実
績

40.0 ％ 43.1 ％

達
成
率

66.7 ％ 92.3 ％

34,002

4,968

　各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を設
置し、子どもと家庭に関
するあらゆる相談をひと
つの窓口で受け、母子家
庭の自立支援、DV被害者
対応、児童虐待等、それ
ぞれの相談に応じた支
援・対応を行うととも
に、必要に応じて他の機
関のサービス・支援へと
つなげる。

総務
企画
課

15

16
親子ふれあいルー
ム運営事業

18

17

課
長

職
員

86,84585,679 0.10

0.30

順調

人

34,015

職
員

0.00

順調人

順調

　「こそだて情報」「子ども家
庭レポート」とも内容の充実に
努めたうえ、予定どおりに発
行・配布した。
　また、冊子だけでなくイン
ターネットを介した情報発信も
行っていることから「順調」と
判断。

人

発行の継
続

3,562

13,714 係
長

7,275

前年度
(25.9%)
比減少

13,714

課
長

91,093

34,993

Ⅰ-1-(1)-
④
 子育ての
不安や悩
みを軽減
する環境
づくり

人

係
長6,075

4,150

人

　「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」に子
育て支援総合コーディ
ネータ－を配置し、面
接、電話やメールによる
子育てに関する相談の対
応を行い、必要な関係機
関との連携、調整等の支
援を行う。
　また、大学教授や小児
科医、保育経験者等を講
師に招き、子どもの発達
や食育、遊び等をテーマ
とした育児講座の開催や
絵本の貸出を行い、子育
て支援の充実を図る。

　子育て中の人が、子ど
もの成長に合わせた情報
をタイムリーかつ手軽に
入手できるよう、情報誌
の内容や、情報提供方法
の充実を図り、必要とす
る市民に子育ての情報を
的確に届ける。
　また、本市が取り組ん
でいる子どもの健全育成
や子育て支援についての
成果や課題、データを盛
り込んだ「子ども家庭レ
ポート」を発行し、市民
や地域の担い手に周知す
ることで、地域全体で子
育てを支援する環境づく
りの一助とする。

51.7%
(H25年
度)

子育ての悩みや不安
を感じる人の割合
（小学生の保護者）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

順調

人0.10

0.05

0.60

　身近な地域における子育てを
支えるネットワークづくりな
ど、地域社会全体で子育てを支
援する環境づくりを進める。
　子育てに悩みや不安を持つ保
護者が、分かりやすく利用しや
すい相談体制を整備する。
　子育て中の人が知りたい情報
をタイムリーに手軽に入手でき
るよう、情報誌やホームページ
などを活用した情報提供を行
う。

　親子ふれあいルームの利用者
数（乳幼児数）は、前年度と比
較すると減少しているが、これ
は出生数の減少や保育所受入数
の増加が要因と考える。また、
親子ふれあいルームを利用する
ことによって、乳幼児を持つ保
護者の子育てへの不安の軽減に
寄与していると考えることか
ら、「順調」と判断。

H25年度
比減少

(R1年度)

H25年度
比減少

(R1年度)

親子ふれあいルーム
利用者数（乳幼児数）

44.7%
(H25年
度)

44.7%
(H25年
度)

子育ての悩みや不安
を感じる人の割合
（小学生の保護者）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

前年度比
減少

H25年度
比増加

――

前年度
(25.9%)
比減少

H25年度
比減少

(R1年度)

13,714

【評価理由】
　「こそだて情報」による情報
提供のほか、「親子ふれあい
ルーム」の継続した運営を行う
ことで、乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安の軽減に寄与し
たと考えている。
　また、「子ども・家庭相談
コーナー」や「子育て支援サロ
ン“ぴあちぇーれ”」では、子
育て等に関する相談に応じ、関
係機関と連携しながら、必要な
対応を行う等、相談者の不安や
負担感の軽減ができていると考
えている。
　以上の取組により子育ての不
安や悩みを軽減することができ
ているため、「順調」と判断。

【課題】
　情報提供内容の更なる充実に
努める必要がある。
　また、利用者の多様化する
ニーズに対応できるよう、研修
等により親子ふれあいルームス
タッフの質の向上を図るととも
に、子ども・家庭相談コーナー
の相談員の資質の向上を図るこ
とが必要。

　「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合」は前年度に比べ、
未就学児は減少・小学生は増加
しているが、現状値（基準値）
と比べるとともに減少してい
る。
　また、関係機関と連携し、相
談内容に応じた支援・対応を行
い、相談者の不安や負担感の軽
減を図っていることから「順
調」と判断。

　子どもの数が減少する中、子
育て支援サロンへの来所者数は
増加し(H29:3,229人、H30:3,622
人）、子育て中の家族に多く利
用された。
　相談件数は減ってはいる
（H29:1,691件、H30:1,414件)も
のの深刻な内容の相談もあり、
事態の重症化を防ぐ一助となっ
ている。
　また、育児講座を開催し、虐
待の予防や防止に繋がっている
ことから、「順調」と判断。

順調

H25年度
比減少

(R1年度)

発行 発行

51.7%
(H25年
度)

前年度比
減少

44,489人
(R1年度)

前年度
(30.0%)
比減少

前年度比
減少

前年度比
減少

前年度
(30.0%)
比減少

4,320 6,150

H25年度
(41,910
人)比増加

発行
(H25年
度)

41,910人
（H25年
度）

発行

子育
て支
援課

子ども・家庭相談
コーナー運営事業

子育て支援総合
コーディネーター

子育
て支
援課

保育
課

子育てに関する情
報提供の充実・Ｐ
Ｒ

発行

子育ての悩みや不安
を感じる人の割合
（就学前児童の保護
者）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

子育ての悩みや不安
を感じる人の割合
（就学前児童の保護
者）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

　乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安を軽減
し、親子が気軽に集い、
交流、情報交換、育児相
談等ができるスペースを
区役所や児童館などで運
営する。

「こそだて情報」及
び「子ども家庭レ
ポート」による情報
提供の実施
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.02 人

実
績

10,520 人 10,840 人
係
長

0.05 人

達
成
率

92.9 ％ 103.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

16
箇
所

24
箇
所

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 150.0 ％
職
員

0.85 人

目
標

100.0 ％ 100.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

100.0 ％ 100.0 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

1,139 件 1,487 件
係
長

2.00 人

達
成
率

75.9 ％ 69.4 ％
職
員

3.00 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

8
箇
所

23
箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

133.3 ％ 383.3 ％
職
員

0.20 人

41,297

児童虐待防止（子
どもの人権擁護）
推進事業

親子通園事業

　児童養護施設・乳児
院・児童心理治療施設・
児童自立支援施設・自立
援助ホーム・ファミリー
ホーム・里親において、
保護を要する児童に係る
必要な経費を負担し、社
会的養護が必要な子ども
が、それぞれの子どもに
あった生活環境で、健や
かに育まれ、自立できる
社会環境づくりを推進す
る。

21

2,066,803 12,825

1,480

　母子・父子福祉センターの延
べ利用者数は、前年度及び中期
目標を上回っており、ひとり親
家庭等の生活の安定と福祉の向
上に寄与していることから「順
調」と判断。

順調19

4,650

子ども食堂開設支
援事業

保育
課

子育
て支
援課

子ど
も総
合セ
ン
ター

　「母子・父子福祉セン
ター」において、ひとり
親家庭や寡婦の生活上の
悩みや相談を受けたり、
仕事のために必要な知識
や技能を身につけるため
の講座等を無料で実施す
る。その他各種研修会や
催し等を行い、ひとり親
家庭等の生活の安定、福
祉の向上を目指す。

母子・父子福祉セン
ターの延べ利用者数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

利用者の満足度

　モデル事業で得られた
経験やノウハウを活か
し、さらなる「子ども食
堂」の普及促進を目指す
ため、コーディネーター
の配置や開設補助など、
民間を主体とした「子ど
も食堂」の活動を支援す
る。

　幼児期の子どもの発達
や育児に関して、不安や
孤独感を抱えている保護
者にとっては、思いを共
有し、気兼ねなく安心し
て親子で過ごせる場所を
提供する等、伴走型の支
援が必要である。あそび
や体験等を通じて、子育
ての楽しさや成長の喜び
を保護者が感じられるよ
う保育所で継続した支援
を行い、適切な施設への
移行等の相談に対応す
る。

　児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速かつ
適切な保護を行うため、
関係機関との連携強化を
図り、児童虐待の防止等
のために必要な体制を整
備するとともに、関係機
関等の職員の研修及び広
報活動を行う。

100％
（H25年
度）

市内子ども食堂の実
施箇所数（民間）

6箇所
（H28年
度）

20

23

22

子育
て支
援課

Ⅰ-1-(1)-
⑤
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

54,000

順調

18,005

【評価理由】
　母子・父子福祉センターの利
用者数は前年度比で増加してお
り、ひとり親家庭等に自立支援
や就業支援等を行うことができ
た。
　被虐待児等に対し、家庭的な
環境と安定した人間関係のもと
で、きめ細かなケアを提供する
地域小規模児童養護施設・小規
模グループケアが8施設新設され
た。
　市民や関係機関の虐待通告へ
の意識が向上し、児童虐待対応
件数が前年度に比べ、大幅に増
加した。
　民間による子ども食堂の実施
箇所数が大幅に増加し、地域や
民間団体を主体とした子ども食
堂の開設、安定運営に向けた
バックアップ体制の構築ができ
つつある。
　以上により、特別な支援を要
する子どもや家庭に対し、適切
に対応ができたことから、「順
調」と判断。

【課題】
　特別な支援を要する子どもや
家庭が必要な支援を受けること
ができる環境整備に引き続き取
り組み、市民や企業等に対し周
知を図る必要がある。

　保育所・幼稚園・療育機関へ
の移行が決定した世帯が前年度
より増加(利用者数のうち
H29:64.3%、H30:77.1%）した。
移行支援の結果が出ており、実
利用組数も前年度より7組増加し
ている（H29:28組、H30:35組）
ことから、「順調」と判断。

　子ども食堂の延べ利用者数は
平成29年度と比べ大幅に増加し
ている（H29:1,877人、
H30:7,000人)。また、実施箇所
数に関しては前年度及び中期目
標を大きく上回っており、より
多くの人に利用してもらえたこ
とから「大変順調」と判断。

順調

6,107 11,615

H25年度
比減少

(R1年度)

H28年度
比増加

(R1年度)

前年度比
減少

前年度比
増加

100%
(R1年度)

前年度比
増加

H28年度比
増加

1,736

5,251

41,297

23箇所
(R1年度)

21,297

H25年度
比増加

(R1年度)

7,500

17,528

843

40,997

2,231,196

3,910

2,460,800

　市民や関係機関職員を対象に
児童虐待問題連続講座や児童虐
待対応リーダー養成研修等の啓
発事業に取り組んだことが、虐
待通告への意識の向上につな
がった。
　虐待通告への意識の高まりな
どを背景に、児童虐待相談対応
件数は年々増加しているが、児
童の所属先や病院、警察等、関
係機関との連携強化により、支
援対象児童等の早期発見や適切
な保護を図る体制づくりは進ん
でいることから「順調」と判
断。

大変
順調

　小規模の落ち着いた環境の中
で入所児童が生活することがで
きている。
　平成30年度に8カ所の地域小規
模児童養護施設・小規模グルー
プケアが新設され、令和元年度
の中期目標を前倒しで達成でき
た。
　以上のことから「大変順調」
と判断。

　ひとり親家庭に対しては、自
立に必要な制度や事業を確実に
活用できるよう、情報提供を充
実するとともに、引き続き総合
的な支援を行っていく。
　家庭的養護を推進するための
小規模グループケア、地域小規
模児童養護施設の設置を進める
とともに、子どもたちへの支援
をさらに充実するため、職員の
資質の向上等を図る。また、就
職・進学に際し、児童が希望す
る進路を選択できるよう、自立
に向けた支援を行う。
　平成31年4月1日に施行された
「北九州市子どもを虐待から守
る条例」に基づき、児童虐待の
未然防止に取り組む。また、児
童虐待が深刻化する前に早期発
見・早期対応に取り組み、子ど
もの安全を守るための一時保護
や被虐待児のケア、家族再統合
に向けた保護者への支援等を行
うことで児童虐待の防止に努め
るほか、子どもの心のケアに重
点を置いた取り組みを強化す
る。
　民間を主体とした「子ども食
堂」の活動をさらに広げるた
め、引き続き取組を市民や企業
等に周知し、支援の輪を広げて
いく。

大変
順調

順調

母子・父子福祉セ
ンター運営事業

子育
て支
援課

児童養護施設等措
置費

前年度
(918件)
比減少

10,011人
(H25年
度)

地域小規模児童養護
施設・小規模グルー
プケアの実施箇所数

※「現状値」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画）
【H27～R1年度】」
掲載内容

前年度
(16箇所)
比増加

380件
(H25年
度)

11箇所
(H25年
度)

前年度比
(11,323

人)
増加

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

H28年度
（6箇所）
比増加
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.01 人

実
績

13,913 件 7,520 件
係
長

0.10 人

達
成
率

103.5 ％ 54.1 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

413
団
体

426
団
体

係
長

0.30 人

達
成
率

108.1 ％ 103.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

440
施
設

440
施
設

課
長

0.10 人

実
績

424
施
設

447
施
設

係
長

0.10 人

達
成
率

96.4 ％ 101.6 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.06 人

実
績

91.4 ％ 93.3 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

107.0 ％ 102.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

97 ％ 97 ％
課
長

0.05 人

実
績

98 ％ 98.5 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

101.0 ％ 101.5 ％
職
員

0.50 人

市内で活動する育児
サークル等の団体数

※「現状値」及び「中
期目標」は「育児サー
クル・フリースペース
実態調査」による数値

　本市の幼児教育の振興
と子育て支援機能の強化
を図るため、私立幼稚園
での幼児教育環境の整備
（施設の設備や備品・教
材等の購入など）や預か
り保育、子育て相談、体
験保育などの子育て支援
機能の充実に対する助成
を行う。

4,400

6,190335,073

635

1,300

328,322

910 148

1,865

Ⅰ-1-(1)-
⑥
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

ほっと子育てふれ
あい事業

25

28

26

みんなの子育て・
親育ち支援事業

幼児教育の振興・
子育て支援機能の
充実

幼稚
園・
こど
も園
課

赤ちゃんの駅登録
事業

幼稚
園・
こど
も園
課

保育所、幼稚園、
小学校の連携

子育
て支
援課

総務
企画
課

子育
て支
援課

　官民が協力して、乳幼
児を持つ保護者が外出し
た際、授乳やオムツ替え
ができる施設を「赤ちゃ
んの駅」として登録し、
子育て中の親が安心して
外出できる環境づくりを
行う。

　乳幼児の親同士が交流
を通じて、自主的な活動
を行えるよう育児サーク
ルを支援する。また、自
由に参加・利用できるフ
リースペースの活動を支
援するとともに、地域で
子育てをしやすいシステ
ムづくり、仲間づくりを
支援する。

幼稚園に対する満足
度
（教育・保育の内
容）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

相互援助活動件数

353施設
(H25年
度)

24

27

1,544

Ⅰ-1-(2)-
① 
幼児教育
の充実

14,677

前年度
(85.4%)
比向上

H25年度
比向上

(R1年度)
341,402

97%
(H25年
度)

保幼小連携事業を実
施する保育所、幼稚
園、小学校の割合

順調

　身近な地域における子育てを
支えるネットワークづくりやお
互いの助け合い、民間事業者と
の連携など、地域社会全体で子
育てを支援する環境づくりを進
める。また、子育て家庭の状況
に応じて、必要な人に必要な支
援を適切に行う環境づくりを進
める。

順調

7,825

5,337 6,400

　幼児教育充実のため、引き続
き、保育所、幼稚園等と小学校
間が連携し、保育所・幼稚園等
の保育環境から、小学校の学習
環境への円滑な接続を図る。
　特別な支援が必要な子どもへ
の対応の充実にも引き続き取り
組む。

　保幼小連携事業を実施する保
育所、幼稚園、小学校の割合は
目標を達成したため、「順調」
と判断。

順調

順調

前年度比
向上

98%
(R1年度)

91.3%
(H25年
度)

前年度
(382団体)
比増加

H25年度
比増加

(R1年度)

前年度比
増加

400施設
(R1年度)

330団体
(H25年
度)

　仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボラン
ティア組織「ほっと子育
てふれあいセンター」の
会員間で子どもの預かり
や送迎など、子育て支援
サービスの充実を図る。

H25年度
比増加

(R1年度)

16,892件
（H25年
度)

前年度
(13,437

件)
比増加

前年度比
増加

　保育所、幼稚園の保育
環境から小学校の学習環
境への円滑な接続を図る
ため、公私、保幼小の代
表者で構成する「保幼小
連携推進連絡協議会」を
設置し、年2回協議を行
う。また、保幼小連携担
当者を対象に研修会を実
施する。

「赤ちゃんの駅」登
録施設数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

13,100

5,552

【評価理由】
　全私立幼稚園において幼児教
育振興助成補助金等が活用さ
れ、また全施設において預かり
保育を実施するなど子育て支援
事業の充実が図れた。
　保幼小連携事業を実施する施
設の割合は高い水準を維持して
いる。
　上記の取り組みにより、幼稚
園に対する満足度は前年度に比
べ向上したことから、「順調」
と判断。

【課題】
　本市の幼児教育のさらなる振
興を図るため、私立幼稚園への
助成制度を継続することが必
要。
　校区により保幼小連携の内容
や頻度にばらつきが見られるた
め、連携をより組織的・体系的
に進めることが必要。

14,874

6,429

1,058

　赤ちゃんの駅の登録施設数
は、前年度比増となり、目標を
上回った。
　また、本市発祥のシンボル
マークを使用している自治体も1
自治体増の72自治体となっ
た。
　以上により「順調」と判
断。

　幼児教育振興助成補助金等を
交付し、施設の設備や備品等の
購入など全私立幼稚園で活用さ
れ、幼児教育環境の充実に寄与
している。
　また、全施設において、預か
り保育を実施するなど子育て支
援事業を実施した。さらに各施
設において、地域の保護者の
ニーズに応じた子育て支援事業
を実施していることから、「順
調」と判断。

順調

　平成30年度から、国の方針に
より活動件数の集計方法が変更
されたため、件数は減少となっ
ているが、実質的には、平成29
年度と同程度の活動件数を維持
しているため、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　ほっと子育てふれあい事業の
活動は平成29年度と同程度に行
われており順調で、親同士の交
流や子どもの遊び・体験活動、
地域との交流、子育てについて
の勉強会など、自主的な活動が
広まっている。
　また、赤ちゃんの駅登録数は
順調に増えており、子育て中の
親が安心して外出できる環境づ
くりが着実に進んでいる。
　このように各種団体や企業な
どと連携した子育て支援の取組
に広がりを見せていることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、地域社会全体で子
育てを支援する環境づくりを進
めることが必要。

順調

　申請のあった子育てに関わる
団体全てに補助金を交付できて
おり、地域の子育て支援のニー
ズに沿った事業と判断される。
　また、市内で活動する育児
サークル等の団体数が前年度比
13団体増の426団体となり、親同
士の交流や子どもの遊び・体験
活動、地域との交流、子育てに
ついての勉強会など、自主的な
活動が広まっている。
　以上のことから、「順調」と
判断。
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

5,387 人 7,116 人
係
長

1.00 人

達
成
率

93.9 ％ 132.1 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

71,514 人 72,160 人
係
長

0.10 人

達
成
率

102.6 ％ 100.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

400 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

390 人 437 人
係
長

0.30 人

達
成
率

97.5 ％ 97.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

5.4 人 3.8 人

達
成
率

115.6 ％ 129.6 ％

目
標

実
績

208 社 234 社

達
成
率

112.4 ％ 112.5 ％

6,400

11,150

H25年度
比増加

(R1年度)

7.0人
(R1年)

【評価理由】
　青少年ボランティアステー
ション推進事業では、年間を通
じてボランティア活動情報の提
供や活動調整、活動支援に努
め、社会体験活動の機会や場所
の提供ができた。
　ユースステーションでは、指
定管理者による、新たな主催事
業も開催され、子どもや若者が
豊かな社会性を身につけ、自立
できる力を育むための環境づく
りを進めた。
　ひきこもり等悩みや課題を抱
える子どもや若者とその家族等
に対する総合的なサポートや非
行防止教室の実施等青少年の非
行防止や立ち直り支援を推進し
た。
　重篤化が懸念される非行事案
などに対し、警察、子ども総合
センターなどの関係機関と情報
を共有することで連携し、迅速
に対応した。
　以上により、「順調」と判
断。

【課題】
　若者一人ひとりの状況に応じ
た支援の充実が必要。

順調

　利用者数は前年度比増とな
り、新たな主催事業も開催され
ていることから「順調」と判
断。

順調

　「YELL」来所相談者の就業
等実績は順調に増えているた
め（H29:53人、H30:47人）、
「順調」と判断。

32,979

45,51345,591

35,700

1,804

前年度
比同水準

H25年度
比増加

(R1年度)

23,773

45,602

23,806

1,756

23,772

29
青少
年課

青少年ボランティ
アステーション推
進事業

　中学生・高校生を中心
とした若者の活動拠点と
なり、社会参加準備のた
めのさまざまな活動を体
験することができる施設
として「ユースステー
ション」の運営を行う。

「YELL」来所相談者
の就業等実績（累計
数）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人員
を表す非行者率（暦
年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

31,059

北九州市協力雇用主
登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

係
長39,950

職
員

「北九州市『青少
年の非行を生まな
い地域づくり』推
進本部」運営事業

31

32

30

子ども・若者応援
センター「YELL」
の運営

「ユースステー
ション」運営費

Ⅰ-1-(4)-
①
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

青少年ボランティア
ステーションにおけ
るボランティア体験
活動者数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～31年度】」
掲載内容

前年度
比増加

前年度
比増加

63,794人
(H25年
度)

11.0人
(H25年)

順調

1,672

人

人

1.30

順調

2.00

2,900

222人
(H25年
度)

前年度
(185社)
比同水準

81社
(H25年
度)

前年
(6.4人)
比減少

前年度
(69,701

人)
比増加

前年比
減少

500人
(R1年度)

H25年度
比増加
（R1年
度)

前年度
(5,734人)
比増加

6,342人
(H25年
度)

ユースステーション
の利用者数

青少
年課

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち直
り』支援」「Ⅲ薬物乱用
の防止と啓発」「Ⅳ地域
団体・関係機関との連携
強化」の４つの柱をた
て、就労支援の取り組み
を強化するなど、青少年
の非行防止施策を総合的
かつ積極的に展開する。

　社会の構成員としての
規範意識や他者への思い
やり等の豊かな人間性を
育むとともに、社会性や
協調性等を身に付けるこ
とができるよう、青少年
が行うボランティア活動
を支援・促進する。

青少
年課

　不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登校
やひきこもり等、雇用情
勢の悪化や経済的格差の
拡大、家族や周囲との円
滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来
を見通せない不安の中
で、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている
子ども・若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱え
る子どもや若者を総合的
にサポート（コーディ
ネート）していく総合相
談窓口『子ども・若者応
援センター「YELL」』に
おいて、自立を支援す
る。

青少
年課

人

1.00

課
長

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成30年度は、八幡東区
(7校)、八幡西区(15校)を対
象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップインセン
ター」の運営や、非行歴のあ
る青少年の立ち直り支援の一
つである協力雇用主による就
労支援など、様々な事業に取
り組むことにより、非行者率
を減少させることができたた
め、「順調」と判断。

順調

　青少年のボランティア体験活
動者数が前年度より増加し、目
標値を上回り、青少年に対して
貴重な社会体験活動の機会や場
所を提供できていると考えられ
るため、「順調」と判断。

　次代を担う青少年が社会との
関わりを自覚し、自己を確立・
向上していけるよう、引き続
き、ボランティア活動を通じた
豊富な体験活動プログラムの提
供と活動支援を進めていく。
　若者の状況に応じて、適切な
時期に的確な支援機関につなげ
られるよう、関係機関との連携
をさらに強化していく。
　青少年を有害環境から守るた
め、地域と連携し、有害環境の
浄化とともに、非行防止に取り
組む。
　警察や薬剤師会、地域団体等
との連携を図り、薬物乱用防止
教室や各種キャンペーン等を行
い、危険ドラッグをはじめとす
る薬物乱用の撲滅機運を高める
ための取り組みを推進する。
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

2,897 件 2,561 件
係
長

0.50 人

達
成
率

119.0 ％ 88.4 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

9 人
係
長

0.50 人

達
成
率

225.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

400 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

390 人 437 人
係
長

0.30 人

達
成
率

97.5 ％ 97.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

5.4 人 3.8 人

達
成
率

115.6 ％ 129.6 ％

目
標

実
績

208 社 234 社

達
成
率

112.4 ％ 112.5 ％

青少
年課

青少
年課

　不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登校
やひきこもり等、雇用情
勢の悪化や経済的格差の
拡大、家族や周囲との円
滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来
を見通せない不安の中
で、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている
子ども・若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱え
る子どもや若者を総合的
にサポート（コーディ
ネート）していく総合相
談窓口『子ども・若者応
援センター「YELL」』に
おいて、自立を支援す
る。

子ども・若者応援
センター「YELL」
の運営

青少
年課

青少
年課

係
長

9,900
2,366件
(H25年
度)

H28年度
比増加

(R1年度)

Ⅰ-1-(4)-
③ 
若者の自
立支援

36

35

33

39,950

　「YELL」来所相談者数は前
年度から若干減少したもの
の、来所相談者の就業等実績
は順調に増えているため
（H29:53人、H30:47人）、
「順調」と判断。

　「YELL」来所相談者の就業
等実績は順調に増えているた
め（H29:53人、H30:47人）、
「順調」と判断。

順調

人

人

1.30

1.00 人

2.00

35,700

2,443

H25年度
比増加

(R1年度)

前年
(6.4人)
比減少

H25年度
比増加

(R1年度)

23,773

前年度
比同水準

課
長

6,400

9,900

31,059

23,77223,806

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち直
り』支援」「Ⅲ薬物乱用
の防止と啓発」「Ⅳ地域
団体・関係機関との連携
強化」の４つの柱をた
て、就労支援の取り組み
を強化するなど、青少年
の非行防止施策を総合的
かつ積極的に展開する。

32,979

前年度
(185社)
比同水準

不登校状態の子ど
もに寄り添った次
への一歩応援事業

34

若者のための応援
環境づくり推進事
業

2,290

―

7.0人
(R1年)

5,000 4,590

2,276

職
員

500人
(R1年度)

222人
(H25年
度)

北九州市協力雇用主
登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

「YELL」来所相談者
の就業等実績（累計
数）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

11.0人
(H25年)

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人員
を表す非行者率（暦
年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

81社
(H25年
度)

前年比
減少

前年度
(2,435件)
比増加

前年度比
増加

5人
(H28年
度)

伴走支援を行った結
果、改善が見られた
人数

子ども・若者応援セ
ンター「YELL」の相
談件数

　不登校状態にある中学
生を対象に、卒業後に孤
立することがないよう、
訪問支援等を通じて一人
ひとりに寄り添った伴走
型支援を行う。

　不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登校
やひきこもり等、雇用情
勢の悪化や経済的格差の
拡大、家族や周囲との円
滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来
を見通せない不安の中
で、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている
子ども・若者が増加して
いる。そこで、若者のた
めの応援環境づくりを推
進する。

順調

順調

　高校進学や親子関係改善等、
状態が好転した生徒が増加した
ため、「大変順調」と判断。

【評価理由】
　不登校状態の子どもに対し
て、伴走支援を行い、改善が見
られた。
　「子ども・若者応援センター
『YELL』」の来所相談者の就業
等実績が順調に増えており、若
者の自立が進んでいる。
　よって、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている若者に
対し、自立を支援する環境づく
りを進めることができたことか
ら、「順調」と判断。
　
【課題】
　社会生活を円滑に営む上で、
困難を抱えている若者の割合が
増えており、今後も、継続的な
支援が必要。

順調

　現代の若者の悩みやトラブル
は複合化・複雑化しており、不
安定な雇用やニート（若年無業
者）、ひきこもりなどに対応す
るためには、従来の個別分野に
おける対応では限界がある。若
者が自立できるまで、継続性の
ある有効な支援を行っていくた
め、教育、福祉、保健・医療、
矯正・更生保護、雇用等の関連
機関・団体が連携し、若者を総
合的にサポートする環境づくり
を行う。
　警察や保護司会、協力雇用主
会等、関係機関・団体との連携
を図り、非行相談や、家庭環境
等に問題を抱える青少年の居場
所づくり、非行歴のある青少年
の就労支援等、地域の理解を深
め、非行からの立ち直りを支え
るための取り組みを推進する。

大変
順調

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成30年度は、八幡東区
(7校)、八幡西区(15校)を対
象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップインセン
ター」の運営や、非行歴のあ
る青少年の立ち直り支援の一
つである協力雇用主による就
労支援など、様々な事業に取
り組むことにより、非行者率
を減少させることができたた
め、「順調」と判断。

「北九州市『青少
年の非行を生まな
い地域づくり』推
進本部」運営事業

前年度
（5人）
比増加
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

5.4 人 3.8 人

達
成
率

115.6 ％ 129.6 ％

目
標

実
績

208 社 234 社

達
成
率

112.4 ％ 112.5 ％

青少
年課

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち直
り』支援」「Ⅲ薬物乱用
の防止と啓発」「Ⅳ地域
団体・関係機関との連携
強化」の４つの柱をた
て、就労支援の取り組み
を強化するなど、青少年
の非行防止施策を総合的
かつ積極的に展開する。

「北九州市『青少
年の非行を生まな
い地域づくり』推
進本部」運営事業

11.0人
(H25年)

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人員
を表す非行者率（暦
年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

課
長

81社
(H25年
度)

人

順調

人

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成30年度は、八幡東区
(7校)、八幡西区(15校)を対
象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップインセン
ター」の運営や、非行歴のあ
る青少年の立ち直り支援の一
つである協力雇用主による就
労支援など、様々な事業に取
り組むことにより、非行者率
を減少させることができたた
め、「順調」と判断。

2.00

1.30

人1.0031,059

前年度
(185社)
比同水準

前年度
比同水準

35,700

前年
(6.4人)
比減少

職
員

係
長39,95032,979

H25年度
比増加

(R1年度)

Ⅱ-1-(3)-
⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

37

前年比
減少

【評価理由】
　関係行政機関、団体の連携
が図られ、各種施策を計画ど
おりに進めることができた。
　また、非行者率が減少する
など、地域社会全体で青少年
を健やかに育む環境づくりを
進められたことから、「順
調」と判断。

【課題】
　引き続き非行防止・立ち直
り支援を重点的に取り組むこ
とが必要。

7.0人
(R1年)

北九州市協力雇用主
登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、危険ドラッグをは
じめとする薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

順調
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子ども家庭局

平成30年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

H30年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

主要事業
所管課名

人数

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

1.00 人

実
績

1,139 件 1,487 件
係
長

2.00 人

達
成
率

75.9 ％ 69.4 ％
職
員

3.00 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

46 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

127.8 ％ 102.2 ％
職
員

0.15 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

1,139 件 1,487 件
係
長

0.10 人

達
成
率

75.9 ％ 69.4 ％
職
員

0.60 人

目
標

2
箇
所

2
箇
所

実
績

2
箇
所

2
箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

154
箇
所

156
箇
所

実
績

152
箇
所

154
箇
所

達
成
率

98.7 ％ 98.7 ％

目
標

81
箇
所

84
箇
所

実
績

78
箇
所

83
箇
所

達
成
率

96.3 ％ 98.8 ％

職
員

3,650

課
長

6,075

Ⅳ-3-(2)-
②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

147箇所
(H25年
度)

41

　平成30年度の延長保育全体の
延べ利用児童数は16,119人で
あった。
　また、一時保育事業について
は、5施設が新規に開始し、その
結果、83箇所において年間延べ
19,864人が利用し、多様化する
就労形態への対応として高い効
果があったことを踏まえ「順
調」と判断。

0.10

　警察及び学校等からの通告件
数の増加に伴い、児童虐待対応
件数は増加傾向にある。
　子ども・家庭相談コーナーで
は子ども総合センターや警察を
はじめ、関係機関と連携しなが
ら相談内容に応じた支援・対応
を行っていることから「順調」
と判断。

人

　引き続き、小児救急病院に児
童虐待専門コーディネーターを
配置し、医療機関からの通告は
平成29年度比で微増となってい
る。また、児童虐待対応のため
の医療関係者への研修につい
て、受講者の理解を深めるた
め、講義形式から実践的なロー
ルプレイ方式への見直しを行っ
ていることから「順調」と判
断。

順調

人

順調

人

順調

係
長

0.10

0.20
一時保育事業の実施
施設数

0箇所
(H25年
度)

午後8時まで延長保
育を実施する保育所
の施設数

午後7時まで延長保
育を実施する施設数

15件
(H25年
度)

前年度比
増加

H25年度
比減少

(R1年度)

H25年度
比増加

(R1年度)

前年度
(918件)
比減少

86箇所
(R1年度)

67箇所
(H25年
度)

前年度比
減少

3箇所
(R1年度)

158箇所
(R1年度)

699,743 617,256

4,313

86,845

2,240

54,000

3,356

85,679

649,181

子ども・家庭相談
コーナー運営事業

子育
て支
援課

91,093

3,091

特別保育事業補助
保育
課

　保護者の就労形態の多
様化等に対応するため、
保育所の保育時間を午後
7時もしくは8時まで延長
する「延長保育」の充実
を図る。また、保護者の
パート就労や育児リフ
レッシュ等の理由によ
り、一時的に家庭での保
育が困難となる児童を保
育所において保育する
「一時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の通
常保育に加え、延長保育
や一時保育においても、
集団保育の可能な障害の
ある児童の受け入れを行
う「障害児保育」の充実
を図る。

前年度
(36件)
比増加

前年度
(918件)
比減少

380件
(H25年
度)

　各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を設
置し、子どもと家庭に関
するあらゆる相談をひと
つの窓口で受け、母子家
庭の自立支援、DV被害者
対応、児童虐待等、それ
ぞれの相談に応じた支
援・対応を行うととも
に、必要に応じて他の機
関のサービス・支援へと
つなげる。

　児童虐待の早期発見、
早期対応につなげるた
め、中核的な小児救急病
院等に児童虐待コーディ
ネーターを配置し、地域
の医療機関から児童虐待
対応に関する相談への助
言を行うなど、医療機関
を中心としたネットワー
クを構築し、児童虐待対
応への必要な体制整備を
行う。

児童虐待相談対応件
数のうち、「医療機
関」からの件数

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

児童虐待防止医療
ネットワーク事業

39

Ⅱ-3-(1)-
④
子どもの
人権の尊
重

40

【評価理由】
　児童虐待の発生予防・早期発
見のため、関係職員に対する研
修会を実施するなど関係機関と
の連携強化を図った。また、児
童虐待対応向上のための教育研
修を実施し、児童虐待対応の体
制整備が進んだ。
　関係機関と連携して、それぞ
れの内容に応じた支援・対応を
行い、相談者の不安や負担感の
軽減ができていると考えてい
る。
　以上により、「順調」と判
断。

【課題】
　児童虐待の早期発見、早期対
応、また発生予防に努め、迅速
かつ適切に対応することはもと
より、虐待を受けた子どもの心
のケアや虐待を行った保護者等
への再発防止策の対応が喫緊の
課題である。
　子どもと家庭に関する相談は
増加傾向にあり、またその内容
は複雑化していることから、
ニーズに応じた研修を行い、相
談員の資質の向上を図る必要が
ある。子育

て支
援課

　平成31年4月1日に施行された
「北九州市子どもを虐待から守
る条例」に基づき、児童虐待の
未然防止に取り組む。また、児
童虐待が深刻化する前に早期
発見・早期対応に取り組み、子
どもの安全を守るための一時保
護や被虐待児のケア、家族再統
合に向けた保護者への支援等
を行うことで児童虐待の防止に
努めるほか、子どもの心のケア
に重点を置いた取り組みを強化
する。
　引き続き、児童虐待対応のた
めの教育研修を実施し、児童虐
待対応のためのネットワークづく
りを進める。
　事業の実施にあたり、計画的
な研修を通じ相談員の資質向上
を図るなど効率的な運営を行う。

順調

順調

　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

　市民や関係機関職員を対象に
児童虐待問題連続講座や児童虐
待対応リーダー養成研修等の啓
発事業に取り組んだことが、虐
待通告への意識の向上につな
がった。
　虐待通告への意識の高まりな
どを背景に、児童虐待相談対応
件数は年々増加しているが、児
童の所属先や病院、警察等、関
係機関との連携強化により、支
援対象児童等の早期発見や適切
な保護を図る体制づくりは進ん
でいることから「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　保護者の働き方や地域の実
情に応じた多様な保育を提供
するため、延長保育や一時保
育、障害児保育といった特別
保育や、病児保育の充実を
図ったことから、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続き、多様化する保育
ニーズの対応に努めることが
必要。

　児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速かつ
適切な保護を行うため、
関係機関との連携強化を
図り、児童虐待の防止等
のために必要な体制を整
備するとともに、関係機
関等の職員の研修及び広
報活動を行う。

380件
(H25年
度)

38
児童虐待防止（子
どもの人権擁護）
推進事業

子ど
も総
合セ
ン
ター

18,005
H25年度
比減少

(R1年度)
17,52821,297

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は「元
気発進！子どもプラ
ン(第２次計画)
【H27～R1年度】」
掲載内容

前年度比
減少
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平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

83.0 ％ 84.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

65.7 ％ 67.5 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

79.2 ％ 80.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

360 回 360 回

実
績

358 回 350 回

達
成
率

99.4 ％ 97.2 ％

目
標

130,000 人 135,000 人

実
績

135,008 人 130,386 人

達
成
率

103.9 ％ 96.6 ％

目
標

5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

4,320 人 4,520 人
係
長

0.30 人

達
成
率

78.5 ％ 82.2 ％
職
員

0.70 人

目
標

10.0 ％ 11.0 ％

実
績

5.2 ％ 5.3 ％

達
成
率

52.0 ％ 48.2 ％

目
標

実
績

達
成
率

　令和2年度は、次期「北九州ア
クションプラン」の策定年度で
ある。現アクションプランの成
果と課題を踏まえ、SDGs達成の
ためのESDとして、既存のESD活
動の継続・強化に加え、更なる
活動の発展に向けたプランの策
定を行う。

【評価理由】
　平成30年度は、国際会議の開
催やESD表彰制度の新設により、
協議会や市内ESD活動者の取組を
国内外に広く発信した。また、
企業向けSDGs研修の実施等、
SDGs達成に向けたESDの実践を促
すことで、「北九州アクション
プラン」の最終年に向けて活動
を強化した。しかしながら、認
知度は依然低調に推移している
ため、ESDの推進の観点から「や
や遅れ」と判断。

【課題】
　SDGs未来都市の実現に向けた
人材育成として、市民に持続可
能な社会づくりを意識してもら
うため、ESDの効果的な広報及び
活動支援の強化を図る。加え
て、新規ステークホルダーの拡
充と、既存のステークホルダー
との連携を強化する。

　現在取り組んでいる、イン
ターネット、印刷物等の様々な
媒体による情報発信を更に充実
させる。また、エコツアーガイ
ドブックの活用方法の工夫等に
より、より効果的な情報発信を
行っていく。

　環境ミュージアム及び北九州
エコハウス維持管理業務につい
ては、近隣施設との連携や、環
境ミュージアムスタッフと環境
学習サポーター、その他団体と
の協働等により活動の充実を図
り、地域環境のリーダーの育成
に取り組む。
　環境人財育成事業について
は、引き続き、環境首都検定の
受検者増加に向けて、企業や多
くの市民が集まる会合などで、
パンフレット等を活用した積極
的なPRを行い、市民全体が環境
に関心を持つきっかけとなるこ
とを目指す。

7,150

0.30

課
長

0.15

係
長75,910

―

―

25,209

5,500人
（R1年
度）

環境ミュージアムサ
ポーターによる出張
ミュージアム回数

H29年度H30年度

75,885

2,605

H30年度

95.0%
(R12年
度)

3,0554,420

施策番号
・施策名

―

No.

アンケート調査にお
けるESD認知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

H29年度

75,875

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

13,958

アンケート調査にお
ける環境活動を行う
市民の割合

26,438

0.60 人
職
員

9,225

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

16,950
やや
遅れ

人

環境ミュージアム利
用者数（単年度）

―

2,424人
（H26年
度）

134,124人
(H26年度)

市民のESD活動の認
識の向上と活動の普
及

北九州市環境首都検
定の受検者数

80回
（H26年
度）

140,000人
(R1年度)

事業評価の成果指標（目標・実績）

360回
(R1年度
まで毎年

度)

―

4.1%
（H23年
度)

65.7%
(H23年
度)

　目標値には達していないもの
の、環境活動を行う市民の割合
は前年度水準を維持しており、
また、エコツアーの実施や情報
誌、SNS等を通じた情報発信を積
極的に行うことができたため、
「順調」と判断。

9,97514,87915,168

24,310

Ⅰ-3-(3)-
① 
北九州環
境みらい
学習シス
テムの推
進

2

　持続可能な社会の構築
を図るため、国連など世
界規模で進められている
「持続可能な開発のため
の教育（ESD）」を、北
九州ESD協議会を中心
に、市民、企業、大学等
と連携しながら推進す
る。
　具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、つ
ながり、既に実践してい
る活動等にESDの視点を
加えて、暮らしや社会の
あり方等を変えていく人
づくり・学びあいの場づ
くりを進める。

環境ミュージアム
及び北九州エコハ
ウス維持管理業務

環境
学習
課

1

Ⅰ-3-(3)-
③ 
ESDの推進

環境
学習
課

4

　本市の恵まれた自然や
充実した環境関連施設等
を結びつけ、多世代の市
民が意欲や能力に応じ
て、エコツアーなどまち
全体で楽しく環境学習が
行える仕組みづくりを行
う。

―

　市民一人ひとりが環境
との関わりを理解し、よ
り良い環境・地域づくり
への意識をもって行動を
起こすことのできる環境
人財を育むため、「環境
首都検定」をはじめとす
る施策に取り組む。

環境
学習
課

Ⅰ-3-(3)-
② 
環境人材
のスキル
アップと
活用

3 環境人財育成事業
環境
学習
課

認識の向
上と活動
の普及

―

11.0%
（H30年
度)

人

職
員

課
長

0.30 人

人

　平成30年度は、国際会議の開
催やESD表彰制度の新設により、
協議会や市内ESD活動者の取組を
国内外に広く発信した。また、
企業向けSDGs研修の実施等、
SDGs達成に向けたESDの実践を促
すことで、「北九州アクション
プラン」の最終年に向けて活動
を強化した。しかしながら、認
知度は依然低調に推移している
ことから「やや遅れ」と判断。

北九州環境みらい
学習システム「ド
コエコ！」推進事
業

ESD活動支援事業

　北九州市の公害克服の
歴史を伝えるとともに、
世界の環境首都を目指し
て市民の環境力を高める
ための環境学習・環境活
動・環境情報の総合拠点
である「環境ミュージア
ム」及び家庭での省エネ
型のライフスタイルを提
案する「北九州エコハウ
ス」等の管理運営及び、
様々なイベント、企画等
により、環境学習や環境
活動の場を提供するも
の。

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

1.00

【評価理由】
　環境ミュージアム及び北九州
エコハウス維持管理業務につい
ては、目標値は未達成であるも
のの前年度同様13万人を超える
利用者が来館しており、イベン
トや企画展、出張ミュージアム
も好評を得ている。
　環境人財育成事業について
は、パンフレット等を活用し、
PRを行った結果、小学校受検を
中心に受検者数が増加し、過去
最高となった。
　以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　環境ミュージアム及び北九州
エコハウス維持管理業務では、
環境ミュージアムスタッフ・環
境学習サポーター・他団体及び
近隣施設等との協働を進めるな
ど、さらに活動の充実化を図る
必要がある。
　環境人財育成事業について
は、環境首都検定の受検者増加
に向けて、パンフレット等を通
じた広報活動を行い、小学校だ
けでなく、一般受検者も増加す
るよう工夫する必要がある。

　利用者数は目標数に達してい
ないものの前年度同様13万人を
超えている。また、環境ミュー
ジアムスタッフと環境学習サ
ポーターの連携によるイベント
や企画展、出張ミュージアムも
概ね目標を達成しているため、
「順調」と判断。

順調

 目標値には達していないもの
の、環境首都検定の受検者数は
増加し、過去最高となったた
め、「順調」と判断。

やや
遅れ

順調

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

順調

順調

【評価理由】
　環境活動を行う市民の割合は
目標値には届かなかったが、環
境学習コンシェルジュを中心
に、エコツアーの実施や、情報
発信等を通じて、多くの市民へ
環境学習に関する情報を提供す
ることができたため、「順調」
と判断。

【課題】
　既存のコンテンツを利用した
情報発信を更に充実させるとと
もに、より効果的な情報発信の
方法を検討する必要がある。

係
長

0.60 人
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平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

7 件 10 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 142.9 ％
職
員

0.60 人

目
標

460 人 460 人
課
長

0.10 人

実
績

1,047 人 902 人
係
長

0.10 人

達
成
率

227.6 ％ 196.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

138,000 人 138,000 人

実
績

136,578 人 130,181 人

達
成
率

99.0 ％ 94.3 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

47 ％ 44.7 ％

達
成
率

78.3 ％ 74.5 ％

目
標

10 件 10 件
課
長

0.05 人

実
績

5 件 4 件
係
長

0.30 人

達
成
率

50.0 ％ 40.0 ％
職
員

0.30 人

　市内で生産されている
環境配慮型製品や環境負
荷低減に寄与するサービ
スを「北九州エコプレミ
アム」として選定し、広
くPRを行うことにより、
その販売促進の支援を行
う。

　誰もが地域でのまち美化清掃
を常日頃から実行するよう意識
づけるため、市民に向けて積極
的に啓発活動を行う。

【評価理由】
　多くの市民がまち美化ボラン
ティア清掃に参加するなど、ま
ち美化活動が市民参加型の事業
として定着し、市民の意識向上
につながっていると考えられる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　清掃参加者が固定化、高齢化
していることへの対策が必要で
ある。特に20～30代の割合が低
いため清掃参加への呼びかけの
工夫が必要である。

　参加者数は目標にはわずかに
届かなかったものの、多くの市
民がまち美化ボランティア清掃
に参加するなど、一定の成果を
収めているため「順調」と判
断。

0.20 人

【評価理由】
　中期目標に向けて選定実績を
増やしているものの、単年度と
しては目標を下回っているた
め、地元製品・サービスの利活
用の推進の観点から、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　効果的なPR策の検討が必要で
ある。

　引き続き、国や国際機関等の
補助事業を活用するとともに、
KITAやJICAなどの関係機関との
連携を図りながら事業を推進し
ていく。

0.05

【評価理由】
　事業件数や研修員受入など、
全ての指標において目標を大幅
に上回ったため、国際協力・交
流の推進という観点から「大変
順調」と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況や新たな
ニーズの把握が必要である。

　平成30年度時点で累計212件
と、中期目標に向けて着実に選
定件数を増やしているものの、
単年度としては目標を下回って
いるため、「やや遅れ」と判
断。

　北九州エコプレミアムの知名
度向上と選定商品・サービスの
PRに引き続き取り組む。

やや
遅れ

3,075 0.10

職
員

3,393

3,898

2,700

累計240件
(R2年度)

60%
(毎年度)

アジアの環境人材育
成のための研修員等
の受講者数（単年
度）

　北九州市空き缶等の散
乱の防止に関する条例
（まち美化条例）に基づ
き、ポイ捨てのない清潔
で美しいまちづくりを推
進するため、市民や企
業、ボランティア団体等
と連携し、まち美化事業
を実施する。
　市民の環境美化に対す
る関心及びモラル・マ
ナーの向上を図り、「世
界の環境首都」に相応し
い清潔で美しいまちづく
りを推進する。

アンケート調査にお
ける地域でのまち美
化清掃実行の割合

9件
累計190件
(H26年度)

460人
（毎年
度）

3,879

3,000

1,403

課
長

係
長

大変
順調

戦略的環境国際協力
事業の件数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

6

Ⅲ-1-(1)-
③ 
まち美化
活動の拡
充

8

Ⅳ-1-(1)-
④ 
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

　アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境改
善の取組を進めることが
できるよう、JICA等国の
支援や連携により、実践
的な国際環境研修事業を
推進していく。
　海外からの研修員を受
け入れることにより、環
境問題解決の一助を担う
とともに、現地の環境改
善や海外諸都市とのネッ
トワーク構築、ひいては
環境国際ビジネスへの事
業展開に繋げる。

業務
課

まち美化等啓発事
業

5

新規環境産業創出
事業（北九州エコ
プレミアム産業創
造事業）

7

北九州エコプレミア
ム選定件数
（単年度）

47%
(H28年
度)

1,209人
（H26年
度）

3,684

アジアの環境人材
育成拠点形成事業

6件
（H26年
度）

まち美化ボランティ
ア清掃参加者数（単
年度）

環境
国際
戦略
課

環境国際協力推進
事業

　途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊か
な市内企業技術者等を諸
外国都市に派遣し、現地
で相手都市も主体的に関
わった実践的な技術指導
を実施する。
　また、国内外の関係機
関と協働・連携した調
査、情報収集や発信を行
うとともに、各種都市間
ネットワークを活用した
プロジェクトを実施す
る。更には市内企業や国
際機関等と密に連携し
て、協力対象国や都市の
「緑の成長」にも資する
環境国際協力を目指す。

Ⅱ-3-(4)-
② 
国際協
力・交流
の推進

131,314人
(H28年度)

138,000
人

(毎年度)

9件
（R1年
度）

3951,080 4,400

5,8253,526

0

2,845

6,650

　902人の研修員等受け入れを実
施し、国内外での研修誘致活動
も6回実施した。目標の研修受入
460人、研修誘致活動3回を大幅
に上回ったため、「大変順調」
と判断。

大変
順調

やや
遅れ

環境
産業
推進
課

環境
国際
戦略
課

人

人

大変
順調

順調

　平成30年度までの累計で10件
の協力事業を実施し、計53回の
現地派遣を実施した。目標の協
力事業7件、現地派遣40回を大幅
に上回ったため、「大変順調」
と判断。

順調
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

4 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

4 件 6 件
係
長

0.40 人

達
成
率

100.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

500 人
課
長

0.10 人

実
績

777 人
係
長

0.30 人

達
成
率

155.4 ％
職
員

0.50 人

目
標

4 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

4 件 6 件
係
長

0.40 人

達
成
率

100.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.50 人―

　ゾーニングマップ及びゾーニ
ングマニュアルに相当する、
ゾーニングガイドラインを作成
することができたことから、
「順調」と判断。

　既に取り組んでいる地域エネ
ルギー関連産業案件4件に加え、
平成30年度は、新たにバイオマ
ス石炭混焼の発電所が2件設置さ
れた。
　計画通り進めることができ、
地域エネルギー関連産業の創出
に寄与していることから「大変
順調」と判断。

―

10件
（H30～
R2年度） 【評価理由】

　地域エネルギー関連産業の取
組みが計画どおりに進んでお
り、また、各種環境調査の実施
やゾーニングガイドラインの作
成など具体的に進めることがで
きたことから、「順調」と判
断。

【課題】
　新たな地域エネルギー産業の
取組について、引き続き、関係
機関や関係団体との円滑な事業
展開に向けた、情報交換等を行
う必要がある。

作成

10,000 7,802

順調

作成

作成

―

　響灘一般海域におい
て、環境省の「風力発電
等に係るゾーニング導入
可能性検討モデル事業」
を活用し、洋上風力発電
の導入可能なエリアを調
査する。各種環境調査の
実施や、ゾーニングマッ
プ、導入マニュアルの作
成など具体的な取組を進
める。

響灘一般海域洋上風
力発電ゾーニングマ
ニュアル及びゾーニ
ングマップの作成

―

作成

61,390

―33,99034,000

順調

　ゾーニングマップ及びゾーニ
ングマニュアルに相当する、
ゾーニングガイドラインを作成
することができたことから、
「順調」と判断。

　平成30年7月に「北九州水素タ
ウン」を再始動し、平成31年3月
からは、関連企業3社が新たな実
証事業を開始している。
　このような同地区での先進的
な取組みが注目を集め、国内外
からの来訪者数が目標を大幅に
超えているため、「大変順調」
と判断。

大変
順調

　引き続き、地域エネルギー戦
略を進め、CO2削減・地域経済の
成長に資するため、風力、バイ
オマス、太陽光などの再生可能
エネルギーの導入に向けた支援
や人材育成を実施し、再生可能
エネルギー導入促進を図る。
　また、水素エネルギーを活用
した北九州東田活性化事業につ
いても引き続き、水素タウンを
水素ビジネスに乗り出す企業の
新たな技術開発に向けた実証
フィールドとして展開してい
く。加えて、企業や他自治体と
の連携を図り、水素の利用状況
や新たな実証について、国内外
に向け先進性をPRしていく。

大変
順調

順調

　引き続き、地域エネルギー戦
略を進め、CO2削減・地域経済の
成長に資するため、風力、バイ
オマス、太陽光などの再生可能
エネルギーの導入に向けた支援
や人材育成を実施し、再生可能
エネルギー導入促進を図る。

大変
順調

大変
順調

―

―

響灘一般
海域洋上
風力発電
ゾーニン
グマニュ
アル及び
ゾーニン
グマップ
の作成
（H30年
度終了）

響灘一般
海域洋上
風力発電
ゾーニン
グマニュ
アル及び
ゾーニン
グマップ
の作成
（H30年
度終了）

10件
（H30～
R2年度）

7,900

11,050

9,000

7,802

地域エネルギー関連
産業の創出や、実証
取組件数
（継続中含む）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

34,000 33,990 ―

10,000

10

12

　響灘一般海域におい
て、環境省の「風力発電
等に係るゾーニング導入
可能性検討モデル事業」
を活用し、洋上風力発電
の導入可能なエリアを調
査する。各種環境調査の
実施や、ゾーニングマッ
プ、導入マニュアルの作
成など具体的な取組を進
める。

Ⅴ-1-(4)-
③ 
安定・安
価で賢い
エネル
ギー網の
構築

次世代資源・エネ
ルギーシステム創
生事業

響灘一般海域洋上
風力発電導入モデ
ル事業

温暖
化対
策課

響灘一般海域洋上
風力発電導入モデ
ル事業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

　地域エネルギー戦略を
進め、CO2削減・地域経
済の成長に資するため、
風力、バイオマス、太陽
光などの再生可能エネル
ギーの導入に向けた支援
や人材育成を実施し、再
生可能エネルギー導入促
進を図る。

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

9

次世代資源・エネ
ルギーシステム創
生事業

13

11

 地域エネルギー戦略を
進め、CO2削減・地域経
済の成長に資するため、
風力、バイオマス、太陽
光などの再生可能エネル
ギーの導入に向けた支援
や人材育成を実施し、再
生可能エネルギー導入促
進を図る。

水素エネルギーを
活用した北九州東
田活性化事業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

地域エネルギー関連
産業の創出や、実証
取組件数
（継続中含む）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

北九州水素タウン来
訪者数（単年度）

響灘一般海域洋上風
力発電ゾーニングマ
ニュアル及びゾーニ
ングマップの作成

500人
（R2年度
まで毎年
度）

8,150

11,050

―

61,390

8,150

　既に取り組んでいる地域エネ
ルギー関連産業案件4件に加え、
平成30年度は、新たにバイオマ
ス石炭混焼の発電所が2件設置さ
れた。
　計画通り進めることができ、
地域エネルギー関連産業の創出
に寄与していることから「大変
順調」と判断。

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

―

　本市の低炭素化と関連
産業の振興を目指し、新
たな「北九州水素タウ
ン」を稼動するととも
に、東京オリンピック・
パラリンピック選手村で
の水素活用との連携をは
じめとして、国内外に向
けた水素利活用の実証・
PR拠点の形成に取り組
む。

8,298

Ⅴ-1-(4)-
②
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

【評価理由】
・次世代資源・エネルギーシス
テム創生事業については、計画
通り進めることができ、地域エ
ネルギー関連産業の創出に寄与
している。
・響灘一般海域洋上風力発電導
入モデル事業については、各種
環境調査の実施やゾーニングガ
イドラインの作成など具体的に
進めることができた。
・水素社会の実現に向け、水素
タウンを再始動したことで、水
素ビジネスに乗り出す企業の新
たな技術開発の実証フィールド
ができた。
・以上のことから、「大変順
調」と判断。

【課題】
　次世代資源・エネルギーシス
テム創生事業については、新た
な地域エネルギー産業の取組に
ついて、引き続き、関係機関や
関係団体との円滑な事業展開に
向けた、情報交換等を行う必要
がある。
　また、水素エネルギーを活用
した北九州東田活性化事業につ
いては、社会実装に向けた実証
事業をさらに進めるとともに、
水素タウンの先進的な取組みを
広くPRする必要がある。
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

106万 人 172万 人

達
成
率

143.2 ％ 232.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

36.0 kg

達
成
率

目
標

137
団
体

137
団
体

実
績

134
団
体

135
団
体

達
成
率

97.8 ％ 98.5 ％

目
標

実
績

27.4 %

達
成
率

14,150

課
長

9,475

職
員

職
員

係
長

196,702 係
長

課
長

16,152

古紙・古着リサイ
クル推進事業

　一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙・古着回収奨励金の交
付等を通じ、市民団体に
よる集団資源（古紙・古
着）回収活動を支援す
る。

順調

【評価理由】
　全国的に紙量が減少してお
り、古紙の集団資源回収量は若
干減少傾向であるが、まちづく
り協議会の参加数は微増してい
る。また、古着についても、集
団資源回収が進んでいることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　集団資源回収について更なる
周知が必要である。

人

順調

人

人

大変
順調

大変
順調

人

　１人あたりの年間古紙回収量
は集計中であるが、まちづくり
協議会の参加数は微増してお
り、また集団資源回収として古
紙だけでなく古着の回収も実施
しその数も増加していることか
ら「順調」と判断。

0.40

　平成28年8月に改定した循環型
社会形成推進基本計画に基づ
き、循環型社会の構築に向けた
取り組みを推進していく。

　民間企業、NPO等の協力を得な
がら、市民にエコなライフスタ
イルを浸透させる効果的な事業
のあり方を検討するとともに、
引き続き経費削減に取り組む。

0.10

人

1.20

【評価理由】
　シンボルイベントは中止と
なったが、市民による環境活動
が、高い水準で継続して活発に
行われていることから、「大変
順調」と判断。

【課題】
　市民による環境活動をさらに
広げるため、環境活動団体の支
援に加え、新たな取組みを生み
出す仕組みづくりが必要であ
る。

人

　毎年秋に開催している「シン
ボルイベント」（市民団体・
NPO・企業・学校・行政などが
ブース出展し、環境活動紹介や
ワークショップなどを通じて、
来場者にエコライフを提案する
イベント）は、台風の影響によ
り中止となったが、エコライフ
ステージの行事数（目標：200行
事、実績：299行事）と参加者数
のどちらも目標を大幅に上回っ
たため、「大変順調」と判断。

132団体
（H26年
度）

―

26.3%
（H26年
度）

50.1kg
（H21年
度）

単年度目
標設定な

し

―

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

―

―

単年度目
標設定な

し

―

―

142.4万
人

（H24年
度）

74万人以
上

―

74万人以
上

55.2kg
(R2年度)

0.15

0.25

224,756

100万人
以上
（R1年
度）

集計中

16,795

市民・企
業・行政
等の交流
による
ネット

ワーク構
築と拡大

全137団体
の参加

（毎年度）

35.0%以上
（R2年
度）

―

――

集計中

Ⅵ-1-(1)-
①
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

14
環境
学習
課

Ⅵ-1-(1)-
② 
地域コ
ミュニ
ティ活動
の支援

15

循環
社会
推進
課

　市民環境力の持続的発
展を目指し、環境モデル
都市を推進する活動への
支援や、市民・NPO、事
業者など地域社会を構成
する各主体が、情報を共
有し、新たな取組を生み
出し、発信・啓発する北
九州エコライフステージ
事業などを行う。

市民環境力支援事
業

古紙回収に取り組む
まちづくり協議会数

一般廃棄物のリサイ
クル率

エコライフステージ
参加者数（単年度）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

市民・企業・行政等
の交流によるネット
ワーク構築と拡大

市民1人あたりの年
間古紙回収量

181,543

8,047

―

0.70
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

463 g

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86.9 ％

実
績

82.7 ％

達
成
率

95.2 ％

目
標

実
績

106万 人 172万 人

達
成
率

143.2 ％ 232.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

360 回 360 回

実
績

358 回 350 回

達
成
率

99.4 ％ 97.2 ％

目
標

130,000 人 135,000 人

実
績

135,008 人 130,386 人

達
成
率

103.9 ％ 96.6 ％

142.4万
人

（H24年
度）

16,152

循環
社会
推進
課

【評価理由】
　シンボルイベントは中止と
なったが、市民による環境活動
が、高い水準で継続して活発に
行われている。
　また、環境ミュージアム及び
北九州エコハウス維持管理業務
については、目標値は未達成で
あるものの前年度同様13万人を
超える利用者が来館しており、
イベントや企画展、出張ミュー
ジアムも好評を得ている。
　以上のことから、交流の場づ
くりと連携の強化に寄与してい
ると考えられるため、｢順調」と
判断。

【課題】
　市民による環境活動をさらに
広げるため、環境活動団体の支
援に加え、新たな取組みを生み
出す仕組みづくりが必要であ
る。
　また、環境ミュージアム及び
北九州エコハウス維持管理業務
では、環境ミュージアムスタッ
フ・環境学習サポーター・他団
体等との協働を進めるなど、利
用者目標数を上回るよう今後も
さらに活動の充実化を図る必要
がある。

　市民1人一日あたりの家庭ごみ
量の平成30年度実績は集計中で
あるが、毎年減少傾向を維持し
ており、また、3Ｒ活動の実施率
も高い水準を維持しているなど
環境意識の醸成及び地域コミュ
ニティの活性化につながってい
ると考えられるため、「順調」
と判断。

順調

人
　毎年秋に開催している「シン
ボルイベント」（市民団体・
NPO・企業・学校・行政などが
ブース出展し、環境活動紹介や
ワークショップなどを通じて、
来場者にエコライフを提案する
イベント）は、台風の影響によ
り中止となったが、エコライフ
ステージの行事数（目標：200行
事、実績：299行事）と参加者数
のどちらも目標を大幅に上回っ
たため、「大変順調」と判断。

人

人

課
長

人

人

75,875

職
員

0.70

職
員

4,575

0.15
課
長

9,4758,047

86.9%
(H28年
度)

74万人以
上

―

―

市民アンケート調査
における3R活動の実
施率

市民・企業・行政等
の交流によるネット
ワーク構築と拡大

―

環境ミュージアムサ
ポーターによる出張
ミュージアム回数

3Rの意識の醸成

環境ミュージアム利
用者数（単年度）

―

―

506g
（H21年
度）

単年度目
標設定な

し

―

―

―

―

100万人以上
（R1年度）

市民・企
業・行政等
の交流によ
るネット
ワーク構築

と拡大

係
長

0.60

職
員

0.15 人

順調

　利用者数は目標数に達してい
ないものの前年度同様13万人を
超えている。また、環境ミュー
ジアムスタッフと環境学習サ
ポーターの連携によるイベント
や企画展、出張ミュージアムも
概ね目標を達成しているため、
「順調」と判断。

　平成28年8月に改定した循環型
社会形成推進基本計画に基づ
き、循環型社会の構築に向けた
取り組みを推進していく。

0.10 順調

0.30 人

人

人

順調

【評価理由】
　成果指標である市民１人一日
あたりの家庭ごみ量の平成30年
度実績は集計中であるが、毎年
減少傾向を維持している。
　地域の特性を活かした自主的
な環境活動の拡大により、地域
の環境特性を活かした取組の推
進につながっていると考えられ
るため、「順調」と判断。

【課題】
・事業参加団体の増減による実
施体制が必要である。

　民間企業、NPO等の協力を得な
がら、市民にエコなライフスタ
イルを浸透させる効果的な事業
のあり方を検討するとともに、
引き続き経費削減に取り組む。
　また、環境ミュージアム及び
北九州エコハウス維持管理業務
については、近隣施設との連携
や、環境ミュージアムスタッフ
と環境学習サポーター、その他
団体との協働等により、活動の
充実や拡がりを目指す。

大変
順調

係
長

0.40

0.05

75,910

16,795

―

―

74万人以
上

―

86.9%
(毎年度)

3Rの意識
の醸成

―

140,000人
(R1年度)

470g以下
（R2年
度）

集計中

単年度目
標設定な

し

―

360回
(R1年度
まで毎年

度)

エコライフステージ
参加者数（単年度）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

80回
（H26年
度）

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

134,124人
(H26年度)

―

―

18

16

Ⅵ-1-(1)-
③ 
地域の環
境特性を
活かした
取組の推
進

地域特性型（メ
ニュー選択方式）
市民環境活動推進
事業

Ⅵ-1-(2)-
① 
交流の場
づくりと
連携の強
化

市民環境力支援事
業

17

　北九州市の公害克服の
歴史を伝えるとともに、
世界の環境首都を目指し
て市民の環境力を高める
ための環境学習・環境活
動・環境情報の総合拠点
である「環境ミュージア
ム」及び家庭での省エネ
型のライフスタイルを提
案する「北九州エコハウ
ス」等の管理運営及び、
様々なイベント、企画等
により、環境学習や環境
活動の場を提供するも
の。

　市民環境力の持続的発
展を目指し、環境モデル
都市を推進する活動への
支援や、市民・NPO、事
業者など地域社会を構成
する各主体が、情報を共
有し、新たな取組を生み
出し、発信・啓発する北
九州エコライフステージ
事業などを行う。

環境
学習
課

環境
学習
課

　地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝リ
サイクル等）を支援する
ことにより、地域におけ
る自主的な環境活動の拡
大と地域コミュニティ活
動の活性化を図る。

9,354 9,400

75,885
係
長

0.25

課
長

9,225

9,405

環境ミュージアム
及び北九州エコハ
ウス維持管理業務
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

10.0 ％ 11.0 ％

実
績

5.2 ％ 5.3 ％

達
成
率

52.0 ％ 48.2 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

4,320 人 4,520 人
係
長

0.30 人

達
成
率

78.5 ％ 82.2 ％
職
員

0.70 人

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

67.1 ％ 67.7 ％

達
成
率

83.9 ％ 84.6 ％

目
標

83.0 ％ 84.0 ％

実
績

65.7 ％ 67.5 ％

達
成
率

79.2 ％ 80.4 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

62.4 ％ 63.5 ％

達
成
率

104.0 ％ 105.8 ％

95.0%
（R12年
度）

60.0%
（R1年
度）

アンケート調査にお
ける環境未来都市選
定の認知度

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

―

80.0%
（H30年
度）

人

15,168 14,879

10,327

5,500人
（R1年
度）

係
長9,547 5,622

65.7%
（H23年
度）

8,700

9,975

0.30
職
員

順調

人

24,310

―

―

――

―

アンケート調査にお
ける環境マスコット
キャラクターの認知
度

アンケート調査にお
ける環境活動を行う
市民の割合

※指標追加
(R1年度目標設定時)

2,424人
（H26年
度）

―

　世界の環境首都を目指
す北九州市の環境施策に
ついて、環境マスコット
キャラクター「ていた
ん」を活用した広報・PR
を継続して行い、市民の
環境意識向上を図る。

市民のESD活動の認
識の向上と活動の普
及

アンケート調査にお
けるESD認知度

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

環境
学習
課

課
長

課
長

係
長

0.60

職
員

　ESD活動支援事業については、
令和2年度は、次期「北九州アク
ションプラン」の策定年度であ
る。現アクションプランの成果
等課題を踏まえ、SDGs達成のた
めのESDとして、既存のESD活動
の継続・強化に加え、更なる活
動の発展に向けたプランの策定
を行う。
　環境人財育成事業について
は、引き続き、環境首都検定の
受検者増加に向けて、企業や多
くの市民が集まる会合などで、
パンフレット等を活用した積極
的なＰＲを行い、市民全体が環
境に関心を持つきっかけとなる
ことを目指す。

【評価理由】
　ESD活動支援事業については、
平成30年度は、国際会議の開催
やESD表彰制度の新設により、協
議会や市内ESD活動者の取組を国
内外に広く発信した。また、企
業向けSDGs研修の実施等、SDGs
達成に向けたESDの実践を促すこ
とで、「北九州アクションプラ
ン」の最終年に向けて活動を強
化した。
　環境人財育成事業について
は、パンフレット等を活用し、
ＰＲを行った結果、小学校受検
を中心に受検者数が増加し、過
去最高となった。
　以上により、あらゆる主体に
よる環境政策への参加の推進の
観点から「順調」と判断。
　
【課題】
　ESD活動支援事業については、
SDGs未来都市の実現に向けた人
材育成として、市民に持続可能
な社会づくりを意識してもらう
ため、ESDの効果的な広報及び活
動支援の強化を図る。加えて、
新規ステークホルダーの拡充
と、既存のステークホルダーと
の連携を強化する。
　環境人財育成事業について
は、環境首都検定の受検者増加
に向けて、パンフレット等を通
じた広報活動を行い、小学校だ
けでなく、一般受検者も増加す
るよう工夫する必要がある。

0.30

0.30

 目標値には達していないもの
の、環境首都検定の受検者数は
増加し、過去最高となったた
め、「順調」と判断。

　アンケート調査における環境
未来都市選定の認知度及び環境
マスコットキャラクターの認知
度は、前年度の水準を維持して
いるため、一定の効果があった
ものとし、「順調」と判断。

【評価理由】
　環境未来都市選定の認知度は
維持しており、環境マスコット
キャラクターを活用した地道な
活動が功を奏してきている。
　環境情報の収集・整備・提供
に寄与していると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　環境マスコットキャラクター
の更なる認知度向上及び市民の
環境活動への意識向上のための
活動が必要である。

　環境マスコットキャラクター
を活用した更なるPR活動や取組
を推進していく。

順調

人

やや
遅れ

順調

　平成30年度は、国際会議の開
催やESD表彰制度の新設により、
協議会や市内ESD活動者の取組を
国内外に広く発信した。また、
企業向けSDGs研修の実施等、
SDGs達成に向けたESDの実践を促
すことで、「北九州アクション
プラン」の最終年に向けて活動
を強化した。しかしながら、認
知度は依然低調に推移している
ことから「やや遅れ」と判断。

順調

11.0%
（H30年
度)

認識の向
上と活動
の普及

52.2%
(H27年
度)

環境未来都市広報
事業

Ⅵ-1-(2)-
③ 
環境情報
の収集・
整備・提
供

環境
学習
課

4.1%
（H23年
度)

67.0%
（H27年
度）

北九州市環境首都検
定の受検者数

20

Ⅵ-1-(2)-
② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

19

　持続可能な社会の構築
を図るため、国連など世
界規模で進められている
「持続可能な開発のため
の教育（ESD）」を、北
九州ESD協議会を中心
に、市民、企業、大学等
と連携しながら推進す
る。
　具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、つ
ながり、既に実践してい
る活動等にESDの視点を
加えて、暮らしや社会の
あり方等を変えていく人
づくり・学びあいの場づ
くりを進める。

環境
学習
課

16,950

人0.30

人25,209

13,958

26,438

21

　市民一人ひとりが環境
との関わりを理解し、よ
り良い環境・地域づくり
への意識をもって行動を
起こすことのできる環境
人財を育むため、「環境
首都検定」をはじめとす
る施策に取り組む。

環境人財育成事業

ESD活動支援事業

人1.00
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

83,327 kl 82,431 kl
課
長

0.05 人

実
績

78,816 kl
係
長

0.20 人

達
成
率

105.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

297,600
千
円

240,000
千
円

実
績

264,540
千
円

200,114
千
円

達
成
率

88.9 ％ 83.4 ％

目
標

62 件 47 件

実
績

50 件 41 件

達
成
率

80.6 ％ 87.2 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

35 件 36 件
課
長

0.03 人

実
績

34 件 36 件
係
長

0.20 人

達
成
率

97.1 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

単年度目
標設定な

し

―

0.20

0.30

85,500

7,515

人

5,575

職
員

3,650

人0.05

4,595

4,825

順調

H22年度総
エネルギー
使用量実績
（原油換算
89,599kl)

―

集計中

温暖
化対
策課

　新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発費
の一部助成により、中小
企業をはじめとした地元
企業等に技術開発の機会
を提供するとともに、本
市における環境分野の技
術の集積を促す。

環境
産業
推進
課

　環境モデル都市として
の市役所の率先垂範を実
践し、省エネ法及び温対
法の規制へ対応するた
め、平成23年度から実施
している本事業により市
役所の環境・エネルギー
対策を行い、更なる省エ
ネ・節電を推進する。

　平成28年8月に策定し
た「北九州市地球温暖化
対策実行計画・環境モデ
ル都市行動計画」（温対
計画）に掲げた目標の着
実な達成に向け、市民、
事業者、行政がこれまで
以上に計画的かつ効果的
に取組を推進する必要が
あるため、各種調査及び
啓発事業の強化等を行
う。

　工場や事業所における
一層の省エネルギー対策
を推進するため、省エネ
設備や新エネ設備、エネ
ルギーの見える化設備を
設置する市内の中小企業
等に対し、設置費用の一
部を補助する事業を実施
する。 補助金活用件数

（件）

市有施設のエネル
ギー消費原単位の改
善

省エネ投資額
（千円）

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

本助成事業で助成し
た研究開発の事業化
数（累計）

　総エネルギー使用量の平成30
年度実績は集計中であるが、市
有施設の省エネ機器への更新を
支援するとともに、省エネ
チェックリストの活用を実施
し、活動の好事例を全局に情報
発信することにより、全庁的な
省エネ・節電活動の徹底を図っ
た。
　また、平成30年度より省エネ
診断を実施し、対象施設と意見
交換することで、更なる省エ
ネ・節電を進めた。
　これらのことから、「順調」
と判断。

　平成30年度までの累計で助成
件数100件のうち、事業化した件
数が36件で、事業化率は36％
だった。(一般的な研究開発助成
の事業化率は、10%程度)
　また、採択状況についても、
着実に件数を伸ばしており「順
調」と判断。

　省エネ投資額及び補助金活用
件数は、目標を下回ったが、
80％以上を達成しており、市内
中小企業等の省エネは推進され
ている。また、エネルギーの削
減量では、前年度を上回る予定
である。
　上記の理由より、「順調」と
判断。

　引き続き、市民や中小企業等
に対し、省エネ・節電の取組に
ついて働きかけを行うととも
に、市役所の省エネ推進を全庁
的に進める。

【評価理由】
　北九州市役所環境・エネル
ギープロジェクト推進事業につ
いては、平成30年度実績を集計
中であるが、市有施設の省エネ
設備への更新等により、CO2削減
の成果が見込まれる。
　次世代エネルギー設備導入促
進事業については、中小企業等
の省エネ設備への更新は着実に
進んでおり、これまで一定の成
果を収めている。
　地球温暖化対策推進事業につ
いては、温対計画に掲げた目標
の達成に向け、市民・事業者向
けの各種事業展開を図ってい
る。以上の理由から、総合的に
「順調」と判断。

【課題】
　低炭素社会の構築のために
は、さらに積極的な啓発等を
行っていく必要があるととも
に、次世代エネルギー設備導入
促進事業では、補助事業により
高まった事業者の省エネ意識を
維持・向上させることが課題で
ある。

【評価理由】
　累計事業化率が36%と他の研究
開発助成に比べ大変高い数値で
あり、低炭素社会に貢献する技
術開発、製品・サービス提供拠
点の形成に寄与していると考え
られるため、「順調」と判断。

【課題】
　環境未来技術開発助成を通じ
た次世代資源循環型産業拠点形
成は、「北九州市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の一つで
あり、今後、更に市内企業等支
援に注力していく必要がある。

順調

順調

　産業界においては、依然とし
て研究開発意欲が高い。
　旺盛な研究開発ニーズに対し
て効果的に助成を行うとともに
国等の研究開発予算の活用を進
める。

順調

順調

順調

　国が進める「COOL CHOICE」を
旗印にして、市民に対し年間を
通じた啓発事業を拡充して実施
し、世帯当たりのエネルギー消
費量等は大きく改善している。
また、大規模事業所への訪問調
査件数が増加したことから、
「順調」と判断。

R2年度に
126万㌧
（△8%）
（温対計画
に掲げる目

標）

累計
200件
（H28～
R2年度）

CO2削減
量18万㌧
（H26年
度）

CO2削減量（万㌧）

27件
（H26年
度）

61件
（H28年
度)

R2年度まで
にH22年度

比
10%減

（エネル
ギー使用量
原油換算
80,639kl）

37件
（R2年
度）

累計
1,000,000

千円
（H28～R2
年度）

7,880

99,798

47,868

8,625

8,057

85,173

Ⅵ-2-(2)-
② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

25

次世代エネルギー
設備導入促進事業

23

22

Ⅵ-2-(2)-
① 
市民・企
業などに
よるCO2削
減

北九州市役所環
境・エネルギープ
ロジェクト推進事
業

24

336,998千
円

（H28年
度）

単年度目
標設定な

し

―

――

地球温暖化対策推
進事業

環境未来技術開発
助成事業

人

課
長

係
長

9,000 7,367

45,050 44,036
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

36.0 kg

達
成
率

目
標

137
団
体

137
団
体

実
績

134
団
体

135
団
体

達
成
率

97.8 ％ 98.5 ％

目
標

実
績

27.4 %

達
成
率

目
標

実
績

463 g

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86.9 ％

実
績

82.7 ％

達
成
率

95.2 ％

単年度目
標設定な

し

0.40

14,150
係
長

人

課
長

職
員

職
員

係
長

課
長

　１人あたりの年間古紙回収量
は集計中であるが、まちづくり
協議会の参加数は微増してお
り、また集団資源回収として古
紙だけでなく古着の回収も実施
しその数も増加していることか
ら「順調」と判断。

人

　市民1人一日あたりの家庭ごみ
量の平成30年度実績は集計中で
あるが、毎年減少傾向を維持し
ており、また、3R活動の実施率
も高い水準を維持しているなど
環境意識の醸成及び地域コミュ
ニティの活性化につながってい
ると考えられるため、「順調」
と判断。

1.20

0.40

一般廃棄物のリサイ
クル率

50.1kg
（H21年
度）

循環
社会
推進
課

3Rの意識の醸成

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

市民アンケート調査
における3R活動の実
施率

506g
（H21年
度）

―

―

古紙回収に取り組む
まちづくり協議会数

4,575

人

順調

人

順調人

【評価理由】
　1人あたりの年間古紙回収量は
集計中であるが、まちづくり協
議会の参加数は微増しており、
市民1人一日あたりの家庭ごみ量
は毎年減少傾向を維持してい
る。
　また、市民団体による生ごみ
リサイクル講座や「残しま宣言
運動」の取組みも進んでいる。
　以上のことから、市民環境力
による3R活動の推進に寄与して
いると考えられるため、総合的
に「順調」と判断。

【課題】
　3R活動を推進するため、集団
資源回収について更なる周知
や、事業実施団体の増減による
実施体制の検討、講座への参加
人数の確保を行う必要がある。

順調

86.9%
(H28年
度)

―

―

単年度目
標設定な

し

―

86.9%
(毎年度)

470g以下
（R2年
度）

35.0%以上
（R2年
度）

55.2kg
（R2年
度）

全137団体
の参加

（毎年度）

3Rの意識
の醸成

単年度目
標設定な

し

集計中

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

集計中

―

―

Ⅵ-3-(1)-
① 
市民環境
力による
３Ｒ活動
の推進

　一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙・古着回収奨励金の交
付等を通じ、市民団体に
よる集団資源（古紙・古
着）回収活動を支援す
る。

　地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝リ
サイクル等）を支援する
ことにより、地域におけ
る自主的な環境活動の拡
大と地域コミュニティ活
動の活性化を図る。

―

26.3%
（H26年
度）

―

132団体
（H26年
度）

単年度目
標設定な

し

―

市民1人あたりの年
間古紙回収量

古紙・古着リサイ
クル推進事業

地域特性型（メ
ニュー選択方式）
市民環境活動推進
事業

26

27

循環
社会
推進
課

9,405

人

0.10

0.05

0.10

　平成28年8月に改定した循環型
社会形成推進基本計画に基づ
き、循環型社会の構築に向けた
取り組みを推進していく。

9,354 9,400

196,702181,543224,756

集計中

―

―

―
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

463 g

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86.9 ％

実
績

82.7 ％

達
成
率

95.2 ％

目
標

実
績

27.4 %

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86.9 ％

実
績

82.7 ％

達
成
率

95.2 ％

7,825

人

8,825

課
長

係
長

課
長

0.20

職
員

0.70

職
員

0.05

係
長

―

86.9%
(H28年
度)

―

―

938

順調

人 順調

人

人

人

　事業所へのごみ減量に関する
講習会の実施やごみ分別・処理
ガイドブッグを活用することに
より、ごみ減量意識を高める取
り組みを行った。
　また、市民による3R推進活動
の輪が広がっており、3R意識の
向上が進んでいると考えられる
ため、「順調」と判断。

　事業所に対する一般廃
棄物の減量化等の推進及
び3R活動を行う団体の表
彰等により、3R活動の推
進を図る。

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

―

一般廃棄物のリサイ
クル率

市民アンケート調査
における3R活動の実
施率

86.9%
(H28年
度)

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

集計中

30.4%
（H21年
度）

単年度目
標設定な

し

市民アンケート調査
における3R活動の実
施率

3Rの意識の醸成 ―

―

506g
（H21年
度）

―

―

単年度目
標設定な

し

―

―

―

集計中

―

―

―

―

―

ごみの減量やリサイ
クルなどの3R活動の
推進

86.9%
(毎年度)

3Rの意識
の醸成

86.9%
(毎年度)

3R意識の
醸成

470g以下
（R2年
度）

35.0%以上
（R2年
度）

　食品ロス削減の取組
「残しま宣言」運動の普
及・啓発や、生ごみリサ
イクル講座等の実施に
よって、生ごみの減量
化・資源化を推進する。

―

循環型社会を形成
するための環づく
り支援事業

28

3R活動推進事業

循環
社会
推進
課

循環
社会
推進
課

1,069

0.30

人

0.70

0.05

―

5,081

635

4,211

29

5,617

　食品ロス削減の取組み「残し
ま宣言」運動を行っており、市
民の環境意識の醸成につながっ
ていると考えられる。
　さらに、市民団体「生ごみコ
ンポストアドバイザーの会」が
生ごみリサイクル講座を運営
し、より地域に根ざした活動が
定着してきている。また、新た
な地域での講座も開催している
ため、「順調」と判断。
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

463 g

達
成
率

目
標

実
績

27.4 ％

達
成
率

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 3 件

達
成
率

133.3 ％ 100.0 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

1 件 0 件

達
成
率

50.0 ％ 0.0 ％

目
標

7
億
円

7
億
円

実
績

9
億
円

53
億
円

達
成
率

128.6 ％ 757.1 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

101,796 人 100,014 人

達
成
率

101.8 ％ 100.0 ％

目
標

35 件 36 件
課
長

0.03 人

実
績

34 件 36 件
係
長

0.20 人

達
成
率

97.1 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

課
長

　本市では、「北九州市
循環型社会形成推進基本
計画」（本市の一般廃棄
物処理計画）を策定し、
ごみの減量化・資源化、
適正処理の推進等を行っ
ている。
　本事業では本市のごみ
処理に関する現状を分析
し、より効果的・効率的
な施策や啓発・広報の方
法の検討を行う。

38,250

係
長2,325

職
員

課
長

　資源循環型社会の実現
に向けて、環境産業の集
積化と環境・エネルギー
技術開発の拠点化を図る
ため、企業支援や国等関
係機関との協議のほか、
貸付用地の維持管理を行
う。

課
長

職
員

職
員

4,57513,023

47,868

3.00

7,277
係
長

―

単年度目
標設定な

し

集計中

集計中

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

8,169

253

100,332人
（H26年
度）

2件
（毎年
度）

7億円
（毎年
度）

4件
（H26年
度）

2件
（H26年
度）

9億円
（H26年
度）

本助成事業で助成し
た研究開発の事業化
数（累計）

27件
（H26年
度）

45,050 44,036

　成果指標の一つである優良排
出事業者の認定件数は見直し作
業中によりH30年度は公募を行っ
ていないため、優良排出事業者
の認定件数は0件で、目標を達成
できなかった。
　一方、優良処理業者の認定件
数は目標を達成している。ま
た、産業廃棄物処理業者向けの
講習会の開催や、市内産業廃棄
物動向を把握分析するために例
年実施する産業廃棄物の発生量
の調査に加えて排出事業者及び
処理業者に対してアンケート調
査を実施した。
　産業廃棄物の適正処理・3Rの
推進という事業目的は達成した
と考えられるため、「順調」と
判断。

人

人

人

　引き続き、平成28年8月に改定
した循環型社会形成推進基本計
画に基づき、循環型社会の構築
に向けた取り組みを推進してい
く。

順調

　産廃処理業者及び産廃排出事
業者に対し講習会を行い、適正
処理や産業廃棄物の減量化をは
じめとした3Rについて、普及・
啓発を図る。
　優良産廃処理業者及び優良排
出事業者の認定及び表彰する制
度について見直しを行い、業界
の優良化を進め廃棄物の減量
化・資源化を推進する。

　北九州エコタウン全体のさら
なる発展を目指し、引き続き事
業を推進する。

　産業界においては、依然とし
て研究開発意欲が高い。
　旺盛な研究開発ニーズに対し
て効果的に助成を行うとともに
国等の研究開発予算の活用を進
める。

【評価理由】
　累計事業化率が36%と他の研究
開発助成に比べ大変高い数値で
あり、環境分野における技術開
発の促進に寄与していると考え
られるため、「順調」と判断。

【課題】
　環境未来技術開発助成を通じ
た次世代資源循環型産業拠点形
成は、「北九州市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の一つで
あり、今後、更に市内企業等支
援に注力していく必要がある。

【評価理由】
　優良処理業者の認定件数は目
標を達成しており、産業廃棄物
処理業者向けの講習会の開催
や、市内産業廃棄物動向を把握
分析するための調査を進めてい
ることから、産業廃棄物排出量
の減量化に寄与していると考え
られるため、「順調」と判断。

【課題】
　H30年度から優良産廃処理業者
及び優良排出事業者の認定制度
の見直し作業を行っており、新
制度施行にあたっては、優良産
廃処理業者・排出事業者の育成
を進めていく必要がある。

順調

【評価理由】
　平成30年度はエコタウン事業
による投資額が目標を大幅に上
回っており、次世代資源循環型
産業拠点の形成に寄与している
と考えられるため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　環境未来技術開発助成や国等
の予算を活用しながら、次世代
資源リサイクル拠点の形成を
図っていく必要がある。

　平成30年度は新規認定企業が
あり、投資額が目標を大幅に上
回っていることから、「大変順
調」と判断。

【評価理由】
　市民1人一日あたりの家庭ごみ
量は目標値を達成する見込みで
あり、適正な廃棄物の処理に寄
与していると考えられるため、
「順調」と判断。

【課題】
　一般廃棄物のリサイクル率に
ついては上昇傾向にあるもの
の、目標値達成に向けて、ごみ
の分別の徹底や事業系ごみ対策
などに取り組む必要がある。

順調順調

0.50 人

人

大変
順調

　平成30年度までの累計で助成
件数100件のうち、事業化した件
数が36件で、事業化率は36％
だった。(一般的な研究開発助成
の事業化率は、10%程度)
　また、採択状況についても、
着実に件数を伸ばしており「順
調」と判断。

0.05

0.40

順調

Ⅵ-3-(1)-
② 
適正な廃
棄物の処
理

Ⅵ-3-(2)-
② 
環境分野
における
技術開発
の促進

33

31

　新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発費
の一部助成により、中小
企業をはじめとした地元
企業等に技術開発の機会
を提供するとともに、本
市における環境分野の技
術の集積を促す。

環境
産業
推進
課

32

エコタウン視察者数
（単年度）

優良産廃処理業者の
認定件数（単年度）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

優良排出事業者の認
定件数（単年度）

エコタウン事業によ
る投資額（単年度）

一般廃棄物のリサイ
クル率

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

506g
（H21年
度）

―

30.4%
（H21年
度）

単年度目
標設定な

し

―

37件
（R2年
度）

2件
（R1年度
以降毎年
度）

10万人
（毎年
度）

470g以下
（R2年
度）

35.0%以上
（R2年
度）

　産業廃棄物の適正処
理・3Rを推進するため、
優れた排出事業者・処理
業者への認定やインセン
ティブ付与、排出・処理
動向や将来見通しの分
析・公表、産業廃棄物
3R・適正処理講習会等を
活用した適正処理・3R情
報の普及啓発を実施す
る。

―

Ⅵ-3-(2)-
① 
次世代資
源循環型
産業拠点
の形成

北九州エコタウン
事業

30
「北九州市循環型
社会形成推進基本
計画」推進事業

環境未来技術開発
助成事業

産業廃棄物処理推
進事業

循環
社会
推進
課

産業
廃棄
物対
策課

環境
産業
推進
課

人

人

0.10

係
長

0.10

1.00

0.05

大変
順調

人

　市民1人一日あたりの家庭ごみ
量は順調に減少し、目標値を達
成する見込みであることから
「順調」と判断。

0.1086

4,595

10,873

順調

Ⅵ-3-(1)-
③ 
産業廃棄
物排出量
の減量化

人

846

13,233 7,889
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

27.4 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86.9 ％

実
績

82.7 ％

達
成
率

95.2 ％

目
標

670,000 本 737,000 本

実
績

704,724 本 717,645 本

達
成
率

105.2 ％ 97.4 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

2,700 人 2,700 人

達
成
率

135.0 ％ 135.0 ％

目
標

670,000 本 737,000 本

実
績

704,724 本 717,645 本

達
成
率

105.2 ％ 97.4 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

2,700 人 2,700 人

達
成
率

135.0 ％ 135.0 ％

　事業所に対する一般廃
棄物の減量化等の推進及
び3R活動を行う団体の表
彰等により、3R活動の推
進を図る。

　都市と自然との共生
「豊かな自然の恵みを活
用し　自然と共生するま
ち」を基本理念に、生物
多様性を保全し、将来に
わたって持続可能な形で
利用が可能な都市づくり
を目指す。

生物多様性戦略推
進事業

係
長

課
長

　都市と自然との共生
「豊かな自然の恵みを活
用し　自然と共生するま
ち」を基本理念に、生物
多様性を保全し、将来に
わたって持続可能な形で
利用が可能な都市づくり
を目指す。

86.9%
(毎年度)

―

―

一般廃棄物のリサイ
クル率

市民アンケート調査
における3R活動の実
施率

ごみの減量やリサイ
クルなどの3R活動の
推進

―

―

環境首都100万本植
樹プロジェクト推進
（累計）

657,903本
(H27年度)

自然環境保全活動参
加者数（イベント等
の延べ参加者数）

2,000人
（毎年
度）

自然環境保全活動参
加者数（イベント等
の延べ参加者数）

環境首都100万本植
樹プロジェクト推進
（累計）

―

86.9%
(H28年
度)

集計中

―

16,015

35.0%以上
（R2年
度）

3R意識の
醸成

15,226

0.05

職
員

単年度目
標設定な

し

―

30.4%
（H21年
度）

2,000人
（毎年
度）

657,903本
(H27年度)

―

単年度目
標設定な

し

16,300

7,825

16,708

9381,069

課
長

635 0.20

職
員

16,300

課
長

係
長

順調

順調

0.50

人

人

0.20

1.20

　事業所へのごみ減量に関する
講習会の実施やごみ分別・処理
ガイドブッグを活用することに
より、ごみ減量意識を高める取
り組みを行った。
　また、市民による3R推進活動
の輪が広がっており、3R意識の
向上が進んでいると考えられる
ため、「順調」と判断。

人

人

順調

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の自
主的な活動が不可欠であるた
め、継続して市民やボランティ
ア団体などと協働して自然環境
保全活動を進めていく。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の自
主的な活動が不可欠であるた
め、継続して市民やボランティ
ア団体などと協働し、自然環境
保全活動を進めていく。

順調

　平成28年8月に改定した循環型
社会形成推進基本計画に基づ
き、循環型社会の構築に向けた
取り組みを推進していく。

【評価理由】
　事業者への講習会の開催やガ
イドブッグの活用及び3Ｒ活動推
進表彰を通じて、事業者や市民
の日常生活に3R活動が定着して
おり、環境に配慮する消費者
（グリーンコンシューマー）活
動の推進は進んでいると考えら
れるため、「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続的な啓発活動が必
要。
　また、一般廃棄物大量排出事
業者や大規模事業者などのリサ
イクル向上を図るため、引き続
き事業所に対して必要に応じて
訪問調査等が必要と考える。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取組に
対し多くの人が活動に参加し
た。また、環境首都100万本植樹
プロジェクトによる緑化も順調
に進んでいる。身近に自然を感
じる都市づくりに寄与している
と考えられるため、「順調」と
判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民（特に団体）の自主的
な活動が不可欠であるため、市
として継続的に支援し活性化を
図る。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取組に
対し多くの人が活動に参加し
た。また、環境首都100万本植樹
プロジェクトによる緑化も順調
に進んでいる。多様な自然環
境・生物多様性の保全に寄与し
ていると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民（特に団体）の自主的
な活動が不可欠であるため、市
として継続的に支援し活性化を
図る。

順調

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知を
行った結果、多くの人が活動に
参加した。
　また、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる植樹本数につ
いて、目標には届かなかったも
のの、プロジェクト全体（累計
本数）としては、順調に推移し
ているため、「順調」と判断。

Ⅵ-4-(1)-
① 
多様な自
然環境・
生物多様
性の保全

Ⅵ-3-(3)-
③ 
環境に配
慮する消
費者(グ
リーンコ
ンシュー
マー)活動
の推進

Ⅵ-4-(1)-
② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

35

36

34

16,015

2,000人
（毎年
度）

順調

人

人

人

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知を
行った結果、多くの人が活動に
参加した。
　また、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる植樹本数につ
いて、目標には届かなかったも
のの、プロジェクト全体（累計
本数）としては順調に推移して
いるため、「順調」と判断。

人

―

生物多様性戦略推
進事業

3R活動推進事業

環境
監視
課

環境
監視
課

循環
社会
推進
課

累計
100万本
植樹

（R5年度）

累計
100万本
植樹

（R5年度）

1.20

0.20

2,000人
（毎年
度）

係
長

職
員

0.50

0.70 人

16,70815,226
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.15 人

実
績

2,700 人 2,700 人
係
長

0.25 人

達
成
率

135.0 ％ 135.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

100 人
課
長

0.15 人

実
績

84 人
係
長

0.25 人

達
成
率

84.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

44 t 44 t
係
長

1.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

0 件 0 件

達
成
率

―

―

　絶滅危惧種をはじめ、
500種類以上の動植物が
生息する環境を保全しつ
つ、市民が見て触れて、
自然生態系の仕組みや生
物多様性の重要性などが
学習できる施設として響
灘ビオトープの運営を行
う。

―

―

―

―

―

17,657

―

　

現状の環境
を保全

12,93614,775

自然環境保全活動参
加者数（イベント等
の延べ参加者数）

2,000人
（毎年
度）

エコツーリズム参加
人数（累計）

76ｔ
(H26年
度)

―
大気環境の適正な把
握

廃棄物の不法投棄量
（単年度）

110ｔ以下
（H30年度
以降毎年

度）

50,33658,711

17,657

7,225

59,262
係
長

課
長

15,550

7,225

－

―

―

―

47,293

0.10

6,075

順調人

順調

人

　大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気汚
染状況の常時監視を行う
ため、公害監視センター
と市内に設置した常時監
視測定局から成る測定網
を整備する。常時監視結
果を本市の環境保全の推
進に役立てるとともに、
大気環境の現状把握に努
める。

　環境法令に基づき、大
気汚染や水質汚濁、騒
音・振動の監視測定（環
境モニタリング）などを
行い、環境質の現状を把
握し、維持・向上に努め
る。
　また、市内企業を対象
に、環境モニタリング結
果等を共有し、環境保全
を一層促進するため、環
境モニタリングの結果や
環境法令の概要、また不
適正事案の防止策等に関
するセミナーを実施す
る。

企業の法令順守の徹
底

―

Ⅵ-4-(2)-
① 
生活環境
保全対策
の推進

40

　市内の産業廃棄物の不
法投棄の未然防止や拡大
防止を目的とし、監視パ
トロール、監視カメラ整
備、市民通報員の活用に
より、早期発見・早期撤
去を進めるとともに、警
察と連携して実行者へ厳
しく対処する。

大気汚染常時監視
システム整備保守
事業

41

39

37

Ⅵ-4-(1)-
③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

2,000

　

大気環境の
適正な把握

累計
500人
（H30～
R2年度）

企業の法令
順守の徹底

――

改善命令
0件

　イベントの実施やガイドツ
アーの開催など、市民の環境に
対する意識を高めるきっかけと
なる場を提供し、目標を上回る
参加があったことから、「大変
順調」と判断。

順調

順調

―

38

生態系サービスの
保全と利活用によ
るエコツーリズム
推進事業

産業
廃棄
物対
策課

環境
監視
課

環境
監視
課

環境対策事業

環境
監視
課

環境
監視
課

響灘ビオトープ運
営等事業

不法投棄防止事業

　本市の代表的な自然環
境拠点である平尾台、曽
根干潟について、自然環
境の現況を把握し、その
戦略的な保全と生態系
サービス（文化的価値や
地元産品など）の利活用
を通じて、観光などの地
域振興を図るもの。

―

160t
以下

110ｔ
以下

―

現状の環境を保全

17,657

2,000人
(毎年度) 46,968

13,651

0.90

0.05

8,325

職
員

1,970

人

順調

【評価理由】
　監視パトロール等の実施や警
察との連携による実行者の特定
等により、近年は不法投棄事案
も減少傾向にある。
　また、計画的なモニタリン
グ、正確な測定の継続実施によ
り、生活環境の保全につながっ
ていると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　不法投棄を防止するため、監
視カメラの設置地点の見直しが
必要である。
　また、大気汚染常時監視測定
網の整備・保守を今後も継続す
る必要がある。

順調

　更新計画に基づき、効果的に
測定環境を整備し、正確な測定
を継続実施したため、「順調」
と判断。

　廃棄物の不法投棄は、依然と
してあるものの、投棄量（市に
よる処理量）は昨年度と同等量
であるため、「順調」と判断。

【評価理由】
　響灘ビオトープにおいては、
市民の環境に対する意識を高め
るきっかけとなる場を提供し、
一定の参加があった。
　エコツーリズム推進事業にお
いては、市民と自然とのふれあ
いの推進に寄与し、曽根干潟の
自然環境及び生き物の生息状況
等をまとめたパンフレットを作
成することで、市民への豊かな
自然環境の周知を行えたと考え
られるため、「順調」と判断。

【課題】
　市民への周知方法を体験型ツ
アーなど、よりわかりやすい形
で自然の価値について理解を深
められるよう拡充し、内容の充
実を図る必要がある。

　響灘ビオトープにおいては、
指定管理者制度による民間活力
を利用し、市民と自然とのふれ
あいの場となる環境学習施設と
して継続的な運営を行うととも
に生物の生息環境の保全にも配
慮する。
　新規事業においては、本市の
生態系保全を戦略的に推進し、
自然環境の状況を市民へ分かり
やすい形で周知するため、環境
調査等により、平尾台や曽根干
潟の自然環境の特徴や現況、市
内の希少種の生息状況を把握・
整理する。また、市民参加型の
保全活動やツアー型学習会な
ど、魅力発信や地域振興につな
がる利活用の方法を検討する。

　不法投棄防止に向け、前年度
の取組（監視パトロール等）を
継続するとともに、監視カメラ
の設置場所の見直し及び新設を
行う。
　また、継続して測定網の保
守、計画的なモニタリングを行
い、環境質の現状把握、維持・
向上に努める。

　曽根干潟の調査結果等を分析
した調査結果等のパンフレッ
ト・看板を作成した。
　また、曽根干潟バスツアーな
どのエコツーリズムは、目標に
は届かなかったものの一定の参
加があったため、「順調」と判
断。

　大気、水質、騒音、振動につ
いてモニタリング計画を立て、
測定を実施した。現状の環境の
保全につながっていると判断で
きるため、「順調」と判断。

大変
順調

―

46,813

―

改善命令
0件

102



環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

200 t 200 t

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

570 t 570 t

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

90 台 180 台

実
績

23 台 28 台

達
成
率

25.6 ％ 15.6 ％

目
標

106 t 212 t

実
績

27 t 33 t

達
成
率

25.5 ％ 15.6 ％

目
標

3
箇
所

4
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

3
箇
所

3
箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 75.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

298 件 326 件
係
長

0.80 人

達
成
率

100.7 ％ 91.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

燃料電池自動車への
転換によるCO2削減
量（累計）

公害に関する苦情・
要望件数
（単年度）

水素ステーションの
設置件数(累計)

46

Ⅵ-4-(2)-
④ 
越境大気
汚染対策
の推進

― 17,657 6,075

課
長

4,474 4,6504,798

―

職
員

4,650

4,347

5,000 01,000

770

25,585 20,351

課
長

0.10

468 3,650

　FCVについては、導入補助制度
の幅広いPRやイベントでのFCV展
示などにより普及啓発活動を
行っている。しかしながら、製
造メーカーの供給体制や水素ス
テーションの普及状況などの課
題がある。本市だけでなく、全
国的にもFCVの普及が進んでいな
い状況である(R2年度目標の8％
程度)。
　市内における燃料電池自動車
(FCV)の普及台数は目標値を未達
成のため、「遅れ」と判断。

順調人

人

243件
（H26年
度）

環境
監視
課

燃料電池自動車導
入助成事業

1箇所
（H26年
度）

市内における燃料電
池自動車の普及台数
（累計）

水素エネルギー社
会構築推進事業

エコドライブ・
ノーマイカー普及
推進事業

Ⅵ-4-(2)-
③ 
事業者の
公害防止
に対する
環境管理
の強化

43

Ⅵ-4-(2)-
②
自動車環
境対策の
推進

42

45
工場・事業場監視
事業

大気汚染常時監視
システム整備保守
事業

　大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気汚
染状況の常時監視を行う
ため、公害監視センター
と市内に設置した常時監
視測定局から成る測定網
を整備する。常時監視結
果を本市の環境保全の推
進に役立てるとともに、
大気環境の現状把握に努
める。

　地球温暖化の原因であ
るCO2の削減や、自動車
公害の解決のため、「エ
コドライブ」の普及啓発
や「ノーマイカーデー」
の推進を図るもの。

　水素利用の拡大方策、
水素エネルギービジネス
実現に向けた仕組みづく
りの検討を行う。
　また、水素エネルギー
の社会への浸透を目指
し、「本市の先導的な取
組」や「水素エネルギー
が便利で身近なものであ
ること」を市民に理解し
てもらえるよう啓発を実
施する。

44

　市内の工場・事業場に
対し、大気汚染防止法・
水質汚濁防止法等に基づ
いて、立入検査及び排ガ
ス・排水中の規制項目に
関する測定を実施し、事
業者の環境法令の遵守を
監視するとともに、環境
管理の取組を促進するよ
う促す。また、一般市民
からの公害関係苦情・要
望を受け、発生源指導を
行う。

大気環境の適正な把
握

環境
監視
課

R1年度まで
に市内で
300台

前年度水準
を維持

（毎年度）

前年度水
準

を維持

前年度
（570t）
水準を維

持

―

―

300件以下300件以下

―

―

R2年度ま
でに
5箇所

順調

R1年度ま
でに354t

　水素ステーションの設置につ
いては、コストやFCV普及台数等
の様々な課題があり、全国的に
も目標の6割程度にとどまってい
る状態にある。
　一方で、水素エネルギーの社
会的浸透については視察対応や
イベント出展を通じて本市の先
進的な取組みを効果的にPRして
おり、「順調」と判断。

順調

係
長

人

人

順調

　公害に関する苦情・要望件数
は目標を達成できなかったが、
工場・事業場に対する立入検査
や行政測定を計画的に実施して
いること、受け付けた苦情に対
しては、迅速かつ的確に対応し
ている。また、事業者向けのセ
ミナーや、リーフレット配布等
苦情の未然防止の取組を強化し
ていることから、「順調」と判
断。

0.20
職
員

人

人

　計画通り測定網を保守し大気
環境の適正把握に努めるととも
に、課題解決に向け、保守の方
法等について、適宜見直しを行
う。

17,657 17,657 順調

　工場・事業場への立入検査、
測定などを継続実施するととも
に、事業者の環境管理の取組を
促進させる。

　更新計画に基づき、効果的に
測定環境を整備し、正確な測定
を継続実施したため、「順調」
と判断。

【評価理由】
　大気環境の常時監視を行い、
結果を越境大気汚染対策の推進
に役立てており、「順調」と判
断。

【課題】
　越境大気汚染対策のより一層
の推進に向けて、大気汚染常時
監視測定網の整備・保守を今後
も継続する必要がある。

【評価理由】
　工場・事業場に対する立入検
査、測定を実施するとともに、
事業者の環境法令遵守状況を監
視し、事業者の公害防止に対す
る環境管理の取組を促進してい
るため、「順調」と判断。

【課題】
　苦情に対して、的確に対応す
るとともに、苦情の未然防止の
取組を強化する必要がある。

38,575 順調

200t
（H26年
度）

エコドラ北九州プロ
ジェクト参加事業者
のCO２削減量（単年
度）

温暖
化対
策課

　燃料電池自動車
（FCV）を市内に普及さ
せるため、車両等導入費
の一部助成を行う。ま
た、災害時における電力
供給協力を求める。

　

大気環境の
適正な把握

前年度水準
を維持

（毎年度）

300件以下
（毎年
度）

―

505t
（H26年
度）

ノーマイカーデー実
施によるCO2削減量
（単年度）

温暖
化対
策課

―

係
長937

温暖
化対
策課

―

0.20

0.20

0.10

0.10

22,192

　自動車から排出されたCO2削減
を図るため、限られた予算の中
での効果的なPRを引き続き検討
していく。
　また、水素関連企業や自動車
関連企業と情報交換しながらFCV
の普及と水素ステーションの立
地とを並行的に推進していく。遅れ

順調

　ノーマイカーデー及びエコド
ラ北九州プロジェクト賛同企業
によるCO2削減が目標を達成して
いるため「順調」と判断。

【評価理由】
　ノーマイカーデーについて
は、これまでの毎週水曜日に加
え、毎週金曜日も追加し、拡充
を図っている。昨年度に引き続
き、飲食店とタイアップした取
組を実施し、参加店舗も拡充し
ている。
　FCV普及台数については、自動
車メーカーの供給体制や水素ス
テーションの普及状況などの課
題があり、本市だけでなく、全
国的にもFCVの普及が進んでいな
い状況である(R2年度目標の8％
程度)。このような中、本市で
は、積極的に市内の各種イベン
トでの展示やデモンストレー
ションの実施、FCV導入補助金の
チラシの配布、出前講演や市
HP・SNSによる広報など、普及へ
の機運を高める取組みを行っ
た。
　以上のことから自動車から排
出されるCO2削減を図るための、
着実な自動車環境対策やPR活動
を進めていることから、「順
調」と判断。

【課題】
　限られた予算の中で、どのよ
うな手法がよいか引き続き内容
を精査していく必要がある。
　また、社会情勢、国の動向を
見ながらより一層の燃料電池自
動車の普及促進、水素ステー
ションの立地促進を並行的に推
進することが課題である。

前年度
（200t）
水準を維

持

前年度水
準

を維持
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平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

7 件 10 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 142.9 ％
職
員

0.60 人

目
標

460 人 460 人
課
長

0.10 人

実
績

1,047 人 902 人
係
長

0.10 人

達
成
率

227.6 ％ 196.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

6
都
市

6
都
市

実
績

6
都
市

6
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

0.30 人

0.50 人

職
員

【評価理由】
　事業件数や研修員受入など、
全ての指標において目標を大幅
に上回ったため、環境国際協力
推進という観点から「大変順
調」と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況や新たな
ニーズの把握が必要である。

15,000

―

1.00

15,950

　902人の研修員等受け入れを実
施し、国内外での研修誘致活動
も6回実施した。目標の研修受入
460人、研修誘致活動3回を大幅
に上回ったため、「大変順調」
と判断。

大変
順調

Ⅶ-1-(3)-
① 
環境国際
協力の推
進

49

47

――

9件
（R1年
度）

現地の環境
改善

H26～H30
年度で4
都市

1,403

―

460人
（毎年
度）

8,500
係
長

課
長

0

1,080

3,000

　引き続き、国や国際機関等の
補助事業を活用するとともに、
KITAやJICAなどの関係機関との
連携を図りながら事業を推進し
ていく。
　中国国内の大気汚染の改善に
向け、新たに温室効果ガスの削
減も加え、日中国家間の枠組み
において都市間連携協力事業を
進める。

　平成30年度までの累計で10件
の協力事業を実施し、計53回の
現地派遣を実施した。目標の協
力事業7件、現地派遣40回を大幅
に上回ったため、「大変順調」
と判断。

大変
順調

2,700

大変
順調

395

大変
順調

7,500

　中国6都市との連携協力を行っ
た。また、研修員を44名（目標
20名）受入れ、専門家81名（目
標20名）派遣しており、ともに
目標を大きく上回っているた
め、「大変順調」と判断。

4,400

6,650

人

アジアの環境人材
育成拠点形成事業

環境国際協力推進
事業

48

環境
国際
戦略
課

　中国におけるPM2.5
（微小粒子状物質）等を
はじめとする大気汚染に
ついては、日本への影響
が懸念されており、その
対策を講じることについ
ては喫緊の課題となって
おり、本市では、国の事
業を活用し平成26年度か
ら5ヵ年の予定で、研修
生の受入れ、専門家の派
遣、共同研究等を行っ
た。
　平成30年6月に日中環
境大臣間で交わされた覚
書に基づき、3年間の事
業延長が決定した。な
お、令和元年度以降は、
日中都市間での連携協力
ではなく、環境省と中国
生態環境部が決定するプ
ロジェクトに対して北九
州市が協力することにな
る。

日中大気汚染・省
エネ対策共同事業

現地の環境改善

6件
（H26年
度）

都市間連携協力実施
都市数

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

戦略的環境国際協力
事業の件数
（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

4都市
（H26年
度）

―

―

アジアの環境人材育
成のための研修員等
の受講者数（単年
度）

1,209人
（H26年
度）

―

　アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境改
善の取組を進めることが
できるよう、JICA等国の
支援や連携により、実践
的な国際環境研修事業を
推進していく。
　海外からの研修員を受
け入れることにより、環
境問題解決の一助を担う
とともに、現地の環境改
善や海外諸都市とのネッ
トワーク構築、ひいては
環境国際ビジネスへの事
業展開に繋げる。

環境
国際
戦略
課

環境
国際
戦略
課

　途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊か
な市内企業技術者等を諸
外国都市に派遣し、現地
で相手都市も主体的に関
わった実践的な技術指導
を実施する。
　また、国内外の関係機
関と協働・連携した調
査、情報収集や発信を行
うとともに、各種都市間
ネットワークを活用した
プロジェクトを実施す
る。更には市内企業や国
際機関等と密に連携し
て、協力対象国や都市の
「緑の成長」にも資する
環境国際協力を目指す。
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環境局 

平成30年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H29年度H30年度

H30年度

施策番号
・施策名

No.

H29年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

事業評価の成果指標（目標・実績）

主要事業
所管課名

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

2.25 人

実
績

係
長

2.30 人

達
成
率

職
員

5.80 人

目
標

3 件 3 件
課
長

0.05 人

実
績

3 件 5 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 166.7 ％
職
員

0.15 人

目
標

2 件 4 件
課
長

0.50 人

実
績

2 件 4 件
係
長

0.50 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.50 人

22,0008,83910,000

環境
国際
戦略
課

51
中小企業アジア環
境ビジネス展開支
援事業

アジア地域でのCO2
排出量を削減

アジアの“グリー
ン成長”推進のた
めのプラット
フォーム構築事業

環境
国際
戦略
課

　本市に蓄積された都市
環境インフラに係る技術
や行政ノウハウなどを体
系的に整理した「北九州
モデル」を活用した都市
環境インフラビジネス推
進事業の成果を踏まえ、
既存の連携都市における
取組の深化、首都圏への
横展開を進めるためのプ
ラットフォーム構築、さ
らにはグリーン成長都市
のネットワーク化に取り
組み、都市環境インフラ
輸出の推進を図る。

　アジア低炭素化セン
ターを中核として、環境
に関する多様な技術や社
会システム等を海外に輸
出することで、地域経済
の活性化を推進する。

H17年度比
6%削減
(R2年度)

150%削減
（R32年
度）

5件
（H26年
度）

7,363

アジア低炭素化セ
ンター推進事業

環境
国際
戦略
課

1,635万
ｔ（H17
年度）

　市内中小企業が所有す
る既存の技術・製品に関
して、海外でのニーズに
合わせた現地での事業可
能性調査（FS）や実証試
験を行うための費用の一
部を助成し、市内企業の
海外への技術輸出の推進
を図る。

8,035
海外での実証事業等
の進出数（単年度）

8,037

　今後もアジア地域の低炭素化
を推進するとともに、環境国際
ビジネスの展開による地域経済
の活性化を図る。
　これまでの東南アジア各国へ
のインフラ輸出ビジネスの成果
を踏まえ、さらに他都市への横
展開を進め、市内企業のビジネ
ス支援を強化することにより、
地域経済の活性化を図る。

―

大変
順調

―

19,406

【評価理由】
　アジア低炭素化センターを中
心として、都市インフラビジネ
スの推進に積極的に取り組んで
おり、目標を達成していること
から、「順調」と判断。

【課題】
　事業実施よって削減された温
室効果ガス削減量の定量化（見
える化）を推進、国庫補助事業
の外部資金活用による本市の経
費削減及び中小企業に加え中堅
企業への支援方策の検討が課題
である。

2,700
3件

（R2年
度）

24,821 順調

　平成23年度からの8年間で、実
証枠15件、事業可能性調査
（FS）13件と、市内企業のアジ
アにおけるビジネス展開を支援
している。また、申請書のダウ
ンロード数も高水準を維持し、
市内企業の海外進出数も目標を
上回る実績が出ているため、
「大変順調」と判断。

R1年度ま
でに8都

市

50

順調

11,051

　チェンマイ、マンダレー、ハ
イフォン、プノンペンの４か所
において、パイロット事業に着
手しており、当初計画のとおり
事業が進捗しているため、「順
調」と判断。

順調

29,044 92,375

Ⅶ-2-(1)-
① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

52

既存の都市及び首都
圏におけるパイロッ
ト事業の着手数（都
市数）

―

 アジア地域でのCO2排出量の削
減に向けた各種プロジェクト推
進数か192件となり、目標の155
件を上回るとともに、獲得した
外部資金総額も増加し、さらに
は、様々な環境ビジネスに繋
がっているなど、アジア地域の
低炭素化に資する事業を積極的
に展開していることから、「順
調」と判断。

―

―
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,231 人 1,360 人
係
長

0.45 人

達
成
率

102.6 ％ 113.3 ％
職
員

0.40 人

目
標

40 ％ 32 ％

実
績

31.9 ％ 32 ％

達
成
率

79.8 ％ 100.0 ％

目
標

90 ％ 95 ％

実
績

98.3 ％ 98.1 ％

達
成
率

109.2 ％ 103.3 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

97.6 ％ 98.0 ％

達
成
率

162.7 ％ 163.3 ％

目
標

60 社 60 社

実
績

63 社 83 社

達
成
率

105.0 ％ 138.3 ％

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

35％
（R4年
度）

1,102人
（H26年
度）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

新たな研究開発プロ
ジェクトに参加した
企業数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

H30年度

利用者の満足度

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

事業評価の成果指標（目標・実績）

就職決定者数

事業・取組概要
主要事業
所管課名

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

1,200人
(毎年度)

95％
（H24年
度）

施設の稼働率

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

雇用
政策
課

95％
（H30年
度以降毎
年度）

　アジアの中核的学術研
究拠点の形成と本市の産
業振興拠点としての機能
を高めるため、北九州学
術研究都市の学術研究施
設を一体的に管理・運営
することで、本市の産業
を支える知的基盤の充実
を図る。

　若年者の就業支援の拠
点として「若者ワークプ
ラザ北九州」及び「若者
ワークプラザ北九州・黒
崎」において、就業相
談、セミナー、職業紹介
等を実施し、若年者の就
業を促進する。

80社
（R4年
度）

60％
（H25年
度）

学研都市の取り組み
評価（学研都市内の
大学や入居企業・研
究機関の評価）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

61社
（H27年
度）

95％
（R4年
度）

　（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が行
う大学間連携事業のほ
か、産学連携、半導体技
術拠点形成、技術移転等
の実施に対する支援等を
行うことにより、北九州
学術研究都市の研究開発
拠点としての機能を高
め、地域における産業技
術の高度化と新たな産業
の創出を図る。

32％
（H29年
度）

H29年度

施策番号
・施策名

No.

1.00

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

8,995

13,800

人

人数

0.05

職
員

0.40

人

【評価理由】
　若者の就職支援に関するカウ
ンセリングや適性診断、セミ
ナーなどにより適切に就職支援
を行った結果、就職者数が過去
最高数値となったことから、
「順調」と判断。
【課題】
　就職者数は大きく目標を達成
しているものの、就職活動が長
期化する若者も中にはおり、利
用者に市内企業の情報を確実に
届ける必要がある。

【評価理由】
　情報ネットワークサービスの
見直しによるコスト削減を図る
とともに、様々な利便性向上の
取り組みを実施し、高い利用者
の満足度と施設稼働率の目標を
達成したことから「順調」と判
断。

【課題】
　FAISが有する広範なネット
ワークを通じた産学連携の取り
組みを促進することにより、更
なる稼働率の向上に努める必要
がある。

順調

人

人

人

順調

職
員

0.50

0.30

0.20

人

　求職者にとって就職しやすい
状況にあるものの、就職活動中
の悩み相談などカウンセリング
や面接対策の講座など施設を利
用する方のニーズは高い。引き
続き、事業を運営しつつ、求職
者に寄り添った運営を行うとと
もに、市内企業への就職に繋が
るような情報提供を実施してい
く。

順調

　更なる施設・設備のコスト削
減を図り、効率的な管理運営を
行うとともに、様々な産学連携
活動を通じて、入居企業・団体
の満足度・利便性の向上に努め
ることにより、学術研究都市の
魅力や認知度を向上させ、一般
開放施設の稼働率向上、使用料
収入の増加につなげていく。

　（公財）北九州産業学術推進
機構の第5期中期計画を踏まえ
て、これまで取り組んできた最
先端の研究開発を担う人材の確
保・育成に加えて、本市の生産
性向上に寄与する体制を整え
る。

　有効求人倍率が高く、就職し
やすい状況にある中、施設利用
者に対するカウンセリング、市
内企業の求人紹介等伴走型支援
を実施した結果、就職者数は過
去最高の1,360人を達成したこと
から、「順調」と判断。

大変
順調

順調

【評価理由】
　成果指標の目標を達成し、高
い成果を収めているため、「大
変順調」と判断。

【課題】
　学研都市を中心とした各種産
学連携事業、大学間連携事業等
で更なる効果的な実施が必要で
ある。

大変
順調

　学研都市の取り組み評価（学
研都市内の大学や入居企業・研
究機関の評価）が高く、新たな
研究開発プロジェクトに参加し
た企業数も目標を超えており、
「大変順調」と判断。

課
長

課
長

係
長7,325

係
長

H30年度

357,910

781,059 764,249

H29年度

829,593

71,552 71,325 71,469
若者ワークプラザ
北九州運営事業

学術研究都市管理
運営事業

学術研究拠点推進
事業

2

Ⅰ-1-(4)-
③ 
若者の自
立支援

1

3

Ⅰ-2-(1)-
① 
北九州学
術研究都
市の機能
の充実

Ⅰ-2-(1)-
③ 
最先端の
研究開発
を担う人
材の確
保・育成

　地域の団体と連携したイベン
トの開催、学食の混雑対策や駐
車場の適正利用の推進、施設老
朽化に伴う迅速な修繕対応な
ど、施設の魅力を高める取り組
みを進め、施設の稼働率、利用
者満足度の目標を達成したた
め、「順調」と判断。

375,224397,485

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

260 人 300 人
課
長

0.05 人

実
績

226 人 223 人
係
長

0.15 人

達
成
率

86.9 ％ 74.3 ％
職
員

0.15 人

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

80.0 ％ 100 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

84.2 ％ 105.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

80.0 ％ 100 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

84.2 ％ 105.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

100 ％ 100 ％
課
長

0.06 人

実
績

100 ％ 100 ％
係
長

0.30 人 順調

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

100%
（H29年
度)

217人
(H27年
度)

330人
(R1年度
以降毎年

度)

実学ナレッジセミ
ナー受講者アンケー
ト（役立ち度）の結
果（％）

　市内就職を希望する学
生と企業とのマッチング
を体系的に推進すること
で、若者の地元就職及び
地元企業の人材確保につ
なげる。

雇用
政策
課

中小
企業
振興
課

　戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営リー
ダー、高度技術を持った
人材の育成など、企業の
経営革新に大きな役割を
担う中核人材の創出・育
成を図るために必要な専
門講座を実施する。

95％
(毎年
度)

中小
企業
振興
課

　戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営リー
ダー、高度技術を持った
人材の育成など、企業の
経営革新に大きな役割を
担う中核人材の創出・育
成を図るために必要な専
門講座を実施する。

実学ナレッジセミ
ナー受講者アンケー
ト（役立ち度）の結
果（％）

インターンシップ参
加者数

100%
（毎年
度）

事業承継・M&A促進
化事業助成金の支援
を行った企業の中
で、事業承継計画の
策定またはM&Aの着
手に至った企業割合

　中小企業経営者の高齢
化に伴い中小企業の数が
年々減少するなど、事業
承継は本市中小企業の喫
緊の経営課題の一つと
なっている。
このため、潜在ニーズの
掘り起こしから事業承継
計画の策定など具体的な
成果の創出までをトータ
ルでサポートすること
で、市内中小企業の円滑
な事業承継を促進するも
の。

92％
(H23年
度)

95％
(毎年
度)

92％
(H23年
度)

　インターンシップ実施企業数
は目標150社のところ、実績は
107社、インターンシップ参加者
数は目標300人のところ、実績は
223人と目標の7割に留まったも
のの、ほぼ横ばいであったた
め、「順調」と判断。

順調順調

【評価理由】
　市内企業の事業承継計画策定
やM＆Aに向けた具体的な取組み
の推進について、一定の効果を
上げていることから「順調」と
判断。

【課題】
　市内企業の潜在ニーズを発掘
し、支援等に結びつけていくこ
とが必要である。

【評価理由】
　インターンシップ実施企業数
は107社で前年度比6社減、参加
者数223人で3人減であり、ほぼ
横ばいであったため、「順調」
と判断。

【課題】
　企業の新卒採用意欲が高い傾
向にあり、東京圏の大手企業等
が地方大学生の獲得に積極的で
あるなど、市内大学生の市外就
職が加速している。学生が地元
のまちや企業への愛着を深め、
地元就職や定着及び地元企業へ
の人材確保につなげるため、学
生と企業とのマッチングを体系
的に推進していく必要がある。

順調順調

順調

　助成金による支援企業数が4社
と目標（5社）に達しなかったも
のの、支援を行った企業は全て
事業承継計画を策定またはM&Aの
着手に至ったため「順調」と判
断。

【評価理由】
　後継者育成のためのセミナー
のテーマ設定ができており、セ
ミナー参加者の満足度も高いこ
とから、地元企業の後継者育成
に対して一定の効果をあげてい
るため「順調」と判断。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に繋
がるよう、セミナーの内容充実
に努める必要がある。

　受講者人数は目標の115人に対
して148人、受講者アンケートに
よる役立ち度は目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

―

1,467

15,497

1,452

1,452

4,000

1,888

15,500

1,467
経営リーダー育成
支援事業

事業承継・M＆A促
進化事業

市内大学生の地元
就職促進強化事業

中小
企業
振興
課

経営リーダー育成
支援事業

7

Ⅰ-2-(3)-
① 
中小企業
の後継者
育成の支
援

6

5

4

Ⅰ-2-(2)-
① 
成長産業
を支える
高度人材
の育成

Ⅰ-2-(2)-
② 
地域企業
の中核と
なる人材
の育成

5,9403,0113,502

　今後も引き続き、市内中小企
業のニーズを充足しつつ、より
効率的に事業を実施するため、
商工会議所その他支援機関と協
働・連携し、費用対効果の高い
事業運営に努める。

1,888

　中小企業の後継者不足は、社
会的な問題となっている。市内
の中小企業が持つ優れた技術力
や経営資源を将来にわたって継
続させることにより、雇用の場
の確保につながる重要な施策で
あることから、引き続き取り組
む。

　インターンシップがその後の
就職活動等に大きく影響を与え
ることから、引き続き、事業を
実施するとともに、大学生低学
年から地元企業へのインターン
シップ参加促進を図るようアプ
ローチを強化する。

【評価理由】
　人材育成のためのセミナーの
テーマ設定が出来ていると判断
し、セミナー参加者の満足度も
高いことから、地元企業の人材
育成に対して一定の効果をあげ
ているため「順調」と判断。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に繋
がるよう、セミナーの内容充実
に努める必要がある。

順調

3,200

　受講者人数は目標の115人に対
して148人、受講者アンケートに
よる役立ち度は目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

順調

3,825

3,825

　効果的・効率的な事業実施の
ために、後継者育成支援につい
ては、当事業での実施に限ら
ず、他の事業での実施を含めて
柔軟に検討する。
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

5,250 人 7,000 人

実
績

5,365 人 7,495 人

達
成
率

102.2 ％ 107.1 ％

目
標

116 名 121 名

実
績

120 名 129 名

達
成
率

103.4 ％ 106.6 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

0 人 0 人
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

――

単年度の
目標設定

なし

―

― ―

講演受講者と実技指
導受講者の合計（累
計）

雇用
政策
課

8,750人
（R1年
度）

1,473人
（H26年
度）

105名
（H26年
度）

H28年度
～R2年度
の累計4

人

マイスター及び技の
達人認定延べ人数
（毎年交互に認定）

　金属・機械・電気等の
工業系分野を対象とした
「北九州マイスター」
と、暮らしに身近な生活
関連・サービス産業など
も含めた幅広い分野を対
象とした「北九州技の達
人」の2つの制度におい
て、高度技能者を認定・
表彰する。
　認定された高度技能者
の協力の下、優れた技能
を次代に継承し、地域産
業の振興に貢献するため
の技術継承活動を推進す
る。

【施策の内容】
　地域企業が本市で元気
に産業活動が行えるよう
に、日頃から企業と情報
交換を密にするととも
に、市役所全体として推
進体制を築き、その環境
整備に努める。

10,906

順調

【評価理由】
　技能伝承講座等の実施やマイ
スター及び技の達人の認定・表
彰を通じて各分野の優れた技能
者に光を当てることで、ものづ
くりの街北九州の社会的評価を
高め、まちの宝の存在を内外に
アピールできたため、「順調」
と判断した。

【課題】
　技能伝承講座等の参加人数に
ついて、中学校等からの講師派
遣依頼が減少していることか
ら、今後も実績を積み重ねるた
め、積極的な広報活動や興味を
そそるテーマの講座を実施する
必要がある。

順調9,609 5,927

【施策評価のみ】
地域企業のビジネ
ス展開を推進する
組織横断的な体制
の整備

北九州技能伝承推
進事業

8

Ⅳ-1-(1)-
①
地域企業
のビジネ
ス展開を
推進する
組織横断
的な体制
の整備

9

Ⅰ-2-(3)-
② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

産業
政策
課

単年度の
目標設定

なし

【施策の指標】
地域企業のビジネス
展開を推進する組織
横断的な体制の整備
による、雇用創出数
（H28年度以降の累
計）

126名
（R1年
度）

―

―

15,400

　技能伝承講座等の参加人数に
ついて、ゆめみらいワーク事業
や北九州イノベーションギャラ
リーとの連携により、目標を達
成した。
　マイスター及び技の達人の認
定については、積極的に募集活
動を行った結果、新たな分野か
らの応募があり、目標を達成し
た。
　以上のことから、いずれの目
標も達成しているため、「順
調」と判断。

人

人

人

順調係
長

0.65

課
長

― ―

　技能伝承講座等については、
効果的な周知方法を模索すると
ともに、活躍の場の開拓に引き
続き取り組む。

　引き続き、地域企業と緊密な
情報交換を行い、ビジネス展開
を支援していく。
　局を横断する課題が発生した
場合は連携を密にしながら、課
題解決に向け協議を進めてい
く。

【評価理由】
　雇用創出にはつながっていな
いものの市内企業との交流会、
立地企業との情報交換会や、市
内企業への訪問を定期的に行
い、企業ニーズの把握に努め、
課題がある場合は個別に解決に
向けた取り組みを進めているこ
とから、「順調」と判断。

【課題】
　地域企業のビジネス展開を支
援することによる新規雇用の創
出が必要である。

0.65

0.35

職
員
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

65 ％ 65 ％
課
長

0.02 人

実
績

68.4 ％ 72 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

105.2 ％ 110.8 ％
職
員

0.10 人

目
標

65 ％ 65 ％
課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

100 ％ 90.6 ％

達
成
率

111.1 ％ 100.7 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

105.3 ％ 105.3 ％

目
標

3 名 3 名

実
績

9 名 13 名

達
成
率

300.0 ％ 433.3 ％

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 5 件

達
成
率

133.3 ％ 166.7 ％

　企業訪問や中小企業団体との
意見交換会等を実施し、市内中
小・小規模企業の潜在ニーズの
掘り起こしを行なうとともに、
既存事業の見直しや立案に取り
組んでいる。
　市内中小･小規模企業の競争力
向上のために重要な施策である
ことから、引き続き事業に取り
組む。

9,721

―

0.20

0.20

2,865

職
員

係
長5,000

0.02

0.10
職
員

4,171

利用者アンケートに
よる満足度（窓口相
談）

人

―

　技術力はあるが営業経
験に乏しく、情報発信力
も十分ではない地元中小
企業の受注拡大・販路開
拓の取組みを支援するも
の。
①大規模展示会等出展支
援
②巡回指導・マッチング
コーディネート（（公
財）北九州産業学術推進
機構が実施）

2,730

21,774

65％
(毎年

度)(助成
5年後)

67％
（H24年度助
成分・5年経

過後）

―

利用者アンケートに
よる満足度（専門家
派遣）

67％
（H22年
度）

製品化・実用化の割
合（助成5年後）

　ロボット・IoT・AIを
活用した生産性向上支援
を行うため、企業向けの
スクール事業などを実施
する。

ロボット・IoT・AI
導入事例の創出

現場派遣指導者の育
成

96％
（H25年
度）

3件
（毎年
度）

95％
（毎年
度）

　成果指標における目標値を上
回ったため「順調」と判断。

20,823

　中小企業支援法第7条
に基づき、（公財）北九
州産業学術推進機構を指
定法人として、平成14年
度に北九州市中小企業支
援センター（以下「中小
企業支援センター」）を
開設し、市内中小企業の
ための窓口相談・専門家
派遣・情報提供など、専
門的かつ総合的なサービ
スを提供している。
　市は、これらの事業を
行うために必要な経費を
補助している。

　新技術・新製品開発に
取り組む中小企業に対す
る研究開発費の助成を行
うことにより、中小企業
の技術開発力の向上と高
付加価値企業への転換を
促進する。

中小
企業
振興
課

中小企業技術開発
振興助成金

ビジネスチャンス
拡大支援事業

11

Ⅳ-1-(1)-
②
中小企業
の競争力
向上 12

10

中小企業支援セン
ター特定支援事業

ロボットテクノロ
ジーを活用した地
方大学・地域産業
創生事業（企業向
けスクール事業）

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

中小
企業
振興
課

中小
企業
振興
課

3名
（毎年
度）

65％
（毎年
度）

40％
(H25年度助成
分・5年経過

後)

―

大規模展示会等出展
支援を行った企業の
中で、商談成約に
至った企業割合

81％
（H22年
度）

67％
(H18年度
助成実施

分)

90％
（毎年
度）

8,8418,721

22,480

20,563

3,665

順調

順調

　製品化・実用化割合は目標を
下回っているものの、助成件数
（目標：5件、実績：6件）は目
標比120％を達成しており、一定
の成果が上がっていると考えら
れるため、「順調」と判断。

順調1,980

0.10

課
長

人

人

0.01

人

【評価理由】
　設定した成果指標を概ね達成
しており、中小企業の競争力向
上に寄与していると考えられる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　多様化する中小・小規模企業
のニーズに効率的かつ効果的に
対応することが必要である。

　相談件数（目標：500件、実
績：916件）、アンケートによる
満足度の双方で目標を達成して
おり、経営支援等の役割や相談
機関としての役割を十分果たし
たと考える。
　以上のことから、「順調」と
判断。

人

課
長

係
長

順調3,825

13
大変
順調

　ロボット・IoT・AI等の新技術
の導入を目指す人材育成事業
（スクール事業）を実施、13名
の指導者を育成、目標を達成し
たため、大変順調と判断した。

人

21,535

20,023
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

80 ％
課
長

0.20 人

実
績

75.2 ％ 78.4 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

98.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

91.5 ％ 89.5 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

205.2 ％ 193.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

26 件 20 件

実
績

33 件 33 件

達
成
率

126.9 ％ 165.0 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

4 件 1 件

達
成
率

200.0 ％ 50.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

97.6 ％ 98.0 ％

達
成
率

162.7 ％ 163.3 ％

目
標

60 社 60 社

実
績

63 社 83 社

達
成
率

105.0 ％ 138.3 ％

0.30

0.25

83,936

大変
順調

0.50

52,530

1,200

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

施設入居率

　｢北九州市新成長戦略｣
を推進するため、市内の
大学や企業が実施する
「低炭素化技術」、｢次
世代自動車｣、｢ロボッ
ト｣、｢医療・介護」「生
産性向上」等の分野の研
究開発を支援する。

90％
（R2年
度）

　（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が行
う大学間連携事業のほ
か、産学連携、半導体技
術拠点形成、技術移転等
の実施に対する支援等を
行うことにより、北九州
学術研究都市の研究開発
拠点としての機能を高
め、地域における産業技
術の高度化と新たな産業
の創出を図る。

375,224

職
員

人

課
長

職
員

人

0.40 人

人0.15

0.05

7,600

72％
（H28年
度）

H25年度比
35％向上　厳しい経済情勢の中

で、誘致活動と同様に地
元企業を支援し、将来に
わたって本市で事業を継
続・発展してもらうた
め、アンケート調査に基
づき、「地元製品街かど
ショールーム」等を活用
した地元製品のPRや認知
度向上、販路拡大に向け
た支援を行う。

60％
（H25年
度）

支援対象となる地元
企業製品の認知度向
上

事業化件数

80社
（R4年
度）

学研都市の取り組み
評価（学研都市内の
大学や入居企業・研
究機関の評価）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―
研究開発プロジェク
ト実施件数

　北九州市立大学、西日本工業
大学、北九州工業高等専門学校
で地元企業製品の巡回展示を
行った。来場者アンケートの結
果、約90％が出展企業、展示製
品を認知していると回答があっ
たことから「大変順調」と判
断。

　北九州テレワークセン
ターを「日本一起業家に
優しいまち」のシンボル
として市内全般の創業を
支援するネットワークの
中心施設とする。

学術研究拠点推進
事業

地元製品街かど
ショールーム事業

Ⅳ-1-(1)-
③ 
ベン
チャー企
業の創
出・育成

15

Ⅳ-1-(1)-
④
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

Ⅳ-1-(1)-
⑤
地元企業
の高度
化・新製
品開発支
援

14
北九州テレワーク
センター管理運営
事業

17

16

企業
立地
支援
課

生産
性改
革推
進課

新成長戦略推進の
ための研究開発プ
ロジェクト事業

―

新たな研究開発プロ
ジェクトに参加した
企業数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

H25年度比
(34.3%)30
％向上

61社
（H27年
度）

―

34.3％
（H25年
度）

前年度比
5%向上

(毎年度)

95％
（毎年
度）

46,266

1,094

84,454

　若い世代の地元企業の認知度
を高めていくため、地元の大学
等と連携し、地元製品の展示
ブースの設置などを行ってい
く。

【評価理由】
　地元製品に対する認知度の目
標指数を達成し、出展企業から
も評価を得ていることから「大
変順調」と判断。

【課題】
　更なる認知度向上、特に若年
層へのPRに取り組む必要があ
る。

　事業化件数は目標を下回った
ものの、事業化と関連する研究
開発プロジェクト実施件数は目
標を上回ったことから「順調」
と判断。

　引き続き北九州テレワークセ
ンターをハブとしたベンチャー
企業の創出・育成に取り組む。

大変
順調

順調

大変
順調

順調

順調

【評価理由】
　（公財）北九州産業学術推進
機構による、産学交流の促進、
研究会の運営、プロジェクトの
創出といった一貫した支援によ
り、研究開発プロジェクト実施
件数等は目標を達していること
から、「順調」と判断。

【課題】
　市内の大学や企業が実施する
研究開発の成果を出すため、よ
り一層の選択と集中及び事業の
精査。学研都市中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事業
等で更なる効果的な実施が必要
である。

　指定管理者のノウハウを活か
した効果的な運営により、施設
入居率は僅かに目標値に達しな
かったものの、来館者が大幅に
増加するなど施設の活性化が図
られたため「順調」と判断。

【評価理由】
　北九州テレワークセンターを
ハブとしたベンチャー企業の創
出・育成の新たな取り組みが始
まるとともに、入居率が基準値
より6％上昇するなど、数値面で
もベンチャー機運の高まりが見
られることから「順調」と評価
する。

【課題】
　起業家に優しいまちを目指す
ため、数値目標の追求だけでな
く、創業支援の内容や質を意識
した取り組みが必要である。

123,930

397,485

47,860

11,050

5,400

7,325

課
長

係
長357,910

順調

　学研都市の取り組み評価（学
研都市内の大学や入居企業・研
究機関の評価）が高く、新たな
研究開発プロジェクトに参加し
た企業数も目標を超えており、
「大変順調」と判断。

　「北九州市新成長戦略」を推
進（地元企業の高度化・新製品
開発）するため、市内の大学や
企業が行う研究開発を継続的に
支援する。

係
長

20件
(H30年度
以降毎年

度)

人

人

2件
（毎年
度）

829
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

105 社 105 社
課
長

0.20 人

実
績

102 社 102 社
係
長

0.40 人

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

52 人 69 人
課
長

0.30 人

実
績

64 人 69 人
係
長

0.30 人

達
成
率

123.1 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

6 件 8 件
課
長

0.30 人

実
績

6 件 8 件
係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

18 件 20 件

実
績

20 件 27 件

達
成
率

111.1 ％ 135.0 ％

目
標

6 社 8 社

実
績

5 社 7 社

達
成
率

83.3 ％ 87.5 ％

ロボット産業への新
規参入社数

人

人

職
員

　カーメーカーによる更
なる地場調達促進の取組
みや調達先の複数化など
部品サプライチェーンの
再構築が進められてお
り、地元企業にとって自
動車産業への取引拡大の
契機となっている。
　自動車メーカーや部品
サプライヤーのニーズや
取組みを捉え、地元企業
の技術力等の積極的な情
報発信をしながら、ビジ
ネスマッチングの機会拡
大に取り組んでいく。

企業
立地
支援
課

　世界的に注目される自
動運転の中核技術である
AIに関する研究を加速
し、研究開発・実証拠点
化を図るため、関係団体
との連携強化、実証
フィールドの提供などの
取り組みを強化する。

ロボットテクノロ
ジーを活用した地
方大学・地域産業
創生事業（産業用
ロボット導入支
援）

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　北九州学術研究都市に
おける研究開発体制を強
化するため、産総研・人
工知能研究センター等と
の連携により、新たな研
究開発プラットフォーム
を構築し、各大学の研究
者の研究シーズを自動車
用に開発・融合すること
により、人工知能を活用
した安全・安心なモビリ
ティシステムを構築す
る。

企業
立地
支援
課

 「産業用ロボット導入
支援センター」におい
て、生産性向上に意欲的
な地元企業へのロボット
導入を支援する。

9,300

8,700

係
長

自動運転関連研究者
集積

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

パーツネット北九州
会員数

35人
（H26年
度）

企業等との共同研究
（累計）

地元企業のロボット
導入企業件数（累
計）

6件
（H26年
度）

4件
（H28年
度）

57社
（H21年
度）

50件
(H25～R1
年度)

10社以上
(H27～R1
年度)

74人
（R1年
度）

順調

　市内企業の生産性向上への関
心は高く、産業用ロボットの導
入企業、参入社数も増加傾向に
あり、「順調」と判断した。

順調

次世代自動車研究
開発・実証拠点化
事業

自動車産業取引拡
大支援事業

19

Ⅳ-1-(2)-
② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

Ⅳ-1-(2)-
①
次世代自
動車産業
拠点の形
成

21

20

18

次世代自動車産業
拠点化事業

企業
立地
支援
課

105社
（R1年
度）

10件
(H27～R1
年度)

　共同研究提案件数が目標を上
回っている（目標：50件、実績
87件）こと、共同研究も着実に
増加していることから「順調」
と判断。

　誘致提案件数が目標を上回っ
ている（目標：30件、実績：53
件）こと、自動運転関連研究者
の集積も目標を達成しているこ
とから「順調」と判断。

　パーツネット北九州の会員数
は横ばいであるが、北部九州自
動車産業アジア先進拠点推進会
議や福岡県、（公財）北九州産
業学術推進機構と共催で「自動
車電動化部品研究会」を開催す
るなど、近年の自動車産業を取
り巻く課題についての新たな取
組を開始したことから「順調」
と判断。

【評価理由】
　パーツネット北九州の趣旨に
賛同する企業会員は横ばいであ
るが、北部九州自動車産業アジ
ア先進拠点推進会議や福岡県、
（公財）北九州産業学術推進機
構と共催で「自動車電動化部品
研究会」を開催した。
　また、平成30年4月に実施した
九州初となる公道での自動運転
の技術実験を通して関係者との
研究会を開催。
　研究者の集積などの各指標が
概ね目標を達成したことから
「順調」と判断。

【課題】
　パーツネット北九州に関して
は、引き続き人材育成などの参
加企業の新たなニーズに対応し
ていくほか、自動車産業を取り
巻く変化に適宜対応しながら、
既存企業の拡大や新規企業の誘
致を効率的に行っていく必要が
ある。

順調

　製造現場における人手不足へ
の対応及び生産性向上のため、
産業用ロボットの導入支援を引
き続き行う。

順調

順調

順調

　引き続き、次世代自動車産業
を含む自動車産業の誘致、研究
開発及び実証の拠点化を図るた
め、（公財）北九州産業学術推
進機構をはじめとする関係各機
関と連携して、関連企業の新規
参入・取引拡大、人材育成、次
世代技術研究など、企業ニーズ
に即した支援を実施していく。
　また、北九州学術研究都市に
おける自動運転の実証・実用化
に向けた研究関連企業の集積に
も引き続き努めていく。

【評価理由】
　産業用ロボット導入支援セン
ターの活動により、製造現場等
での導入は加速化しており、
「順調」と判断。

【課題】
　産業用ロボット導入に資する
専門人材（システムインテグ
レータ）の育成支援。2社

（H27年
度）

29,110

8,000 7,668

2,531

10,3464,478

4,820

人

8,700

4,523

3,425

491

19,80019,57029,091 1.00

0.20

1.00

課
長
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

855 人 855 人
課
長

0.20 人

実
績

542 人 620 人
係
長

0.20 人

達
成
率

63.4 ％ 72.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 件 0 件
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

25 人 30 人

実
績

118 人 107 人

達
成
率

472.0 ％ 356.7 ％

目
標

5 社 7 社

実
績

16 社 10 社

達
成
率

320.0 ％ 142.9 ％

目
標

2,700 人 4,200 人
課
長

0.20 人

実
績

3,423 人 4,452 人
係
長

0.20 人

達
成
率

126.8 ％ 106.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

5 人 80 人
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

　福岡県や福岡県航空機産業振
興会議との連携を図りながら、
航空機産業への参入に向けた地
元企業支援を行うとともに、MRJ
生産拠点の誘致に取り組む。

3,372

企業
立地
支援
課

　サービス産業の生産性
向上のための啓発や具体
的な活動を支援すること
により、市内サービス産
業の競争力向上を図る。

サービス産業振興
事業

企業
立地
支援
課

26

企業
立地
支援
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

企業
立地
支援
課

　今後成長が期待される
航空機産業の誘致促進を
図るため、「福岡県航空
機産業振興会議」での取
り組みを強化するととも
に、裾野の広い航空機産
業への市内企業の参入に
向けた支援を行う。

航空機産業誘致促
進事業

　本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通信
産業の重点誘致産業を中
心に誘致活動の強化を図
る。

企業立地促進事業
（素材・部材）

企業立地促進事業

響灘エリア誘致推
進事業

　今後も市外からの立地の促
進、市内企業の増設・事業拡張
に向けた支援を行い、雇用創出
の拡大や企業の集積に向け誘致
活動に取り組む。

順調

【評価理由】
　市内サービス事業者に対する
取組み支援件数が目標を上回
り、サービス産業の活動支援を
実施できたため、「大変順調」
と判断。

【課題】
　更に多くの市内サービス産業
の事業者の取り組みを支援する
ことで、知識サービス産業の振
興を進める。

順調

新たな雇用創出数
（累計）

4,200人
(H25～R1
年度)

300人
（R2年
度）

20,628

3,630

30,147

2,559

22,395

3,000 3,5000

課
長

0.20

2,900

人

人

　今後も市外からの立地の促
進、市内企業の増設・事業拡張
に向けた支援を行い、雇用創出
の拡大や企業の集積に向け誘致
活動に取り組む。

0.40
係
長

　引き続き、市内サービス事業
者の生産性向上に関する意識向
上を図るため、関係機関と連携
し、具体的取組み支援を行う。

人

1,3822,500

7社
(H30年度
以降毎年

度)

25人
（H26年
度）

5社
（H26年
度）

855人
(H25～R1
年度)

1件
(R4年度
までの累

計)

単年度目標
設定なし

30人
(H30年度
以降毎年

度)

セミナー、講座の参
加人数（単年度）

0件
（H25年
度）

210人
（H25年
度）

―

単年度目標
設定なし

―

　セミナー、講座の参加人数が
目標を達成（目標：2回、実績10
回）、また市内サービス事業者
からの相談、支援件数も目標を
達成（目標：15社、実績23社）
しているため「大変順調」と判
断。

順調

順調

　自動車関連企業や化学関連企
業の進出が決定。現在、複数の
進出候補企業と個別具体的な提
案・協議を行っているが、当初
の計画より立地予定時期が延び
ている案件があることから、
「やや遅れ」と判断。

23

Ⅳ-1-(2)-
③ 
素材・部
材産業

Ⅳ-1-(2)-
④ 
航空機産
業の振興

22

25

24

Ⅳ-1-(3)-
①
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

Ⅳ-1-(2)-
⑤ 
知識サー
ビス産業
の振興

【評価理由】
　響灘エリアについては、当初
予定より遅れている案件がある
が、企業誘致全体では新たな雇
用創出数も着実に増加している
ことから、「順調」と判断。

【課題】
　民間企業の用地への誘致活動
であることから、土地所有者の
意向の影響が大きく、調整に時
間を要する。

やや
遅れ

【評価理由】
　北九州空港におけるMRJ（R1.6
に「スペースジェット」に名称
変更）量産機の飛行試験に向け
た準備が進んでいるほか、地元
企業への継続的な支援も進めら
れていることから「順調」と判
断。

【課題】
　航空機産業の誘致について
は、メーカーの生産体制の計画
や、今後の需要動向など周辺環
境の影響が大きい。また、地元
企業に対しては、航空機産業へ
の参入に求められる技術や品質
管理資格を得るための長期継続
的な支援が求められる。

【評価理由】
　本市への企業進出、市内企業
の増設などの成果が見られ、新
規雇用者数も着実に増加してい
るため、「順調」と判断。

【課題】
　製造業を中心に、各企業とも
人材不足の現状があるため、今
後は採用支援に力を入れる必要
がある。

　誘致には至っていないもの
の、福岡県と連携し、地元企業
の航空機産業への参入を促進す
るため、セミナー開催や技術力
向上へ向けた支援を行い、参入
に向けた取組みを開始した企業
もあることから、「順調」と判
断。

　企業訪問件数（目標：15,000
件、実績：15,783件）が目標値
に達し、新規雇用者数（目標：
855人、実績：620人）は着実に
増加していることから「順調」
と判断。

　企業訪問件数（目標：15,000
件、実績：15,783件）新規雇用
者数（目標：4,200人、実績：
4,452人）とも目標値に達してい
ることから「順調」と判断。

大変
順調

大変
順調

順調

順調

　本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通信
産業の重点誘致産業を中
心に誘致活動の強化を図
る。

　若松区響灘エリアへの
企業集積を促進するた
め、個別企業のニーズに
対応した誘致活動を行
う。

新たなビジネスにお
ける雇用人数

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

―

535人
（H21年
度）

新たな雇用創出数
（累計）

航空機産業の生産拠
点等の誘致件数

市内サービス事業者
に対する取組み支援
件数

―

30,147

1,000

20,62822,395

0.60
職
員

5,800

5,800

10,800

3,650
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

79 ％ 80 ％
課
長

0.20 人

実
績

75 ％ 78 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

94.9 ％ 97.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

800 人
課
長

0.10 人

実
績

738 件 1,302 人
係
長

0.30 人

達
成
率

162.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

8.2 ％ 8.1 ％

実
績

7.2 ％ 5.1 ％

達
成
率

112.2 ％ 137.0 ％

目
標

145,536 人 146,962 人

実
績

156,926 人 146,078 人

達
成
率

107.8 ％ 99.4 ％

目
標

16.6 ％ 16.6 ％

実
績

18.6 ％ 19.6 ％

達
成
率

88.0 ％ 81.9 ％

目
標

16,531 人 16,693 人

実
績

13,773 人 14,226 人

達
成
率

83.3 ％ 85.2 ％

Ⅳ-1-(3)-
③
人材供
給、住環
境整備な
どの立地
支援

28
IT人材供給のため
の立地企業プロ
モーション事業

人

0.20 人

0.20

10,647

5,990

6,000

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎわ
いづくり及び中心市街地
活性化」に位置づけられ
た黒崎地区の商業活性化
のため、事業者等による
活性化に向けた取組の支
援やフォローアップ調査
事業を実施。

企業
立地
支援
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

企業
立地
支援
課

北九州空港跡地産
業団地整備事業

大変
順調

小倉地区商店街エリ
アの歩行者通行量
（人/日）

5,990

75,946 7,054 22,615

課
長

人

人

6,150

―

0.40

0.10
課
長

6,550

職
員

7,900

6,150
係
長

【評価理由】
　造成した2区画（約2.1ha）を
分譲できたことから「順調」と
判断した。

【課題】
　残りの区画を分譲できるよ
う、関係各課と施工調整を行
い、早期の造成着工を目指す必
要がある。

　残り区画の造成工事を進めて
いく。

順調

【評価理由】
　積極的な取組を継続し、一定
の成果につながったと判断した
ため。

【課題】
　大学・高専等との関係構築
が、「企業が求める人材の供
給」に実際に寄与することを、
モデル事業をもとに実証する必
要がある。

　学校との関係構築における効
果及び必要性を検討し、今後の
更なる企業誘致に展開させる。

　引き続き、勉強会の内容など
ニーズの把握を行い、事業を実
施するとともに、事業の効果測
定を定期的に行う。

8.4％
(H27年
度)

　成果目標の達成率は黒崎地区
商店街エリアの空き店舗率、歩
行者通行量ともに80％を超えた
ものの、空き店舗率が前年度に
比べて高い値となっているう
え、黒崎井筒屋の規模縮小な
ど、黒崎地区商店街エリアの状
況は依然として順調とは言いに
くいため、事業評価を「やや遅
れ」とした。

　※平成30年度から、成果を的
確に把握するため、小倉、黒崎
を地区別に評価することとし
た。

分譲率
100％
（R3年
度）

1000人
(H27～
R1年度
までの
累計)

16.5％
(R1年度)

27

Ⅳ-2-(1)-
①
中心市街
地の商業
振興

Ⅳ-1-(3)-
② 
効果的な
優遇制
度、産業
基盤など
の充実

29

30

順調

　分譲率は高い水準を維持して
おり、平成30年度に造成した2区
画（約2.1ha）を分譲できたこと
から「順調」と判断した。

大変
順調

順調

　歩行者通行量がわずかに目標
値に及ばなかったが、空き店舗
率が目標を達成を達成している
ことから、「順調」と判断。

　※平成30年度から、成果を的
確に把握するため、小倉、黒崎
を地区別に評価することとし
た。

　本市への企業進出が進み、雇
用創出数は目標値を大きく上回
る成果が得られたため、「大変
順調」と判断。

11,443

11,443

3,262

係
長

職
員

10,647

人

人0.40

黒崎地区商店街エリ
アの歩行者通行量
（人/日）

142,683
人

(H27年
度)

小倉地区商店街エリ
アの空き店舗率

8.0％
(R1年度)

16,855人
(R1年度)

148,390
人

(R1年度)

　北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

雇用創出数（累計）

街なか商業魅力向
上事業（黒崎地
区）

分譲率

街なか商業魅力向
上事業（小倉地
区）

　今後の成長が期待さ
れ、雇用吸収力の高いIT
企業の誘致に向け、市内
外の大学や高専等との連
携や、イベント等を通じ
た情報発信による人材供
給ネットワークを構築
し、更なる集積を図る。

％

16.8％
(H27年
度)

黒崎地区商店街エリ
アの空き店舗率

16,207人
(H27年
度)

67％
（H25年
度）

420人
(H27～
28年度
累計)

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎわ
いづくり及び中心市街地
活性化」に位置づけられ
た小倉地区の商業活性化
のため、事業者等による
活性化に向けた取組の支
援やフォローアップ調査
事業を実施。

0.10

順調

【評価理由】
　小倉地区については、歩行者
通行量が目標値に及ばなかった
が、空き店舗率が目標を達成し
た。また、商業活性化懇話会の
開催がなかったが、街の活性化
に向けて環境の変化に沿った勉
強会が開催された。
　一方、黒崎地区については空
き店舗率、歩行者通行量ともに
目標を達成できなかったが、平
成29度に引き続き、地元商業者
のイベント開催を支援してい
る。
　これらの内容から、総合的に
「順調」と判断。

【課題】
　小倉地区：空店舗及び歩行量
の改善に資する勉強会テーマの
把握が必要。
　黒崎地区：空き店舗率、歩行
者通行量の減少傾向の改善が必
要。

やや
遅れ
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

16.3 ％ 16.3 ％
課
長

0.05 人

実
績

16.6 ％ 16.2 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

98.2 ％ 100.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％

実
績

26.8 ％

達
成
率

89.3 ％

目
標

70 ％ 70 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

142.9 ％ 142.9 ％

目
標

5 人 5 人

実
績

27 人 35 人

達
成
率

540.0 ％ 700.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

2,450 人 2,910 人

達
成
率

81.7 ％ 97.0 ％

目
標

5 人 5 人

実
績

27 人 35 人

達
成
率

540.0 ％ 700.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

2,450 人 2,910 人

達
成
率

81.7 ％ 97.0 ％

10,160

8,243

5人
（H26年
度）

0.10

8,243

2,297

　企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連携
し、健康・介護、女性・
若者、子育て・教育等に
対応したビジネスや市民
生活の質の向上に貢献す
るビジネスを振興するた
め、民間事業者からのビ
ジネスプランの公募によ
る助成や、北九州市健
康・生活産業振興協議会
を核に、企業間の交流や
個別企業への具体的支
援、複数企業によるサー
ビスのパッケージ化を通
して、新たなビジネスと
雇用の創出を図る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　市内の商業・サービス
業に対して、販促ノウハ
ウなどの商業セミナー等
の実施を通して、経営力
の向上を支援する。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連携
し、健康・介護、女性・
若者、子育て・教育等に
対応したビジネスや市民
生活の質の向上に貢献す
るビジネスを振興するた
め、民間事業者からのビ
ジネスプランの公募によ
る助成や、北九州市健
康・生活産業振興協議会
を核に、企業間の交流や
個別企業への具体的支
援、複数企業によるサー
ビスのパッケージ化を通
して、新たなビジネスと
雇用の創出を図る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商業人材育成事業

商店街活性化支援
事業

健康・生活産業振
興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　商店街の活性化に向
け、商店街における空き
店舗の有効利用促進や、
新たな事業への補助、活
性化計画作りを支援す
る。

健康・生活産業にお
ける雇用の創出数

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除く）
を週1回以上利用す
る」と答える割合

健康・生活産業の創
出に向けた取組実績
(イベント・セミ
ナー等への来場者
数)

70％
（R1年
度）

63.0％
（H25年
度）

3,000人
（毎年
度）

3,000人
（毎年
度）

5人
（毎年
度）

30％
（R1年
度）

10,1606,908

6,908 0.20

1,804

課
長

課
長

6,900

職
員

職
員

3,075

0.10

6,900

課
長

8,381

2,007
係
長

人

人0.05

　引き続き商店街とのコミュニ
ケーションを密にし、地元ニー
ズや社会環境にあった支援メ
ニューを提案し、効果的な活用
に努める。

　健康・生活産業振興協議会会
員の増加や企業間のマッチング
等により、新規雇用の創出の目
標を大幅に達成することができ
たため「大変順調」と判断。

【評価理由】
　健康・生活産業における雇用
者数が目標を大幅に達成し、健
康・生活支援ビジネス等の支援
ができているため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　健康・生活支援ビジネスの現
状や課題を聞き取り、事業継続
に向けた支援を行っていく必要
がある。

【評価理由】
　専門家の知見の活用や情報発
信の強化など、商店街の課題に
対応した用途で活用されてい
る。また、空き店舗率も目標に
達しているため、「順調」と判
断。
　
【課題】
　制度活用件数が目標14件に対
し実績11件と目標に達していな
いので、認知率を上げ制度活用
件数を上げる必要がある。

【評価理由】
　実践あきない塾では、多くの
事業者の経営課題に対応した解
決策のサポートがなされてい
る。目標に対する実績は好調で
あるため、「大変順調」と判
断。

【課題】
　地域の模範となるような魅力
ある個店を増やし、さらなる商
業・サービス産業の活性化に資
する取組を行う必要がある。

順調

　制度活用件数は目標に達しな
かったものの、市内主要商店街
の空き店舗率で目標に達したた
め、「順調」と判断。

大変
順調

大変
順調

　市内企業への意見交換により
ニーズを収集し、事業者間の
マッチングやセミナーの開催等
の多様な支援を行い、新たな
サービスの創出を図っていく。

　引き続き魅力あるセミナーを
続けるとともに、さらに具体的
な経営課題に対応できるよう、
個別訪問などを含んだ、より踏
み込んだ商業者の育成を図って
いく。

2,353人
（H25年
度）

24.5％
（H22年
度）

10,785

5人
（毎年
度）

　健康・生活産業振興協議会会
員の増加や企業間のマッチング
等により、新規雇用の創出の目
標を大幅に達成することができ
たため「大変順調」と判断。

大変
順調

　市内企業への意見交換により
ニーズを収集し、事業者間の
マッチングやセミナーの開催等
の多様な支援を行い、新たな
サービスの創出を図っていく。

Ⅳ-2-(2)-
② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

31

Ⅳ-2-(2)-
① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

34

32

Ⅳ-2-(1)-
③ 
次代を担
う新しい
商業者の
創出・育
成

Ⅳ-2-(1)-
② 
がんばる
商店街へ
の支援

33

大変
順調

順調

　実践あきない塾への店舗の参
加実績（目標：5、実績：5）、
満足度（目標：70%、実績：
100%）ともに目標を達成してお
り「大変順調」と判断。

【評価理由】
　健康・生活産業における雇用
者数が目標を大幅に達成し、健
康・生活産業等のソーシャルビ
ジネスの支援ができているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　創出されたソーシャルビジネ
スの現状や課題を聞き取り、事
業継続に向けた支援を行ってい
く必要がある。

大変
順調

大変
順調

7,635 3,075

人

人

16.3％
未満

(R1年度)

16.3%
(H25年
度)

市内主要商店街の空
き店舗率

0.20
職
員

人

人

人0.50

0.20

人

係
長

係
長

0.50

0.10

人

健康・生活産業振
興事業

2,353人
（H25年
度）

健康・生活産業の創
出に向けた取組実績
(イベント・セミ
ナー等への来場者
数)

受講者アンケートで
「満足」又は「大変
満足」と答えた割合

5人
（H26年
度）

健康・生活産業にお
ける雇用の創出数
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

400 人 200 人

実
績

475 人 327 人

達
成
率

118.8 ％ 163.5 ％

目
標

100 人 100 人

実
績

388 人 210 人

達
成
率

388.0 ％ 210.0 ％

目
標

25 人 30 人

実
績

118 人 107 人

達
成
率

472.0 ％ 356.7 ％

目
標

5 社 7 社

実
績

16 社 10 社

達
成
率

320.0 ％ 142.9 ％

目
標

3 人 3 人

実
績

1 人 1 人

達
成
率

33.3 ％ 33.3 ％

目
標

35 件 35 件

実
績

32 件 35 件

達
成
率

91.4 ％ 100.0 ％

目
標

15.7
億
円

15.8
億
円

課
長

0.20 人

実
績

18
億
円

18.6
億
円

係
長

0.40 人

達
成
率

114.6 ％ 117.7 ％
職
員

0.80 人

　引き続き、市内サービス事業
者の生産性向上に関する意識向
上を図るため、モデル事業を広
く知らしめ、関係機関と連携
し、具体的取組み支援を行う。

直売所等の販売額 9,255

課
長

係
長

40,179

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

35

4,235

9,971

26,018

1,977

3,630

30人
(H30年度
以降毎年

度)

60人
（毎年
度）

2,559

課
長

【評価理由】
　市内サービス事業者に対する
取組み支援件数が目標を上回
り、生産性向上のための具体的
な活動支援を実施できたため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　市内サービス産業の生産性向
上のため、モデル事業を広く知
らしめる必要がある。

【評価理由】
　ビジネスマッチングや事業紹
介セミナーの開催、実践型ICT人
材育成講座の開催ともに、成果
指標を大幅に達成していること
から「大変順調」と判断した。

【課題】
　近年、急速に発展するデジタ
ル関連技術に対応した人材育成
講座やビジネスマッチングを開
催する必要がある。

　ICT技術をはじめ、第四次産業
革命における先端技術が習得で
きる取組みを継続実施し、企業
の生産性向上や新たなビジネス
展開につながる施策に取り組ん
でいく。

人

人

大変
順調

大変
順調

7社
(H30年度
以降毎年

度)

35件
（R2年
度）

0.60

9,050

3人
（R2年
度）

Ⅳ-2-(2)-
③ 
サービス
産業の高
付加価値
の推進及
び情報通
信産業の
集積

Ⅳ-2-(3)-
① 
地元産品
の６次産
業化など
ビジネス
化の推進

Ⅳ-2-(2)-
④
サービス
産業への
支援の充
実

37

38

　ICT技術をはじめ、先端技術の
習得に向けた人材育成講座やセ
ミナーの参加者数の目標を達成
することができたため、「大変
順調」と判断。

大変
順調

　セミナー、講座の参加人数が
目標を達成（目標：2回、実績10
回）、また市内サービス事業者
からの相談、支援件数も目標を
達成（目標：15社、実績23社）
しているため「大変順調」と判
断。

大変
順調

　雇用は目標に達成していない
ものの、展示商談会出展におけ
る商談成立件数は目標を達成し
ていることから、「順調」と判
断。

順調

人

0.50

【評価理由】
　展示商談会における商談成
立、さらに直売所の販売額など
も一定の成果を収めているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　生産者の主たる経営である生
産業が忙しく、6次産業までの経
営拡大に繋げる事業者が不足し
ている。

　既存の6次産品については、各
地で開催されるイベントやマス
コミ等を通じてPRを図る。
　また、ホームページ等を通じ
て、市内農林水産物の認知度向
上を図る。

人

人0.05

0.05

係
長1,450

0.20

10,800

人

職
員

人

0.20

0.30

0.40

職
員

課
長

0.05

人

32,838

3,372

200人
（H30年
度以降毎
年度）

係
長

12,30010,303

学術研究拠点推進
事業（情報通信産
業振興事業）

サービス産業振興
事業

農林
課

　ICTを活用して既存産
業の高度化や新規事業の
創出、地域経済社会の発
展に資することを目的に
（公財）北九州産業学術
推進機構と連携し、産業
の振興に寄与するための
施策を実施する。

4,900

16億円
（R2年
度）

0人
（H25年
度）

25人
（H26年
度）

409人
（H27年
度）

セミナーの参加者数

6次産業化推進事業

36

市内サービス事業者
に対する取組み支援
件数

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

5社
（H26年
度）

　サービス産業の生産性
向上のための啓発や具体
的な活動を支援すること
により、市内サービス産
業の競争力向上を図る。

14億円
（H23年
度）

　市内の農林水産業の応
援団として、地産地消サ
ポーター制度を運営す
る。生産者、消費者、飲
食・販売店、加工・製造
業の各サポーターへの情
報提供を行い、交流や連
携の促進を図り、地産地
消を推進する。
　また、イベント等で積
極的に市内産農林水産物
の消費宣伝を行うととも
に農林水産物や直売所等
をPRするパンフレット等
により、市民への周知を
図る。

展示商談会出展にお
ける商談成立件数
（累計）

地元いちばん・地
産地消推進事業

6次産業化の取組に
よる雇用増（累計）　農林漁業者が「自ら生

産物の加工・販売」を行
う6次産業化や、商工業
者との連携により新商品
を開発する「農商工連
携」などにより、生産物
の付加価値を向上させ、
所得の向上や地域の活性
化を図る取組みを支援す
る。

農林
課

セミナー、講座の参
加人数（単年度）

1件
（H25年
度）

121人
（H27年
度）

講座の受講者延べ人
数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

人

　直売所等の販売額が目標を上
回っていることから、「順調」
と判断。

順調

職
員

順調
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

28 件 29 件

実
績

28 件 31 件

達
成
率

100.0 ％ 106.9 ％

目
標

27 ％ 28 ％

実
績

35.3 ％ 36.9 ％

達
成
率

130.8 ％ 131.8 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

0 ha 0 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

300 ｔ 400 ｔ
課
長

0.02 人

実
績

300 ｔ 142 ｔ
係
長

0.05 人

達
成
率

100.0 ％ 35.5 ％
職
員

0.10 人

目
標

4,300 t 4,300 t
課
長

0.20 人

実
績

3,982 t
係
長

0.95 人

達
成
率

92.6 ％
職
員

1.35 人

　人づくり担い手対策事業は、
制度周知や相談会等の機会の増
加を目指し、農業分野における
担い手の育成・確保について、
一層の推進を図っていく。
　有毛浜田地区ほ場整備事業
は、効率の良いほ場整備の実現
に向け、地元地権者の100%合意
を得るため、事業規模の縮小も
視野に入れ、交渉を進めてい
き、国や県等関係機関との調整
を実施し、事業計画の決定を行
う。

―

111,786

400t
(H30年度
以降毎年

度)

4.5ha
（R2年
度）

8.8％
（H22年
度）

11月頃
公表
予定

里海づくり推進事
業

水産
課

放置竹林対策事業

市内水産物の年間漁
獲量

4,069t
（H26
年）

―

－

――

18,392 6,866 8,954

42 110,805

11,485

5,124

0

8,89612,800

0

――

順調

順調

遅れ

人

40件
（R2年
度）

30％
（R2年
度）

117,187

4,300t
（毎年、
H28～R1
年）

41

Ⅳ-2-(3)-
③
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

Ⅳ-2-(3)-
② 
農林水産
業の生産
基盤の整
備や担い
手の育成

40

39

課
長

係
長

　放置竹林対策については、引
き続き広報活動に取り組み、事
業の周知を図るとともに、竹の
伐採・活用を進めていく。
　また、里海づくりについて
は、自然環境に左右されずに、
市民に安全・安心な水産物を安
定的に供給するため、藻場や干
潟の保全、漁場の整備、魚介類
の放流などを継続して取り組ん
でいく。

【評価理由】
　放置竹林対策について、伐採
された竹材量は、平成30年7月に
発生した豪雨災害の影響で目標
を達成できなかった。
　一方、里海づくり推進事業に
ついては、藻場の造成面積は目
標をほぼ達成しており、成果指
標である水産物の年間漁獲量も
ほぼ目標を達成できる見込みの
ため、全体として「順調」と判
断。

【課題】
　放置竹林対策について、竹の
搬出者および竹材利用者に対し
て事業の周知が課題である。
　また、水産物の供給について
は、自然環境の変化による漁獲
量の減少や、魚種の変化への対
応が必要である。

【評価理由】
　有毛浜田地区ほ場整備事業
は、地元地権者の合意に向け協
議を進めてきたが、100%合意を
得られなかった。しかし、新規
就農等では好調な成果を収めて
いるため、総合的に「順調」と
判断。

【課題】
　農業者の経営改善を図るた
め、制度等の理解の更なる浸透
が必要である。
　有毛浜田地区ほ場整備事業に
ついては、完成後のほ場の担い
手となる地元の理解を得る必要
があるが、協議が進まず、課題
となっている。

　管理されていない竹林
の増加により、森林景観
の悪化や保水力の低下に
よる災害の危険性が問題
となっている。このよう
な竹林の拡大防止のた
め、管理竹林への再生を
行う。さらに、竹の粉砕
機を市民に無料で貸し出
している。

農林
課

人づくり担い手対
策事業

農林
課

農林
課

　若松区有毛浜田地区に
おいて、農業の生産基盤
としてほ場整備を行い、
耕作放棄地の解消や耕地
集積・集約化を進め、ま
た担い手の確保に取り組
むとともに、稲作等から
高収益作物への転換を行
う。

　新たな農業従事者の育
成や、営農組織・認定農
業者等への経営診断及び
活動支援などを行い、農
業分野における担い手を
育成・確保する。

有毛浜田地区ほ場
整備事業

　人と自然が共生し、豊
かな水産資源と生物多様
性を持ち、市民が海とふ
れあえる沿岸環境を実現
するため、「里海づく
り」を推進する。藻場・
干潟の再生、漁場の整
備、魚介類の放流などを
行い、豊饒な海をつく
り、漁業経営の安定化を
図るとともに、市民に新
鮮で安全・安心な水産物
を持続的に供給する。

5件
（H22年
度）

活用された竹材量

本市目標所得を達成
した認定農業者の割
合

基盤整備面積（ha）

市内で新規就農した
者

1,480

人

0.20 人

順調

　藻場の造成面積（目標：
114,273㎡、実績：112,472㎡）
は目標をほぼ達成し、種苗放流
数（目標：1,600万匹、実績：
1,690万匹）は目標を達成してお
り、漁獲量の平成29年度の達成
率も92.6%であるため、「順調」
と判断。

　竹材量（目標：400ｔ、実績：
142ｔ）は目標を大きく下回った
が、竹粉砕機の貸出件数（目
標：10回、実績：17回）は目標
を上回ったため、「やや遅れ」
と判断。

　国制度の変更により、認定農
業者の経営診断を実施する割合
は27.3%に留まったが、本市の所
得目標を達成した認定農業者の
割合は131.8％で目標を超えたの
で、「順調」と判断。

　地元地権者の100％合意に向
け、地元協議を重ねてきたが、
約半数の地権者から合意を得ら
れていない状態が続いているた
め、「遅れ」と判断。

6,325

21,925

9,150

やや
遅れ

0.80

順調

0.10

職
員
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

320
千
人

320
千
人

実
績

285
千
人

347
千
人

達
成
率

89.1 ％ 108.4 ％

目
標

75 ％ 75 ％

実
績

73.3 ％ 73.2 ％

達
成
率

97.7 ％ 97.6 ％

　農事センターを魅力ある施設
にするため、指定管理者とのな
お一層の連携や計画的な施設の
更新を進めてく。

【評価理由】
　指定管理者制度を導入し、に
ぎわいづくりをすすめた。これ
により入場者数が増加したた
め、「順調」と判断。

【課題】
　認知度は、前年と変わらない
ため、目標達成に向けて情報発
信を続けていく必要がある。

66,335

80.0％
（R2年
度）

総合農事センターの
認知度

　総合農事センターは、
「農業の振興」、「市民
と農業の接点」、「憩い
の場の提供」を基本方針
として、都市型農業の振
興を図るために農業に関
する試験研究や展示栽培
など営農問題の解決の一
翼を担うほか、市民に農
業を紹介し、学び、理解
を深める施設として運営
する。

総合
農事
セン
ター

312千人
（H23年
度）

72.4％
（H27年
度）

57,909

400千人
（R4年
度）

55,228 順調0.50
係
長

2.00

43

Ⅳ-2-(3)-
④ 
農林水産
業と市民
との交流

総合農事センター
管理運営事務

総合農事センター入
場者数

課
長

0.30

人

職
員

人

順調

人

　平成30年度から一部区域で指
定管理者制度を導入し、にぎわ
いづくりに努めた。このため入
場者数が増加したため、「順
調」と判断。

23,450
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

4,300 t 4,300 t
課
長

0.25 人

実
績

3,982 t
係
長

0.25 人

達
成
率

92.6 ％
職
員

2.45 人

目
標

3,048
千
円

3,048
千
円

実
績

2,605
千
円

2,670
千
円

達
成
率

114.5 ％ 112.4 ％

目
標

600 件 1,000 件

実
績

864 件 1,223 件

達
成
率

56.0 ％ 77.7 ％

目
標

28.0 ％ 56.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

48.4 ％ 51.6 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

172.9 ％ 92.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

　水産物供給基盤整備事業につ
いては、「漁港施設機能保全計
画」を基に、既存施設の長寿命
化、機能保全の推進を行い、危
機管理体制の確立、防災機能強
化に取り組んで行く。
　また、イノシシによる農作物
被害や市民からの相談数の軽減
には、イノシシ対策の3つの柱で
ある
　①近づかせない、
　②侵入させない、
　③捕獲する、
を継続して推進していくととも
に、市民にイノシシの習性や対
策をさらに啓発していく。
　農作物生産振興対策について
は、一定の成果は上がっている
ものの、農業生産工程管理
（GAP）に取組んでいない農家、
生産組織に必要性を理解しても
らい、拡大を図っていく。
　老朽ため池災害対策について
は、当初の目標を達成できたた
め、来年度以降は新たに成立し
た「農業用ため池の管理及び保
全に関する法律」に従って、管
理・保全を進めていく。

【評価理由】
　水産物供給基盤整備事業は、
防災機能の強化において一定の
成果を収めるとともに、イノシ
シによる農作物の被害金額も目
標を達成した。
　また、農作物生産振興対策に
ついても、農業生産工程管理
（GAP）に取り組む生産組織の割
合がおおむね目標を達成し、災
害によるため池決壊防止のため
の現況調査も当初の目標を達成
することができたため、「順
調」と判断。

【課題】
　水産物供給基盤整備について
は、漁港施設だけの整備でな
く、既存施設の維持管理の推進
が必要となっている。
　また、有害野生鳥獣被害対策
については、その年の気象など
自然界の諸条件によって相談や
農作物被害が大きく上下するこ
とが課題である。
　農作物生産振興対策について
は、GAPに新たに取組む農家およ
び生産組織の増加が必要である
とともに、老朽ため池について
は、来年度以降は新たに成立し
た「農業用ため池の管理及び保
全に関する法律」に従って、管
理・保全を進めていかなければ
いけない。

―

ため池の利用状況等
現状調査の進捗率
（％）

農林
課

水産
課

老朽ため池災害対
策事業

水産物供給基盤整
備事業（補助）

有害野生鳥獣被害
対策事業

農作物生産振興対
策事業

6,100

市民からの野生鳥獣
の相談件数

12％
（H27年
度）

単年度目標
設定なし

農作物の安全・安心
確保（GAP〔農業生
産工程管理〕に取り
組む生産組織の割
合）

4,069t
（H26
年）

市内水産物の年間漁
獲量

11月頃
公表
予定

－

―

―

1,000件/
年

以下
(H30年度
以降毎年

度)

100％
（R1年
度）

―

単年度目標
設定なし

―

　漁業活動の効率化や防
災機能の強化を図るた
め、水産物供給基盤（防
波堤、岸壁、護岸、航
路、泊地、桟橋、道路な
ど）を整備する。

2,9503,285

911

222,303

11,690

285,335

12,915

1,769

2,873千
円/年以

下
(R2年度)

順調

60％
（R2年
度）

　災害によるため池の決
壊を防止するため、ため
池の調査を実施し、改修
等の対策を講じる。

4,300t
（毎年、
H28～R1
年）

Ⅳ-2-(3)-
⑤ 
農林水産
業の危機
管理体制
の確立、
防災機能
の強化

職
員

0.30

9,700

6,325

1,549

45

47

44

46

順調

　農業者が農薬に関する
正しい知識を理解し、適
正に使用し、安全な農産
物を生産する状態にす
る。

鳥獣
被害
対策
課

イノシシによる農作
物被害額

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　イノシシ･サルなどの
野生鳥獣による市街地や
農作物被害に対応するた
め、わなや銃による捕獲
や追払いのほか、市民相
談や現地対応、市民啓発
等を実施する。

農林
課

978件
（H26年
度）

7,252千
円

(H22年
度)

312,321

12,591

6,150

23,750

人

　　漁港施設整備累計延長の達
成率は96.7％であり（目標：
2,400m、実績、2,321m）、漁獲
量の平成29年度の達成率も92.6%
であるため、「順調」と判断。

　市民からの野生鳥獣の相談件
数の目標に対する達成率は、異
常気象による街部への出没の多
発によって相談件数が多くなり
達成しなかったが、イノシシの
侵入防止対策や捕獲圧の強化に
よって農作物の被害金額の達成
率は目標に達成したため、「順
調」と判断。

課
長

係
長

　農業生産工程管理（GAP）に取
り組む生産組織の割合目標の達
成率が92.1％であるため、「順
調」と判断。

順調

順調人

0.30

0.40

人

　昨年度発生した西日本豪雨災
害を受け、国・県の協力を得
て、災害によるため池決壊防止
のための現況調査を実施し、当
初の目標を達成することができ
たため、「順調」と判断。
　点検調査の結果、改修が必要
とされたため池の余水吐改修工
事も完了した。

順調
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

350 人

実
績

331 人

達
成
率

94.6 ％

目
標

600 人 800 人 課
長

0.05 人

実
績

536 人 766 人
係
長

0.10 人

達
成
率

89.3 ％ 95.8 ％
職
員

0.84 人

目
標

50 人
課
長

0.05 人

実
績

21 人
係
長

0.10 人

達
成
率

42.0 ％
職
員

0.84 人

目
標

1397 人

78.5
達
成
率

％

実
績

人

142人
（H27年
度）

8,575

22,791

人

「第二新卒」採用
促進プロジェクト

17,790

雇用
政策
課

　20代・30代で初めて転
職を行う層＝「第二新
卒」をターゲットとした
民間転職フェアの活用や
情報発信の強化を図るこ
とで、企業と求職者の
マッチングを支援し、若
い世代の市内就職促進を
図る。

雇用
政策
課

雇用
政策
課

1,820人
(R1年度)

人

1,800

73.6

人

1,324

―

1,780

％

1,000人
(H27～R1
年度)

50人
(毎年度)

426人
（H26年
度）

―9,000

17,97816,806

【評価理由】
　企業の人材不足の状況が続く
中、会社合同説明会の開催やU・
Iターン事業でのマッチングによ
り一定の成果は上がっており、
職場環境の改善も進んでいる。
　中小企業の人材不足への対応
に寄与していると考えられるこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、求職者の希望する
職種と人手不足の状況にある職
種のミスマッチは存在する。各
取組みを通じて、地元企業の魅
力を伝えられるような情報発信
やマッチング機会の創出などを
強化し、求職者の職業選択の幅
が広がるような取組を実施して
いく必要がある。

　企業の人材不足感は依然として
高い状況にある。市内企業の人材
確保の状況や支援のニーズを踏ま
え、市内外の求職者、特に学生や
第二新卒に企業の情報を確実に
伝えられるように取り組む必要が
ある。

22,025

0.05

職
員

11,200

課
長

市内企業への就職決
定者数

1,682人
（H26年
度）

7,875

Ⅳ-3-(1)-
①
中小企業
の人材不
足への対
応

48

7,87527,554

50

49
北九州で働こう！
U・Iターン応援プ
ロジェクト

　本市へのU・Iターン就
職希望者に対する地元企
業の求人情報の提供や転
職相談、職業紹介等の支
援を総合的に実施する。
　また、若年人材等の地
元への還流を促進するた
め、学生等に対するU・I
ターン就職活動支援の拡
充を図る。

　地元企業情報の提供・
マッチングの機会の創
出、地元企業の若年者採
用支援を行い、市内外の
学生の地元企業への就職
と市内定住の促進を図
る。

集まれ若者！キタ
キュー就職促進事
業

地元企業見学バスツ
アー参加者数

U・Iターン就職者数
（H27年度からの累
計）

合同会社説明会
参加者数

順調

順調

人

係
長

0.35

やや
遅れ

　U・Iターン就職者数は2年連続
で230人を支援し、好調に推移し
ている一方、令和元年度までの5
年1,000人の目標を達成するには
やや足りないことから「順調」
と判断。

人

　未経験者採用に積極的な企業
への就職者数は、企業からの内
定辞退者が複数いたため、「21
人」と目標値の4割程度に留まっ
たことから「やや遅れ」と判
断。
　しかしながら、引き続き就職
活動を継続している登録者が多
くいるため、今後数値が伸びる
と期待できる。

0.95

　学生の会社合同説明会参加者
数は目標値に達しなかったが、
学生優位の「売り手市場」によ
り企業側の人材確保が厳しい状
況が続いている中、留学生の参
加増等により、一定の参加者数
は確保できたことから「順調」
と判断。

順調
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

7 社 6 社
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

2,583

―

単年度目標
設定なし

3,000 2,467

中小
企業
振興
課

助成金を活用する企
業数

―

単年度目標
設定なし

18社
(H29～R1
年度)

　ものづくり分野での女
性や高齢者の人材確保や
定着を支援するため、市
内の中小製造業者・建設
業者が女性専用設備（ト
イレ、更衣室、休憩室
等）の設置など、女性が
働きやすい職場環境の改
善に取り組む際に、必要
な経費の一部を助成す
る。

ものづくり中小企
業・女性職場環境
改善支援事業

　助成件数の目標値を達成した
（目標：6件、実績：6件）た
め、「順調」と判断。

3,075 順調51

―
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

600 人 800 人 課
長

0.05 人

実
績

536 人 766 人
係
長

0.10 人

達
成
率

89.3 ％ 95.8 ％
職
員

0.84 人

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,231 人 1,360 人
係
長

0.45 人

達
成
率

102.6 ％ 113.3 ％
職
員

0.40 人

目
標

260 人 300 人
課
長

0.05 人

実
績

226 人 223 人
係
長

0.15 人

達
成
率

86.9 ％ 74.3 ％
職
員

0.15 人

目
標

50 人

実
績

241 人

達
成
率

482.0 ％

目
標

150 人

実
績

244 人

達
成
率

162.7 ％

目
標

50 人
課
長

0.05 人

実
績

21 人
係
長

0.10 人

達
成
率

42.0 ％
職
員

0.84 人

【評価理由】
　企業の人材不足の状況が続く
中、会社合同説明会の開催やU・
Iターン事業でのマッチングによ
り一定の成果は上がっている。
　地域企業のニーズに沿った人
材育成・確保に寄与していると
考えられることから、「順調」
と判断。

【課題】
　引き続き、求職者の希望する
職種と人手不足の状況にある職
種のミスマッチは存在する。各
取組を通じて、地元企業の魅力
を伝えられるような情報発信や
マッチング機会の創出などを強
化し、求職者の職業選択の幅が
広がるような取組を実施してい
く必要がある。

「第二新卒」採用
促進プロジェクト

インターンシップバ
スツアーの参加者数

―

市内企業への就職決
定者数

9,000

課
長

― 3,200

15,497

6,0556,500

―

22,025

71,325 71,469

27,55422,791

71,552

15,500

0.15

係
長

0.15

市内大学生の地元
就職促進強化事業

「九州の大学生向
け」市内就職魅力
発信事業

北九州で働こう！
U・Iターン応援プ
ロジェクト

―

就職決定者数
雇用
政策
課

雇用
政策
課

雇用
政策
課

雇用
政策
課

　市内就職を希望する学
生と企業とのマッチング
を体系的に推進すること
で、若者の地元就職及び
地元企業の人材確保につ
なげる。

　若年者の就業支援の拠
点として「若者ワークプ
ラザ北九州」及び「若者
ワークプラザ北九州・黒
崎」において、就業相
談、セミナー、職業紹介
等を実施し、若年者の就
業を促進する。

雇用
政策
課

　本市へのU・Iターン就
職希望者に対する地元企
業の求人情報の提供や転
職相談、職業紹介等の支
援を総合的に実施する。
　また、若年人材等の地
元への還流を促進するた
め、学生等に対するU・I
ターン就職活動支援の拡
充を図る。

1,200人
(毎年度)

8,575

U・Iターン就職者数
（H27年度からの累
計）

1,000人
(H27～R1
年度)

インターンシップ参
加者数

若者ワークプラザ
北九州運営事業

　就職の相談窓口として、カウ
ンセリングや就業意識の啓発、
就職活動の支援などを引き続き
実施していくとともに、利用者
の増加を図るための取組の強化
や幅広く市内企業の魅力を伝え
る取組の実施が必要である。

　U・Iターン就職者数は2年連続
で230人を支援し、好調に推移し
ている一方、令和元年度までの5
年1,000人の目標を達成するには
やや足りないことから「順調」
と判断。

　有効求人倍率が高く、就職し
やすい状況にある中、施設利用
者に対するカウンセリング、市
内企業の求人紹介等伴走型支援
を実施した結果、就職者数は過
去最高の1,360人を達成したこと
から、「順調」と判断。

順調

順調

　未経験者採用に積極的な企業
への就職者数は、企業からの内
定辞退者が複数いたため、「21
人」と目標値の4割程度に留まっ
たことから「やや遅れ」と判
断。
　しかしながら、引き続き就職
活動を継続している登録者が多
くいるため、今後数値が伸びる
と期待できる。

順調

やや
遅れ

　インターンシップ実施企業数
は目標150社のところ、実績は
107社、インターンシップ参加者
数は目標300人のところ、実績は
223人と目標の7割に留まったも
のの、ほぼ横ばいであったた
め、「順調」と判断。

順調

順調

　バスツアーの参加人数及び福
岡で開催する合同会社説明会の
参加者数は大幅に目標数値を上
回ったものの、インターンシッ
プ実施企業数は目標150社のとこ
ろ、実績は107社であったため、
総合的には「順調」と判断。

人

人

人

330人
(毎年度)

職
員

3,200

福岡で開催する合同
会社説明会の参加者
数

―

―

1,102人
（H26年
度）

　福岡市内の大規模校を
中心に、大学の就職支援
部門との連携を深め、学
生への市内企業やまちの
魅力に触れる機会を提供
するほか、福岡市内で就
職活動する大学生と市内
企業とのマッチングを促
進し、九州一円の大学生
の市内就職、市内還流に
つなげる。

　20代・30代で初めて転
職を行う層＝「第二新
卒」をターゲットとした
民間転職フェアの活用や
情報発信の強化を図るこ
とで、企業と求職者の
マッチングを支援し、若
い世代の市内就職促進を
図る。

8,995

7,875

0.05

7,875

50人
(毎年度)

―

54

56

52

53

55

Ⅳ-3-(1)-
②
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

217人
(H27年
度)

―

142人
（H27年
度）
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,231 人 1,360 人
係
長

0.45 人

達
成
率

102.6 ％ 113.3 ％
職
員

0.40 人

目
標

600 人 800 人 課
長

0.05 人

実
績

536 人 766 人
係
長

0.10 人

達
成
率

89.3 ％ 95.8 ％
職
員

0.84 人

目
標

260 人 300 人
課
長

0.05 人

実
績

226 人 223 人
係
長

0.15 人

達
成
率

86.9 ％ 74.3 ％
職
員

0.15 人

就職決定者数

　就職の相談窓口として、カウ
ンセリングや就業意識の啓発、
就職活動の支援などを引き続き
実施していくとともに、利用者
の増加を図るための取組の強化
や幅広く市内企業の魅力を伝え
る取組の実施が必要である。

北九州で働こう！
U・Iターン応援プ
ロジェクト

U・Iターン就職者数
（H27年度からの累
計）

22,025

71,46971,32571,552
1,200人
(毎年度)

142人
（H27年
度）

1,102人
（H26年
度）

雇用
政策
課

　若年者の就業支援の拠
点として「若者ワークプ
ラザ北九州」及び「若者
ワークプラザ北九州・黒
崎」において、就業相
談、セミナー、職業紹介
等を実施し、若年者の就
業を促進する。

若者ワークプラザ
北九州運営事業

　本市へのU・Iターン就
職希望者に対する地元企
業の求人情報の提供や転
職相談、職業紹介等の支
援を総合的に実施する。
　また、若年人材等の地
元への還流を促進するた
め、学生等に対するU・I
ターン就職活動支援の拡
充を図る。

雇用
政策
課

1,000人
(H27～R1
年度)

15,500

22,791

15,497

【評価理由】
　企業の人材不足の状況が続く
中、会社合同説明会の開催やU・
Iターン事業でのマッチングによ
り一定の成果は上がっている。
　若年者の就業意識の啓発や就
職活動への支援に寄与している
と考えられることから、「順
調」と判断。

【課題】
　引き続き、求職者の希望する
職種と人手不足の状況にある職
種のミスマッチは存在する。各
取組を通じて、地元企業の魅力
を伝えられるような情報発信や
マッチング機会の創出などを強
化し、求職者の職業選択の幅が
広がるような取組を実施してい
く必要がある。

順調

順調

　有効求人倍率が高く、就職し
やすい状況にある中、施設利用
者に対するカウンセリング、市
内企業の求人紹介等伴走型支援
を実施した結果、就職者数は過
去最高の1,360人を達成したこと
から、「順調」と判断。

　U・Iターン就職者数は2年連続
で230人を支援し、好調に推移し
ている一方、令和元年度までの5
年1,000人の目標を達成するには
やや足りないことから「順調」
と判断。

順調

　インターンシップ実施企業数
は目標150社のところ、実績は
107社、インターンシップ参加者
数は目標300人のところ、実績は
223人と目標の7割に留まったも
のの、ほぼ横ばいであったた
め、「順調」と判断。

順調

3,200
インターンシップ参
加者数

　市内就職を希望する学
生と企業とのマッチング
を体系的に推進すること
で、若者の地元就職及び
地元企業の人材確保につ
なげる。

雇用
政策
課

市内大学生の地元
就職促進強化事業

7,87527,554

―

8,99557

217人
(H27年
度)

330人
(毎年度)

Ⅳ-3-(2)-
① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

58

59
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

1,800 人 2,400 人
課
長

0.08 人

実
績

1,947 人 2,715 人
係
長

0.30 人

達
成
率

108.2 ％ 113.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

200 件 200 件
課
長

0.04 人

実
績

244 件 368 件
係
長

0.20 人

達
成
率

122.0 ％ 184.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

1,000 回
課
長

0.10 人

実
績

0 回
係
長

0.50 人

達
成
率

0.0 ％
職
員

0.50 人

順調

【評価理由】
　景気好況により高年齢者就業
支援センターの延べ利用者数が
減少した。しかしながら、シニ
ア・ハローワーク戸畑等の就業
支援機関との連携強化の取組に
より、就職決定者数が過去最高
となったことから、「順調」と
判断。

【課題】
　高年齢者等の様々な就業ニー
ズに応えていく幅広い就業支援
の効果が出ているものの、依然
として続いている市内企業の人
手不足を解消するために、潜在
するシニア人材を掘り起こすこ
とが重要である。また、セカン
ドキャリア支援プロジェクトに
ついては、1つでも多くの成立を
目指すために成功事例を活用し
たPRなど積極的な事業推進を実
施していく必要がある。

―

　北九州市高年齢者就業支援セ
ンターとシニア・ハローワーク
戸畑が連携し、引き続き「シニ
ア・ハローワーク」として中高
年齢層向けの求人を掘り起こし
や中高年齢者求職者の経験・希
望職種等の詳細情報を共有し集
約することで、効果的・効率的
なマッチングを図る。また、潜
在するシニア人材の掘り起こし
を行うことで、市内企業の人手
不足解消を図る。
　セカンドキャリア支援プロ
ジェクトについては、東京事務
所を活用したセミナーの実施、
委託事業者の別部門が実施して
いる再就職者支援の取組とも連
携を図る等、更なる事業推進を
行う。

順調

34,877

24,02424,750
雇用
政策
課

62

雇用
政策
課

シニア活躍！セカ
ンドキャリア支援
プロジェクト

23,578

―1,4111,469

中高年齢者のマッチ
ング数
(累計）

PR動画再生回数
（累計）

37,379

　高年齢者就業支援センターの
延利用者数について、目標
20,000人のところ、実績は
14,886人であった。一方で、中
高年齢者のマッチング数は目標
を達しており、「順調」と判
断。

順調

大変
順調

遅れ9,900

3,210

6,170

首都圏等におけるセ
カンドキャリア転職
希望者と市内企業が
求める人材との年間
仲介件数（累計）

おさかなブランド
発信事業

　高年齢者就業支援セン
ターを拠点として、高年
齢者に対し就業支援を実
施する。また、就業に関
連するセミナーを実施す
る。

　セカンドキャリア支援
に関するマッチングを効
果的に実施するための仕
組みづくりを行う。

中高年齢者雇用環
境づくり事業

566人
（H26年
度）

34,873

　市内企業への働きかけについ
て、目標の訪問回数を750回とし
ているが、実績は557回であっ
た。しかしながら電話やメール
によるコンタクトを含めるとそ
の実績は829回に上るため、企業
等への働きかけは十分にできて
いる。また、首都圏等における
セカンドキャリア転職希望者と
市内企業が求める人材との年間
仲介件数が大幅に目標を上回っ
ており、「大変順調」と判断。

　平成30年内にPR動画を作成す
る予定であったが、漁師の撮影
に時間を要し、年度末に完成し
たため、配信することができな
かったことから「遅れ」と判
断。

　本市ならではの水産物の強み
を背景に、新たな観光資源とし
て集客促進や地域振興、イメー
ジアップにつなげる取組をさら
に実施する。

【評価理由】
　PR動画の公開はできなかった
が、ピカイチ漁師の認定など積
極的な情報発信により、メディ
アの露出が増え一定の成果を上
げており、「順調」と判断。

【課題】
　集客促進や地域振興、イメー
ジアップにつなげるため、より
一層のPRに取組むことが必要。

―

3,000人
（H27～
R1年度）

6,000回
(R1年度)

500件
（H29年
度～R1年
度）

観光
課

　豊かな漁場、多種多彩
な海の幸といった本市な
らではの強みを背景に、
新たな観光資源として集
客促進や地域振興、イ
メージアップにつなげる
取組を実施する。

Ⅳ-4-(1)-
①
北九州の
魅力づく
り

Ⅳ-3-(2)-
③
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

61

60
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

276 件 288 件

実
績

307 件 303 件

達
成
率

111.2 ％ 105.2 ％

目
標

22
億
円

22
億
円

実
績

25
億
円

35
億
円

達
成
率

113.6 ％ 159.1 ％

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2,532.4
万
人

2,319.4
万
人

達
成
率

102.9 ％ 94.3 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

186.2
万
人

190.7
万
人

達
成
率

143.2 ％ 146.7 ％

183件
（H20年
度）

人

0.03

課
長

22億円
（毎年
度）

300件
（R1年
度）

2,460万
人

(毎年)

　国際会議等MICE事業事業の推
進については、引き続きMICE開
催助成金の効果的な活用と併
せ、学会大会等における詳細な
分析、有力なキーパーソンのリ
サーチ等を行い、「国際MICE都
市北九州」を目指す。
　観光プロモーション推進事業
については、本市への観光客誘
致及び国際会議等の誘致件数の
増加に向け、継続的なセールス
活動を行う。

2,242万
人

(H23年)

課
長

職
員

係
長12,400

0.10

10,820

129,022

経済効果

63
MICE
推進
課

10,302 19,559

131,394

18,81164

133,435

【評価理由】
　MICE開催件数や国内での観光
プロモーションの推進におい
て、一定の成果を収めているた
め、国内外からの観光の推進と
いう観点から「順調」と判断。

【課題】
　国際会議等MICE事業の推進に
ついては、大都市圏でのコンベ
ンションの集中開催や、周辺他
都市における展示場やコンベン
ション施設の新増設などの都市
間競争が激化している。本市の
PRを積極的に行うとともに、
ターゲットを絞って誘致を進め
ていく必要がある。
　観光プロモーション推進事業
については、大型観光施設の閉
園による観光客数の減少を補う
ため、セールス等を含めたPR活
動をより一層強化する必要があ
る。

　「MICE開催件数」は目標を達
成しており、「経済効果」は目
標を大幅に達成しているため、
「大変順調」と判断。

0.65

人

0.53

順調人

人

　大型観光施設の閉園及びリ
ニューアルに伴う休館の影響
で、観光客数が目標値を下回っ
たが、今後、国内各地の旅行社
に対し、リニューアルオープン
した施設を中心とした旅行商品
造成の働きかけを積極的に行う
ことで、観光客数及び宿泊者数
の増加が見込めるため、「順
調」と判断。

大変
順調

人

130万人
(毎年)

観光客数のうち宿泊
者数

観光客数

119万人
(H23年)

係
長

0.70

職
員

0.60 人

―

MICE開催件数

　キーパーソン等へ本市
の優位性（アクセス・施
設・助成金）などをPRす
るなどの誘致活動を展開
することにより、本市で
の国際会議・大会等の
MICE開催を目指す。

観光プロモーショ
ン推進事業

観光
課

　北九州空港と定期便の
ある首都圏や九州新幹
線・山陽新幹線の沿線都
市からの観光客誘客を目
的に、国内の旅行エー
ジェントへ旅行商品造成
の働きかけを中心とした
セールス活動を行う。

Ⅳ-4-(3)-
①
国内外か
らの観光
の推進

国際会議等MICE事
業の推進

順調
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

180 人 240 人

実
績

209 人 277 人

達
成
率

116.1 ％ 115.4 ％

目
標

4 件 2 件

実
績

10 件 8 件

達
成
率

250.0 ％ 400.0 ％

目
標

550,000 人 580,000 人
課
長

0.20 人

実
績

577,720 人 574,160 人
係
長

0.40 人

達
成
率

105.0 ％ 99.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

7,000 人 8,000 人
課
長

0.10 人

実
績

5,524 人 7,338 人
係
長

0.30 人

達
成
率

78.9 ％ 91.7 ％
職
員

0.20 人

0.70

【評価理由】
　「事業化件数」では、目標を
大きく上回ることができたほ
か、「新規創業者・雇用者数」
では、平成30年度の目標値を上
回ることができ、市内各地でま
ちの賑わいを創出した。
　また、産業観光客数は昨年度
と同程度で目標値に近い数値と
なった。
　さらに、産業観光旅行商品の
増加や夜景観光クルーズ・ツ
アーの増加などから、にぎわい
づくりによる集客交流産業の拡
充が行えたと考えられるため、
「順調」と判断。

【課題】
　これまでに蓄積したノウハウ
を活かしながら、市内各地への
展開を図り、物件の事業化に向
け、寄り添った支援を積極的に
行ってきた。
　今後は、まちづくりセミナー
や不動産オーナー向けのセミ
ナーなどの実施を通じて、新た
な人材を発掘していくことが重
要である。
　環境・ものづくり観光推進事
業については、今後も産業観光
客数を維持、増加できるよう
に、世界遺産や産業観光資源の
魅力の発信や、協力企業との連
携を図る必要がある。
　若戸大橋ライトアップによる
北九州都市圏魅力向上事業につ
いては、今後も、若戸大橋のラ
イトアップを観光素材として有
効に活用し、市民や観光客の本
市の夜景に対する関心の高まり
を維持していくために、行政か
らの継続的な働きかけ（広報活
動）が必要である。

若戸大橋ライト
アップによる北九
州都市圏魅力向上
事業

13,000
人

（R1年
度）

10,096

11,297

138,000

15,078

99,489

11,800

3,727

産業観光客数

65

66

Ⅳ-4-(3)-
②
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

67

　現在の取組みが小倉魚町地区
から市内各地に広がりつつある
ため、これまでに蓄積したノウ
ハウを活かしながら、更なる人
材発掘等に努める。
　また、令和元年度に取り組む
黒崎地区におけるリノベーショ
ン事業の事業化に向けた寄り
添った支援を行っていく。
　環境・ものづくり観光推進事
業については、産業観光客数の
増加を目指し、引き続き、PR活
動や産業観光ガイド等の養成を
行う。
　若戸大橋ライトアップによる
北九州都市圏魅力向上事業につ
いては、若戸大橋のライトアッ
プを観光素材として有効活用す
るための、継続的な広報活動を
行う。
　また、夜景観光は宿泊を伴う
可能性が高いことから、本市の
消費拡大において需要なコンテ
ンツとなる。そのため、宿泊、
飲食、観光等、消費拡大に繋が
る民間事業者の活動支援を行
う。

　リノベーションまちづくりの
取組みは、市内各地への展開が
進み、まちの賑わいを創出し
た。
「事業化件数」は、目標を大き
く上回ることができたほか、
「新規創業者・雇用者数」で
は、平成30年度の目標値を上回
ることができたため、「大変順
調」と判断。

職
員

順調

大変
順調

順調　産業観光ガイド・工場夜景ナ
ビゲーター・世界遺産ガイドの
活用促進（目標：50人、実績：
121人）、産業観光旅行商品造成
（目標：30本、実績：152本）の
目標値を上回り、また、産業観
光客数も目標値に近い数値に
なったため、「順調」と判断。

人

人

課
長

61,441

人

係
長

122人
（H26年
度）

　若戸大橋のライトアッ
プの整備を進め、点灯イ
ベントやモニターツアー
などを実施して、夜景観
光の促進を図る。

10,640

0.30

17,950

1.00

順調

　前年度と比較して、クルーズ
やツアーの回数・参加者数とも
に増加しており、主催者側（民
間事業者）、参加者側（市民）
の両方に夜景観光に対する意識
の高まりがうかがえる結果と
なっているため、「順調」と判
断。

300人以
上

(H27～R1
年度)

夜景観賞クルーズ・
ツアー等の夜景観光
客数

236,420
人

(H23年
度)

4件
（H24年
度）

2件
(H30年度
以降毎年

度)

リノベーションまち
づくりにおける事業
化件数

60万人
（R1年
度）

7,000人
（H27年
度）

　産業都市の特性を活か
した「産業観光」や工場
夜景を含む「夜景観光」
の推進を図るとともに、
近代化産業遺産などを活
用した観光客誘致を行う
ことで、国内外からの集
客及び関連事業の振興を
図る。

リノベーションまち
づくり事業を通じて
の新規創業者・新規
雇用者数（累計）

　遊休不動産をリノベー
ションの手法を活用して
再生させ、新規創業者や
新規雇用者を創出する。
今後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北区
以外のまちなかのにぎわ
いを拡大させる取り組み
を推進する。

観光
課

観光
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

環境・ものづくり
観光推進事業

リノベーションま
ちづくり推進事業

5,650

10,800
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2,532
万
人

2,319.4
万
人

達
成
率

102.9 ％ 94.3 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

186.2
万
人

190.7
万
人

達
成
率

143.2 ％ 146.7 ％

目
標

8.2 ％ 8.1 ％

実
績

7.2 ％ 5.1 ％

達
成
率

112.2 ％ 137.0 ％

目
標

145,536 人 146,962 人

実
績

156,926 人 146,078 人

達
成
率

107.8 ％ 99.4 ％

目
標

55,000 人 55,000 人
課
長

0.10 人

実
績

48,700 人 75,256 人
係
長

0.50 人

達
成
率

88.5 ％ 136.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

16.6 ％ 16.6 ％

実
績

18.6 ％ 19.6 ％

達
成
率

88.0 ％ 81.9 ％

目
標

16,531 人 16,693 人

実
績

13,773 人 14,226 人

達
成
率

83.3 ％ 85.2 ％

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

11,443

11,443

観光振興対策推進
事業

130万人
(毎年)

55,000人
(毎年度)

2,242万人
(H23年)

街なか商業魅力向
上事業（小倉地
区）

　本市の観光情報発信拠
点である観光案内所等で
のおもてなしの向上に努
めることで、観光客数の
増加へ繋げるもの。

2,460万
人

(毎年)

8.0％
（R1年
度）

64,889

5,990

5,796

黒崎地区商店街エリ
アの空き店舗率

会場への来場者数

観光客数のうち宿泊
者数

小倉地区商店街エリ
アの歩行者通行量
（人/日）

Ⅳ-4-(3)-
③
ホスピタ
リティの
向上

Ⅴ-1-(2)-
① 
都心のに
ぎわいづ
くり

69

Ⅴ-1-(2)-
② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

70

71

68

6,238

65,553

10,647

【評価理由】
　空き店舗率、歩行者通行量と
もに目標を達成していないた
め、「やや遅れ」と判断。

【課題】
　黒崎地区：空き店舗率、歩行
者通行量の減少傾向

【評価理由】
　歩行者通行量が目標値に及ば
なかったが、空き店舗率が目標
を達成した。また、商業活性化
懇話会の開催がなかったが、街
の活性化に向けて環境の変化に
沿った勉強会が開催ができた。
　また、北九州の「食」のおも
てなし促進事業については、来
場者数が目標来場者数を大きく
上回り、都心のにぎわいづくり
につながったため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　空店舗及び歩行量の改善に資
する勉強会テーマの把握が必要
である。
　北九州の「食」のおもてなし
促進事業については、集客効果
を高めるため、より一層魅力あ
るイベントを検討することが必
要である。

　引き続き勉強会などニーズの
把握を行い、事業を実施すると
ともに、事業の効果測定を定期
的に行う。

　北九州に訪れた方が満足して
再度訪れたいと思えるよう、観
光案内所の充実化を図るととも
に、引き続き、効果的な情報発
信を行う。

【評価理由】
　観光客数が目標値に達してい
ないが、各種観光施設のリ
ニューアルオープンに伴い、案
内ボランティアの勉強会等、観
光客受入の準備は順調に進んで
おり、今後の集客数増に向けて
の体制が整えられていることか
ら、順調であると判断。

【課題】
　リニューアル整備が完了した
各種観光施設を有効活用するた
めの積極的な広報活動が必要と
なる。

やや
遅れ

　大型観光施設の閉園及びリ
ニューアルに伴う休館の影響
で、観光客数が目標値を下回っ
たが、今後、観光案内所等にお
けるおもてなしの向上や情報発
信に努めることで、観光客数及
び宿泊者数が増加すると見込ま
れるため、「順調」と判断。

係
長67,144

人

4,638

16.5％
（R1年
度）

16,207人
(H27年
度)

16,855人
(R1年度)

黒崎地区商店街エリ
アの歩行者通行量
（人/日）

10,6475,990

職
員

小倉地区商店街エリ
アの空き店舗率

街なか商業魅力向
上事業（黒崎地
区）

北九州の「食」の
おもてなし促進事
業

55,000人
(H27年
度)

観光
課

16.8％
（H27年
度）

やや
遅れ

人0.10

0.20

人

0.10

課
長

係
長

9,900

職
員

6,150

0.20
職
員

課
長

人

　歩行者通行量がわずかに目標
値に及ばなかったが、空き店舗
率が目標を達成を達成している
ことから、「順調」と判断。

順調人

大変
順調

0.10

人

0.40

0.40

　成果目標の達成率は黒崎地区
商店街エリアの空き店舗率、歩
行者通行量ともに80％を超えた
ものの、空き店舗率が前年度に
比べて高い値となっているう
え、黒崎井筒屋の規模縮小な
ど、黒崎地区商店街エリアの状
況は依然として順調とは言いに
くいため、事業評価を「やや遅
れ」とした。

順調

順調

0.03

　引き続き勉強会などニーズの
把握を行い、事業を実施すると
ともに、事業の効果測定を定期
的に行う。
　北九州の「食」のおもてなし
促進事業については、魅力ある
イベントでのおもてなしとPRを
引き続き行うとともに、にぎわ
い創出につなげる取組を行う。

大変
順調

　北九州マラソン関連イベント
（2日間開催、来場者数58,380
人）、発酵ジャパンin九州（2日
間開催、来場者数16,876人）を
実施、来場者数の目標を大幅に
達成し、一定の成果を収めてい
るため「大変順調」と判断。

観光客数

8.4％
（H27年
度）

142,683
人

(H27年
度)

119万人
(H23年)

148,390
人

(R1年度)

観光
課

商業
サー
ビス
産業
政策
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎわ
いづくり及び中心市街地
活性化」に位置づけられ
た小倉地区の商店街の活
性化のため、事業者によ
る活性化に向けた取組の
支援やフォローアップ調
査事業を実施。

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎわ
いづくり及び中心市街地
活性化」に位置づけられ
た黒崎地区の商業活性化
のため、事業者による活
性化に向けた取組の支援
やフォローアップ調査事
業を実施。

　本市および周辺地域の
発酵をテーマとした食、
地域の産品やグルメを集
めたイベントを小倉駅周
辺で開催し、市内外の人
へおもてなしとPRを行
い、また小倉駅周辺の賑
わいづくりを図る。

人

人

人

0.20
係
長

課
長

6,150

2,845
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

180 人 240 人

実
績

209 人 277 人

達
成
率

116.1 ％ 115.4 ％

目
標

4 件 2 件

実
績

10 件 8 件

達
成
率

250.0 ％ 400.0 ％

目
標

79 ％ 80 ％
課
長

0.20 人

実
績

75 ％ 78 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

94.9 ％ 97.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

710,000 人 710,000 人
課
長

0.50 人

実
績

718,783 人 621,385 人
係
長

1.00 人

達
成
率

101.2 ％ 87.5 ％
職
員

2.00 人

目
標

1,124 ha

実
績

1,124 ha

達
成
率

100.0 ％

目
標

60 ha

実
績

46 ha

達
成
率

76.7 ％

人

0.05

0.20

0.40

分譲率

門司
港レ
トロ
課

247,416

22,6157,054

64,516

3,727

荒廃が進んでいる私
有林のスギ林やヒノ
キ林の整備面積

有料観光施設の利用
者数

リノベーションまち
づくり事業を通じて
の新規創業者・新規
雇用者数（累計）

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

Ⅴ-1-(2)-
③
未利用地
等の活用

Ⅴ-1-(3)-
② 
産業拠点
の整備

Ⅴ-1-(3)-
④ 
広域観光
拠点の整
備

73

72

Ⅵ-2-(1)-
③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

75

74

荒廃森林整備事業 39,591

897,625

10,640

【評価理由】
　造成した2区画（約2.1ha）を
分譲できたことから「順調」と
判断した。

【課題】
　残りの区画を分譲できるよ
う、関係各課と施工調整を行
い、早期の造成着工を目指す必
要がある。

【評価理由】
　利用者数の目標値は下回る結
果となったが、観光施設が１つ
休館となる中、目標値の約9割を
達成しているため「順調」と判
断。

【課題】
　引き続き訪日外国人観光客の
誘致・集客を進めていくととも
に、個人客も含めた観光客の満
足度を向上させ、リピーターの
増加につなげていく取り組みが
大きな課題となる。また、老朽
化の進む施設の機能を維持する
ため、効率的・効果的な対策を
進めることも必要となる。

　分譲率は高い水準を維持して
おり、平成30年度に造成した2区
画（約2.1ha）を分譲できたこと
から「順調」と判断した。

係
長

67％
（H25年
度）

122人
（H26年
度）　遊休不動産をリノベー

ションの手法を活用して
再生させ、新規創業者や
新規雇用者を創出する。
今後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北区
以外のまちなかのにぎわ
いを拡大させる取り組み
を推進する。 リノベーションまち

づくりにおける事業
化件数

H29年度ま
でに

1,124ha整
備

農林
課

R4年度まで
に300ha
整備

企業
立地
支援
課

4件
（H24年
度）

71万人
(毎年度)

10,096

職
員

51,685

北九州空港跡地産
業団地整備事業

リノベーションま
ちづくり推進事業

関門海峡都市・観
光まちびらき連携
事業

300人以
上

(H27～R1
年度)

2件
(H30年度
以降毎年

度)

271ha
（H23年
度）

685,640人
（H28年
度）

分譲率
100％

(R3年度)

926,872

順調

人

順調

大変
順調

人

人

5,575

17,950

課
長

30,750

職
員

順調

0.30

0.70

人

人

　平成30年7月の豪雨災害で、林
道が被害を受けた影響があった
ものの、荒廃森林の整備面積は
76.7％の達成率であったため、
「順調」と判断。

　リノベーションまちづくりの
取組みは、市内各地への展開が
進み、まちの賑わいを創出し
た。
「事業化件数」は、目標を大き
く上回ることができたほか、
「新規創業者・雇用者数」で
は、平成30年度の目標値を上回
ることができたため、「大変順
調」と判断。

順調

順調

　関門海峡ミュージアムが展示
更新により休館しているため、
有料観光施設の利用者数は減少
したが（関門海峡ミュージアム
のH29利用実績：約12万人）、そ
れ以外の施設で目標値の約9割を
保持している。また、今後の門
司港レトロ地区の更なる魅力づ
くりに向けた取り組み（地方創
生推進交付金事業による夜間景
観魅力向上事業・関門海峡
ミュージアムリニューアルオー
プンなど）を進めていることか
ら、「順調」と判断。

6,550

課
長

　引き続き「広報活動」に取り
組み、森林所有者に対する事業
の周知を図るとともに、間伐等
による森林の整備を一層進めて
いく。

　現在進めている魅力向上のた
めの施策を継続・推進し、門司
港レトロ地区全体の活性化に取
り組む。また、施設の老朽化・
安全対策を計画的に進める。

順調

　森林は、水を貯え、土
砂災害を防ぎ、二酸化炭
素を吸収するなどの公益
的機能の働きによって、
市民の生活にさまざまな
恵みを与えている。しか
し、長期間手入れがなさ
れず、荒廃した森林が増
え、このような働きが低
下し、市民の生活に重大
な影響を及ぼすことが懸
念されている。このた
め、平成20年度に創設さ
れた「福岡県森林環境
税」を活用し、荒廃した
森林の再生を推進する。

　北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

　門司港レトロ地区とと
もに、関門海峡という共
通の財産を持つ北九州市
と下関市において、さら
なる魅力向上施策を推進
し、観光客誘致や観光消
費の増加を促進する。

H30年度からR9年度
の10年間で公益的機
能が発揮できなくな
る恐れのある私有林
のスギ林やヒノキ林
の整備面積

0ha
（H29年
度）

75,946

1.00

係
長

　現在の取組みが小倉魚町地区
から市内各地に広がりつつある
ため、これまでに蓄積したノウ
ハウを活かしながら、更なる人
材発掘等に努める。
　また、令和元年度に取り組む
黒崎地区におけるリノベーショ
ン事業の事業化に向けた寄り
添った支援を行っていく。

大変
順調

【評価理由】
　これまで活用されていなかっ
た遊休不動産の再生が進むな
ど、「事業化件数」は、目標を
大きく上回ることができたた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　これまでに蓄積したノウハウ
を活かしながら、市内各地への
展開を図り、物件の事業化に向
け、寄り添った支援を積極的に
行なってきた。
　今後は、まちづくりセミナー
や不動産オーナー向けのセミ
ナーなどの実施を通じて、新た
な人材を発掘していくことが重
要である。

【評価理由】
　農林水産だよりやホームペー
ジを活用した広報活動について
は、目標回数を達成し、整備面
積もおおむね目標値を達成でき
たため、「順調」と判断。

【課題】
　平成30年度に制度の見直しが
あったが、十分に周知できてい
なかったため、荒廃森林整備に
関する森林所有者への周知を進
めることも必要となる。

　残り区画の造成工事を進めて
いく。
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

101 人 111 人

達
成
率

目
標

実
績

42 人 75 人

達
成
率

目
標

10 件 17 件

実
績

11 件 15 件

達
成
率

110 ％ 88.2 ％

目
標

87 ha 88 ha
課
長

0.10 人

実
績

87.53 ha 85.08 ha
係
長

0.20 人

達
成
率

100.6 ％ 96.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

124 件 126 件

実
績

124 件 126 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

40 本 40 本

実
績

44 本 39 本

達
成
率

110.0 ％ 97.5 ％

職
員

人

0.90

―

研究者・技術者の集
積

58,68842,068

農林
課

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

環境エレクトロニ
クス拠点化推進事
業

Ⅵ-3-(3)-
① 
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

76

Ⅵ-3-(2)-
③ 
環境配慮
型製品・
環境関連
サービス
の集積

77

Ⅶ-1-(2)-
① 
学術交流
の推進

78
海外連携プロジェ
クト助成事業

生産環境保全対策
事業

　地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高い
営農活動に取り組む農業
者に対して助成する。

　海外の大学・研究機関
等と、学術研究都市進出
大学等との連携プロジェ
クト等に対する支援を行
う事業。

専門人材の輩出

環境に配慮した農業
に取り組んだ面積

共同研究による発表
論文数

共同研究件数（累
計）

5,6362,946

―

【評価理由】
　研究者・技術者の集積、専門
人材の輩出など進めており、
「順調」と判断。

【課題】
　地域企業や大学との共同研究
など地域企業への貢献や企業の
集積・雇用の誘発等を一層図る
必要がある。

【評価理由】
　若干の目標未達だが、連作障
害回避のための面積調整のた
め、「順調」と判断。

【課題】
　環境に配慮した農業は、経済
的なリスクを伴うため、取り組
み面積が固定化されてきてい
る。

　「北九州市新成長戦略」を推
進（地元企業の高度化・新製品
開発）するため、市内の大学や
企業が行う研究開発を支援す
る。
　環境エレクトロニクス研究所
を中心に大学や企業等と連携
し、研究者の集積や人材育成に
努めてきたが、今後の在り方を
検討する。

　環境に配慮した農業の推進
は、環境への負荷を減らすだけ
でなく、北九州市のイメージ
アップにつながるため、実施面
積の拡大を目指す。

　目標を概ね達成し一定の成果
が得られていることもあり、H30
年度で事業を終了。
　学研都市はアジアに開かれた
学術研究拠点を目指しており、
より一層本市の新産業の創出・
産業振興につながる取り組みを
行っていく。

順調19,200

40本
(毎年
度)

―

112件
(H24年
度)

―

0ha
（H22年
度）

―

―

―

―

―

35人
（H26年
度）

126件
(H30年
度)

90ha
（R2年
度）

25件
（H27～
R1年度ま
で累計）

200人
(H27～R1
年度まで
累計)

50人
(H27～R1
年度まで
累計)

8,576

2,885

63,000

6,675

職
員

5,400

0.20 順調

人

係
長

0.10

6,785

5,400

課
長

0.30

人

人

順調

順調

0.90

0.30

人
係
長

課
長

人

　研究者・技術者の集積、専門
人材の輩出及び企業との共同研
究ともに数値を伸ばしているこ
とから「順調」と判断。

順調

　面積は、平成30年度の目標に
若干足りなかったが、連作障害
回避のための面積の調整である
ため、「順調」と判断。

　共同研究件数が目標を達成
し、発表論文数は目標を概ね達
成したため、「順調」と判断。

順調

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

企業との共同研究
（累計）

　低炭素社会の実現に向
け、キーテクノロジーで
あるパワーエレクトロニ
クスを中心とした環境エ
レクトロニクスについて
研究開発を推進し、研究
者・技術者の集積等を図
る。

―

―

【評価理由】
　目標を概ね達成しているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　本市の新産業の創出・産業振
興につなげるため、海外の大学
等との共同研究や交流の促進を
さらに図る必要がある。
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産業経済局

平成30年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H30年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H29年度

施策番号
・施策名

No.
R2年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H30年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

1,500 件 1,500 件

実
績

1,507 件 334 件

達
成
率

100.5 ％ 22.3 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

31 件 28 件

達
成
率

155.0 ％ 140.0 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

2 件 1 件

達
成
率

200.0 ％ 100.0 ％

目
標

70 社 70 社

実
績

72 社 56 社

達
成
率

102.9 ％ 80.0 ％

Ⅶ-2-(1)-
③ 
北九州発
ブランド
の海外ビ
ジネス支
援

Ⅶ-2-(1)-
② 
海外工場
のサポー
ト拠点の
形成

Ⅶ-2-(3)-
① 
アジアか
ら本市へ
の投資の
呼び込み

81

79

80

国際競争力強化支
援事業
（対日投資）

産業
政策
課

　海外企業の本市進出
や、地元企業との事業連
携等を促進するため、
ジェトロ北九州や県など
の関係機関と連携して、
本市のビジネス環境など
のPRを積極的に行うとと
もに、PRに必要なツール
の作成・整備を行う。

【施策評価のみ】
アジアものづくり
サポート推進

国際競争力強化支
援事業
（販路開拓）

中小
企業
振興
課

中小
企業
振興
課

【施策の指標】
賛同するメンテナン
ス関連企業数

　北九州市、ジェトロ北
九州、(公社)北九州貿易
協会の3機関で設置して
いる「北九州貿易・投資
ワンストップサービスセ
ンター（KTIセン
ター）」において、販路
開拓、部品調達など地元
企業の国際ビジネス推進
を支援することにより、
企業の国際競争力の向上
を図る。

【施策の内容】
　本市のオペレーション
やメンテナンス（O＆M）
技術集積の強みを活かし
て、アジアへ進出する我
が国のものづくり企業の
工場･製造設備、ユー
ティリティ等の運用･保
守管理などを本市企業が
受託できる仕組みづくり
を行う。

17件
（H23年
度）

本市への外国企業・
機関の進出件数

1件
(毎年度)

市内関連
企業への
聞き取り
調査を実

施

―

1,341件
（H23年
度）

市内企業
の意向聞
き取り

212373

15,154

―

1件
(H26年
度)

8社･団体
(H25年
度)

―

15社･団体

21,855

外国企業との成約件
数

外国企業との商談件
数

20件
（毎年
度）

市内関連企
業への聞き
取り調査を

実施

視察受入企業数

8,075

1,210

70社
(毎年度)

1,500件
（毎年
度）

70件
(H24年
度)

順調

　中小企業の販路開拓を国内外
問わず総合的に進めるために組
織改正を行った。それに伴い、
中小企業の販路拡大に注力した
海外ビジネス支援の取り組みを
進める。

　施策を今後も推進すべきかど
うか再検討が必要。現在の経済
環境を踏まえた市内企業の意向
を聞き取り調査し、方向性を協
議していく。

【評価理由】
　対象国・地域の選択と集中に
より事業の精度を高めること
で、成約件数の目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　ビジネス環境の変化に応じた
地元企業ニーズを把握すること
で、より効果的な事業の実施に
つなげる必要がある。

【評価理由】
　製造業の国内回帰や、生産年
齢人口の減少など経済環境の変
化により、アジアのものづくり
をサポートする企業における事
業推進そのものの動機が縮小し
ている。今後の進め方について
市内関連企業への聞き取り調査
を実施しているところであり、
現時点では「順調」と判断。

【課題】
　施策を今後も推進すべきか
どうか再検討が必要である。

――

市内企業
の意向聞
き取り

――

課
長

人

人

2.66

0.11

人

―

課
長

係
長

7,515

職
員

44,080

職
員

係
長 順調0.25

0.50 人

0.22

2.16

人

順調人

順調

　視察受入企業数は減少したも
のの、目標値の8割を達成してい
る。また、本市への外国企業・
機関の進出件数が目標値を達成
したため、「順調」と判断。

　相手国の事情により、予定さ
れていた企業訪問団の受入が中
止となったことや、具体的な成
果につながる可能性の高いエリ
アへの絞り込み等により、商談
件数は減少したものの、成約件
数は目標件数を達成したため、
「順調」と判断。

　本市の国際ビジネス環境を海
外企業にPRすることで、本市進
出に向けた働きかけを行う。

【評価理由】
　視察受入企業数は目標値に到
達していないものの、本市への
外国企業・機関の進出件数が目
標を達成したため、「順調」と
判断。

【課題】
　海外向けの効果的な情報発信
及び地元企業との連携に向けた
対日投資の呼び込みが必要。

順調
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建設局

平成30年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

20
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

23
公
園

16
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

115.0 ％ 80.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

8.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

7.00 人

目
標

2
公
園

1
公
園

課
長

0.10 人

実
績

2
公
園

1
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

―

順調335,119
　今後も継続して治水事業の根
幹となる河川整備を推進する。

2,494,475

14,942

2,603,204

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

順調

H29年度

累計
30公園
(R5年度)

117,900

86,500

20,881

―

―

―

―

―

Ⅱ-2-(3)-
④ 
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

6 17,000

　公園に高齢者の健康増
進に配慮した健康遊具を
設置し、運動教室を開催
して、利用者に使い方を
説明する。
　継続的にこの健康遊具
を利用することにより、
高齢者の体力増進に繋げ
る。
　また、ウォーキングを
通じた健康づくりをサ
ポートする路面表示など
を実施する。

高齢者に配慮した健
康遊具の設置公園数

―

【評価理由】
　高齢者の健康づくりに資す
る、身近な公園における健康遊
具の設置を計画通りに進めるこ
とが出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　高齢者の健康づくりを促進す
るため、環境整備を更に推進す
る必要がある。

　今後も継続して高齢者の健康
づくりに資する環境整備に取り
組む。

―

―

―

順調3,65020,967

74,000

1,551,588

―

―

―

―

河川毎に計
画している
降雨（１時
間で50～
70mm程度）
に対応でき

る状態
（2033年

度）

浸水被害の低減

― ――

―

―

―

神嶽川（旦過地区）
の治水安全度向上

―

―

―

―

―

事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

―

【施策の指標】
「市民環境力」を高
め、環境保全に対す
る意識が高まった状
態

―

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

Ⅰ-3-(1)-
②
教育関係
施設の連
携による
人材育成

2

【施策評価のみ】
到津の森公園によ
る学習プログラム
の提供

1
地域に役立つ公園
づくり事業

Ⅰ-1-(1)-
⑥ 
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

6,825

　近年、ゲリラ豪雨や都
市化の進展に起因する浸
水被害が増加している。
　浸水被害を抑制するた
め、治水事業の根幹とな
る河川改修を推進する。

地域に役立つ公園づ
くり事業による整備
公園数

―

公園
管理
課

【評価理由】
　地域と行政が連携して魅力あ
る公園づくりを推進するため、
整備の前にワークショップを行
うなど、地域のニーズを反映さ
せるための取り組みを推進して
いる。
　概ね計画どおり実施できてお
り「順調」と判断。

【課題】
　地域と行政が連携した魅力あ
る公園づくりを更に推進する必
要がある。

順調127,414

　河川整備率（目標86％、実績
85.4％）が概ね目標に達したた
め「順調」と判断。

103,866

【評価理由】
　頻発する局地的豪雨などによ
る浸水被害を抑制するため、計
画的に河川の整備を推進してい
る。
　概ね予定通りに事業を推進で
きており「順調」と判断。

【課題】
　計画的に河川整備を進める必
要がある。

　地元関係者と協議を進めなが
ら、令和2年度の旦過地区再整備
事業着手に向けた調査、検討を
実施した。また、河川改修につ
いても計画通りに整備を進める
ことができたため「順調」と判
断。

　平成30年度12,3月補正を経
て、地元地権者等と協議が整っ
た箇所から順次事業を実施し
た。順調に協議が進み事業進捗
が図られているため「順調」と
判断。

―

順調

【評価理由】
　遠足等で到津の森公園を訪れ
る小学生に対し、学習プログラ
ムの提供を継続している。
　環境保全意識向上の機会を提
供できており「順調」と判断。

4

【施策の内容】
　小学生を対象とした、
動物や自然とのふれあい
を通して命の大切さや自
然環境の保護の必要性を
学ぶプログラムの提供

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

―

順調

　ワークショップ開催、計画に
基づく公園整備ともに、概ね計
画どおりに進んでおり「順調」
と判断。

―

H30年度

102,400

―

　今後も継続して地域と行政が
連携し、魅力ある公園づくりに
取り組む。

人件費（目安）

順調
　計画通りの公園数を整備出来
ており「順調」と判断。

河川改修事業の推
進

みど
り・
公園
整備
課

　身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位で
開催するワークショップ
で地域住民の意見を聞
き、地域ニーズを反映し
た公園整備を行うこと
で、これまで以上に利用
される公園を目指す。
　計画段階から地域住民
が参加することで公園へ
の愛着を高め、地域活動
など公園利用の活性化に
つなげる。計画策定後
は、翌年から概ね2ヵ年
で再整備を行う。

神嶽
川旦
過地
区整
備室

H29年度

―

　今後も継続して小学生への学
習プログラムを提供する。

順調

旦過地区に
おいて概ね
50年に一度
発生する降
雨にも対応
できる状態

30,750

――

3

緑政
課

水環
境課

対象箇所の再度災害
防止

健康づくりを支援
する公園等整備事
業

　2018年7月豪雨に伴い
発生した自然がけの崩壊
箇所において、がけ崩れ
防止対策工事を行い次期
降雨等による再度災害を
防止することで人命を保
護し、市民生活の安定を
図る。

5

旦過地区まちづく
りに伴う河川整備
事業

災害関連地域防災
がけ崩れ対策事業

水環
境課

Ⅱ-1-(4)-
④ 
総合的な
災害対策
の推進

―

　長年市民に親しまれて
いる旦過市場の魅力向上
と、市場に隣接する神嶽
川の治水安全度の向上の
ため、河川事業と一体と
なった旦過地区の再整備
を推進する。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

順調

再度災害
を防止す
ることに
より、人
命保護と
市民生活
の安定を
確保でき
る状態

201,517
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建設局

平成30年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

H30年度 人件費（目安）

H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

218
団
体

220
団
体

課
長

0.05 人

実
績

227
団
体

232
団
体

係
長

0.17 人

達
成
率

104.1 ％ 105.5 ％
職
員

0.95 人

目
標

1,160 団
体

1,160 団
体

課
長

0.24 人

実
績

1,183 団
体

1,182 団
体

係
長

0.45 人

達
成
率

102.0 ％ 101.9 ％
職
員

1.45 人

目
標

71
団
体

72
団
体

課
長

0.01 人

実
績

64
団
体

65
団
体

係
長

0.01 人

達
成
率

90.1 ％ 90.3 ％
職
員

0.03 人

目
標

601 団
体

610 団
体

課
長

0.10 人

実
績

571 団
体

574 団
体

係
長

0.70 人

達
成
率

95.0 ％ 94.1 ％
職
員

2.00 人

目
標

20
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

23
公
園

16
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

115.0 ％ 80.0 ％
職
員

0.70 人

44,408

103,866

46,740

127,414

8

55,720

45,30445,849

73団体
(R1年度)

230団体
(R1年度)

16,297

公園愛護会の結成数

地域に役立つ公園づ
くり事業による整備
公園数

　身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位で
開催するワークショップ
で地域住民の意見を聞
き、地域ニーズを反映し
た公園整備を行うこと
で、これまで以上に利用
される公園を目指す。
　計画段階から地域住民
が参加することで公園へ
の愛着を高め、地域活動
など公園利用の活性化に
つなげる。計画策定後
は、翌年から概ね2ヵ年
で再整備を行う。

地域に役立つ公園
づくり事業

市民花壇活動団体数

―

「花やみどり」に
よる彩りと潤いの
あるまちづくり

―

Ⅲ-1-(2)-
①
魅力ある
生活空間
づくり

10
570団体

(H27年度)

　今後も継続して、街かどの花
壇整備や地域ニーズを反映した
公園整備など、魅力ある生活空
間づくりに取り組む。

順調

【評価理由】
　魅力ある生活空間をつくるた
め、街かどの花壇整備や地域の
ニーズを反映した公園づくりを
推進している。
　市民花壇活動団体数は増加傾
向にあり、市民ボランティア等
との協働は着実に推進出来てい
る。
　また、地域のニーズを反映し
た公園整備についても計画に
沿って進捗しており「順調」と
判断。

【課題】
　高齢化が進む中で市民花壇活
動団体数の増加・維持を図る必
要がある。

　市民花壇活動団体数は、目標
には達していないものの増加傾
向を維持しており「順調」と判
断。

順調

6,825 順調

水環
境課

102,400

みど
り・
公園
整備
課

緑政
課

　都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）の
整備を行うと共に、市民
花壇やスポンサー花壇、
うぇるっちゃ！花壇と
いった、市民ボランティ
アや企業･団体と一体と
なって美しく快適なまち
づくりを推進する。

440

23,150
628団体
(R2年度)

河川愛護団体数

45,386

9,400

2,250

14,168

―

【評価理由】
　高齢化等の理由により解散す
る団体もある一方で、新たに結
成された団体もあり、団体数と
しては概ね目標を達成できてお
り「順調」と判断。

【課題】
　団体数の増加・維持に向けた
取り組みを推進する必要があ
る。

順調

ボランティアネッ
トワークの推進
（公園愛護会）

公園
管理
課

2,2802,250

　今後も既存団体の支援や団体
数の増加・維持に取り組む。

　会員の減少や高齢化により解
散する団体があるものの、全体
としては目標の団体数を達成で
きており「順調」と判断。

　団体会員の高齢化や後継者不
足等により活動継続に課題のあ
る団体もあるものの、新規に結
成された団体もあり、目標に近
い団体数が活動しており「順
調」と判断。

18,135 順調

順調

順調
　加入団体数が目標を達成でき
ており「順調」と判断。

Ⅲ-1-(1)-
③ 
まち美化
活動の拡
充

7

ボランティアネッ
トワークの推進
（道路サポー
ター）

ボランティアネッ
トワークの推進
（河川愛護団体）

1,160団体
(毎年度)

道路サポーター加入
団体数

※中期目標改訂

　市が維持及び管理する
道路において、道路清
掃・美化などのボラン
ティア活動を行う地域の
団体を対象に、清掃用具
や花苗の支給などにより
支援する。

16,481―

　10名程度の地域住民で
組織されるボランティア
団体で、公園の美化活
動・公園施設の点検や禁
止行為の連絡・公園利用
者のマナーづくり・市民
花壇づくりなどを行い、
活動面積に応じて活動費
を助成している。

　地域の住民で構成する
河川愛護団体に清掃道具
購入の費用等となる補助
金を交付することによ
り、美化活動を広げる。
また、美化活動に参加す
ることにより、地域の河
川を身近に感じ、自分た
ちの川として愛着を持つ
ような啓発活動へとつな
げる。

　ワークショップ開催、計画に
基づく公園整備ともに、概ね計
画どおりに進んでおり「順調」
と判断。

道路
計画
課

9

11

―
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建設局

平成30年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

H30年度 人件費（目安）

H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

91 ％ 95 ％
課
長

0.10 人

実
績

90 ％ 92 ％
係
長

1.00 人

達
成
率

98.9 ％ 96.8 ％
職
員

2.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

145
箇
所

93
箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

6,500
人
/
日

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

　今後も誰もが安全で快適に通
行できる環境の整備を推進す
る。

順調
　小倉駅南北公共連絡通路のリ
ニューアルが、概ね計画通り進
捗しており「順調」と判断。

【評価理由】
　黒崎副都心部の駅前におけ
る、魅力的な都市環境の創造に
つながる道路環境整備を概ね計
画通りに推進できており「順
調」と判断。

【課題】
　取り組みを継続する必要があ
る。

　今後とも計画的に事業を進め
る。

【評価理由】
　関係団体と協議しながら、通
学路の改善要望対応や、子ども
から高齢者まで誰もが安心して
通行できる環境整備を概ね計画
通りに推進出来ており「順調」
と判断。

【課題】
　バリアフリー道路等のハード
面の整備を推進するとともに、
取り組みの周知等のソフト面の
施策の充実も図る必要がある。

【評価理由】
　都心のにぎわいづくりに資す
る小倉駅南北公共連絡通路の整
備、及び旦過地区のまちづくり
に伴う河川整備を概ね計画通り
に推進出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　取り組みを継続する必要があ
る。30,750

 関係団体と協議を行いながら、
概ね計画通りに整備を進めるこ
とが出来ており「順調」と判
断。

612,967

201,517

26,150

　「北九州市通学路安全プログ
ラム」に基づき、道路管理者や
警察、学校関係者が連携して通
学路の安全対策を実施してい
る。概ね計画通りに整備が進捗
しており「順調」と判断。

順調

95％
(R1年度)

851,539

1,407,600

1,297,124

順調

順調

Ⅴ-1-(2)-
② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

963,500

順調

972,000

順調
　黒崎駅前の道路環境整備が、
概ね計画通りに進捗しており
「順調」と判断。

順調

Ⅴ-1-(2)-
① 
都心のに
ぎわいづ
くり

Ⅲ-1-(3)-
② 
安心して
通行でき
る身近な
道路の整
備

―

335,119

―

453,000 603,600

820,000 1,040,444

117,900

黒崎駅南北自由通路
利用者数

　北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副都
心部の駅前において、魅
力的な都市環境の創造に
つながる道路環境整備を
行い、まちの賑わいを推
進する。

道路
計画
課

14

旦過地区まちづく
りに伴う河川整備
事業

神嶽
川旦
過地
区整
備室

16

4,500人/
日

(H24年度)

―

17 1,407,600 61,500

529,800

―

972,000

― ―

―

―

―

― ―

―

小倉駅・黒崎駅前
の賑わいづくりの
推進

―

歩いてみた
くなる歩行
空間の創出

― ―

―

―

―

―
歩いてみたくなる歩
行空間を創出

―

―

神嶽川（旦過地区）
の治水安全度向上

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づく
りを進めるため、環境に配慮し
た護岸整備を計画通りに推進出
来ており「順調」と判断。

【課題】
　治水と環境のバランスに配慮
して事業を推進する必要があ
る。

　今後とも限られた敷地で、最
大限生態系に配慮した整備を推
進する。

―

　環境に配慮した護岸整備延長
（目標：35,500m、実績：
36,200m）を計画通り進めること
ができたため「順調」と判断。

順調25,750

―

―

生態系に配
慮した整備
を行うこと
で、自然を
身近に感じ
る状態

順調

――

―

　都市内に唯一残された
貴重な自然空間である河
川を、水際の植生や自然
な流れの復元などによ
り、生物の生息・生育環
境に配慮した整備を行う
ことによって、ホタルの
飛翔や緑の増加など、身
近に自然を感じる水辺環
境整備事業を行ってい
る。

環境に配慮した護岸
整備 ―

―

Ⅲ-1-(2)-
③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

12
身近に自然を感じ
る河川整備事業

水環
境課

主要駅周辺地区の主
要経路の整備率

　長年市民に親しまれて
いる旦過市場の魅力向上
と、市場に隣接する神嶽
川の治水安全度の向上の
ため、河川事業と一体と
なった旦過地区の再整備
を推進する。

旦過地区に
おいて概ね
50年に一度
発生する降
雨にも対応
できる状態

―

―

順調

26,150

61,500

6,500人/
日

(R1年度)
612,967

通学路の危険箇所に
おける対策完了箇所
数

　北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副都
心部の駅前において、魅
力的な都市環境の創造に
つながる道路環境整備を
行い、まちの賑わいを推
進する。

　高齢者や障害者など、
誰もが安全で快適に通行
できるよう、バリアフ
リーのまちづくりを進め
る。具体的には、歩道の
新設や拡幅、段差解消、
視覚障害者誘導用ブロッ
クの設置などのバリアフ
リー化を行う。

　登下校中の児童が交通
事故に巻き込まれず、安
全に安心して通学できる
環境を整えるため、教育
委員会や学校関係者、警
察と一体となって、さら
なる通学路の安全対策を
推進する。

通学路の安全対策
道路
計画
課

　今後とも計画的に事業を進め
る。

バリアフリーのま
ちづくり

15

道路
計画
課

小倉駅・黒崎駅前
の賑わいづくりの
推進

道路
計画
課

13

工事中

―

　地元関係者と協議を進めなが
ら、令和2年度の旦過地区再整備
事業着手に向けた調査、検討を
実施した。また、河川改修につ
いても計画通りに整備を進める
ことができたため「順調」と判
断。

1,082,154
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

H30年度 人件費（目安）

H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

順調

【評価理由】
　橋梁、トンネル及びモノレー
ルの都市基盤の長寿命化を概ね
計画通りに推進出来ており「順
調」と判断。

【課題】
　引き続き計画的に長寿命化を
実施する必要がある。

　戸畑枝光線の橋梁工事等が、
概ね計画通りに進捗しており
「順調」と判断。

22

8,378,452

―

―

―

2,108,633

順調
　戸畑枝光線の橋梁工事等が、
概ね計画通りに進捗しており
「順調」と判断。

Ⅴ-3-(1)-
②
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

2,380,000

28分
（R7年
度）

道路
維持
課

　市内には、約2,000の
橋梁と39本のトンネル、
総延長約9kmのモノレー
ルがあり、高齢化・老朽
化が進行していることか
ら、予防保全の観点での
長寿命化事業に取り組ん
でいる。
　事業の実施にあたって
は、施設毎に個別施設計
画を策定し、5年に1回の
定期点検に基づく計画的
な維持管理を実施するこ
とで、市民の安全・安心
を確保するとともに、
トータルコストの縮減や
予算の平準化を図る。
・「北九州市橋梁長寿命
化修繕計画」（2010.3策
定、2017.3改定）
・「北九州市トンネル長
寿命化修繕計画」
（2013.2策定、2017.3改
定）
・「北九州モノレール長
寿命化計画」（2011.6策
定）

2,224,835

2,173,585

1,557,261

―

インフラ構造物の長
寿命化を実施するこ
とで、モノレールの
安全・安心な運行を
確保

36分
（H21年
度）

―

2,224,835

橋梁・トンネル・
モノレールの長寿
命化への計画的な
取り組み

人

職
員

13.50 人

係
長

3.50 人

課
長

1.85

主要橋梁及びトンネ
ルの健全性向上によ
る市民の安全・安心
の確保

―

―

　主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに整
備することで、市内の渋
滞対策、物流ネットワー
クの強化、地域間の連
携・交流促進を図る。

道路
計画
課

43分
（H21年
度）

―

　主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに整
備することで、市内の渋
滞対策、物流ネットワー
クの強化、地域間の連
携・交流促進を図る。

217,2506,425,5814,608,000 8,378,452

新門司地区～北九州
空港間の所要時間

36分
（H21年
度）

―

―

新門司地区～北九州
空港間の所要時間

朝ピーク時の響灘地
区～東田地区間の所
要時間

43分
（H21年
度）

―

―

―

―

―

―

―

217,250―
　道路整備が、概ね計画通りに
進捗しており「順調」と判断。

【評価理由】
　市民の交通利便性と産業活動
の支援を実施している。
　戸畑枝光線をはじめとした主
要な道路の整備を概ね計画通り
に推進出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　取り組みを継続する必要があ
る。

順調

4,608,000

―

―

全主要橋
梁及びト
ンネルの
健全性Ⅱ
以上（R5
年度）

―

―

―

28分
（R7年
度）

― ―

―

―

　港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を結
ぶ交通・物流ネットワー
クの構築や地域間の連
携・交流促進を図るた
め、環状放射型自動車専
用道路ネットワークの整
備を推進する。

―

朝ピーク時の響灘地
区～東田地区間の所
要時間

―

Ⅴ-2-(2)-
② 
市民の交
通利便性
の向上と
産業活動
の支援

21
主要な道路の整備
（恒見朽網線な
ど）

―

―

―

―

―

―

　今後も計画的に道路整備を進
める。

【評価理由】
　広域物流ネットワークの強化
に向けた交通網の整備を実施し
ている。
　戸畑枝光線をはじめとした主
要な道路の整備を概ね計画通り
に推進出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　取り組みを継続する必要があ
る。

　今後も計画的に道路整備を進
める。

―
完了
（R3年
度）

―

13分
（R9年
度）

順調

　道路整備が、概ね計画通りに
進捗しており「順調」と判断。

順調

2,193,150 157,525

6,425,581

順調

順調

69,000

Ⅴ-2-(2)-
① 
広域物流
ネット
ワークの
強化

19
主要な道路の整備
（恒見朽網線な
ど）

道路
計画
課

　港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を結
ぶ交通・物流ネットワー
クの構築や地域間の連
携・交流促進を図るた
め、環状放射型自動車専
用道路ネットワークの整
備を推進する。

道路
計画
課

自動車専用道路
ネットワークの整
備

69,000

―

1,557,261

13分
（R9年
度）

2,380,000

20

　今後も引き続き計画に従って
長寿命化を推進する。

　橋梁、トンネルのリニューア
ル及びモノレールの長寿命化に
向けた取り組みは、概ね計画通
りに進捗しており「順調」と判
断。

順調

自動車専用道路
ネットワークの整
備

道路
計画
課

18
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H30年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

H30年度 人件費（目安）

H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,260 人 2,070 人
係
長

0.04 人

達
成
率

113.0 ％ 103.5 ％
職
員

0.05 人

目
標

601 団
体

610 団
体

課
長

0.10 人

実
績

571 団
体

574 団
体

係
長

0.70 人

達
成
率

95.0 ％ 94.1 ％
職
員

2.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

601 団
体

610 団
体

課
長

0.10 人

実
績

571 団
体

574 団
体

係
長

0.70 人

達
成
率

95.0 ％ 94.1 ％
職
員

2.00 人

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,260 人 2,070 人
係
長

0.04 人

達
成
率

113.0 ％ 103.5 ％
職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

Ⅵ-4-(1)-
② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

25
環境に配慮した護岸
整備

570団体
(H27年度)

【施策の指標】
東九州自動車道の建
設促進

―

―
農業体験教室への参
加者数

　農業体験教室の実施回数は45
回と目標の50回には満たなかっ
たものの、目標を上回る参加者
数があり「順調」と判断。

―

―

順調

2,6742,674

　今後も沿線自治体と協力・連
携して要望活動に取り組む。

― ―

1,120 順調

― ―

【評価理由】
　東九州自動車道沿線の自治体
（福岡県・大分県・宮崎県・鹿
児島県）と協力しながら、国に
対して整備活動の要望を行って
おり「順調」と判断。

― ―

Ⅶ-3-(2)-
①
東九州地
域との連
携

28

【施策評価のみ】
東九州自動車道建
設促進協議会の要
望活動

道路
計画
課

―

―

東九州自
動車道の
建設促進

―

2,000人
(毎年度)

【施策の内容】
　東九州自動車道建設促
進協議会の要望活動

―

順調

【評価理由】
　市民花壇活動団体数は増加傾
向にあり、市民ボランティアと
の協働は着実に推進出来てい
る。
　また、農業体験教室にも目標
以上の多くの市民の参加を得ら
れており「順調」と判断。

【課題】
　今後も市民花壇活動団体数の
増加・維持を図る必要がある。

順調

　市民花壇活動団体数は、目標
には達していないものの増加傾
向を維持しており「順調」と判
断。

44,408 23,15055,720 46,740

603,600

2,674

市民花壇活動団体数
570団体

(H27年度)
628団体
(R2年度)

―

生態系に配
慮した整備
を行うこと
で、自然を
身近に感じ
る状態

―

―

―

公園
管理
課

　計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を通
してそれぞれのエリアで
有機農業栽培管理や花作
りを体験する市民参加に
よる農地等の整備、管理
等に取り組む。また、子
どもたちが自然の中で遊
び、学ぶ場を提供した
り、収穫物を使用したイ
ベントなど、市民の参加
を拡大するイベント等を
開催する。

Ⅵ-4-(1)-
③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

26
「花やみどり」に
よる彩りと潤いの
あるまちづくり

緑政
課

　都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）の
整備を行うと共に、市民
花壇やスポンサー花壇、
うぇるっちゃ！花壇と
いった、市民ボランティ
アや企業･団体と一体と
なって美しく快適なまち
づくりを推進する。

27
長野緑地を利用し
た農業体験教室

　都市内に唯一残された
貴重な自然空間である河
川を、水際の植生や自然
な流れの復元などによ
り、生物の生息・生育環
境に配慮した整備を行う
ことによって、ホタルの
飛翔や緑の増加など、身
近に自然を感じる水辺環
境整備事業を行ってい
る。

身近に自然を感じ
る河川整備事業

水環
境課

　今後も継続して、街かどの花
壇整備や農業体験教室など、市
民が自然に触れ合う場や機会の
提供を推進する。

―

― 順調
　今後とも限られた敷地で、最
大限生態系に配慮した整備を推
進する。

順調

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づく
りを進めるため、環境に配慮し
た護岸整備を計画通りに推進出
来ており「順調」と判断。

【課題】
　治水と環境のバランスに配慮
して事業を推進する必要があ
る。

529,800

　環境に配慮した護岸整備延長
（目標：35,500m、実績：
36,200m）を計画通り進めること
ができたため「順調」と判断。

46,740 44,408

【評価理由】
　市民花壇活動団体数は増加傾
向にあり、市民ボランティアと
の協働は着実に推進出来ている
ため「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続して実施する必要
がある。

25,750― 453,000

55,720
628団体
(R2年度)

Ⅵ-2-(1)-
③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

24
「花やみどり」に
よる彩りと潤いの
あるまちづくり

緑政
課

　都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）の
整備を行うと共に、市民
花壇やスポンサー花壇、
うぇるっちゃ！花壇と
いった、市民ボランティ
アや企業･団体と一体と
なって美しく快適なまち
づくりを推進する。

農業体験教室への参
加者数

― 2,000人
(毎年度)

1,1202,674

市民花壇活動団体数

Ⅵ-1-(2)-
② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

23
長野緑地を利用し
た農業体験教室

公園
管理
課

　計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を通
してそれぞれのエリアで
有機農業栽培管理や花作
りを体験する市民参加に
よる農地等の整備、管理
等に取り組む。また、子
どもたちが自然の中で遊
び、学ぶ場を提供した
り、収穫物を使用したイ
ベントなど、市民の参加
を拡大するイベント等を
開催する。

【評価理由】
　農業体験を通した環境政策へ
の市民参加を推進している。
　目標以上の多くの市民の参加
を得られており「順調」と判
断。

【課題】
　今後も継続して実施する必要
がある。

順調

順調

23,150

2,674 2,674
　今後も継続して農業体験教室
を実施する。

　今後も継続して市民との協働
や街かどの整備など、総合的な
緑化を推進する。

　農業体験教室の実施回数は45
回と目標の50回には満たなかっ
たものの、目標を上回る参加者
数があり「順調」と判断。

順調

　市民花壇活動団体数は、目標
には達していないものの増加傾
向を維持しているため「順調」
と判断。

順調
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

34 ％ 35 ％
課
長

0.60 人

実
績

34 ％ 35 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

34 ％ 35 ％

実
績

34 ％ 35 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

88 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

88.7 ％ 90.5 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

100.8 ％ 102.8 ％
職
員

1.60 人

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

順調

職
員

人

順調

36％
（R1年
度）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

高齢者ふれあい巡回
員の活動

―

H29年度 人数

21.10

6.302,392,216

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

　市営住宅のマネジメント実行
計画に基づき、市営住宅のバリ
アフリー化について、引き続き
計画的に取り組んでいくととも
に、ふれあい巡回員の活動につ
いては、増加する単身高齢者へ
きめ細かい見守りを実施するた
め、対象人員の増加状況を踏ま
えて、ふれあい巡回員増員の検
討を行う。
　優良賃貸住宅供給について
は、前年度に引き続き、家賃補
助及び同住宅のPR活動を行って
いく。

80％以上
（毎年
度）

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

1 市営住宅整備事業

3

施策番号
・施策名

No.

―

―

―

1,145,199 1,827,724

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を管
理しており、老朽化の著
しい市営住宅の集約建替
や既存ストックの有効活
用を図りながら、住宅に
困窮する低所得者及び高
齢者、障害者、子育て世
帯等に住宅を供給するこ
とにより、多世代共生の
住まいづくりを推進す
る。

1,957,316

単身高齢者
が市営住宅
において安
心して暮ら
せる環境づ

くり

市営住宅のバリアフ
リー住戸の供給率
（累計）

─

市営住宅整備・管
理事業

36％
（R1年
度）

―

Ⅱ-1-(1)-
③ 
子育て・
高齢世帯
などが混
在するコ
ミュニ
ティづく
り

─

―

市営住宅のバリアフ
リー住戸の供給率
（累計）

―

Ⅱ-1-(1)-
④ 
居住支援
の充実

2

80％
（H26年
度）

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を管
理しており、老朽化の著
しい市営住宅の集約建替
や既存ストックの有効活
用を図りながら、住宅に
困窮する低所得者及び高
齢者、障害者、子育て世
帯等に住宅を供給するこ
とにより、市民の居住安
定の確保を図る。

特優賃及び高優賃の
入居率

　市営住宅のマネジメント実行
計画に基づき、市営住宅のバリ
アフリー化について、引き続き
計画的に取り組んでいく。

　バリアフリー住戸の供給率目
標を達成することができたの
で、「順調」と判断。

順調108,150

【評価理由】
　バリアフリー住戸の目標を達
成することができたので「順
調」と判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実行
計画に基づき、既存市営住宅の
改善により住宅のバリアフリー
化を進めていく必要がある。

人
係
長

　バリアフリー住戸の供給率目
標を達成することができた。
　また、市営住宅に入居する単
身高齢者が抱える悩みの聞き取
りや相談先の助言などを行い孤
立死や引きこもりを防止するた
め、65歳以上単身高齢者を対象
としたふれあい巡回員による訪
問を行った。平成30年度は、対
象者9,614人に対して、延べ
27,535回訪問し、42,964件の相
談等に応じた。
　これらについて概ね計画どお
り事業を実施したため、「順
調」と判断。

　特優賃及び高優賃の入居率の
実績が目標を上回っているため
「順調」と判断。

166,061 173,639

1,580,099 2,302,966

【評価理由】
　市営住宅のバリアフリー住戸
の供給率について、バリアフ
リー住戸の供給率目標を達成す
ることができた。
　ふれあい巡回員の活動につい
ては、ふれあい巡回員による65
歳以上の単身高齢者への訪問等
により、高齢者への見守りや悩
みの相談等を行うことができ
た。
　優良賃貸住宅供給について
は、特優賃及び高優賃の入居率
の目標達成率が共に100％を超え
ている。
　以上のことより総合的に「順
調」と判断。

【課題】
　市営住宅のバリアフリー化に
ついては、市営住宅のマネジメ
ント実行計画と整合を図る必要
がある。
　ふれあい巡回員の活動につい
ては、見守りの対象となる単身
高齢者の増加により、きめ細か
い対応が難しくなっている。
　優良賃貸住宅供給について
は、事業目標達成の安定化を図
るため、引き続き制度のPR及び
家賃補助の実施が必要である。

15,575

順調

順調

課
長

2.10

245,400

人

優良賃貸住宅供給
支援事業

　一定の基準を満たす良
質な賃貸住宅（特定優良
賃貸住宅、高齢者向け優
良賃貸住宅）への入居者
に対して家賃補助を行う
ことにより、入居を促進
し、入居者の居住の安定
確保を図る。

住宅
計画
課

176,166
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

50 件 50 件
課
長

0.05 人

実
績

26 件 29 件
係
長

0.35 人

達
成
率

52.0 ％ 58.0 ％
職
員

0.75 人

目
標

74 件 80 件
課
長

0.05 人

実
績

74 件 80 件
係
長

0.40 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

300 件 300 件
課
長

0.30 人

実
績

414 件 476 件
係
長

0.50 人

達
成
率

138.0 ％ 158.7 ％
職
員

2.00 人

目
標

480 戸 680 戸
課
長

0.30 人

実
績

1,083 戸 1,468 戸
係
長

0.50 人

達
成
率

225.6 ％ 215.9 ％
職
員

2.00 人

89,458

順調

　「狭あい道路拡幅整備事業」
については、防災性に優れた安
全な市街地の形成や居住環境の
向上に向け、事業を継続してい
く。
　老朽空き家等対策について
は、今後も適正に管理されず、
周辺の居住環境に悪影響を及ぼ
す老朽空き家等の増加が続くこ
とが見込まれるため、その対策
の強化を図る。

　目標を大幅に上回る除却戸数
を達成したため、「大変順調」
と判断。

【評価理由】
　建築物の耐震改修費等の補助
実績は目標を下回ったものの、
危険なブロック塀等の除却費補
助制度を創設し、地震の際のブ
ロック塀等の倒壊による被害を
未然に防ぎ、安全・安心な街づ
くりに寄与したため、「順調」
と判断。

【課題】
　各地で発生する大規模な地震
による被害状況により、市民の
耐震化に関する関心は高いもの
の、建築物の補助申請には繋
がっていない。

順調59,02378,077

老朽空き家に関する
相談・通報件数

民間建築物耐震改
修費等補助事業

建築
指導
課

　民間建築物の耐震化を
促進するため、一定の要
件に該当する木造住宅や
マンション、多数の市民
が利用する特定建築物等
の耐震化及び危険なブ
ロック塀等の除却に要す
る費用の一部を補助す
る。

監察
指導
課

4
民間建築物を対象と
した耐震改修費等補
助実績

202戸
（H26年
度）

空き
家活
用推
進室

監察
指導
課

Ⅱ-1-(4)-
⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

13,882 12,608

老朽空き家等対策
推進事業

Ⅲ-1-(1)-
① 
快適な住
環境の形
成

　倒壊や部材の落下のお
それがあるなど危険な空
き家等の除却を促進する
ため、家屋の除却に要す
る費用の一部を補助する
ことにより、市民の安全
で安心な居住環境の形成
を図る。

老朽空き家等除却
促進事業

80件
（R1年
度）

5

6

―

50件
（H26年
度）

167件
（H26年
度）

98,4847

狭あい道路拡幅整
備事業

1,630戸
（H27～
R1年度）

狭あい道路の拡幅整
備完了件数（累計）

　人口減少や高齢化等が
進む本市においては、今
後も、適正に管理され
ず、周辺の居住環境に悪
影響を及ぼす老朽空き家
等の増加が続くことが見
込まれることから、H28
年に制定した「空家等の
適切な管理等に関する条
例」及び同年策定した
「空家等対策計画」に基
づき、老朽空き家等対策
の強化を図る。

　幅の狭い市道に面した
建築物の建て替えなどを
する際に、道路幅を広げ
ることを促すことによ
り、防災性に優れた安全
な住宅市街地の形成と居
住環境の向上を図る。

23,450

　今後も引き続き、市民や事業
者に対する各種説明会・講習会
等での事業PRや住宅情報誌など
への情報掲載、平成28年度より
実施している固定資産税納税通
知書への啓発チラシの封入など
を通じ、効果的な普及啓発活動
を行っていくとともに、SNSを活
用した補助制度の周知などを行
う。

　補助事業及び耐震化に関する
問合せ・相談回数は高い水準を
維持しているが、（H29年度397
回、H30年度362回）補助実績件
数が目標の58％に留まった。
　ただし、10月1日より開始し
た、危険なブロック塀等の除却
費補助については、相談件数684
件、申請件数64件（予定50件）
と市民の高い関心を寄せている
ため事業全体で「順調」と判
断。

4,817

　平成30年度は、予定していた6
件の狭あい道路の拡幅整備が完
了し、当初の目標数を達成して
おり、安全な市街地形成と居住
空間の向上を図るとした事業の
目的は達成されており、「順
調」と判断。

【評価理由】
　「狭あい道路拡幅整備事業」
は、年度目標数を達成してお
り、着実に安全な市街地形成や
居住環境の向上が進められてい
る。
　老朽空き家等対策について
は、「老朽空き家等対策推進事
業」「老朽空き家等除却促進事
業」ともに目標を大幅に上回り
達成することができた。
　以上のことより、総合的に
「大変順調」と判断。

【課題】
　「狭あい道路拡幅整備事業」
は、事業希望者の申請書提出か
ら整備完了までに、現在約３年
弱を要していることから、整備
完了までの期間を短縮する策を
検討する必要がある。
　老朽空き家対策については、
引き続き、普及啓発活動等を実
施するなどして、空き家等の適
正管理について、所有者等の意
識の向上を図る必要がある。

大変
順調

50件
(毎年度)

300件
（毎年
度）

12,075 順調

9,700

80,000

大変
順調

老朽空き家等除却促
進事業の累計実施件
数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

99,750

17,321

20,421

5,534

大変
順調

　目標を大幅に上回る相談・通
報件数が寄せられたため、「大
変順調」判断。

23,450
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

120
世
帯

120
世
帯

実
績

103
世
帯

114
世
帯

達
成
率

85.8 ％ 95.0 ％

目
標

100
世
帯

100
世
帯

実
績

114
世
帯

107
世
帯

達
成
率

114.0 ％ 107.0 ％

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

69.6 ％ 70.1 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

99.4 ％ 100.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

57.6 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

117.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

130 件
課
長

0.05 人

実
績

29 件
係
長

0.30 人

達
成
率

22.3 ％
職
員

0.50 人

24,456 ―

【評価理由】
　「魅力ある街並み形成」につ
いては、個性的で魅力的な都市
景観の向上（景観が良くなった
と思う人の割合）が目標値を達
成していることからも、本市の
魅力ある街並み形成に寄与して
いると認められる。
　「小倉都心地区夜間景観整備
事業」については、整備の進捗
が当初の予定に達することはで
きなかったものの、小倉都心地
区の夜間景観が良いと感じてい
る人の割合が前年度より増加し
ている。以上より、「順調」と
判断。

【課題】
　「魅力ある街並み形成」につ
いては、景観アドバイザー制度
のさらなる周知・活用を図り、
都市景観の向上につなげる必要
がある。
　「小倉都心地区夜間景観整備
事業」については、令和元年度
中の整備完了に向け、進捗管理
に努める必要がある。

順調

　引き続き、景観アドバイザー
制度の周知・活用を図ること
で、個性的で魅力的な都市景観
の形成を目指し、地域特性を活
かした風格のある景観づくりを
推進する。

40,000

空き
家活
用推
進室

遅れ
130件
（毎年
度）

1,693 順調

人

賃貸住宅補助世帯数

　耐震性能を有する（又
は耐震改修工事を行う）
既存住宅を取得又は賃借
して自ら居住するために
実施する、エコや子育
て・高齢化対応に資する
リフォーム工事に対して
その費用の一部を補助す
る。

　景観アドバイザー制度が概ね
活用されており、市民アンケー
ト結果も目標を達成しているた
め、「順調」と判断。

4,400 順調

　公共施設の照明整備を行い、
小倉都心地区の夜間景観が良い
と感じている人の割合が前年度
より増加したため、「順調」と
判断。

―

　令和元年度より補助対象に
「相続」を追加した。拡充内容
も含め、より一層の制度周知・
PRを図り、リフォーム実施件数
の増加を図る。

　社会動態プラスの達成に向け
て、引き続き積極的にPRを行
い、本市への定住・移住を強力
に推進する。

22,87582,300

　賃貸住宅補助世帯数について
は目標を下回ったものの、住宅
取得補助世帯数については目標
を達成したため「順調」と判
断。

個性的で魅力的な都
市景観の向上
(景観が良くなった
と思う人の割合)

係
長

675
70％
（毎年
度）

9

8

小倉都心地区の夜間
景観が良いと感じて
いる人の割合
(H29年度から調査開
始)

48.9%
(H29年
度)

H29年度比
増

550世帯
(H27～R1
年度）

164世帯
（H27～
H28年
度）

11
住まいの安全安
心・流通促進事業

Ⅲ-1-(2)-
② 
風格のあ
る都市景
観づくり

Ⅳ-2-(2)-
① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

70％
（H26年
度）

魅力ある街並み形
成

47世帯
（H27～
H28年
度）

住宅取得補助世帯数

　本事業は、個性的で魅
力的な都市景観の形成を
目指し、景観アドバイ
ザー制度の活用による公
共施設や大型民間施設等
の魅力向上を図り、市民
が誇りと愛着を持てる街
並みづくりを推進する。

都市
景観
課

　「小倉都心地区夜間景
観ガイドライン」で提案
している回遊ルートや夜
間景観資源等、ポテン
シャルの高い箇所につい
て照明改善やライトアッ
プ施設整備を行い、夜間
の回遊性向上やにぎわい
創出を図る。

前年度超
(毎年度)

0.50

住宅
計画
課

Ⅲ-1-(1)-
② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

54,216

エコや子育て・高齢
化対応にかかるリ
フォーム工事の実施
件数

―

小倉都心地区夜間
景観整備事業

59,147

10

7,325

都市
景観
課

　本市への定住・移住を
強力に推進するため、市
外から移住する世帯等に
対し、一定の要件を満た
す街なかの住宅を取得又
は賃借する費用の一部を
補助する。

0.25

職
員

50,000

順調

　空き家の増加を抑制するため
の新たな施策であり、準備等で
事業開始が年度途中からとな
り、制度周知・PRは実施した
が、周知が行き届かなかったこ
とから、リフォーム実施件数が
目標件数に届かなかったため、
「遅れ」と判断。

遅れ

住むなら北九州
定住・移住推進の
取組み

人

課
長

787

500世帯
(H27～R1
年度）

順調

【評価理由】
　制度周知・PRは実施したが、
周知が行き届かなかったことか
ら、リフォーム実施件数が目標
件数に届かなかったため、「遅
れ」と判断。

【課題】
　一層の制度周知・PRを図り、
リフォーム実施件数の増加を図
る必要がある。

2.00

人

6,456

5,575

【評価理由】
　定住・移住に一定の成果が出
ているため「順調」と判断。

【課題】
　認知度向上のため、市外への
PRを引き続き実施していく必要
がある。
　本市への定住・移住をより強
力に推進するため、募集枠の拡
充、要件の緩和等を検討する必
要がある。
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

課
長

0.10 人

実
績

1,898 戸 1,898 戸
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

19.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

順調

都市
交通
政策
課

住宅市街地総合整
備事業

折尾
総合
整備
事務
所

　「住宅市街地総合整備事業」
については、八幡高見地区は、S
街区１期工事が進められてお
り、概ね予定通りの進捗率であ
る。
　また、城野駅北地区は、施行
者による事業計画の検討に時間
を要し、事業着手時期が遅れ
た。
　両地区の進捗率等を総合的に
判断し、事業評価は「やや遅
れ」とした。

42,800 16,150

0.10

24％
（R2年
度）

80％
（R2年
度）

5,804,500 8,243,224

やや
遅れ

1,760戸
（H26年
度）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

2,271戸
（R4年
度）

85,622 121,373 52,386 6,900
住宅市街地総合整備
事業における住宅供
給支援戸数（累積）

12

―

　環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を有
効活用し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車へ
の利用転換を図り、市民
の多様な移動手段が確保
された交通体系を構築す
ることを目指す。

基準値
80％

（H17年
度）

学園都市にふさわし
い地域拠点の形成

Ⅴ-1-(1)-
② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

単年度目標
設定なし

―

　住宅市街地整備計画を
策定し、この計画に位置
づけられた事業を行う事
業者に対し、市街地住宅
等の調査設計計画費や共
同施設整備費等の一部を
補助し、事業の進捗を図
る。

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

6％
（R2年
度）

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

市内の公共交通人口
カバー率

―

―

―

―

― 0.60

人

Ⅴ-1-(1)-
① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街な
か」居住
の促進

―

―

―

14
環境首都総合交通
戦略の推進

33,33836,750

基準値
20％

（H17年
度）

折尾地区総合整備
事業

13

　「住宅市街地総合整備事業」
については、民間の建設資金を
活用し、良好な市街地居住環境
の整備を行うもので、その一部
を助成することで良質な住宅ス
トックを形成するものであるこ
とから、引き続き事業の推進を
図る。
　「折尾地区総合整備事業」に
ついては、今後も、令和2年度の
鹿児島本線切替及び新駅舎の開
業に向けて、事業の推進を図
る。

―

単年度目標
設定なし

　交通事業者等と連携しなが
ら、まちづくりと一体となっ
た持続可能な市民の足の確保
を行うため、公共交通の利用
促進に向けた取り組みを継続
して実施する。

268,500

人
職
員

課
長

―

基準値
69.7万ｔ
-CO2

（H17年
度）

―

市内の公共交通分担
率

―

【評価理由】
　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてお
り、まちの賑わいづくりに寄
与したことから、「順調」と
判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

―

―

事業完了
（R7年
度）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　折尾駅周辺の鉄道の立
体化により踏切を除去す
るとともに、一帯の幹線
道路整備や鉄道跡地を含
む土地区画整理事業等の
面整備を総合的に実施す
ることにより、交通渋滞
の解消、住環境の改善、
まちの一体化、回遊性の
向上などを図り、折尾地
区を魅力ある学園都市と
して、また、広域交通拠
点として整備する。

まち
なか
再生
支援
課

―

【評価理由】
　「住宅市街地総合整備事業」
については、八幡高見地区の工
事進捗が概ね予定どおり進んで
いるものの、城野駅北地区では
施行者による事業計画の検討に
時間を要したことから、工事に
着手できなかった。
　「折尾地区総合整備事業につ
いては、令和7年度の事業完了に
向け、着実に事業を推進できて
いる。
　以上のことにより、総合的に
は「順調」と判断。

【課題】
　「住宅市街地総合整備事業」
については、民間事業者が確実
に事業を進捗できるよう、市は
引き続き必要な支援や助言を
行っていく。

　令和7年度の事業完了に向け、
着実に事業を推進できているた
め、「順調」と判断。

順調

人

1.20

係
長 順調

―

6,590,333

順調

　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、公共
交通利用促進の啓発活動に努
めたことから、「順調」と判
断。
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

100 戸 100 戸

実
績

119 戸 119 戸

達
成
率

119.0 ％ 119.0 ％

目
標

3,000 ㎡ 3,000 ㎡

実
績

3,000 ㎡ 3,000 ㎡

達
成
率

100 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

57.6 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

117.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

4.50 人

目
標

350 戸 400 戸

実
績

402 戸 509 戸

達
成
率

114.9 ％ 127.3 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100 ％ 100.0 ％

17
北九州学術・研究
都市北部土地区画
整理事業

16
小倉都心地区夜間
景観整備事業

都市
景観
課

　「小倉都心地区夜間景
観ガイドライン」で提案
している回遊ルートや夜
間景観資源等、ポテン
シャルの高い箇所につい
て照明改善やライトアッ
プ施設整備を行い、夜間
の回遊性向上やにぎわい
創出を図る。

小倉都心地区の夜間
景観が良いと感じて
いる人の割合
(H29年度から調査開
始)

48.9%(H
29年度)

H29年度比
増

　「小倉都心地区夜間景観整備
事業」については、民間事業者
団体等と連携しながら、夜間景
観の向上に向けた取組を継続し
て実施する。

55,250 順調

順調1,178,492

都市
再生
整備
課

　北九州学術研究都市を
知的基盤の中核として、
周辺の自然環境を活かし
ながら、複合的なまちづ
くりを進めていくための
基盤整備事業で、「施行
者：北九州市、事業期
間：平成14年4月から平
成31年3月、施行面積：
約135.5ヘクタール」の
国から認可された土地区
画整理事業として整備を
進めている。

273,598 648,018

前年度超
(毎年度)

課
長

4,400 順調

職
員

50,000

係
長

人

【評価理由】
　「小倉駅南口東地区市街地再
開発事業」については、保留床
として売却する住宅及び業務床
について、全て処分先が決定し
ており、施設建築物工事も予定
通り事業進捗が図られている。
　「小倉都心地区夜間景観整備
事業」については、整備の進捗
が当初の予定に達することはで
きなかったものの、小倉都心地
区の夜間景観が良いと感じてい
る人の割合が前年度より増加し
ている。
　以上より、都心のにぎわいづ
くりの観点から総合的に考え
「順調」と判断。

【課題】
「小倉都心地区夜間景観整備事
業」については、令和元年度中
の整備完了に向け、進捗管理に
努める必要がある。

順調

　公共施設の照明整備を行い、
小倉都心地区の夜間景観が良い
と感じている人の割合が前年度
より増加したため、「順調」と
判断。

550戸
（R3年
度）

　純増住宅戸数及び長期優良住
宅等の認定件数割合が目標を達
成しているため、「順調」と判
断。

  「土地区画整理事業」による
基盤整備は終了し、平成30年度
には換地処分も完了した。保留
地の処分についても、計画的に
進めており、事業成果も現れて
いることから、「順調」と判
断。

係
長20,375 順調

1.00

25,236 30,696

人

Ⅴ-1-(2)-
①
都心のに
ぎわいづ
くり

　JR城野駅北側の未利用
国有地やUR城野団地を中
心とする城野地区（約
19ha）において、エコ住
宅や創エネ・省エネ設備
の設置誘導、エネルギー
マネジメントによるエネ
ルギー利用の最適化、公
共交通の利用促進など、
様々な低炭素技術や方策
を総合的に取り入れて、
ゼロ・カーボンを目指し
た住宅街区を整備する。

18
住宅街区のスマー
ト化促進事業

100戸
（R1年
度）

北九州学術・研究都
市北部地区における
地区内人口

―

保留床として売却す
る住宅戸数

3,000㎡
（R1年
度）

まち
なか
再生
支援
課

―

保留床として売却す
る業務床面積

15

Ⅴ-1-(4)-
① 
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

Ⅴ-1-(3)-
① 
研究・開
発拠点の
整備

　本市の玄関口である小
倉駅の小倉城口にふさわ
しい都市機能の集積と土
地の高度利用を図るた
め、都市計画道路博労町
線の拡幅整備とあわせた
市街地再開発事業を行う
施行者に対して、事業費
の一部を補助し、事業の
推進を図る。

【評価理由】
　純増住宅戸数及び長期優良住
宅等の認定件数割合は、目標を
達成した。
　また、低炭素型のまちづくり
の誘導に向けて、全ての事業者
と事業計画に基づく基本計画協
定の締結が完了したことから、
事業全体として「順調」と評
価。

【課題】
　各事業者と締結した基本協定
に基づき、持続可能な低炭素型
のまちづくりの誘導を引き続き
行う必要がある。

人
課
長

順調51,500 人

0.25

0.10

10,650

人

1.00

―

―

5,000人
（R2年
度）

順調

【評価理由】
　平成30年度までに、土地区画
整理事業による基盤整備及び換
地処分は完了した。保留地分譲
についても好調に進んでいるこ
とから、事業進捗は「順調」と
判断。

　残る保留地の処分などの事務
を進める。

100％
(H27年度
以降毎年
度）

―

　各事業者と締結した基本協定
に基づき、省エネルギー及び創
エネルギーに資するゼロ・カー
ボン住宅の整備を推進する。

0.20

長期優良住宅等の認
定件数の割合

小倉駅南口東地区
市街地再開発事業

都市
再生
整備
課

―純増住宅戸数

1,140,000

386,024―

―

―

―

―

　保留床として売却する住宅及
び業務床については、全て処分
先が決定している。
　また、施設建築物工事につい
ても、予定どおり進捗している
ため、「順調」と判断。

24,456 ―

職
員

1,390,044

1.00

人
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

8
ヶ
所

8
ヶ
所

課
長

0.10 人

実
績

8
ヶ
所

8
ヶ
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.20 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

4,425 戸 4,625 戸

実
績

4,485 戸 4,664 戸

達
成
率

101.4 ％ 100.8 ％

目
標

8,052 戸 8,335 戸

実
績

7,780 戸 8,257 戸

達
成
率

96.6 ％ 99.1 ％

　既運行地区におけるおでかけ
交通を維持するため、事業主体
に対する側面支援や利用促進
助成により運行の継続を行う。

既運行地区における
おでかけ交通の維持

課
長

―

　市営住宅を耐用年数まで有効
に活用するため、安全性確保を
引き続き推進する。

係
長

課
長

3,081 16,932

33,338

人

人

人

順調

　市営住宅バリアフリー化工事
の目標を達成することができ
た。
　市営住宅の耐震改修工事は、
目標（目標:283戸、実績477戸）
を達成することができるなど、
概ねスケジュールに沿って事業
を進捗することができた。
　よって、「順調」と判断。

2.20

13,300

　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、公共
交通利用促進の啓発活動に努
めたことから、「順調」と判
断。

順調

0.10

市営住宅既存ス
トック整備事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　既存の市営住宅の居住
水準および安全性を確保
する為、住戸のバリアフ
リー化（すこやか改善事
業）や耐震性の低い住棟
の耐震改修等を行い、既
存ストックの有効活用を
図る。 9,200戸

（R2年
度）

市営住宅のバリアフ
リー化工事（すこや
か改善事業）累計戸
数

9.00

1,668,066

【評価理由】
　市営住宅バリアフリー化工
事、耐震改修工事ともに、成果
指標を概ね達成することができ
たので、「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅バリアフリー化工事
については、中期目標の達成に
向け、引き続き事業を推進する
必要がある。
　耐震改修工事については、市
営住宅のマネジメント実行計画
に基づき、耐震改修促進計画の
目標達成に向け、引き続き事業
を推進する必要がある。

1,115,018287,830 95,250

0.50

職
員

係
長

順調人

6,605戸
（H27年
度）

基準値
69.7万ｔ
-CO2

（H17年
度）

―

単年度目標
設定なし

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

基準値
20％

（H17年
度）

Ⅴ-2-(3)-
①
公共交通
の利便性
の向上

　おでかけ交通事業は、
バス路線廃止地区やバス
路線のない高台地区、高
齢化率が市の平均を上回
る地区などにおいて、地
域住民の交通手段を確保
するため、採算性の確保
を前提として、地域住
民、交通事業者、市の三
者がそれぞれの役割分担
のもとで連携して、マイ
クロバスやジャンボタク
シー等を運行する。

都市
交通
政策
課

市内の公共交通分担
率

20

Ⅴ-3-(2)-
① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

22

市有建築物長寿命化
計画の充実・推進

耐震改修工事累計戸
数

Ⅴ-3-(1)-
② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

市内の公共交通人口
カバー率

Ⅴ-2-(3)-
② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

　環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を有
効活用し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車へ
の利用転換を図り、市民
の多様な移動手段が確保
された交通体系を構築す
ることを目指す。

19

環境首都総合交通
戦略の推進（おで
かけ交通事業）

施設
保全
課

21
公共施設予防保全
マネジメント推進
事業

　「北九州市公共施設マ
ネジメント実行計画」に
基づき、予防保全による
施設の長寿命化を計画的
に進めるため、長寿命化
計画の充実・推進を図
る。

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通
戦略の推進

―

―

―

33,338

36,750

6％
（R2年
度）

職
員

8か所
（R2年
度）

0.60

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

8か所
（H25年
度）

42,800 36,750

―

基準値
80％

（H17年
度）

―

市有建築物
長寿命化計
画の充実

―

　工事履歴等、維持保全に必要
となる情報の更新を行うととも
に、長寿命化に向けた情報の整
理を行うことで、長寿命化計画
を推進することができたため
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調

【評価理由】
　目標通り市有建築物長寿命化
計画を推進することができたた
め「順調」と判断。

【課題】
　長寿命化を推進するために、
所管課への助言、指導等を充実
させていく必要がある。

順調

単年度目標
設定なし

―

―

3,300

24％
（R2年
度）

単年度目標
設定なし

80％
（R2年
度）

　市有建築物長寿命化計画に基
づき、市有建築物の計画的な予
防保全を推進する。

4,800戸
（R1年
度）

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

市有建築物
長寿命化計
画の推進

市有建築物
長寿命化計
画の充実

単年度目標
設定なし

― ―

長寿命化
計画の推

進

市有建築物
長寿命化計
画の推進

―

―

42,800 16,150 順調

　三者（地域住民、交通事業
者、市）で逐次調整・協議を
行い、安定・安全運行の確保
に努め、運行の維持ができた
ので、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　事業者に対して運行に要する
費用の一部助成などの側面支
援を実施し、安定・安全運行を
図ることができたので、「順調」と
判断。

【課題】
　おでかけ交通を存続させていく
ため、更なる三者の連携による
利用者増を図ることが不可欠で
ある。

人1.20

人16,150
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

22 件 17 件
係
長

0.05 人

達
成
率

146.7 ％ 113.3 ％
職
員

0.05 人

目
標

350 戸 400 戸

実
績

402 戸 509 戸

達
成
率

114.9 ％ 127.3 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

130 件
課
長

0.05 人

実
績

29 件
係
長

0.30 人

達
成
率

22.3 ％
職
員

0.50 人

205 【評価理由】
　「民間建築物指導業務」につ
いては、目標を超える届出件数
であった。
　「住宅街区のスマート化促進
事業」については、純増住宅戸
数及び長期優良住宅等の認定件
数割合は、目標を達成し、低炭
素型のまちづくりの誘導に向け
て、全ての事業者と事業計画に
基づく基本計画協定の締結が完
了している。
　「住まいの安全安心・流通促
進事業」は、制度周知・PRは実
施したが、周知が行き届かな
かったことから、リフォーム実
施件数が目標件数に届かなかっ
た。
　以上を総合的に考え、「やや
遅れ」と判断。

【課題】
　「民間建築物指導業務」につ
いては、届出を促す効果的な普
及啓発活動を実施することが必
要である。
　「住宅街区のスマート化促進
事業」については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、持
続可能な低炭素型のまちづくり
の誘導を引き続き行う必要があ
る。
　「住まいの安全安心・流通促
進事業」については、一層の制
度周知・PRを図り、リフォーム
実施件数の増加を図る必要があ
る。

やや
遅れ

遅れ

　空き家の増加を抑制するため
の新たな施策であり、準備等で
事業開始が年度途中からとな
り、制度周知・PRは実施した
が、周知が行き届かなかったこ
とから、リフォーム実施件数が
目標件数に届かなかったため、
「遅れ」と判断。

　「民間建築物指導業務」につ
いては、平成20年10月の本格実
施から一定年数が経過し、建築
士事務所等の制度への理解は進
んでおり、引き続き届出を促す
普及啓発活動を実施する。
　「住宅街区のスマート化促進
事業」については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、環
境負荷を低減する低炭素な住宅
づくりを推進する。
　「住まいの安全安心・流通促
進事業」については、令和元年
度より補助対象に「相続」を追
加した。拡充内容も含め、より
一層の制度周知・PRを図り、リ
フォーム実施件数の増加を図
る。

1.00

15件
（H26年
度）

40,000

104
15件
（毎年
度）

　純増住宅戸数及び長期優良住
宅等の認定件数割合が目標を達
成しているため、「順調」と判
断。

順調

1.00 順調

990183

0.25

　北九州市建築物総合環境性
能評価制度（CASBEE北九州）
の届出件数の実績が目標を上
回ったので、「順調」と判
断。

人

人

人

課
長

7,325

係
長

職
員

51,500 20,37530,69625,236

6,456 ―

都市
再生
整備
課

　JR城野駅北側の未利用
国有地やUR城野団地を中
心とする城野地区（約
19ha）において、エコ住
宅や創エネ・省エネ設備
の設置誘導、エネルギー
マネジメントによるエネ
ルギー利用の最適化、公
共交通の利用促進など、
様々な低炭素技術や方策
を総合的に取り入れて、
ゼロ・カーボンを目指し
た住宅街区を整備する。

25
住まいの安全安
心・流通促進事業

空き
家活
用推
進室

　耐震性能を有する（又
は耐震改修工事を行う）
既存住宅を取得又は賃借
して自ら居住するために
実施する、エコや子育
て・高齢化対応に資する
リフォーム工事に対して
その費用の一部を補助す
る。

23
民間建築物指導業
務（CASBEE北九州
の普及）

550戸
（R3年
度）

100％
（H27年
度以降毎
年度）

130件
（毎年
度）

長期優良住宅等の認
定件数の割合

エコや子育て・高齢
化対応にかかるリ
フォーム工事の実施
件数

―

北九州市建築物総合
環境性能評価制度
（CASBEE北九州）の
届出件数

―

純増住宅戸数

―

24
住宅街区のスマー
ト化促進事業

Ⅵ-2-(1)-
① 
環境に配
慮した良
質な住
宅・建築
ストック
の形成

　建築物は、エネルギー
の消費や廃棄物の発生な
ど、環境に対し様々な影
響を与えている。また、
地球温暖化対策をはじめ
とする環境問題に対し、
建築分野での取り組みは
大きな役割を担ってい
る。CASBEE北九州（北九
州市建築物総合環境性能
評価制度）は、延床面積
2,000㎡以上の建築物の
新築等を行う建築主が建
築物の環境性能を自己評
価し、その結果を市に届
け出る制度であり、この
制度の普及により、環境
配慮型建築物の整備促進
を図る。

建築
指導
課
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建築都市局

平成30年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度

人件費（目安）H30年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度
施策番号
・施策名

No.

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 回 1 回
課
長

― 人

実
績

3 回 3 回
係
長

― 人

達
成
率

300.0 ％ 300.0 ％
職
員

― 人

0.60
係
長

42,800

人

人

80％
（R2年
度）

16,150

0.10
課
長

　国家プロジェクトとしての
下関北九州道路の整備に向
け、国の直轄調査への協力を
行うとともに、引き続き、要
望活動や必要な調査検討に取
り組む。

人

―
大変
順調

【評価理由】
　国や関係機関に対して、予
定を上回る要望・提案活動を
実施しており、その結果、国
が直轄調査を行うことになっ
たため、「大変順調」と判
断。

【課題】
　下関北九州道路の早期実現
に向けて、必要な調査検討を
進め、要望に反映させる。

　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、公共
交通利用促進の啓発活動に努
めたことから、「順調」と判
断。

　交通事業者等と連携しなが
ら、既存の公共交通ネット
ワークを維持するために、公
共交通の利用促進に向けた取
り組みを継続して実施する。

33,338

― ― ―― ―

【評価理由】
　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてお
り、公共交通ネットワークを
維持しいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調 順調36,750

1.20
職
員

都市
交通
政策
課

　環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を有
効活用し、その維持や充
実・強化を図る。
　過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車へ
の利用転換を図り、市民
の多様な移動手段が確保
された交通体系を構築す
ることを目指す。

―

市内の公共交通分担
率

基準値
20％

（H17年
度）

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

基準値
69.7万ｔ
-CO2

（H17年
度）

24％
（R2年
度）

6％
（R2年
度）

1回
（H28年
度）

【施策の指標】
早期実現のための要
望活動を共同で実施

【施策評価のみ】
下関北九州道路に
かかる要望・提案
活動の実施

Ⅶ-3-(2)-
④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

1回
（毎年
度）

― ―

―

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

基準値
80％

（H17年
度）

市内の公共交通人口
カバー率

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
　地域連携に資する社会
基盤の整備に向けた取り
組みの一環として、下関
北九州道路を推進するた
め、国や関係機関に対し
て要望・提案活動を実施
する。

Ⅵ-2-(1)-
② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

26
環境首都総合交通
戦略の推進

27
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

49.2 ％ 50.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

97.8 ％ 102.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

1
地
区

1
地
区

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

―

―

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

78,128

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

―
市民が海辺と親しみ
憩うための緑地整備

35.6％
(H23年
度)

計画
課

Ⅲ-1-(2)-
③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

4
港湾施設整備事業
（緑地整備）

3

整備
保全
課

　水際線において、海辺
の眺望や親水空間を備え
た緑地を整備することに
より、市民に安らぎや憩
いの空間を提供する。

新・海辺のマス
タープラン推進事
業

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

103,256

1,115

20,000

―

　「新・海辺のマスター
プラン」（平成28年11月
中間見直し）における2
つの目標（「利用できる
海辺を増やす」「親しま
れる度合いを高める」）
を実現するための様々な
取り組みについて、その
検証及びプランの進捗管
理等を行う。

臨海部防災拠点を構
成する耐震強化岸壁
の整備（西海岸地
区）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

単年度目標
設定なし

前年度比増

市民が、北九州市の
海辺や港について満
足している割合

2,900

5,650

9,300

0

498

―

─

―

0 0

88,919

　大規模震災時にも物資
等の海上輸送機能を確保
するため、耐震強化岸壁
を整備する。

―

単年度目標
設定なし

耐震強化
岸壁の整備
(R3年度)

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

新門司北地区北護岸
整備による後背地防
護面積

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―

―
白野江地区護岸整備
による後背地防護面
積

Ⅱ-1-(4)-
⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
国直轄事業負担金
（耐震強化岸壁整
備）

計画
課

Ⅱ-1-(4)-
④ 
総合的な
災害対策
の推進

1 海岸（高潮）事業
整備
保全
課

　災害に強い都市づくり
の一環として、高潮等の
災害から市民の生命や財
産を守るために、臨海部
において護岸整備を行
う。

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

89,173

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度

92,000

防護面積
14ha

(R1年度)

防護面積
74ha

(R3年度)

事業評価の成果指標（目標・実績）

―

前年度
（50.3%）

比増

―

3地区の
緑地整備
(R3年
度）

─

順調

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港に
ついて満足している割合が、前
年度に比べ微増していること
や、響灘南緑地の完成により、
目標としていた3地区の緑地のう
ち、2地区が整備完了したことか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、今後重点的に取り
組み、市民ニーズに合った事業
を行っていく必要がある。
　緑地の整備については、埋立
地の整備や企業の立地状況に合
わせて事業を行っていく必要が
ある。

2,144

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

遅れ 遅れ

順調

　平成30年度に発生した豪雨・
高潮災害等を受け、国は、「防
災・減災、国土強靱化のための3
か年緊急対策」の実施を決定し
た。
　この機会を捉え、本市の高潮
対策の重要性を引き続き国に伝
え、予算の確保に努める。
　今後も継続して護岸を整備
し、施設の早期完成を目指す。

やや
遅れ

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、重点的に取り組
み、市民ニーズにあった事業を
実施することで本プランをさら
に推進する。
　緑地については、市民に安ら
ぎや憩いの親水空間を提供する
ため、引き続き整備を行う。

　工事の支障物件に関わる関係
者との合意形成に時間を有し、
工事着手に至っていないため、
「遅れ」と判断。

　令和2年度の工事着手を目指
し、関係者との合意形成を図る
とともに、国との連携を密に
し、事業の進捗を図る。

　響灘南緑地の整備を計画的に
進め（目標：100m、実績
284m）、平成30年度で整備完了
したことから、「順調」と判
断。

　市民意識調査で、市民が、北
九州市の海辺や港について満足
している割合が、前年度の割合
に比べ微増しており、「新・海
辺のマスタープラン」の中間見
直しにより、市民のニーズに
あった事業を実施することで、
その効果が見込まれたことか
ら、「順調」と判断。

【評価理由】
　本市では、耐震強化岸壁を5箇
所に整備する計画であり、すで
に2箇所の整備が完了している。
現在、整備を計画中の西海岸地
区の工事着手に至っていないこ
とから、「遅れ」と判断。

【課題】
　残る3箇所のうち、西海岸地区
を含む2箇所は、国が事業主体と
なることから、国との連携を密
にし、適正な事業の進捗を図る
必要がある。

やや
遅れ

課
長

0.15 人

0.40

人

人数

0.10

職
員

人

【評価理由】
　中期目標に対して計画的に事
業を進めているものの、単年度
の実績が目標に到達しなかった
ため、「やや遅れ」と判断。

【課題】
　本事業は国の補助事業で実施
している。東日本大震災以降、
国は、津波対策に重点的に予算
を配分し、高潮対策への配分は
少ない状況が続いた。
　本市においても、市予算額に
対し国予算配分額が小さい状況
が続いており、事業進捗に支障
が生じている。

係
長

　白野江地区においては、現地
において護岸整備工事を実施し
た（整備延長：36m）。令和元年
度の中期目標に対して計画的に
事業を進めている。
　新門司地区においては、令和3
年度の中期目標に対して計画的
に事業を進めているものの、平
成30年度は整備が進まなかっ
た。
　これらのことから、「やや遅
れ」と判断。

順調
75％

(R2年度)

3,650
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

6 人 6 人

達
成
率

目
標

22 件 26 件
課
長

0.30 人

実
績

29 件 39 件
係
長

0.80 人

達
成
率

131.8 ％ 150.0 ％
職
員

1.50 人

目
標

45 回 45 回
課
長

0.80 人

実
績

36 回 23 回
係
長

1.00 人

達
成
率

80.0 ％ 51.1 ％
職
員

2.00 人

目
標

80
％
以
上

80
％
以
上

課
長

0.10 人

実
績

98 ％ 100 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

122.5 ％ 125.0 ％
職
員

0.60 人

8,650

2,207

クルーズ船の寄港数

年間寄港回
数：12回
（H28年
度）

　コンベンションへの出
展や、代理店や船社への
情報提供による、国内外
のクルーズ船の寄港を促
進する。また、クルーズ
船寄港時にはおもてなし
イベント等を展開する。

イベント参加者の満
足度

イベント
参加者の
満足度の

向上

4件
（H26年
度）

　港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを活
かし、平成22年度より風
力発電関連産業の集積を
図る『グリーンエネル
ギーポートひびき』事業
を進めており、本事業の
更なる推進にあたって
は、今後拡大が見込まれ
る洋上風力発電に対応し
た環境整備が急務であ
る。
　そこで、響灘洋上ウイ
ンドファームの形成をイ
ンセンティブに関連産業
の集積を進め、国内にお
ける“風力発電関連産業
の総合拠点”の形成を目
指す。

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

臨海部産業用地への
企業立地件数
（H26年度以降の累
計）

93,140110,261

5.004,215

ク
ルー
ズ・
交流
課

6 1,339

45回
（R2年
度）

企業誘致活動事業

　臨海部産業団地の分譲
を促進するため、充実し
た港湾インフラや「環境
未来都市」「グリーンア
ジア国際戦略総合特区」
など本市の強みを活かす
ことのできる企業に対
し、積極的に誘致活動を
行う。

計画
課

Ⅳ-4-(3)-
② 
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

8

クルーズ船の誘致7

　広く市民に港や海に親
しんでもらい、北九州港
の賑わいを創出するた
め、北九州港内で開催さ
れる花火大会等の支援
や、各種イベントを実施
する。

ク
ルー
ズ・
交流
課

響灘洋上風力発電
拠点化推進事業

5

単年度目標
設定なし

―

風力発電関連施設の
立地

風力発電関連産業の
新規雇用（累計）

―

―実施済

選定計画に沿っ
た、関連施設の
設置に向けた協

議

37,000

― ―

発電関連施設の
立地に資する国
内外需要情報の

獲得

80％以上
（H26年
度）

― 実施済

―

110人
（R1年度
までの累
計）

単年度目標
設定なし

12,147 12,270

120,000

1,084

12,316

【評価理由】
　平成30年度のクルーズ船の寄
港回数は、市場の影響を受け前
年度より減少したが、令和元年
度以降は寄港回数が再び増加す
ることが見込まれること、ま
た、「クイーン・メリー2」の誘
致に成功するなど、誘致活動で
も顕著な成果を上げていること
から「順調」と判断した。

【課題】
　引き続き関係機関との連絡調
整を行いつつ、寄港数増加に対
応するとともに、かつ寄港地観
光に繋げられるような誘致活動
を行う必要がある。

　雇用の人数は前年度から増加
はないものの、響灘洋上風力発
電施設の設置・運営事業者公募
において選定された事業者によ
り、事業は順調に実施されてお
り、「順調」と判断。

118,000

順調

人

人

　ひびきコンテナターミナルの
利用状況を注視しつつ、今後も
海外でのセミナー開催などを積
極的かつ効率的に行い、クルー
ズ市場の情報収集及び、船社・
旅行社への誘致活動を実施す
る。

　引き続き風力発電関連産業の
拠点の形成を目指し、確実な事
業の進捗を図っていきたい。
　また、公募において選定され
た事業者と共に、洋上風力発電
事業や関連産業の集積が円滑か
つ確実に実施されるよう、既存
事業のあり方や新規事業につい
て検討を行いたい。
　合わせて戦略的な企業誘致活
動を継続し、更に多くの企業誘
致を推進する。

順調

順調

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠点
の形成については、事業の進捗
が確実に図られていることや、
港湾インフラなど本市の強みを
活かすことのできる企業や自治
体へ積極的に訪問している。
　企業誘致活動についても港湾
インフラなど本市の強みを活か
すことのできる企業へ積極的に
訪問し、臨海部産業用地への企
業立地が目標に達したため、
「順調」と判断。

【課題】
　関係者等と調整・連携の上、
洋上風力発電事業や産業集積を
確実に進めていく必要がある。
　また、分譲が好調であり新規
分譲地の確保が課題となる。

　平成30年度のクルーズ船の寄
港回数は、中国発着便が市場調
整により減便している影響を受
け、全国的に減少傾向がみられ
る中、本市も前年度比より回数
減となり、目標に届かなかっ
た。一方、船社・代理店等への
誘致活動回数は目標を大幅に上
回り（目標50回、実績228回）、
また、豪華客船「クイーン・メ
リー２」が日本で唯一本市に寄
港するなど、北九州港の知名度
及び評価の向上に大きく寄与し
たことから「順調」と判断し
た。

　平成30年度は、企業立地件数4
件の目標に対し、10件（内1件は
長期貸付）と、目標を達成した
が、次年度以降予定していた契
約が前倒しとなった実績である
ため、「順調」と判断。

6.00

順調

順調

課
長

【評価理由】
　事故なくイベントが実施で
き、イベント参加者に実施した
アンケートによる満足度も100％
と非常に高いものであったた
め、「順調」と判断。

【課題】
　引き続きイベントを事故等な
く実施し、イベント参加者の安
全や港への関心、満足度を確保
する必要がある。

順調

　広く市民に港や海に親しんで
もらい、北九州港の賑わいを創
出するため、引き続き、北九州
港内におけるイベントを開催
し、北九州港の周知・PRを行
う。

　事故なくイベントが実施で
き、イベント参加者に実施した
アンケートによる満足度も100％
と非常に高いものであったが、
定期的なイベント内容であり、
参加者が減少傾向にあるため、
「順調」と判断。

順調

Ⅳ-1-(3)-
① 
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

北九州港市民PR事
業

Ⅳ-4-(3)-
① 
国内外か
らの観光
の推進

係
長

4件増
（毎年
度）

34,200

22,700

22,736

2.00 人

職
員
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

22 件 26 件
課
長

0.10 人

実
績

29 件 39 件
係
長

0.20 人

達
成
率

131.8 ％ 150.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

24,000 t 26,000 t
課
長

0.30 人

実
績

4,880 t 8,830 t
係
長

0.90 人

達
成
率

20.3 ％ 34.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

1.05 人

実
績

係
長

3.40 人

達
成
率

職
員

9.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

6 人 6 人

達
成
率

―

―

―

―

発電関連施設の
立地に資する国
内外需要情報の

獲得

―

単年度目標
設定なし

企業立地の促進
（H26年度以降はH26
年度からの累計）

544,300

　企業立地の円滑化を図
るため、響灘東及び響灘
西、並びに新門司臨海部
土地造成事業計画に基づ
き、基盤整備等を行う。

港営
課

12

北九州空港航空貨
物拠点化事業

競争力のある港づ
くり関連事業（維
持管理等）

10

響灘及び新門司埋
立地整備等事業

Ⅴ-1-(3)-
③ 
物流拠点
の整備

11

計画
課・
整備
保全
課

港湾施設利用者の安
全性確保及び利便性
向上

航空貨物取扱量 ―
30,000t
（R2年
度）

423,918521,647

212,300

港湾施設の
安全性確保
及び利便性
の維持・向

上

港湾施設利
用者の安全
性確保及び
利便性向上

職
員

2.00

5.00118,000
係
長

課
長

115,075

6.00

単年度目標
設定なし

― 258,022

19,200

151,301 39,040

5,150

259,304

6,900

196,883

233,961

78,948

37,000 22,736 4,215

245,344

Ⅴ-1-(4)-
② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

13

整備
保全
課

空港
企画
課

　老朽化が進む北九州港
の港湾施設について、維
持管理を効果的かつ効率
的に行うことで、物流基
盤の機能を維持し、北九
州港の競争力確保を図
る。

　24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北九
州空港の特性を活かし、
開港以来、貨物拠点化に
向け、福岡県や苅田町な
どの自治体及び地元経済
団体と協力して、空港機
能強化のための活動を
行っている。また、空港
機能強化の根拠となる大
型貨物機の就航実績を示
すため、助成制度等を活
用し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事業
者への集貨促進、空港機
能強化等を行う。

単年度目標
設定なし

――

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

やや
遅れ

　老朽化した施設を重点的に点
検し、緊急度の高い施設から補
修を行うことで、施設利用の安
全性・利便性を維持しているこ
とから、「順調」と判断。

　響灘東地区にて、新規分譲の
ために道路整備を予定していた
が、大規模面積での分譲申込を
受け、道路整備が不要となっ
た。また、企業誘致について
は、平成30年度は、4件の目標に
対し、10件（内1件は長期貸付）
と、目標を達成したことから、
「順調」と判断。

　響灘西地区の道路は計画通
り、松ヶ島物揚場は現地着工で
きたもののやや遅れ、太刀浦地
区の道路改良は地元調整に時間
を要し未着手区間があることか
ら、全体的には「やや遅れ」と
判断。

順調

遅れ

　引き続き風力発電関連産業の
拠点の形成を目指し、確実な事
業の進捗を図っていきたい。
　また、公募において選定され
た事業者と共に、洋上風力発電
事業や関連産業の集積が円滑か
つ確実に実施されるよう、既存
事業のあり方や新規事業につい
て検討を行いたい。

【評価理由】
 航空貨物については、目標年次
の貨物取扱量に達していない
が、国際定期貨物便の就航
（H30.6～、週5便）に伴い、平
成30年度の貨物取扱量は8,830ト
ンとなり、前年度（4,880トン）
に比べ大幅に増加した。
　港湾施設の整備については平
成30年度はやや遅れている状況
ではあるものの、事業期間全体
としては計画通り進んでいる。
　また、老朽化した施設が多数
あり、予防保全的な対応にまで
は至っていないものの、安全
性・利便性を維持している。
　以上のことから、全体として
「やや遅れ」と判断。

【課題】
　航空貨物については、昨年就
航した国際定期貨物便の安定化
のため、引き続き集貨に努める
とともに、貨物が集積しやすい
環境づくり、空港の機能強化の
推進が必要である。また、旅客
便を利用した航空貨物輸送の利
用促進についても、積極的な取
組を行う必要がある。
　港湾施設の整備については、
事業費の確保と関係者との調整
が必要。また、施設の老朽化が
進んでおり、利用者である港運
事業者等からも要望が多数寄せ
られていることから、適切な維
持管理をさらに推進していく必
要がある。

　福岡県とともに取り組んでき
た「北九州空港将来ビジョン推
進強化期間（H28～H30）」によ
り、就航路線数及び空港利用者
数は過去最高となり、大型貨物
用エプロンの整備等により国際
定期貨物便も新規就航するな
ど、大きな成果を収めた。
　これらの成果を生かし、更な
る北九州空港の発展のため、令
和元年度からの3年間を新たに
「ネットワーク充実強化期間」
と位置付け、引き続き福岡県・
北九州市が一体となって利用促
進に取り組んでいく。
　貨物については、昨年就航し
た国際定期貨物便の安定化のた
め、これまで以上に広範囲の集
貨や、更なる需要の掘り起こし
に取り組み、北九州空港の特長
を最大限に活かして、貨物拠点
化を積極的に進めていく。
　港湾施設の整備については、
港湾施設利用者の安全性確保及
び利便性向上を図るため、引き
続き港湾施設の機能の維持・強
化を行う。また、老朽化が進む
港湾施設について、引き続き健
全な状態を維持し、北九州港の
利便性を向上させるため、施設
点検を着実に実行するととも
に、適切な補修を行う取組みを
拡大させていく。

　想定より貨物取扱量が少な
く、平成30年度の貨物取扱量は
8,830トン（達成率34％）のため
「遅れ」と判断。

順調

やや
遅れ

順調

　雇用の人数は前年度から増加
はないものの、響灘洋上風力発
電施設の設置・運営事業者公募
において選定された事業者によ
り、事業は順調に実施されてお
り、「順調」と判断。

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠点
の形成に向け、事業の進捗が確
実に図られていることや、港湾
インフラなど本市の強みを活か
すことのできる企業や自治体へ
積極的に訪問していることから
「順調」と判断。

【課題】
　関係者等と調整・連携の上、
洋上風力発電事業や産業集積を
確実に進めていく必要がある。

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強み
を活かすことのできる企業へ積
極的に訪問し、臨海部産業用地
への企業立地が目標に達したた
め、「順調」と判断。

【課題】
　臨海部に立地することから、
港湾施設利用促進につながる企
業の立地に結び付ける必要があ
る。また、工業用水等、一部イ
ンフラ整備も必要である。

人

順調

人

人

　港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを活
かし、平成22年度より風
力発電関連産業の集積を
図る『グリーンエネル
ギーポートひびき』事業
を進めており、本事業の
更なる推進にあたって
は、今後拡大が見込まれ
る洋上風力発電に対応し
た環境整備が急務であ
る。
　そこで、響灘洋上ウイ
ンドファームの形成をイ
ンセンティブに関連産業
の集積を進め、国内にお
ける“風力発電関連産業
の総合拠点”の形成を目
指す。

港湾施設整備事業
（岸壁、物揚場、
道路、橋梁等整
備）

　岸壁や道路等の老朽化
した港湾施設について、
適切な改良を加え、機能
の維持・強化を行うこと
により、施設利用者の安
全性確保及び利便性向上
を図る。

響灘洋上風力発電
拠点化推進事業

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

―

9

選定計画に沿っ
た、関連施設の
設置に向けた協

議

実施済

港湾施設の安全性確
保及び利便性の維
持・向上

―

実施済

110人
（R1年度
までの累
計）

単年度目標
設定なし

風力発電関連産業の
新規雇用（累計）

―

―

単年度目標
設定なし

風力発電関連施設の
立地

―

　戦略的な企業誘致活動を継続
し、更に多くの企業誘致を推進
する。

順調
4件

（H26年
度）

4件増
（毎年
度）

Ⅴ-1-(3)-
② 
産業拠点
の整備
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

24,000 t 26,000 t 課
長

0.30 人

実
績

4,880 t 8,830 t
係
長

0.90 人

達
成
率

20.3 ％ 34.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

4
路
線

6
路
線

実
績

3
路
線

6
路
線

達
成
率

75.0 ％ 100.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,150 万t 10,176 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

103.0 ％ 100.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

6
航
路

6
航
路

課
長

0.05 人

実
績

4
航
路

2
航
路

係
長

0.20 人

達
成
率

66.7 ％ 33.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

30,000t
（R2年
度）

6路線
（R2年
度）

単年度目標
設定なし

北九州空港航空貨
物拠点化事業

職
員

係
長88,950

課
長

3,650

4,825

200,000

順調

19,200

遅れ3,734715

55,500

370,632

Ⅴ-2-(1)-
② 
港湾の国
際競争力
の強化

Ⅴ-2-(1)-
① 
北九州空
港の機能
拡充

15

14

17

16

単年度目標
設定なし

太刀浦埠頭用地整
備事業

―

前年比増加

コンテナ
ヤード等
の整備

(R2年度)

――18

航空貨物取扱量
空港
企画
課

　24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北九
州空港の特性を活かし、
開港以来、貨物拠点化に
向け、福岡県や苅田町な
どの自治体及び地元経済
団体と協力して、空港機
能強化のための活動を
行っている。また、空港
機能強化の根拠となる大
型貨物機の就航実績を示
すため、助成制度等を活
用し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事業
者への集貨促進、空港機
能強化等を行う。

　北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際定
期便の新規就航及び既存
路線の定着を図ることを
目標に、路線誘致・利用
促進活動を行う。

―

荷役作業の安全性確
保と効率化

　完成自動車の輸出や自
動車部品輸入等のシーム
レス物流に必要な国際
RORO航路を誘致し、臨海
部における自動車関連産
業等の物流拠点化の促進
及び北九州港の取扱量拡
大を図る。

―

物流
振興
課

　太刀浦コンテナターミ
ナル内の舗装の損傷が著
しい箇所について補修を
行うとともに、未舗装の
荷さばき地、野積場につ
いて舗装を行うことで、
荷役作業の安全性確保と
効率化を図る。

国際RORO航路数
2航路
（H26
年）

【評価理由】
　航空貨物については、目標年
次の貨物取扱量に達していない
が、国際定期貨物便の就航
（H30.6～、週5便）に伴い、平
成30年度の貨物取扱量は前年度
に比べ大幅に増加した。
　旅客については、平成30年度
に新たに4路線（務安・襄陽・台
北・静岡）が就航し目標を達
成。北九州空港利用者数も3年連
続過去最高を更新している。以
上から空港全体として「順調」
と判断した。

【課題】
　航空貨物については、昨年就
航した国際定期貨物便の安定化
のため、引き続き集貨に努める
とともに、貨物が集積しやすい
環境づくり、空港の機能強化の
推進が必要である。また、旅客
便を利用した航空貨物輸送の利
用促進についても、積極的な取
組を行う必要がある。
　旅客については、平成30年
度、令和元年度の新規就航路線
（静岡・大邱・大連）の拡大・
利用促進に努めるとともに、既
存路線の安定化に向け引き続き
集客・PR等に取り組む必要があ
る。

人

人

　平成30年度には新たに4路線
（務安・襄陽・台北・静岡）が
就航し、路線数の目標値を達成
したため「順調」と判断。

順調

　想定より貨物取扱量が少な
く、平成30年度の貨物取扱量は
8,830トン（達成率34％）のため
「遅れ」と判断。

人

遅れ

順調

【評価理由】
　港湾の利用促進に向けた様々
な取り組みを行い、新規国際
RORO航路の誘致には至らなかっ
たものの、貨物取扱量は着実に
増加している。
　太刀浦埠頭のコンテナヤード
舗装補修については、概ね計画
どおり進んでいる。
　以上のことから総合的に「順
調」と判断。

【課題】
　航路の誘致については、更な
る利用促進に向けた効果的な取
組みを検討する必要がある。
　太刀浦ふ頭用地の整備につい
ては、供用中のコンテナターミ
ナル内の工事であるため、関係
者等との調整が必要である。

 船社や荷主企業に対する港湾の
利用促進に向けた情報提供やPR
活動を地元の物流事業者と協働
して実施した結果、コンテナ貨
物取扱量とフェリー貨物取扱量
は過去最高を記録し、海上出入
貨物取扱量も前年比100.6％増加
したため、「順調」と判断。

　引き続き、官民一体となっ
て、物流事業者や荷主企業、船
社等に対してPRを行い、新規航
路の誘致やモーダルシフトを推
進するとともに、他港との競争
において魅力あるしくみづくり
に取り組むことで、更なる北九
州港の利用促進を図る。
　自動車物流拠点形成に向けた
誘致を継続するとともに、アジ
ア地域との国際RORO航路の誘致
を推進する。
　また、荷役作業の安全性確保
と効率化を図るため、引き続き
コンテナヤード等の整備を実施
する。

1.80

3.60

4.30

　福岡県とともに取り組んでき
た「北九州空港将来ビジョン推
進強化期間（H28～H30）」によ
り、就航路線数及び空港利用者
数は過去最高となり、国際定期
貨物便も新規就航するなど、大
きな成果を収めた。
　これらの成果を生かし、更な
る北九州空港の発展のため、令
和元年度からの3年間を新たに
「ネットワーク充実強化期間」
と位置付け、引き続き福岡県・
北九州市が一体となって利用促
進に取り組んでいく。
　貨物については、昨年就航し
た国際貨物定期便の安定化のた
め、これまで以上に広範囲の集
貨や、更なる需要の掘り起こし
に取り組み、北九州空港の特長
を最大限に活かして、貨物拠点
化を積極的に進めていく。
　旅客については、平成30年
度、令和元年度の新規就航路線
（静岡・大邱・大連）の拡大・
利用促進に努めるとともに、釜
山や仁川などの北九州都市圏域
のインバウンド振興にとって重
要な路線を中心に、路線の安定
化に向け、集客・PR等に取り組
んでいく。

順調

　荷役作業安全性確保と効率
化を図るためのコンテナヤー
ド舗装補修が概ね計画通りに
進んでいる（目標：12,300
㎡、実績19,817㎡）ことか
ら、「順調」と判断。

 新規航路の誘致には至らず、2
航路が休止となったため、「遅
れ」と判断。

順調

国際定期路線の維
持・拡大

63,739

前年(9,853
万t)比増加

国内定期路線の維
持・拡大

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―

6航路
（R1年）

31,793

北九州空港新規路
線就航促進事業

北九州港集貨航路
誘致事業

空港
企画
課

整備
保全
課

国際RORO航路誘致
事業

　国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪問
などにより情報収集を行
うとともに、セミナーの
開催や様々な媒体を利用
してのPR及び官民一体と
なったポートセールス活
動などを通じて、北九州
港への集貨・航路誘致を
行う。

物流
振興
課

78,948259,304 196,883―

北九州港海上出入貨
物取扱量

9,998万t
(H23年)

―

20,000

5路線
（R2年
度）

46,181

392,492

10,900万
t

(R1年)

423,732

251,469 158,877
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,150 万t 10,176 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

103.0 ％ 100.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

4
路
線

6
路
線

実
績

3
路
線

6
路
線

達
成
率

75.0 ％ 100.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,150 万t 10,176 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

103.0 ％ 100.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

単年度目標
設定なし

5路線
（R2年
度）

―

9,998万t
(H23年)

―

―

―

北九州港海上出入貨
物取扱量

国内定期路線の維
持・拡大

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

土砂処分場の確保

10,900万
t

(R1年)

0.50
課
長

人2.50

係
長

人

63,739

人

55,500

4.30

係
長

人

39,5004,994,285

人

職
員

人

前年比増加

浚渫土砂
の受入開

始
(R5年度)

廃棄物の
受入開始
(R5年度)

6路線
（R2年
度）

46,181 31,793

63,739 55,500

　計画通りに事業を進めるため
に、各工程について遅滞のない
よう進捗管理を行う。

順調

88,950

順調1.50
響灘東地区処分場
整備事業

Ⅴ-3-(2)-
① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

―

―

単年度目標
設定なし

―

―

10,900万
t

(R1年)

―

　国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪問
などにより情報収集を行
うとともに、セミナーの
開催や様々な媒体を利用
してのPR及び官民一体と
なったポートセールス活
動などを通じて、北九州
港への集貨・航路誘致を
行う。

物流
振興
課

単年度目標
設定なし

廃棄物処分場の確保

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)　北九州港内の航路・泊

地の整備及び維持から発
生する浚渫土砂、市民生
活や市内中小企業の産業
活動から発生する廃棄物
等を最終的に処分する海
面処分場（響灘東地区処
分場)を整備する。

―

前年比増加

整備
保全
課

22

Ⅵ-3-(1)-
② 
適正な廃
棄物の処
理

19

北九州港集貨航路
誘致事業

北九州空港新規路
線就航促進事業

Ⅴ-2-(1)-
③ 
環境配慮
型物流の
推進

北九州港集貨航路
誘致事業

物流
振興
課

北九州港海上出入貨
物取扱量

順調

【評価理由】
　旅客については、平成30年度
に新たに4路線（務安・襄陽・台
北・静岡）が就航し目標値は達
成。北九州空港利用者数も3年連
続過去最高を更新している。
　航路の誘致については、港湾
の利用促進に向けた様々な取り
組みを行い、貨物取扱量も着実
に増加している。
　以上のことから都市基盤・施
設の有効活用については「順
調」と判断した。
【課題】
　旅客については、平成30年
度、令和元年度の新規就航路線
（静岡・大邱・大連）の拡大・
利用促進に努めるとともに、既
存路線の安定化に向け引き続き
集客・PR等に取り組む必要があ
る。
　航路の誘致については、更な
る利用促進に向けた効果的な取
組みを検討する必要がある。

順調

　平成30年度には新たに4路線
（務安・襄陽・台北・静岡）が
就航し、路線数の目標値は達成
したため「順調」と判断。

順調

 船社や荷主企業に対する港湾の
利用促進に向けた情報提供やPR
活動を地元の物流事業者と協働
して実施した結果、コンテナ貨
物取扱量とフェリー貨物取扱量
は過去最高を記録し、海上出入
貨物取扱量も前年比100.6％増加
したため、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　処分場の護岸築造工事に着手
し、計画通りの工程で進んでい
るため、「順調」と判断。

【課題】
　既存処分場が満杯となるまで
に、確実に整備する必要があ
る。

　処分場の護岸築造工事を計画
的に進めている（目標:200m、実
績:320m)ことから、「順調」と
判断。

順調

　福岡県とともに取り組んでき
た「北九州空港将来ビジョン推
進強化期間（H28～H30）」によ
り、就航路線数及び空港利用者
数は過去最高となり、国際定期
貨物便も新規就航するなど、大
きな成果を収めた。
　これらの成果を生かし、更な
る北九州空港の発展のため、令
和元年度からの3年間を新たに
「ネットワーク充実強化期間」
と位置付け、引き続き福岡県・
北九州市が一体となって利用促
進に取り組んでいく。
　旅客については、平成30年
度、令和元年度の新規就航路線
（静岡・大邱・大連）の拡大・
利用促進に努めるとともに、釜
山や仁川などの北九州都市圏域
のインバウンド振興にとって重
要な路線を中心に、路線の安定
化に向け、集客・PR等に取り組
んでいく。
　航路の誘致については、引き
続き、官民一体となって、物流
事業者や荷主企業、船社等に対
してPRを行い、新規航路の誘致
やモーダルシフトを推進すると
ともに、他港との競争において
魅力あるしくみづくりに取り組
むことで、更なる北九州港の利
用促進を図る。
　今後も、上記取組により、都
市基盤・施設の有効活用を図
る。

 船社や荷主企業に対する港湾の
利用促進に向けた情報提供やPR
活動を地元の物流事業者と協働
して実施した結果、コンテナ貨
物取扱量とフェリー貨物取扱量
は過去最高を記録し、海上出入
貨物取扱量も前年比100.6％増加
したため、「順調」と判断。

　引き続き、官民一体となっ
て、物流事業者や荷主企業、船
社等に対してPRを行い、新規航
路の誘致やモーダルシフトを推
進するとともに、他港との競争
において魅力あるしくみづくり
に取り組むことで、更なる北九
州港の利用促進を図る。

【評価理由】
　港湾の利用促進に向けた様々
な取り組みを行い、フェリー貨
物量も着実に増加し、モーダル
シフトも促進されているとみら
れるため、環境配慮型物流の推
進については「順調」と判断。

【課題】
　更なる利用促進に向けた効果
的な取組みを検討する必要があ
る。

　北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際定
期便の新規就航及び既存
路線の定着を図ることを
目標に、路線誘致・利用
促進活動を行う。

空港
企画
課

　国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪問
などにより情報収集を行
うとともに、セミナーの
開催や様々な媒体を利用
してのPR及び官民一体と
なったポートセールス活
動などを通じて、北九州
港への集貨・航路誘致を
行う。

20

21

392,492

1,000,000

31,793

2,412,436

3.60

職
員

1.80

423,732 370,632

課
長

46,181

前年(9,853
万t)比増加

単年度目標
設定なし

―

前年(9,853
万t)比増加

9,998万t
(H23年)

―
国際定期路線の維
持・拡大
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

課
長

0.20 人

実
績

49.2 ％ 50.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

97.8 ％ 102.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

49.2 ％ 50.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

97.8 ％ 102.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

24,000 t 26,000 t 課
長

0.30 人

実
績

4,880 t 8,830 t
係
長

0.90 人

達
成
率

20.3 ％ 34.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,150 万t 10,176 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

103.0 ％ 100.3 ％
職
員

4.00 人

前年(9,853
万t)比増加

前年度比増

75％
(R2年度)

前年度
（50.3%）

比増

前年度
（50.3%）

比増

北九州港海上出入貨
物取扱量

航空貨物取扱量

35.6％
(H23年
度)

―

35.6％
(H23年
度)

　「新・海辺のマスター
プラン」（平成28年11月
中間見直し）における2
つの目標（「利用できる
海辺を増やす」「親しま
れる度合いを高める」）
を実現するための様々な
取り組みについて、その
検証及びプランの進捗管
理等を行う。

市民が、北九州市の
海辺や港について満
足している割合

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、重点的に取り組
み、市民が自然とふれあえるよ
うな事業を実施することで本プ
ランをさらに推進する。

1,115

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、重点的に取り組
み、市民が身近に自然を感じら
れるような事業を実施すること
で本プランをさらに推進する。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港に
ついて満足している割合が、前
年度に比べ微増していることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、今後重点的に取り
組み、市民が身近に自然を感じ
られるような事業を行っていく
必要がある。

4982,144

259,304

前年度比増

75％
(R2年度)

　市民意識調査で、市民が、北
九州市の海辺や港について満足
している割合(50.2％）が、前年
度の割合（49.2％）に比べ微増
しており、「新・海辺のマス
タープラン」の中間見直しによ
り、市民のニーズにあった事業
を実施することで、その効果が
見込まれたことから、「順調」
と判断。

順調

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港に
ついて満足している割合が、前
年度に比べ微増していることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追加・
強化施策に、今後重点的に取り
組み、市民が自然とふれあえる
ような事業を行っていく必要が
ある。

順調

順調

　市民意識調査で、市民が、北
九州市の海辺や港について満足
している割合(50.2％）が、前年
度の割合（49.2％）に比べ微増
しており、「新・海辺のマス
タープラン」の中間見直しによ
り、市民のニーズにあった事業
を実施することで、その効果が
見込まれたことから、「順調」
と判断。

　想定より貨物取扱量が少な
く、平成30年度の貨物取扱量は
8,830トン（達成率34％）のため
「遅れ」と判断。

【評価理由】
　航空貨物については、目標年
次の貨物取扱量に達していない
が、国際定期貨物便の就航
（H30.6～、週5便）に伴い、平
成30年度の貨物取扱量は8,830ト
ンとなり、前年度（4,880トン）
に比べ大幅に増加した。
　航路の誘致については、港湾
の利用促進に向けた様々な取り
組みを行い、貨物取扱量も着実
に増加している。
　以上のことから充実した物流
基盤を活用した物流振興につい
ては「順調」と判断した。

【課題】
　航空貨物については、昨年就
航した国際定期貨物便の安定化
のため、引き続き集貨に努める
とともに、貨物が集積しやすい
環境づくり、空港の機能強化の
推進が必要である。また、旅客
便を利用した航空貨物輸送の利
用促進についても、積極的な取
組を行う必要がある。
　航路の誘致については、更な
る利用促進に向けた効果的な取
組みを検討する必要がある。

　福岡県とともに取り組んでき
た「北九州空港将来ビジョン推
進強化期間（H28～H30）」によ
り、就航路線数及び空港利用者
数は過去最高となり国際定期貨
物便も新規就航するなど、大き
な成果を収めた。
　これらの成果を生かし、更な
る北九州空港の発展のため、令
和元年度からの3年間を新たに
「ネットワーク充実強化期間」
と位置付け、引き続き福岡県・
北九州市が一体となって利用促
進に取り組んでいく。
　貨物については、昨年就航し
た国際定期貨物便の安定化のた
め、これまで以上に広範囲の集
貨や、更なる需要の掘り起こし
に取り組み、北九州空港の特長
を最大限に活かして、貨物拠点
化を積極的に進めていく。
　航路の誘致については、引き
続き、官民一体となって、物流
事業者や荷主企業、船社等に対
してPRを行い、新規航路の誘致
やモーダルシフトを推進すると
ともに、他港との競争において
魅力あるしくみづくりに取り組
むことで、更なる北九州港の利
用促進を図る。

　船社や荷主企業に対する港湾
の利用促進に向けた情報提供や
PR活動を地元の物流事業者と協
働して実施した結果、コンテナ
貨物取扱量とフェリー貨物取扱
量は過去最高を記録し、海上出
入貨物取扱量も前年比100.6％増
加したため、「順調」と判断。

46,181 31,79363,739

北九州空港航空貨
物拠点化事業

新・海辺のマス
タープラン推進事
業

Ⅶ-2-(2)-
① 
充実した
物流基盤
を活用し
た物流振
興

北九州港集貨航路
誘致事業

前年比増加

10,900万
t

(R1年)

30,000t
（R2年
度）

　国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪問
などにより情報収集を行
うとともに、セミナーの
開催や様々な媒体を利用
してのPR及び官民一体と
なったポートセールス活
動などを通じて、北九州
港への集貨・航路誘致を
行う。

9,998万t
(H23年)

物流
振興
課

計画
課

空港
企画
課

　24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北九
州空港の特性を活かし、
開港以来、貨物拠点化に
向け、福岡県や苅田町な
どの自治体及び地元経済
団体と協力して空港機能
強化のための活動を行っ
ている。また、空港機能
強化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示すた
め助成制度等を活用し、
航空会社への路線誘致や
貨物利用運送事業者への
集貨促進、空港機能強化
等を行う。

市民が、北九州市の
海辺や港について満
足している割合

　「新・海辺のマスター
プラン」（平成28年11月
中間見直し）における2
つの目標（「利用できる
海辺を増やす」「親しま
れる度合いを高める」）
を実現するための様々な
取り組みについて、その
検証及びプランの進捗管
理等を行う。

計画
課

23

Ⅵ-4-(1)-
② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

新・海辺のマス
タープラン推進事
業

Ⅵ-4-(1)-
③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

24

55,500

19,200

順調

順調

9,300

9,300

順調

遅れ25

26

498

78,948

1,1152,144

196,883
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港湾空港局

平成30年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

H30年度H29年度

H29年度

事業・取組概要
主要事業
所管課名

H30年度事業評価の成果指標（目標・実績）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

目
標

3,645 万
人

3,652 万
人

実
績

3,501 万
人

達
成
率

96.0 ％

目
標

178
万
人

178
万
人

実
績

233 万
人

達
成
率

130.9 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

集計中

集計中

―

―

　首都圏～関西までのいわゆる
「ゴールデンルート」など国内
の他の人気の観光地から、でき
るだけ北九州をはじめとした九
州地域に目を向けてもらえるよ
う、引き続き近隣の他空港と連
携して、北九州空港の利用促進
活動を行っていく。

順調― ―

0.10

【評価理由】
　韓国・務安からの定期便就航
にあたり、韓国からの旅行客の
増加を狙い、熊本・佐賀・長崎
空港等と連携を図ったため、
「順調」と判断。

【課題】
　他空港とは、集客面で激しく
競争を繰り広げており、連携す
るにはハードルがある。

人

――

16,000 2,90020,000

――

16,000

―

―

―

―

―

―
空港
企画
課

【施策の内容】
　北九州空港の集客力と
来訪者の回遊性を向上さ
せるため、九州地域の各
空港との連携強化を図
る。

―

―

―

　北九州空港を基点とし
た北九州都市圏域の魅力
を発信するため、周遊
マップの作成、プロモー
ション、ファムツアーを
実施する。

Ⅶ-3-(2)-
③
九州地域
の空港の
連携

28
【施策評価のみ】
九州地域の空港の
連携

Ⅶ-3-(1)-
① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携推進

27
空港
企画
課

順調

【評価理由】
　北九州都市圏域内への観光客
数及び宿泊者数は集計中ではあ
るが、北九州空港の利用者数が
過去最高を更新したため、事業
に一定の成果があったと考えら
れる。
　また、きりんエリアのPRに
よって、県内周辺市町との広域
連携の推進が図られている。
　以上のことから、「順調」と
判断する。

【課題】
　北九州都市圏域は多様な観光
資源等、高いポテンシャルを有
しているが、その魅力がまだ認
知されていない。圏域の魅力発
信を行い、空の玄関口である北
九州空港の利用促進につなげて
いく必要がある。

北九州空港を利用
した「きりん」エ
リアの魅力発信事
業

北九州都市圏域内へ
の観光客数

―
3,658万人
（R1年
度）

北九州都市圏域内の
宿泊者数

―
178.6万人
（R1年
度）

　北九州都市圏域は多様な観光
資源等、高いポテンシャルを有
しているが、その魅力がまだ認
知されていない。
　地方創生推進交付金事業とし
ては、平成30年度で終了予定で
あるが、事業によって得られた
成果を生かしながら、圏域の魅
力発信を行い、空の玄関口であ
る北九州空港の利用促進につな
げていく。

係
長

0.10 人

職
員

人
課
長

0.10

順調

　北九州都市圏域内への観光
客数及び宿泊者数は集計中で
はあるが、北九州空港の利用
者数が過去最高を更新したた
め、事業に一定の成果があっ
たと考えられる。
　以上のことから、「順調」
と判断。
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消防局

平成30年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

40,000 人 40,000 人
課
長

0.13 人

実
績

40,854 人 40,620 人
係
長

0.50 人

達
成
率

102.1 ％ 101.6 ％
職
員

1.85 人

目
標

課
長

0.13 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.85 人

―

―

―

―

―

43,054人
(H28年
度)

高度かつ安全で確
実・迅速な救命処置

―

Ⅱ-1-(2)-
① 
医療・救
急体制の
充実

2
救急体制の充実強
化

1
応急手当の普及啓
発活動の推進

応急手当講習の受講
者数

救急
課

救急
課

　救急車が現場に到着す
るまでの間、適切な心肺
蘇生法やAEDの使用など
の応急手当が非常に重要
である。
　突然の病気やケガの
時、そばにいる市民が応
急手当を行えるように、
応急手当の普及啓発を推
進する。

　救急救命士の処置が拡
大されたことに伴う追加
講習を受講させるととも
に、救急体制の充実強化
のため、救急救命士の資
格取得養成を計画的に取
り組み、安全で確実・迅
速な救命処置を行う。

高度かつ
安全で確
実・迅速
な救命処

置

2,278 1,8141,656

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

―

No.

H29年度

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

17,576 20,370

20,370

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調

　応急手当講習受講への広報活
動を継続して実施し、目標の
40,000人を達成したため「順
調」と判断。

順調

　救急救命士の処置拡大に伴う
追加講習を目標人数（目標13
名、実績13名）受講させるとと
もに、救急救命士の資格取得養
成を計画的に実施（目標6名、実
績7名）し、より高度かつ安全で
確実・迅速な救命処置が行えた
ため「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　応急手当講習者数は、目標値
を上回る市民が受講しており、
また、救急救命士の資格取得者
も計画的に増員している。
　当事業による救命効果を直接
計ることはできないが、市民の
尊い命が助かる奏功事例もあ
り、応急手当の必要性に対する
市民の意識や協力体制は向上し
ているものと考える。
　以上のことにより、「順調」
と判断。

【課題】
　救急現場における高度かつ安
全で確実・迅速な救命処置を行
うため、救急救命士の知識・技
術の向上を行う必要がある。

　突然の病気や怪我等により傷
病者が発生した場合でも、そば
にいる市民が適切な応急手当を
行うことができる街を目指し、
普及啓発活動を継続する。
　救急体制の充実強化について
は、救急救命士の資格取得を計
画的に取り組む。

18,259 17,671

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

応急手当講
習の受講者
数の増加

事業・取組概要
H30年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度人件費（目安）H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施
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消防局

平成30年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

No.

H29年度

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
H30年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度人件費（目安）H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

193

地
区
・
回

193

地
区
・
回

課
長

0.20 人

実
績

193

地
区
・
回

193

地
区
・
回

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

81.7 ％ 81.6 ％
課
長

0.80 人

実
績

85 ％ 87 ％
係
長

0.80 人

達
成
率

104.0 ％ 106.6 ％
職
員

1.00 人

目
標

1
施
設

1
施
設

実
績

2
施
設

2
施
設

達
成
率

200.0 ％ 200.0 ％

目
標

95.0 ％ 95.5 ％

実
績

94.5 ％ 93.2 ％

達
成
率

99.5 ％ 97.6 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.09 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.10 人

―

工事2施設
設計3施設

1,037,094

8,475

　地域防災力の向上を目的に自
主防災組織「市民防災会」の育
成指導を推進するとともに、住
宅用火災警報器の設置率を向上
させ、住宅火災による死者防止
を目指す。
　消防団の施設や装備等を計画
的に整備し、地域防災の要であ
る消防団活動の向上を図る。
　消防庁舎は大規模災害時にお
いて、防災基盤となる施設であ
ることから、今後も耐震化と併
せて整備を進める。

―

―

門司区の消防機能の
強化

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

5

6
消防署・分署の適
正配置・整備

住宅用火災警報器の
設置率

八幡西区の消防機能
の強化

消防団施設整備によ
る地域防災力の向上

消防団員の充足率

―

H29.4.1
現在の充
足率
95.9％

― 建築工事
竣工

建築工事

9,2619,300

新庁舎・
実施設計

新庁舎・
実施設計

建築工事

建築工事

毎年度算
出される
全国の平
均設置率
H29：
81.7％

建築工事

工事2施設
設計3施設

工事3施設
計画2施設

建築工事
竣工

―

3 ―

4

自主防災活動の推
進

消防
団・
市民
防災
課

住宅防火対策の推
進

　地域防災力の向上を目
的として、市民防災会の
活動支援と訓練指導等に
あたる。

全193地区における
市民防災推進行事へ
の年1回以上の参加

　高齢者・障害者等の世
帯への訪問活動を行い、
防火・防災啓発に努める
とともに、火災や焼死事
故等の防止に努める。

職
員

976,670

0.03

係
長

職
員

0.55

24,700

6,5026,212

0.10

全193地
区・回
(毎年度)

11,285

5,800

9,470

0.03

0.50

順調

順調

　消防団員の充足率は、前年度
と比べて、新規入団者数が減少
し、退団者数は同程度であった
ことから、前年度同月から1.3ポ
イント減少したものの、目標値
95.5％に対し、実績93.2％で
あった。
　また、消防団施設について
は、計画に先行して整備するこ
とができたため「大変順調」と
判断。

5,470

0.55

課
長

95,197
大変
順調

係
長

320,062

1,5301,150

R5年度中に
消防団施設
の補強工事

完了

6,596

642

地域防災
力の向上

R2年度開
署

R1年度開
署

　老朽化した消防団施設
を計画的に整備するとと
もに、消防団の装備を改
善し、消防団の充実強化
を図る。

総務
課

予防
課

消防団の充実強化

消防
団・
市民
防災
課

総務
課、
消防
団・
市民
防災
課

96.0％
（R1年
度）

住宅用火
災警報器
の設置率

向上

工事3施設
計画2施設

　災害発生時において防
災拠点となる消防団施設
の耐震化を促進するた
め、耐震診断の結果に基
づき、耐震補強計画を作
成し、耐震補強工事を実
施する。

78,840 163,034

消防団施設の耐震化

―

人

　目標の全193地区が市民防災推
進行事へ参加したため、「順
調」と判断。

　人口動態や都市構造の
変化、災害の大規模化な
ど、消防を取り巻く環境
の変化に対応した消防力
（消防署・分署の適正配
置・整備）を整備する。
また、市民サービスの公
平性の観点から、消防
署・分署の適正配置や効
率・効果的な部隊運用を
推進する。

人

消防団施設
耐震：69
未耐震：26
H29.4現在

課
長

順調

人

　住宅用火災警報器の設置率
は、前年度から2％上昇している
とともに、全国の平均設置率を
上回っているため、「順調」と
判断。

人

Ⅱ-1-(4)-
③ 
総合的な
消防防災
体制の構
築

消防団施設の耐震
化

7 順調

　未耐震の消防団施設の耐震化
については、目標の施設数にお
いて工事及び補強計画が完了し
ているため「順調」と判断。

【評価理由】
　全193地区の市民防災会が、防
災訓練、防災講演会等の市民防
災行事に参加する（年1回以上）
ことで地域防災力の向上が図ら
れており、計画的に事業が推進
されている。
　また、住宅用火災警報器の設
置率（87％）は全国平均
（81.6％）を上回っており、住
宅火災において一定の被害軽減
につながっているものと考え
る。
　消防団の充実強化、消防署・
分署及び消防団施設の整備状況
については、各施設の建築年数
や耐震性等を考慮し、計画的に
進行しているため、「順調」と
判断。

【課題】
　消防団員の充足率が減少して
いることから、市民の安全・安
心を守るために、地域防災の要
である消防団員の加入促進や確
保に向けた取組を強化する必要
がある。

　消防署・分署については、計
画的に整備することができたた
め、「順調」と判断。

人

人

順調
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消防局

平成30年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

No.

H29年度

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
H30年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度人件費（目安）H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.05 人

達
成
率

職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

23 名 41 名
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

  令和元年度での旧事業（緊急
通報システム）の終了に伴う、
あんしん通報システムへの移行
状況は、あんしん通報システム
の稼働数が前年度より増加（平
成29年度:127台、平成30年
度:1,617台）しており、概ね計
画通りに進捗しているため「順
調」と判断。

―

―

―

高齢者等の
安全・安心
な生活の実

現

35,94833,000

―

43,004

16,257 ―
予防
課

　高齢社会の更なる進展
等を踏まえ、現行の「緊
急通報システム」のサー
ビス内容の充実を図り、
新たに「あんしん通報シ
ステム」の運用を開始す
る。看護師等による通年
24時間受付可能な相談体
制の充実や、緊急時の対
応強化策として、民間の
警備員が駆け付けるな
ど、高齢者等が住み慣れ
た家庭で、安心して生活
できるよう支援する。

高齢者等の安全・安
心な生活の実現

高齢者等の安全・安
心な生活の実現

― ―

― ―

　介護職員初任者研修修
了者を中心とした消防団
員が、一人暮らし高齢者
世帯等を訪問し、防火・
防災指導や簡単な身の回
りのお世話を行うととも
に、福祉に関する相談を
関係機関につなぐなど、
安心感の向上を図る。

消防
団・
市民
防災
課

【施策の内容】
　アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州市
消防局の消防・防災に関
する技術移転を行う。

　高齢者や重度身体障害
者がいる世帯の火災やガ
ス漏れ、急病などの緊急
通報を消防指令センター
で直接受信して対応する
ことにより、火災や救急
による被害の低減を図る
とともに、高齢者等が住
み慣れた地域で安心して
生活できるよう支援す
る。

11

9
あんしん通報シス
テム

Ⅱ-3-(4)-
②
国際協
力・交流
の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防リー
ダーとしての国際
協力

Ⅱ-2-(1)-
③ 
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

10 いきいき安心訪問

8
予防
課

緊急通報システム

訓練
研修
セン
ター

― 7,264

――

受入

【評価理由】
　緊急通報システム及びあんし
ん通報システムにより、火災や
ガス漏れ、救急など緊急事案の
早期発見、早期通報が可能とな
り、被害の低減を図ることがで
きていることから、高齢者等の
安全・安心な生活へ十分に寄与
したものといえる。
　また、女性消防団による年間
訪問世帯数は、実員数（142人）
で訪問可能な世帯数（2,272世
帯）を概ね達成したため、「順
調」と判断。

【課題】
　緊急通報システムについて
は、高齢化の進展に伴い、相談
体制の拡大、通報装置の老朽化
等の課題が挙げられるため、あ
んしん通報システムへの速やか
な移行が求められる。

　今後も高齢者等がより安全で
安心して在宅生活ができるよう
事業を実施していく。

順調

人

　引き続き、国際協力機構
（JICA）と連携し、更にアジア
地域の研修員が増加するよう呼
び掛け等を行う。

【評価理由】
　本事業は、毎年8～10名の研修
員を受け入れており平成30年度
は41名のアジア地域からの研修
員を受け入れたため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　継続的な研修員の受け入れが
できるよう、国際協力機構
（JICA）へ協力を求めていく必
要がある。

大変
順調

――

順調

　女性消防団による年間訪問世
帯数（目標：2,464世帯、実績：
2,265世帯）の達成率は91.9％で
あり、かつ、平成30年4月1日現
在の女性消防団員142人から算定
した、訪問予定世帯数2,272世帯
を概ね達成でき、火災や重大事
故発生の未然防止につながった
と考えられるため「順調」と判
断。

― ―

990

職
員

9,050

7,339 7,866

0.30

0.20

9,050
係
長

0.50

順調

課
長

　令和元年度での事業終了に伴
う、新システム（あんしん通報
システム）への移行状況は、概
ね計画通りに進捗しているため
「順調」と判断。

順調

人

人

―

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

―

―

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

あんしん通
報システム
への移行

42,252

受入

【施策の指標】
アジア地域からの研
修員受け入れ継続

緊急通報システムの
稼動数・受信数・出
動数

― ―

―

火災や重大
事故発生の
未然防止

―

―

―

高齢者等の
安全・安心
な生活の実

現

―

稼動数
3,546台
受信数
2,749件
出動数
1,069件
（H28年
度）

稼動数
3,221台
受信数
2,512件
出動数
996件

稼動数
1,365台
受信数
1,617件
出動数
641件

―

―
火災や重大事故発生
の未然防止

―

― ―
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消防局

平成30年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

No.

H29年度

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要
H30年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度人件費（目安）H30年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

2 回 2 回

実
績

2 回 0 回

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％

目
標

150 回 150 回

実
績

157 回 166 回

達
成
率

104.7 ％ 110.7 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

23 名 41 名
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

訓練
研修
セン
ター

　市主催の式典や消防の
各種行事等に出演し、市
民参加向上の役割を担う
とともに、音楽隊の演奏
やカラーガード隊の演技
を通じて、市のPR活動や
防火・防災啓発活動を実
施する。
　併せて、児童の健全な
育成等に寄与することを
目的に、教育機関と連携
し、積極的に児童教育に
貢献する。

Ⅶ-1-(3)-
②
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防リー
ダーとしての国際
協力

消防音楽隊による
文化活動

12

Ⅲ-2-(2)-
② 
市民の文
化芸術活
動の促進

訓練
研修
セン
ター

【施策の内容】
　アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州市
消防局の消防・防災に関
する技術移転を行う。

　引き続き、国際協力機構
（JICA）と連携し、更にアジア
地域の研修員が増加するよう呼
び掛け等を行う。

【評価理由】
　本事業は、毎年8～10名の研修
員を受け入れており平成30年度
は41名のアジア地域からの研修
員を受け入れたため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　継続的な研修員の受け入れが
できるよう、国際協力機構
（JICA）へ協力を求めていく必
要がある。

大変
順調

0.01

人

13 ―

8,646

2回開催
(毎年度)

　今後も継続してホームページ
の更新、SNS、市政だより等を活
用した音楽隊の広報を行い、消
防音楽隊の知名度の向上を図る
とともに、音楽隊演奏活動を通
して児童の健全な育成につなげ
たい。

【評価理由】
　防火・防災普及啓発を目的と
した警察音楽隊との合同演奏は
実施できなかったが、消防音楽
隊出演回数は目標を上回ったた
め、音楽を通して「安全・安
心」や「防火・防災」を市民に
十分にPRできていると判断でき
る。
　また、ホームページのアクセ
ス数に関しては、目標を下回っ
たが、ホームページ以外のツー
ルでの広報活動がなされている
ことから、総合的に「順調」と
判断。

【課題】
　今後、ホームページやSNS等の
積極的な更新を行い、さらなる
知名度の向上を図る。

順調順調

　音楽を通した安全安心の提供
と防火・防災普及啓発を目的と
した警察音楽隊との合同演奏
は、悪天候により中止となった
ため、目標は達成できなかった
が、消防音楽隊の出演回数は目
標を上回った。
　ホームページアクセス件数の
達成率は目標を下回ったが、平
成30年度からSNSを通じた広報活
動を開始したことから、アクセ
ス件数が減少したと予想され
る。
　ホームページ以外のツールで
の広報活動がなされており、
「安全・安心」や「防火・防
災」を市民に十分にPRできた。
　上記から、総合的に「順調」
と判断。人

人

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

6,814

―

6,731

―

係
長

課
長

職
員

――

0.15

0.40

4,615

―

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

156回
(H28年
度)

【施策の指標】
アジア地域からの研
修員受け入れ継続

消防音楽隊出演回数

音楽を通した安全安
心の提供及び防火・
防災普及啓発

1回開催
(H28年
度)

――

受入

消防音楽隊
出演回数の

増加

受入
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上下水道局

平成30年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

0.80 人

実
績

係
長

2.70 人

達
成
率

職
員

17.20 人

目
標

課
長

0.04 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 職
員

0.42 人

目
標

8.8 ％ 11.9 ％
課
長

0.06 人

実
績

7.1 ％ 8.3 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

80.7 ％ 69.7 ％
職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

1.90 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

事業・取組概要

浸水被害
の抑制

28,611

　水道施設及び下水道施設につ
いて、引き続き、計画どおり耐
震化を実施していく。

　工事の難易度が高いため施設
毎に耐震化工事の進捗にばらつ
きはあるが、概ね予定通りの進
捗であるため、「順調」と判
断。

【評価理由】
　中期目標に対して概ね順調に
耐震化が進んでいるため、「順
調」と判断。

【課題】
　難易度の高い耐震化工事を着
実に推進させるため、工程管理
をより確実に行う必要がある。

【評価理由】
　研修や視察の受入れを積極的
に実施しているだけではなく、
上下水道技術の国際協力事業を
通じ、開発途上国の技術力向
上、本市のPRやイメージアップ
にも寄与していることから「順
調」と判断。

【課題】
　今後も国等関係機関のス
キームを利用するなど本市の
コスト削減とともに効率的、
効果的な事業実施を図る必要
がある。

54,752

―

　世界各国から研修生を継続的
に受入れ（目標：255人、実
績：416人）、上下水道技術
の向上を図っているため、
「順調」と判断。

順調順調
発展途上国
の技術向上―

Ⅱ-3-(4)-
② 
国際協
力・交流
の推進

4
上下水道技術の国
際協力

海外
事業
課

　アジアを中心とした国
や地域（カンボジア、ベ
トナム国ハイフォン市な
ど）への職員派遣や海外
からの研修員受入れなど
により、本市の浄水技術
や漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づく
りや維持管理等に関する
指導を行うことで、海外
の技術者の育成を進め、
世界の水環境改善に貢献
する。
　併せて、国際技術協力
を通じ、技術の継承や実
務能力の向上など、本市
職員の育成にも寄与す
る。

Ⅱ-1-(4)-
⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
地震対策事業（水
道施設）

計画
課

　大規模な地震が発生し
た場合においても、最低
限の下水処理が行えるよ
うに下水道施設の耐震化
を実施するもの。

　大規模な地震が発生し
た場合においても、安全
で安定的な給水を確保す
るため水道施設の耐震化
を実施するもの。

3

　今後も整備箇所ごとの現場の
状況に応じた最も経済的な方法
を検討し、整備を行っていく。

―

【評価理由】
　雨水整備が予定どおり進み、
浸水被害の抑制に寄与している
と考えるため、「順調」と判
断。

【課題】
　浸水被害の抑制に向け、引き
続き効率的な整備を行う必要が
ある。

0.0％
(H26年
度)

浄水
　33.2％
配水池
　51.7％

順調

順調10,690
地震対策事業（下
水道施設）

施設
課

順調

人件費（目安）

2,799,262 3,785,504 165,200

　雨水整備率について、目標ど
おり達成（目標：72.4%、実績：
72.4％）したため、「順調」と
判断。

Ⅱ-1-(4)-
④ 
総合的な
災害対策
の推進

1 浸水対策事業
下水
道計
画課

　近年、集中的な豪雨に
起因する浸水被害が増加
している。
　浸水被害を抑制するた
め、公共下水道の整備を
進め、流域全体の浸水に
対する安全度の向上を図
る。

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H30年度 H29年度

2,170,000

―

浸水被害の抑制 ―

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度

331,131 4,610 順調

454,443

　日明浄化センター（ビジター
センター）やウォータープラザ
などの国際戦略拠点を活用しな
がら、技術研修や視察などを受
入れ、効果的な国際技術協力事
業を実施する。

　平成30年度の目標である水道
施設耐震化箇所（2箇所）を概ね
予定どおり発注し、耐震補強を
進めているため、「順調」と判
断。

順調

332,071

35,300

―

―

―

―

浄水
　33.2％
配水池

　51.7％

耐震補強対象施設整
備率

―

―

―

浄水
　33.2％
配水池

　51.7％

17,891

374,797 131,945

浄水施設
耐震化率
59.2％
配水池耐
震施設率
54.1％
（R2年
度）

国際技術協力でアジ
アの発展に貢献

18.2％
(R6年度)

297,329

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

浄水施設
耐震化率

0％
配水池耐
震施設率
33.6％
（H26年
度）

下水道施設の耐震化
率（ポンプ場、浄化
センター水処理施
設）

浄水
　33.2％
配水池
　51.7％

―
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上下水道局

平成30年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

事業・取組概要

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H30年度 H29年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

5.10 人

達
成
率

職
員

31.15 人

目
標

165 校 167 校
課
長

0.05 人

実
績

166 校 168 校
係
長

0.05 人

達
成
率

100.6 ％ 100.6 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

1.75 人

達
成
率

職
員

12.90 人

目
標

99.0 ％ 99.0 ％
課
長

1.00 人

実
績

98.8 ％ 98.7 ％
係
長

2.33 人

達
成
率

99.8 ％ 99.7 ％ 職
員

12.33 人

10,074

3,349,438

下水汚泥の資源化率

―

―

順調

　下水汚泥を汚泥燃料やセメン
ト原料として有効利用し、概ね
目標に近い資源化率を達成でき
たため、「順調」と判断。

1,923,073 1,814,285
　引き続き、下水道資源を有効
利用していく。

1,824,806

95.0％
（H21年
度）

順調

【評価理由】
　事業がほぼ予定どおり進み、
下水汚泥などの循環利用につな
がっていることから「順調」と
判断。

【課題】
　資源化率を維持するため、下
水汚泥の有効利用先と引き続き
連携していく必要がある。

127,275

Ⅵ-3-(3)-
④ 
下水汚泥
などの循
環利用

8
下水道資源の有効
利用

施設
課

　下水汚泥のバイオマス
エネルギーとしての燃料
化や、さまざまな資源の
有効利用を行う。

【評価理由】
　対策が目標どおり進み、合流
式下水道の改善が進んだため、
「順調」と判断。

【課題】
　浸水対策と合流改善を併せ、
一体的に取り組むなど、効率的
な整備を行う必要がある。

順調4,200,000

学校直結化数
※対象学校数は平成
30年度202校、令和
元年度200校（学校
統合により直結化校
2校減）

順調

―

4,949,676

―

順調
　今後も整備箇所ごとの現場の
状況に応じた最も経済的な方法
を検討し、整備を行っていく。

― 順調

―

合流改善
の達成

（100％）
(R5年度)

2,326,501

―

　合流改善達成率について、目
標どおり達成（68.7％）したた
め、「順調」と判断。

　水槽式給水の小中学校
等では、近年の児童、生
徒数減による使用水量の
減少や、休日に水を使用
しないことなどにより、
貯水槽内に水が滞留し、
水のおいしさが低減する
状況にある。そこで、上
下水道局では市立小中学
校等の直結式給水への切
替えを推進するため、直
結化の支援を行う。

―

　老朽化した配水管を計
画的に更新することによ
り、漏水、赤水、不出水
の解消や管破損事故を防
止し、安全で安定的な給
水を確保する。

296,125

121,1502,400,000

2,9506
アクアフレッシュ
事業（学校の直結
式給水の推進）

配水
管理
課

　平成30年度目標である配水管
更新目標50kmに対し、47.9kmの
配水管更新工事を終えており、
ほぼ目標を達成しているため、
「順調」と判断。

安全で安定的な給水
の確保

―

153校
(H26年
度)

4,654

Ⅲ-1-(3)-
① 
安全で安
定してお
いしく飲
める水道
の整備

5 配水管更新事業
計画
課

　配水管更新事業について、第5
期更新計画に基づき、計画どお
り更新を実施していく。
　アクアフレッシュ事業（学校
の直結式給水の推進）につい
て、給水管の増口径が必要な学
校への助成を行いながら事業を
継続することとし、今後も、教
育委員会と調整しながら直結化
を実施していく。

順調

―

Ⅲ-1-(3)-
③ 
快適で良
質な生活
環境をつ
くる下水
道の整備

―

7
合流式下水道改善
事業

下水
道計
画課

　合流式下水道で整備さ
れた地区は、大雨時に雨
水で希釈された未処理下
水の一部が川や海に流れ
出ることがある。
　放流先の汚濁負荷を分
流式下水道並みに軽減す
るため、合流式下水道の
改善に努め、良好な水環
境をつくる。

良好な水環境の実現 ―

―

99.0％
（R2年
度）

R2年度まで
に40年以上
経過した普
通・高級鋳
鉄製の配水
管がない状

態

―

【評価理由】
　事業が予定どおり進んでいる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　アクアフレッシュ事業（学校
の直結式給水の推進）につい
て、学校の改築等に併せて直結
化（増口径）を実施することと
しており、教育委員会と調整が
必要。　設定した目標を上回るペース

で実施できているため、「順
調」と判断。

5,092,335

16,000
166校
以上

(R2年度)
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上下水道局

平成30年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

事業・取組概要

人件費（目安）

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H30年度 H29年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

1.90 人

目
標

実
績

14,539
千
円

37,809
千
円

達
成
率

目
標

実
績

2,175
千
円

509
千
円

達
成
率

目
標

実
績

14,539
千
円

37,809
千
円

達
成
率

目
標

実
績

2,175
千
円

509
千
円

達
成
率

―

―

―

―

―

―

28,611 17,891
上下水道技術の国
際協力

―

―

　アジアを中心とした国
や地域（カンボジア、ベ
トナム国ハイフォン市な
ど）への職員派遣や海外
からの研修員受入れなど
により、本市の浄水技術
や漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づく
りや維持管理等に関する
指導を行うことで、海外
の技術者の育成を進め、
世界の水環境改善に貢献
する。
　併せて、国際技術協力
を通じ、技術の継承や実
務能力の向上など、本市
職員の育成にも寄与す
る。

9

　世界各国から研修生を継続的
に受入れ（目標：255人、実
績：416人）、上下水道技術
の向上を図っているため「順
調」と判断。

順調
海外
事業
課

　現在カンボジアやベトナムを
中心に進めている国際技術協力
を通して築いた信頼関係を土台
に、官民一体となり、海外水ビ
ジネス案件や北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会会員企業への
受注に繋げている。
　実績として、平成30年度はカ
ンボジア、ベトナムでビジネス
案件を6件受注したため、「順
調」と判断。

　成果の状況は以下のとおり

・シェムリアップ円借款拡張事
業（施工監理）
・カンポット上水道拡張事業
（施工監理）
・スバイリエン・プルサット無
償拡張事業（準備調査業務）
・ベトナム6都市U-BCF実証実験
（アドバイザリー業務）
・アンズオン浄水場改善計画
(アドバイザリー業務)
・プノンペン下水道整備計画準
備調査

35,300

―

発展途上国
の技術向上

―

127,758 61,596

　北九州市海外水ビジネス推進
協議会との連携を深めながら、
国際戦略拠点を活用し、本市及
び本市内企業の上下水道に係る
技術や製品をアジアを中心とし
たビジネス対象国に発信すると
ともに、アジア低炭素化セン
ターと協力しつつ、受注拡大を
目指す。

順調

―

【評価理由】
　北九州市海外水ビジネス推進
協議会を軸にして、カンボジ
ア、ベトナムなどでビジネス案
件を引き続き受注していること
から、「順調」と判断。

【課題】
　今後も協議会と連携し、事業
に取り組むことで地元経済の活
性化を図る必要がある。海外水ビジ

ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

―

1.30

4.10 人

―

下水道に関するビジ
ネス案件の受注

人

職
員

4.70 人60,690
係
長92,700

課
長

Ⅶ-2-(1)-
① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

11
海外水ビジネスの
推進

海外
事業
課

　上下水道分野などの海
外水ビジネスは、令和2
年には約100兆円規模の
市場に成長することが見
込まれ、国の成長戦略に
おいても、水分野等のイ
ンフラシステム輸出を推
進するとされている。本
市では、平成22年に「北
九州市海外水ビジネス推
進協議会」を設立。官民
が有する技術力やノウハ
ウを結集し、計画づくり
から設計、建設、維持管
理、事業運営まで、地場
企業による水ビジネス案
件の受注を目指して事業
を展開。併せて、
「ウォータープラザ北九
州」を活用し、水ビジネ
スに向けた取組を進め
る。

―

―

上水道に関する水ビ
ジネス案件の受注

―

下水道に関するビジ
ネス案件の受注

　現在カンボジアやベトナムを
中心に進めている国際技術協力
を通して築いた信頼関係を土台
に、官民一体となり、海外水ビ
ジネス案件や北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会会員企業への
受注に繋げている。
　実績として、平成30年度はカ
ンボジア、ベトナムでビジネス
案件を6件受注したため、「順
調」と判断。

　成果の状況は以下のとおり

・シェムリアップ円借款拡張事
業（施工監理）
・カンポット上水道拡張事業
（施工監理）
・スバイリエン・プルサット無
償拡張事業（準備調査業務）
・ベトナム6都市U-BCF実証実験
（アドバイザリー業務）
・アンズオン浄水場改善計画
(アドバイザリー業務)
・プノンペン下水道整備計画準
備調査

係
長

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

人

職
員

順調

課
長

1.30

4.10 人

人4.70

―

海外
事業
課

　上下水道分野などの海
外水ビジネスは、令和2
年には約100兆円規模の
市場に成長することが見
込まれ、国の成長戦略に
おいても、水分野等のイ
ンフラシステム輸出を推
進するとされている。本
市では、平成22年に「北
九州市海外水ビジネス推
進協議会」を設立。官民
が有する技術力やノウハ
ウを結集し、計画づくり
から設計、建設、維持管
理、事業運営まで、地場
企業による水ビジネス案
件の受注を目指して事業
を展開。併せて、
「ウォータープラザ北九
州」を活用し、水ビジネ
スに向けた取組を進め
る。

54,752

上水道に関する水ビ
ジネス案件の受注

―

10
海外水ビジネスの
推進

　国際協力事業については、日
明浄化センター（ビジターセン
ター）やウォータープラザなど
の国際戦略拠点を活用しなが
ら、技術研修や視察などを受入
れ、効果的な国際技術協力事業
を実施する。
　海外水ビジネスについては、
北九州市海外水ビジネス推進協
議会との連携を深めながら、国
際戦略拠点を活用し、本市及び
本市内企業の上下水道に係る技
術や製品をアジアを中心とした
ビジネス対象国に発信するとと
もに、アジア低炭素化センター
と協力しつつ、受注拡大を目指
す。

―

順調

【評価理由】
　国際協力事業については、研
修や視察の受入れを積極的に実
施しているだけではなく、上下
水道技術の国際協力事業を通
じ、開発途上国の技術力向上、
本市のPRやイメージアップに
も寄与している。
　海外水ビジネスについて
は、北九州市海外水ビジネス
推進協議会を軸にして、カン
ボジア、ベトナムなどでビジ
ネス案件を引き続き受注して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　国際協力事業については、
今後も国等関係機関のスキー
ムを利用するなど本市のコス
ト削減とともに効率的、効果
的な事業実施を図る必要があ
る。
　海外水ビジネスについて
は、今後も協議会と連携し、
事業に取り組むことで地元経
済の活性化を図る必要があ
る。

127,758

Ⅶ-1-(3)-
② 
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

国際技術協力でアジ
アの発展に貢献

― ―

順調

―

―

―

―

92,700

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

60,690

―

61,596

―

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

94 ％ 95 ％

実
績

95.5 ％ 91.4 ％

達
成
率

101.6 ％ 96.2 ％

目
標

87 ％ 88 ％

実
績

87.7 ％ 90.9 ％

達
成
率

100.8 ％ 103.3 ％

目
標

実
績

48.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

56.6 ％ 59.0 ％

実
績

50.8 ％ 58.1 ％

達
成
率

89.8 ％ 98.5 ％

目
標

63.5 ％ 66.0 ％

実
績

56.8 ％ 59.3 ％

達
成
率

89.4 ％ 89.8 ％

　「北九州市学力・体力向上ア
クションプラン第2ステージ」に
沿った取組みを実施すること
で、教員の指導力向上や家庭で
の生活習慣・家庭学習習慣の充
実などを図り、子どもたち一人
一人の学力向上につなげていく
とともに、運動の好きな子ど
も、運動量の豊富な子どもを育
て、体力の向上と豊かなスポー
ツライフの実現を図る。
　「全国学力・学習状況調
査」、「北九州市学力状況調
査」を中核として、指導方法改
善のためのサイクルを確立す
る。
　「教科等コアスクール事業」
や「アクティブ・ラーニング推
進事業」を通して、本市の教科
等教育の拠点校をつくり、授業
力向上等を目指すとともに、教
科等教育の充実を図るための体
制づくりに努める。
　「新・北九州市子ども読書プ
ラン」に基づき、子ども図書館
を中核施設として、家庭、地
域、学校、図書館などが一体と
なって子どもの読書活動を推進
していく。
　東京2020オリンピック・パラ
リンピック（以下「オリ・パ
ラ」）大会開催に向け、推進指
定校において、一流スポーツ選
手と直接触れ合うことなどを通
して、スポーツの素晴らしさ
や、国際的なマナー、人権等に
ついて理解を深める「オリ・パ
ラ教育」を進める。

【評価理由】
　35人以下学級編制の実施につ
いては、小学校1・2・3年生及び
中学校1年生において実施し、小
学校4・5・6年生及び中学校2・3
年生においては、校長の裁量に
よる35人以下学級編制を継続実
施した。
　北九州スタンダードの推進に
ついては、全国学力・学習状況
調査の結果が、全国平均正答率
には達していないものの、小学
校の国語A問題で、平成19年度の
調査開始以来、初めて全国平均
を超えた。また、国語に関して
は、小学校B問題、中学校A、B問
題とも全国平均に近付いている
状況である。
　各学校では、スクールプラン
を策定し、「北九州市学力・体
力向上アクションプラン」に
沿った具体的な取組みを定め、
学力向上に取り組んだ。また、
「北九州市学力・体力向上アク
ションプラン第２ステージ」を
策定した。
　「北九州市学力状況調査」を
実施するとともに、「北九州市
学力定着サポートシステム」を
活用するなど、児童生徒一人一
人の学力を継続的に把握・分析
し、よりきめ細やかな指導の充
実を図った。
　子どもひまわり学習塾につい
ては、小学校101校、中学校62校
を対象に実施した。
　子どもの読書活動の推進につ
いては、「新・北九州市子ども
読書プラン」に基づき各種施策
を実施するとともに、子どもの
読書活動の推進拠点となる「子
ども図書館」が開館した。
　体力アップ推進事業について
は、全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果が、中2男子以
外、前年度から大きく改善し
た。体力合計点においても、小
学生・中学生が男女ともに全国
平均を上回り、中学校男子の体
力合計点は、政令市でトップと
なるなど、体力向上に向けた
「北九州市学力・体力向上アク
ションプラン」に沿った取組み
により大きな効果を上げること
ができた。
　学校における食育推進事業に
ついては、「食育に関する授業
を栄養教諭等が行った」と回答
した学校の割合が前年度から増
加した。
　以上のことから、確かな学力
と体力を向上させる教育の充実
に寄与していると考えられるた
め、「順調」と判断した。

【課題】
　全国学力・学習状況調査の結
果、小学校の国語A問題以外は、
いずれの学年・教科ともに全国
平均を下回っているため、児童
生徒一人一人の課題や施策の効
果を明らかにするとともに、各
学年の指導方法の工夫・改善を
行う必要がある。

順調Ⅰ-1-(2)-
② 
確かな学
力と体力
を向上さ
せる教育
の充実

小6:98%
中3:97%

(H30年度)

小3:80.8%
中1:50.8%
(H25年度)

全国学力・学習状況
調査の結果（対全国
平均）

小3:91.5%
中1:65.0%

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

　確かな学力の定着と全
国平均水準到達を目指
し、教育課程の編成、学
習教材の開発、授業づく
りの支援などの事業を実
施するとともに、全小、
中学校がスクールプラン
を作成・実行する。
　全国学力・学習状況調
査等を実施し、児童生徒
一人一人の課題や施策の
効果を明らかにするとと
もに、各学年の指導方法
の工夫・改善を行う。

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度

87.9%
（H25年
度）

88.0%
（H30年
度）

2

人

北九州スタンダー
ドの推進

指導
第一
課

学
力・
体力
向上
推進
室

人数

前年度
（小6:96%,
中3:96%）

以上

　授業以外で（月～金）1時間以
上勉強している児童生徒の割合
は、目標値には達していないも
のの、小学校6年生・中学校3年
生ともに前年度を上回った。
　ひまわり学習塾は学習習慣の
定着に向けた事業のひとつとし
て、着実に実施しており、参加
した児童生徒に対して行った確
認テストやアンケートでは、小
中学生とも、学習習慣の定着や
学習意欲の向上が確認できた。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

順調

0.20 人

人

順調

勉強をして新しいこ
とを知りたいと思う
児童生徒の割合（小
学校3年生　中学校1
年生）

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

小6:102.1%
中3:101.0%

小6:98.0%
中3:97.0%

小3:87.0%
中1:68.3%

小6:98%
中3:97%

小3:93.0%
中1:66.0%
（H30年
度）

小3:92.3%
中1:100.8%

小6:100%
中3:100%

小6:98%
中3:97%

　児童生徒に主体的な学
習の仕方を身に付けさ
せ、基礎的・基本的な学
力の確実な定着を図るた
め、小学校3年生から6年
生、中学校3年生を対象
に、放課後等を活用した
学習機会を提供する「子
どもひまわり学習塾」を
実施。

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している生徒の割合
（中学校3年生）

55.5%
（H25年
度）

（参考：
H30

全国平均
70.6%）

小3:95.1%
中1:105.1%

小3：85.8%
中1：66.5%

　全国学力・学習状況調査につ
いては、全国平均正答率には達
していないものの、小学校の国
語A問題で、平成19年度の調査開
始以来、初めて全国平均を超え
た。また、国語に関しては、小
学校B問題、中学校A、B問題とも
全国平均に近付いている状況で
ある。
　本市独自の「北九州市学力状
況調査」を実施するとともに、
各種調査やテストの採点につい
て、リアルタイムに集計・分析
できるシステム「北九州市学力
定着サポートシステム」を活用
するなど、児童生徒一人一人の
学力を継続的に把握・分析し、
よりきめ細やかな指導の充実を
図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

係
長

0.30 人

職
員

144,777

0.20

人
課
長

0.00

3
子どもひまわり学
習塾

学
力・
体力
向上
推進
室

4,150

0.10

小3：93.0%
中1：66.0%

小6:100%
中3:100%
(R5年度)

75,269 76,061

142,202

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している児童の割合
（小学校6年生）

49.6%
（H25年
度）

（参考：
H30

全国平均
66.2%）

全国平均
以上

(R5年度)

全国平均
以上

(R5年度)

170,000

順調

　先生たちは子どもをよく指導
してくれると回答した保護者の
割合は、小学校3年生は目標値に
届かなかったが、中学校1年生は
目標値に達し、前年度より増加
している。
　また、小学校1・2・3年生及び
中学校1年生において、35人以下
学級編制を実施し、小学校4・
5・6年生及び中学校2・3年生に
おいては、校長の裁量による35
人以下学級編制を継続実施し
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

0.10

7,800

0.20

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（小学校3年
生）

48.7%
(H30年
度)

0.40 人

職
員

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（中学校1年
生）

子どもと向き合う時
間を確保できている
と感じている教員の
割合

79.3%
（H25年
度）

教職
員課

　「小1プロブレム」や
「中1ギャップ」といっ
た課題に対応するととも
に、教員が子どもと向き
合う時間を確保するた
め、小学校1・2・3年生
及び中学校1年生におい
て35人以下学級編制を実
施。その他の学年は校長
裁量によって一部実施。

1
35人以下学級編制
の実施

職
員

0.1053,427

95.0%
（H30年
度）

80,036

課
長

係
長

課
長

人

係
長

人

80.0%
（R5年
度）

3,650

人

143,791

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

36,028

―
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

66
施
設

74
施
設

実
績

107
施
設

112
施
設

達
成
率

162.1 ％ 151.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

小:91.6%
中:36.5%
(H25年度)

小:23.7%
中:39.1%
(H25年度)

小:21.0%
中:39.0%

小:93.9%
中:29.0%

小:41.0%
中:18.0%

小：20.0%
中：37.5%

小:22.7%
中:38.8%

0.10 人

順調

　平日に家庭で全く読書しない
児童生徒の割合は目標に達して
いないものの、小学校・中学校
ともに前年度より改善した。
「早寝・早起き・朝ごはん・読
書カード」事業に参加する施設
数が増加するなど、子どもたち
の読書習慣の定着を目指した取
組みにおいて一定の成果が得ら
れた。
　また、子どもの読書活動の推
進拠点となる「子ども図書館」
が平成30年12月に開館した。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

4
子どもの読書活動
の推進

学事
課

指導
第一
課

庶務
課

奉仕
課

子ど
も図
書館

5,400773,436

小:94.0%
中:64.0%

小:94.0%
中:32.0%

小:102.3%
中:73.6%

課
長

小:18.0%
中:35.0%
(R2年度)

小:100%
中:50%
(R2年度)

小:50.0%
中:30.0%
(R2年度)

675,345 385,503

小:24.2%
中:41.9%

小:86.5%
中:96.5%

小:84.8%
中:92.6%

小：100%
中：50%

係
長

小:100%
中:50%

小:93.9%
中:58.0%

0.20 人

90施設
(R2年度)

職
員

0.30 人

小:39.1%
中:18.5%

小:95.4%
中:102.8%

「早寝・早起き・朝
ごはん・読書カー
ド」事業への認定こ
ども園、幼稚園、保
育所参加数

95施設
(H28年度)

「ノーテレビ・ノー
ゲーム・読書の日」
の実施率

小:36.6%
中:13.1%
(H28年度)

週に1回以上、市立
小・中学校における
「10分間読書」を実
施する学校の割合

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

平日に家庭で全く読
書をしない児童生徒
の割合（小学校6年
生・中学校3年生）

　子ども読書プランに基
づき「読書好きな子ども
日本一」を目指す。「学
校における読書活動推進
事業」の充実を図り、各
学校の学校図書館の整備
充実を一層推進する。ま
た、指定中学校区を拡充
し、学校図書館の開館時
間の延長や読書冊数等の
観点で、適正な担当校区
数なども含めた事業の効
果を高める。学校図書館
主任に学校図書館教育講
習会を実施し、読書活動
の活性化への意識と、学
校図書館運営の中核とし
てリーダーシップをとる
ことについての意識を高
めるとともに、「学校に
おける読書活動推進事
業」の効果についての周
知を図る。

小：44.0%
中：22.0%

小:45.0%
中:16.2%
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

131.6 ％ 85.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

202 校 202 校

実
績

202 校 202 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

小:68.0
中:22.0 %

小:76.3
中:25.8 %

達
成
率

― ―

係
長

0.20 人

小:100.0%
中:100.0%

202校
(H29年度)

体育・保健体育が楽
しいと思う児童生徒
の割合

体育の授業以外で計
画的な取組をしてい
る学校の割合

小:68.0%
中:22.0%
(H29年度)

小:65.0%
中:37.0%
(H25年度)

全国体力・運動能
力、運動習慣等調査
の実技結果全国平均
値以上の項目数

小5男子
 :1項目
小5女子
 :0項目
中2男子
 :3項目
中2女子
 :0項目

(H25年度)

―

―

小:100%
中:100%

―

体力アップ推進事
業

　子どもたちの知育、徳
育を支える基盤となって
いるのは体力である。子
どもたちの体力向上のた
めに、小中学校におい
て、ダンスを中心とし
た、体力アップのための
取組を行っている。

指導
第一
課

学
力・
体力
向上
推進
室

小:100%
中:100%

前年度以上
(小5男子
：3項目、
小5女子

：2項目、
中2男子

：9項目、
中2女子
：5項目)

全項目について
全国平均値を上

回る。

小:100%
中:100%

小:100%
中:100%

  全国体力・運動能力、運動習
慣等調査の達成率は、目標を大
きく引き上げたため前年度より
下がったものの、全国平均と同
等又は上回っている項目は、小
学校5年生は、男子7項目、女子7
項目、中学校2年生は、男子8項
目、女子7項目となり、中2男子
以外、前年度から大きく改善し
た。
　上記調査における体力合計点
においても、小学生・中学生が
男女ともに全国平均を上回るな
ど、各校の課題に応じた取組み
の成果が見られた。また、中学
校男子の体力合計点は、初めて
政令市トップとなった。
　さらに、「北九州市学力・体
力向上アクションプラン第２ス
テージ」を策定するなど、体力
向上に向けた取組みは大変効果
を上げていることから、「大変
順調」と判断した。

小5男子
：5項目
小5女子
：5項目
中2男子
：9項目
中2女子
：6項目

小5男子
：7/8項目
小5女子

：7/8項目
中2男子

：8/9項目
中2女子

：7/9項目

3,150
大変
順調

小:100.0%
中:100.0%

課
長

全項目につ
いて全国平
均値以上
(R5年度)

全国平均以上
(R5年度)

13,604
100%

（H30年
度）

【施策の指標】
食育の取組実施校数
（小・中・特別支援
学校）

全小・中・
特別支援学校

202校
（毎年度）

小学校男子
 :92.9%

小学校女子
 :89.5%

中学校男子
 :89.5%

中学校女子
 :85.4%
(H30年度)

（参考：
H30全国平均
小学校男子
 :94.6%

小学校女子
 :90.7%

中学校男子
 :89.3%

中学校女子
 :84.4%）

【施策の指標】
「食育に関する授業を
栄養教諭等が行った」
と回答した学校の割
合

係
長

人

課
長

―

小:80.0％
中:30.0％
（R5年度）

2,536

指導
第一
課

教育
セン
ター

【施策の内容】
　子どもが発達の段階に
応じて、食に関する知識
や食を適切に選択する力
を身につけるとともに、
「食事の重要性」「心身
の健康」「食品を選択す
る能力」「感謝の心」
「社会性」「食文化」の
観点から食育を推進す
る。

―

6

5

【施策評価のみ】
学校における食育
推進事業

―

人

― ―

人
職
員

0.00
職
員

7,244

――

人0.10

人

小学校男子
 :92.9%

小学校女子
 :89.5%

中学校男子
 :89.5%

中学校女子
 :85.4%
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

20 回 20 回

実
績

24 回 20 回

達
成
率

120.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

小6:91.0%
中3:91.5%

小6:94.7%
中3:94.4%
(H30年度)

(参考:H30
全国平均
小6:95.2%
中3:94.9%)

―

小6:93.5%
中3:86.5%

7 0.20 人

課
長

0.10 人

8 人権教育推進事業

小5:89.6%
中2:86.3%

「自分にはよいとこ
ろがある」と回答し
た児童生徒の割合

人の役に立つ人間に
なりたいと思う児童
生徒の割合

小6:98.5%
中3:91.1%

小6:92.6%
中3:81.1%

小6:91.2%
中3:83.5%
(H25年度)

小：78.0%
中：68.0%

小6:97.3%
中3:105.8%

小：80.0%
中：70.0%

―

係
長

1.02 人

順調

職
員

係
長

課
長

人

順調

指導
第一
課

指導
第二
課

指導
第二
課

小：75.9%
中：69.9%

近所の人に会ったと
きは、あいさつをす
ると回答した児童生
徒の割合

心の教育推進事業

　伝統文化や異年齢・地
域交流など豊かな体験を
通して、児童生徒が自己
の生き方についての考え
を深める道徳教育を教育
活動全般を通じて推進。
また、感受性の豊かな中
学生に対して、芸術性の
高い演劇・音楽・美術等
の鑑賞を通して、豊かな
情操を養う。

0.00

20,600

小：97.3%
中：102.8%

前年度
以上

（毎年度）

小6:94.6%
中3:91.4%

小6：95.0%
中3：90.0%

29,345 22,187 3,150

住んでいる地域や北
九州市が好きと回答
した児童生徒の割合

小6:72.2%
中3:64.2%
(H25年度)

(参考：H30
全国平均
小:84.0%
中:78.8%）

小5:89.6%
中2:86.3%
(H30年度)

全国平均以
上

(R5年度)

小6:94.7%
中3:94.4%

　北九州道徳郷土資料のさらな
る活用や「特別の教科 道徳」な
どを通して、一層の道徳教育の
充実を図るとともに、学級活動
や児童会・生徒会活動等、児童
生徒の自発的・自治的な活動を
より充実させ、児童生徒のコ
ミュニケーションや人間関係づ
くりを促す。
　「北九州市中学生文化芸術
祭」や関係部局と連携した取組
みなどを通して、子どもたちの
シビックプライド醸成に努め
る。
　「北九州子どもつながりプロ
グラム」の各学校での有効な活
用に向けて、年間指導計画に確
実に位置づけるとともに、各種
人権教育研修会等で研修を推進
する。

【評価理由】
　心の教育の推進については、
芸術性の高い演劇・音楽・美術
などの鑑賞（スクールコンサー
トや中学生芸術鑑賞教室など）
を通して豊かな情操を培うこと
ができた。
　平成30年度から小学校で「特
別の教科 道徳」が全面実施さ
れ、中学校では令和元年度から
の全面実施に向けて、北九州ス
タンダードカリキュラム（小中
学校　特別の教科 道徳）を作成
し配付した。
　「北九州市中学生文化芸術
祭」を実施し、中学生の文化活
動の充実を図り、豊かな情操を
育むとともに、市立美術館と連
携した取組みなどを通して、子
どもたちのシビックプライドの
醸成に努めた。
　人権教育推進事業について
は、児童生徒の好ましい人間関
係づくりのための小中9年間を見
通したプログラムを全校で実施
した。
　以上のことから、心の教育の
推進に寄与していると考えられ
るため、「順調」と判断した。

【課題】
　あいさつをする児童生徒の割
合、思いやりの心をもって接す
る児童生徒の割合を高めること
が必要である。

全国平均以
上

(R5年度)

小6:95.0%
中3:90.0%
(H30年度)

　人に対し、思いやりの心を
もって接することができると回
答した児童生徒の割合につい
て、小学生は前年度より増加
し、中学生は目標を超えた。
　また、児童生徒の好ましい人
間関係づくりのための小中9年間
を見通した「北九州子どもつな
がりプログラム（北九州市対人
スキルアッププログラム）」を
全校で実施していることなどか
ら、「順調」と判断した。

Ⅰ-1-(2)-
③ 
心の教育
の推進

　幼児児童生徒が人権に
関する知的理解を深める
とともに、自他の大切さ
を認めることができるよ
うな人権感覚を身に付け
させ、自他の人権を守ろ
うとする意識・意欲・態
度が実践力につながるよ
うな指導の実施。そのた
め、教師自身が人権に関
しての理解認識を一層深
めるための研修を実現。

順調

小6:94.0%
中3:89.0%

人

　「自分にはよいところがあ
る」と回答した児童生徒の割合
は、小・中学生ともに前年度よ
り増加し、目標を上回った。
　平成30年度から小学校で「特
別の教科 道徳」が全面実施さ
れ、中学校では令和元年度から
の全面実施に向けて、北九州ス
タンダードカリキュラム（小中
学校　特別の教科 道徳）を作成
し配付した。
　また、「北九州市中学生文化
芸術祭」を実施し、中学生の文
化活動の充実を図り、豊かな情
操を育むとともに、市民文化ス
ポーツ局事業である、市立美術
館と連携した取組み「ミュージ
アム・ツアー」などを通して、
子どもたちのシビックプライド
の醸成に努めた。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

人
職
員

小6:97.9%
中3:101.4%

23,524 22,912 14,055

小6:95.0%
中3:90.0%

小6:93.0%
中3:91.3%

29,907

小6:87.9%
中3:72.8%
(H25年度)

人権教育視聴覚教材
の活用（学校平均活
用回数）

20回
（毎年
度）

人に対し、思いやり
の心をもって接する
ことができると回答
した児童生徒の割合
（小6、中3）

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

小：82.7%
中：78.4%

小：103.4%
中：112.0%

小6:95.0%
中3:90.0%
(H30年度)

小6:89.9%
中3:82.3%

―

0.27

0.10
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

131 校 131 校

実
績

131 校 131 校

達
成
率

100 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

小:132校
中:62校

―

131校
（H29年
度）

9 環境教育推進事業

【施策の指標】
地元企業等を知る体
験活動（職場見学、
職場体験、企業講
話）の実施校数

―

小:132校
中:62校

小:100.0%
中:100.0%

―

【施策の内容】
　学校生活から社会生活
へ円滑に移行できるよう
に、小・中学校で連携し
ながら児童生徒の発達の
段階に応じたキャリア発
達を支援し、学校教育活
動全体を通して児童生徒
が社会的・職業的自立に
向けて必要とされる基礎
的・汎用的能力を育成す
る。また、地元企業等を
知ってもらうための職場
体験等の取り組みを充実
していく。

全小学校
（小131校･
分校除く）
（毎年度）

―

順調

【施策評価のみ】
発達段階に応じた
キャリア教育の展
開

　環境未来都市としての
北九州市の独自性を活か
し、環境ミュージアムや
エコタウン等関連施設で
の体験的な学習および環
境教育に関する研究を推
進。また、小・中9年間
を見通した系統的なカリ
キュラムの編成や教材開
発を行うとともに、学
校、地域、行政、企業な
どとの連携を目指した教
育を推進。北九州市環境
リサーチ隊とユネスコス
クール推進事業の推進を
行い、本市における環境
教育の充実を目指す。

指導
第一
課

順調

人

環境に対し主体的に
行動する実践的な態
度や能力の育成

―

環境学習の実施校

　「環境アクティブ・ラーニン
グ」（小学校4年生対象）では、
自然関連施設、環境関連施設等
での環境体験学習に終わらせ
ず、自ら問題意識をもち、主体
的に問題解決するプログラムを
実施した。
　ユネスコスクールの登録校数
は小学校7校、中学校5校で、3校
が加盟申請中である。市内15校
のユネスコスクール推進指定校
では各校の実情に応じたESD教育
の推進を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

　「環境アクティブ・ラーニン
グ」を体験活動に終わらせず、
自ら問題意識をもち、より主体
的に問題解決する取組みとする
ため、関係施設との更なる連携
を図り、充実したプログラム開
発を進める。
　地元企業等との連携を図った
キャリア教育を進めるため、関
係部局や関係団体と協力した取
組みを進める。

―

全小中学校
(小132校
中62校)
(毎年度)

9,150

職
員

0.00 人

課
長

人

小:132校
中:62校

―――

18,03822,894 17,765

環境に対する
気付きを深
め、主体的に
環境に係る児
童生徒の育成
を目指す。

―
指導
第一
課

10

Ⅰ-1-(2)-
④ 
北九州市
の特性を
活かした
教育の充
実

0.80

【評価理由】
　環境教育推進事業について、
「環境アクティブ・ラーニン
グ」では、自ら問題意識をも
ち、主体的に問題解決するプロ
グラムを実施した。
　市内15校のユネスコスクール
推進指定校では各校の実情に応
じたESD教育の推進を図った。
　発達の段階に応じたキャリア
教育の展開については、職場見
学や職場体験などの体験的な活
動や、社会人による講演会等を
開催することで、児童生徒が社
会的・職業的に自立するために
必要な基礎的・汎用的能力の育
成を図ることができた。
　以上のことから、北九州市の
特性を活かした教育の充実に寄
与していると考えられるため、
「順調」と判断した。

【課題】
　「環境アクティブ・ラーニン
グ」について、関係施設との更
なる連携を図り、充実したプロ
グラム開発を進める。
　また、関係部局や関係団体等
と連携し、キャリア教育の充実
を図る。

係
長

―

小:132校
中:62校

小132校
中62校
（H29年
度）

―

小:100.0%
中:100.0%

―

0.10
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

44 ％ 50 ％

実
績

43.7 ％ 47.5 ％

達
成
率

99.3 ％ 95.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

90 ％ 100 ％

実
績

72.7 ％

達
成
率

80.8 ％

目
標

90 ％ 92 ％
課
長

0.30 人

実
績

88.1 ％ 78.9 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

97.9 ％ 85.8 ％
職
員

0.10 人

目
標

90 回 100 回
課
長

0.10 人

実
績

155 回 138 回
係
長

0.80 人

達
成
率

172.2 ％ 138.0 ％
職
員

0.00 人

順調

【評価理由】
　英語教育の充実については、
英語教育に関する様々な取組み
の結果、「中学校卒業段階で英
検3級程度以上の生徒の割合」
は、前年度から向上し、全国平
均も超えるなど、成果を上げる
ことができた。
　また、新学習指導要領での英
語教育の早期化、指導内容の質
の向上を見据え、英語教育リー
ディングスクール4校において指
導方法の工夫・開発を進めた。
　情報教育の推進については、
ICTリーディングスクール4校に
おいて、ICTを活用した授業研究
を推進し、子どもたちの学習意
欲や教員のICT活用能力の向上を
図った。
　部活動振興事業については、
部活動指導員を19名配置した結
果、教員の負担軽減につながっ
たと考えられる。
　幼児教育連携推進事業につい
ては、文部科学省委託事業であ
る幼児教育の推進体制構築事業
において、幼児教育推進員や幼
児教育アドバイザーによる、保
育所・幼稚園・小学校への訪
問、指導・助言のほか、接続カ
リキュラムの作成などを行っ
た。
　以上のことから、子どもの特
性を伸ばす教育の充実に寄与し
ていると考えられるため、「順
調」と判断した。

【課題】
　新学習指導要領での英語教育
の早期化、指導内容の質の向上
への着実な対応が必要である。

　英語教育リーディングスクー
ル指定校6校（令和元年度：東部
地区の企救丘小と志徳中を新た
に指定）において、本市英語教
育を推進するリーダー校とし
て、小中9年間を見通した授業実
践を行っていく。また、引き続
き新学習指導要領での英語教育
の教科化・早期化、中学校にお
ける指導内容の質の向上を見据
えた指導方法の工夫・開発を
行っていく。
　ICTリーディングスクールを本
市のICT教育を牽引するリーダー
校として、学習指導における効
果的な指導方法の開発を行う。
　部活動指導に関する教員の負
担軽減や、生徒の健康維持等の
観点から、各学校において、部
活動休養日が適切に設定される
よう指導していくとともに、部
活動指導員の配置を進める。

順調

　ICTリーディングスクール指定
校は、新たに高見小学校を指定
し、小学校2校、中学校2校と
なった。タブレット端末等のICT
環境の中で、子どもたちが学び
合う協働学習などの学習形態を
取り入れた実践を通して、子ど
もたちの学習意欲や教員のICT活
用能力の向上を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

　幼児教育推進員3名による、モ
デル小学校区への訪問に加え、
新たに現役の保育所・幼稚園長
からなる幼児教育アドバイザー6
名によるモデル小学校区以外へ
の訪問、助言・指導を実施し、
訪問依頼数は138回となり、目標
を大きく超えた。また、作成し
た「北九州市版幼児教育と小学
校教育の接続カリキュラム」を
活用したシンポジウム開催によ
る情報発信などを図ったことか
ら「大変順調」と判断した。

14
幼児教育連携推進
事業

指導
第一
課

　子どもを健やかに育む
ために、保育所(園)・幼
稚園・認定こども園の保
育環境から小学校の学習
環境への円滑な接続を図
り、小1プロブレムの解
消を目指す。また、公
立・私立の市内全ての保
育所(園)・幼稚園・認定
こども園が学び合う体制
づくりを行い、就学前教
育の充実を図る。

12,577

―

―

―

92.0%
（H30年
度）

100回
(H30年度) 9,150

指導
第一
課

教職
員課

―

大変
順調

中学校卒業段階で、
英検3級程度以上の
生徒の割合

―

―

―

―

モデル小学校区、保
育所（園）、幼稚
園、認定こども園
等、小学校から訪問
依頼数

ICTを活用した授業
ができる教員の割合

情報教育の推進

―

335,493英語教育の充実

12

Ⅰ-1-(2)-
⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

11 367,304

　各教科等の目標を効果
的に達成するため、ICT
の積極的な活用を推進。
　また、児童生徒に必要
な情報活用能力を育成す
るため、学校の教育活動
全体を通した情報教育を
推進。

　小学校・中学校・高等
学校の英語教育の充実を
図るために、小学校・中
学校・高等学校に外国語
指導助手を適切に配置。
外国語による諸活動を通
じてコミュニケーション
の素地・基礎を養うため
に小学校への外国語指導
助手を配置する。効果的
な活用を図り、小学校外
国語教育を推進。

　中学校卒業段階で英検3級程度
以上の生徒の割合は47.5％（全
国平均42.6％）となり、前年度
から向上し、全国平均も超え
た。
　英語教育リーディングスクー
ル指定校（小2校、中2校）にALT
を常駐配置した。小学校1校では
日本人外国語指導助手1人を配置
し、もう1校では中学校からの英
語教諭を専科として配置した。
その効果を検証するなど、新学
習指導要領での英語教育の教科
化・早期化、中学校における指
導内容の質の向上を見据えた指
導方法の工夫・開発を行った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

0.10

職
員

課
長

課
長

0.00

0.10

9,150

人

人

人

人

順調
係
長

0.80

人

人

0.50

秋頃全国
一斉公表

―

0.50

857,857 827,585

43.7%
（H29年
度）

10,77610,097

職
員

918,275
係
長9,900

398,046

指導
第一
課

学事
課

児童生徒のコミュニ
ケーション能力の向
上

―

人間尊重の精
神やコミュニ
ケーション能
力など、異な
る文化をもっ
た人々と共に
生きていくた
めの資質や能
力が高まった

状態

部活動生徒の部活動
に対する満足度

―

82.1%
（H25年
度）

―

―

児童生徒に思
考力、表現力
等、高度情報
化社会に必要
な能力が身に
ついた状態

情報活用能力の向上

72.7%
（H29年
度）

（参考：
H29全国
平均

76.6%）

全国平均
以上

(R5年度)

―

―

50%
（R5年
度）

90,672 66,779 77,478 9,200部活動振興事業13 順調

  部活動生徒の部活動に対する
満足度は目標に達していない
が、部活動有識者会議を５回開
催した。会議では、スポーツ庁
や文化庁のガイドラインに基づ
き、本市の休養日の設定や活動
時間など適切な部活動運営につ
いて協議を行い、休養日の設定
と活動時間について、各学校へ
通知した。
　また、顧問教員に代わって土
日祝日の部活動指導や練習試合
等の引率等の業務を行う部活動
指導員を19名配置した。その結
果、配置した部活動の顧問教員
の土日祝日の在校時間の削減
等、教員の負担軽減につながっ
たと考えられることなどから、
「順調」と判断した。

　部活動指導員の充実と
教員の負担軽減を図るた
め、顧問をサポートする
「部活動外部講師」や顧
問に代わって指導や引率
等を行う「部活動指導
員」を配置するとともに
NPO等へ部活動指導業務
の一部を委託する。
　また、部活動用品の購
入など、生徒が充実した
部活動を行える環境を整
備する。

指導
第二
課
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

196 校 201 校

実
績

185 校 189 校

達
成
率

94.4 ％ 94.0 ％

目
標

1,180 人 1,200 人

実
績

1,266 人 1,281 人

達
成
率

107.3 ％ 106.8 ％

目
標

実
績

88.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

19 ％ 15 ％

実
績

12.7 ％ 14.4 ％

達
成
率

133.2 ％ 104.0 ％

目
標

実
績

14.2 ％

達
成
率

目
標

実
績

21.5 ％

達
成
率

居住地の校区外の特
別支援学級に通学し
ている対象児童生徒
の割合

14.2%
（H30年
度）

15.0%
（H30年
度）

―
特別な支
援が必要
な児童生
徒の教育
環境の改

善

21.5%
（H30年
度）

特別
支援
教育
課

企画
調整
課

施設
課

学事
課

　障害のある児童生徒が
きめ細やかな適切な指導
と必要な支援を受けるた
めに、少人数の指導や個
別の指導を中心に行う特
別支援学級の設置や生活
や学習上の困難を改善克
服するための自立活動を
行う通級指導教室を整備
する。

特別な教育的支援が
必要な児童生徒の教
育環境の改善

1.00
課
長

職
員

人

係
長

5.00

人

職
員

164校
（H25年
度）

特別支援教育相談セ
ンターまたは、特別
支援学校のセンター
的機能を活用した相
談支援の実施校数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

―

―

―

就学相談と通級相談
の申込数（実数）

居住地の校区外の特
別支援学級に通学し
ている対象児童生徒
の割合（小学校）

0.00

10.0%
（R5年
度）

―

633,230 31,500

　「北九州市特別支援教育推進
プラン」に示された5つの視点に
基づく取組を確実に実施し、関
係各課と連携して特別支援教育
の一層の充実を図る。
　小池特別支援学校や小倉総合
特別支援学校の整備を進めるな
ど、全市的な視野に立った特別
支援教育を行う場の整備を進め
る。
　特別支援学級補助講師などの
特別支援教育を推進するための
人の配置を適切に行い、子ども
や学校の状況に応じて学習や生
活への支援を効果的に行う。
　就労支援コーディネーターや
進路アドバイザーの配置・活用
や、雇用促進セミナーの開催な
どを通して、高等部生徒の就労
支援を推進する。
　市民・学校・企業との連携に
よる教材・教具・作品づくりや
「心のバリアフリー推進事業」
を通して、障害者理解を推進す
る。

順調

係
長

　「北九州市特別支援教育推進
プラン」において整理した、幼
児児童生徒の状況に応じた段階
的支援（三段階の支援）に基づ
き、特別支援教育相談センター
と特別支援学校のセンター的機
能がそれぞれの役割を分担し、
情報共有しながら、個々のニー
ズに応じた具体的な支援を行う
ことができたことから、「順
調」と判断した。

2.00

人

順調

Ⅰ-1-(2)-
⑥ 
特別支援
教育の充
実

特別支援教育を行
う場の整備

人

0.00 人

　特別支援学級の新設にあたっ
ては、児童生徒の障害の状況や
地域的な設置状況を踏まえなが
ら、必要に応じて適切に設置し
た（160校→164校）。その結
果、居住地の校区外の特別支援
学級に通学している対象児童生
徒の割合は14.4％となり、目標
を達成した。
　通級指導教室の設置校も前年
度より増加している（19校→22
校）。
　また、平成30年度は小池特別
支援学校改築に向けた基本設計
や、小倉総合特別支援学校の校
舎として旧総合療育センター東
棟の改修工事等に着手するな
ど、特別支援教育の場の整備を
進めた。
　以上のことなどから「順調」
と判断した。

人

課
長

15

特別
支援
教育
相談
セン
ター

順調

―

―

16

―

特別支援教育を推
進する全市的な相
談支援体制の整備

【評価理由】
　特別支援教育を推進する全市
的な相談支援体制の整備につい
ては、「北九州市特別支援教育
推進プラン」において整理し
た、幼児児童生徒の状況に応じ
た段階的支援（三段階の支援）
に基づき、特別支援教育相談セ
ンターと特別支援学校のセン
ター的機能がそれぞれの役割を
分担し、情報共有しながら、
個々のニーズに応じた具体的な
支援を行うことができた。
　特別支援教育を行う場の整備
については、特別支援学級につ
いて、児童生徒の障害の状況や
地域的な設置状況を踏まえなが
ら、必要に応じて適切に設置す
るとともに、平成30年度は小池
特別支援学校改築に向けた基本
設計や、小倉総合特別支援学校
の校舎として旧総合療育セン
ター東棟の改修工事等に着手す
るなど、特別支援教育の場の整
備を進めた。
　特別支援教育を推進する人の
配置については、特別支援教育
補助講師や特別支援学級補助講
師などを適切に配置し、子ども
や学校の状況に応じて学習や生
活への支援を効果的に行うこと
ができた。
　就労支援事業については、進
路アドバイザーによる実習支援
や、就労支援コーディネーター
による新規の実習先や就労先の
開拓など、高等部卒業生の就労
支援を行った。
　教職員の専門性の向上につい
ては、特別支援コーディネー
ター連絡会議を開催するなど、
教職員の専門性の向上を図っ
た。
　障害者理解の促進について
は、「市民や企業、近隣の学校
と特別支援学校との共同による
教材・教具・作品づくり」や
「心のバリアフリー推進事業」
などを通して、障害者理解を推
進した。
　以上のことなどから、特別支
援教育の充実に寄与していると
考えられるため、「順調」と判
断した。

【課題】
　特別支援教育へのニーズの多
様化を踏まえた、体制の整備が
必要である。

　特別支援教育の体制を
整備して、障害のある幼
児児童生徒に対する支援
体制や保護者や教職員へ
の支援を充実させ、共生
社会の実現に向けて、障
害の有無にかかわらず住
みやすい北九州市を目指
す。

15.0%
（R5年
度）

100%
（R5年
度）

61,500

1.00

居住地の校区外の特
別支援学級に通学し
ている対象児童生徒
の割合
（中学校）

547,109

42,477

536,771

個別の教育支援計画
を作成した幼稚園、
小・中学校等の割合
（文科省「特別支援
教育体制整備状況調
査」）

88.7%
（H30年
度）

― ―

39,87740,211

―

―

207校
（R1年度
以降毎年
度）

1,200人
（H30年
度）
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

0.12 人

実
績

係
長

0.12 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

750 社 800 社

実
績

652 社 815 社

達
成
率

86.9 ％ 101.9 ％

目
標

98 ％ 100 ％

実
績

97 ％ 97.8 ％

達
成
率

99.0 ％ 97.8 ％

目
標

実
績

47.9 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

350 人 400 人

実
績

490 人 569 人

達
成
率

140.0 ％ 142.3 ％

高等部卒業生のうち
就職希望者の就業率

人

人

―

人0.00

0.05

1.00

特別支援教育を推
進する人の配置

19 順調

17

―

教職員の専門性

―

教職員の専門性の
向上

―

18

　特別な支援を要する児
童生徒に専門的な見地か
ら適切な指導ができる教
職員の育成を目指してい
る。

特別
支援
教育
課

教育
セン
ター

―

―

400人
（H30年
度）

―

　障害のある児童生徒に
対する多様な学びの場で
の適切な指導や必要な支
援の充実を図るため、特
別支援教育支援員の配置
や外部人材の積極的な活
用を行う。

8,080676349

815社
（H30年
度）

―

10,5758,5559,649

1,951

特別支援教育コー
ディネーター養成研
修修了者数（累計）

47.9%
(H30年
度）

高等部卒業生の一般
就労率

就労支援コーディ
ネーターによる実習
先・就労先の新規企
業開拓（累計）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

教育上特別な
支援を要する
幼児児童生徒
への適切な支
援が図れる状

態

―

就労支援事業

―

特別
支援
教育
課

11,038

890社
（R5年
度）

　障害のある幼児児童生
徒の自立と社会参加に向
けた主体的な取組みを支
援し、早期から家庭及び
地域や関係機関と連携し
た進路指導の充実を図
る。また、特別支援学校
高等部卒業生の社会参加
や職業的な自立を推進す
る。

特別支援教育支援員
の配置や外部人材の
活用

―

―

関わる教員が
より高い専門
性をもち、幼
児児童生徒へ
の適切な指導
ができる状態

―

100%
（H30年
度）

―

―

―

―

2,580 順調

　北九州中央高等学園に新たに
配置した進路アドバイザーが、
ジョブコーチとしての実習支援
を行うとともに、就労支援コー
ディネーターの積極的な企業訪
問により、新規の実習先や就労
先の開拓を行った。また、生徒
雇用促進セミナーを開催し、40
社の企業の参加があった。就職
希望者の能力や可能性について
実態把握を行い、できる限り本
人の希望する職種や作業内容の
就労に結び付くよう、企業への
働きかけを行った結果、就職希
望者の就業率は97.8％と高い水
準を維持したことなどから、
「順調」と判断した。

職
員

50%
（R5年
度）

人

職
員

0.00 人

0.12 人

係
長

0.67

順調

　特別支援教育補助講師及び特
別支援学級補助講師などを適切
に配置し、子どもや学校の状況
に応じて学習や生活への支援を
効果的に行うことができた。
　特別支援教育支援員（介助
員、学習支援員）については、
ニーズのある児童生徒が複数在
籍している学校について、学習
支援員の配置を進めるととも
に、指導主事が配置校を訪問
し、適切に業務が遂行できるよ
う、個別に指導助言を行った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

　平成26年度から実施している
特別支援教育コーディネーター
養成研修については、平成30年
度は79人が修了し、累計修了者
数は569人となった。また、市立
小・中・高等学校の特別支援教
育コーディネーターを対象に、
特別支援コーディネーター連絡
会議を開催するなど、教職員の
専門性の向上を図った。
　また、企業等の協力を得なが
ら、週一回等の定期的な実習体
験ができる「デュアルシステム
型実習」を開始した。
　今日的な課題に応じた研修に
なるよう更に内容の充実に努め
るとともに、特別支援教育コー
ディネーターとしての質の向上
を図る必要がある。
　以上のことなどから「順調」
と判断した。

課
長

係
長

303,869

特別
支援
教育
課

教職
員課

課
長

295,852350,284
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人―

順調

　市民や企業、近隣の学校と特
別支援学校との共同による教
材・教具・作品づくりを4校で拡
充実施（前年度2校）するととも
に、スポーツや文化・芸術を通
して障害のある子どもと障害の
ない子どもが交流する「心のバ
リアフリー推進事業」を実施す
るなど、障害者理解を推進する
ことができた。
　また、これらをテレビ番組で
紹介したり、フェイスブック等
で広報する等、特別支援教育へ
の理解・啓発を図ることができ
た。
　以上のことから「順調」と判
断した。

―――

市民の方の「合理的
配慮」に関する理解
を促進し、障害者理
解の推進

―

―

―

障害者理解の促進20

特別
支援
教育
課

　障害のある子どもと障
害のない子ども、あるい
は様々な年齢層の地域の
方々との「交流及び共同
学習」の機会を組織的・
計画的・継続的に設け
て、相互理解・障害者理
解の一層の促進につなげ
る。

2,0364,804 2,385

障害があって
もなくても、
自分らしく生
活できる地域
社会の実現

31,500
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

94 ％ 95 ％

実
績

95.5 ％ 91.4 ％

達
成
率

101.6 ％ 96.2 ％

目
標

87 ％ 88 ％

実
績

87.7 ％ 90.9 ％

達
成
率

100.8 ％ 103.3 ％

目
標

実
績

48.7 ％

達
成
率

目
標

94 ％ 95 ％

実
績

95.5 ％ 91.4 ％

達
成
率

101.6 ％ 96.2 ％

目
標

87 ％ 88 ％

実
績

87.7 ％ 90.9 ％

達
成
率

100.8 ％ 103.3 ％

目
標

実
績

48.7 ％

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

101.3 ％ 102.1 ％
職
員

0.00 人

36,028 143,791

48.7%
(H30年
度)

53,427

教育
セン
ター

80.0%
（R5年
度）

　先生たちは子どもをよく指導
してくれると回答した保護者の
割合は、小学校3年生は目標値に
届かなかったが、中学校1年生は
目標値に達し、前年度より増加
している。
　また、小学校1・2・3年生及び
中学校1年生において、35人以下
学級編制を実施し、小学校4・
5・6年生及び中学校2・3年生に
おいては、校長の裁量による35
人以下学級編制を継続実施し
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

順調

人

―

69,050

職
員

係
長

4.35

順調

係
長

3.10

課
長

課
長

子どもと向き合う時
間を確保できている
と感じている教員の
割合

振り返りシートにお
ける、研修に対する
受講者評価（4段階
評価）

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（中学校1年
生）

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（小学校3年
生）

　「小1プロブレム」や
「中1ギャップ」といっ
た課題に対応するととも
に、教員が子どもと向き
合う時間を確保するた
め、小学校1・2・3年生
及び中学校1年生におい
て35人以下学級編制を実
施。その他の学年は校長
裁量によって一部実施。

48.7%
(H30年
度)

87.9%
（H25年
度）

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（中学校1年
生）

79.3%
（H25年
度）

79.3%
（H25年
度）

Ⅰ-1-(2)-
⑦
信頼され
る学校・
園経営の
推進

22
学校における事務
処理の効率化・負
担の軽減

23

88.0%
（H30年
度）

  35人以下学級編制の実施につ
いては、小学校1～3年生及び中
学校1年生において実施し、小学
校4・5・6年生及び中学校2・3年
生においては、校長の裁量によ
る35人以下学級編制を継続実施
した。
　学校における事務処理の効率
化・負担の軽減については、教
員が子どもと向き合う時間の確
保や負担感の軽減を図るため、
「学校における業務改善プログ
ラム」に沿った取組みを進め
た。また、プログラム（第２
版）を策定した。
　顧問教員に代わって部活動指
導や引率等の業務を行う部活動
指導員を配置し、教員の負担軽
減につながったと考えられる。
　教職員研修の充実について
は、採用前に力量を高め、質の
高い新規採用者の確保を目指
す、「北九州教師養成みらい
塾」を実施し、大学生161名、講
師43名、その他4名が参加するな
ど、本市教員採用試験の受験の
啓発及び教職員の資質向上につ
ながった。
　また、教職員用WEBサイト
「kitaQせんせいチャンネル」で
は、「WEB研修動画」や「授業づ
くり動画」、OJT（校内での人材
育成）やSD（自己啓発）に資す
る資料を提供した。平成30年度
のアクセス数は63,707回であ
り、若手教員の資質向上や、OJT
を推進する管理職や中堅教員の
負担軽減につながったと考えら
れる。
　小中一貫・連携教育の推進に
ついては、各中学校区において
中学校区の統括校長を決め、管
理職および、小中連携教育推進
リーダーを中心に取り組んだ。
　防災・安全教育の推進につい
ては、前年度に引き続き、全小
中学校で、学期に1回以上（年3
回以上）の防災避難訓練を実施
するなど、災害発生時に自主的
に行動し、自らの命を守ること
ができる思考・判断及び行動力
の育成に取り組んだ。
　以上のことから、信頼される
学校・園経営の推進に寄与して
いると考えられるため、「順
調」と判断した。

【課題】
　教員が子どもと向き合う時間
の確保や負担感の軽減を図るた
め、「学校における業務改善プ
ログラム（第2版）」に沿った更
なる取組みを推進する必要があ
る。

3.8

3.85

3.8

21

教職員研修の充実

子どもと向き合う時
間を確保できている
と感じている教員の
割合

35人以下学級編制
の実施

　校務支援システムや校
納金会計システムを活用
して、小・中・特別支援
学校及び幼稚園における
事務処理の効率化、見直
し・縮減を行い、業務の
負担軽減を行うことで、
教職員が子どもと向き合
う時間を確保する。

教職
員課

　社会の変化に伴う新た
な教育に対応して、教職
員の資質能力の向上を図
るための基本的な研修に
加え、教職員のニーズに
応じた専門的な研修を行
う。

教職
員課

学事
課

　教育委員会及び学校が一体と
なって,教員が子供と向き合う時
間の確保やワークライフバラン
スの充実につとめ、働き方改革
を推進する。
　教職員用WEBサイト「kitaQせ
んせいチャンネル」については
「WEB研修動画」、「授業づくり
動画」等の更なる充実を図り、
教員の指導力向上を図る。
　教職員研修の充実について
は、平成29年10月に策定した
「北九州市立学校の校長及び教
員としての資質の向上に関する
指標」に示されたキャリアス
テージに応じて、計画的に研修
できるよう研修の体系化を行っ
ている。今後、各ステージにお
ける研修成果が効果的に発揮で
きるよう各研修内容の充実を図
る。
　また、防災・安全教育の推進
については、引き続き、関係機
関や地域・保護者との連携を重
視しながら、各学校の実情に応
じた避難訓練を実施する。

先生たちは子どもを
よく指導してくれる
と回答した保護者の
割合（小学校3年
生）

87.9%
（H25年
度）

順調

  教職員が子どもと向き合う時
間を確保するために、システム
の改修や人の配置などさまざま
なことに取り組んだ。校務支援
システム・校納金会計システム
において、安定した動作環境と
ヘルプデスク等サポート体制を
提供し、教職員の校務事務処理
にかかる事務負担の軽減に寄与
したことなどから、「順調」と
判断した。

14,891

　振り返りシートにおける研修
受講者評価（4段階評価）は、
3.88と目標値を超えた。
　また、教職員研修参加者数
は、13,228人で、目標の13,000
人を超えた。
　以上のことなどから「順調」
と判断した。

3.88 16,150
3.8

(R5年度)
10,01712,588

80.0%
（R5年
度）

88.0%
（H30年
度）

55,626

95.0%
（H30年
度）

55,625

職
員

0.10 人

0.20 人

人

3,650

人

55,624

人0.20

0.10

―

95.0%
（H30年
度）

順調

―
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

61 校 20 校
課
長

0.10 人

実
績

42 校 20 校
係
長

0.40 人

達
成
率

68.9 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

5 校 7 校
課
長

0.40 人

実
績

5 校 7 校
係
長

2.50 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

7.00 人

12,65065,000

　良好な学習環境を確保
するため、小中学校等の
普通教室にエアコンを整
備する。

施設
課

2,114,795エアコン設置校数
9校

(H26年
度)

全小中学校
の普通教室
にエアコン

を設置
(H30年度)

26
小中学校等空調設
備整備事業

小:100.0%
中:100.0%

小:100%
中:100%

順調

小学校
90.7%
中学校
35.4%

（H25年
度）

小:100.0%
中:100.0%

―

― ―

【施策の内容】
　小中学校が義務教育9
年間の教育課程や教育活
動を一体的に捉え、学力
向上、体力向上、中1
ギャップの解消など中学
校区の状況を踏まえた教
育目標を設定し、一貫し
た考えを共有しながら連
携を行う「小中一貫・連
携教育」を推進する。

【施策の指標】
各中学校区の課題解
決による教育的効果

指導
第一
課

24
【施策評価のみ】
小中一貫・連携教
育の推進

―

― ―

― ― ―
各中学校区の
課題解決でき

る状態

25
【施策評価のみ】
防災・安全教育の
推進

指導
第一
課

指導
第二
課

小:100%
中:100%

【施策の指標】
各校の実情に応じた
避難訓練を学期に1
回以上実施

―

小:100%
中:100%

――

――

―

― ― ―

小学校
100%
中学校
100%

(毎年度)

2,872,587 82,100 順調

　大規模改修工事については7校
の工事を実施したほか、外壁改
修など学校施設の老朽化対策に
着実に取り組んだ。また、国の
補正予算を活用して、早期着手
を図ることができたことなどか
ら、「順調」と判断した。

　国の補正予算を活用し、平成
28年度から平成30年度にかけて
全小学校及び幼稚園の普通教室
等への設置工事を完了した。
　以上のことなどから「順調」
と判断した。

大規模改修工事実施
校数

―
7～10校
（毎年
度）

670,209

27

　既存の学校施設を安全
で安心な状態で維持管理
していくために、計画的
に老朽化対策を行う。

学校施設老朽化対
策事業

744,300 3,837,470

　教室における暑さ対策とし
て、中学校の音楽室や小学校の
理科室等、優先度を考慮して、
エアコン設置を進める。
　平成30年3月に策定した「北九
州市学校施設長寿命化計画」の
方針に基づき、計画的に大規模
改修や外壁改修などを実施し、
学校施設の老朽化対策を進め
る。

施設
課

【施策の内容】
　児童生徒が、日常生活
の安全確保のために必要
事項を理解し、適切に行
動できるよう、学校安全
計画にもとづいた安全教
育や各校の状況に応じた
避難訓練等の取組を推進
する。

小:100%
中:100%

―

【評価理由】
　小中学校等空調設備整備事業
については、国の補正予算を活
用し、平成28年度から平成30年
度にかけて全小学校及び幼稚園
の普通教室等への設置工事を完
了した。
　大規模改修工事について7校の
工事を実施したほか、外壁改修
など学校施設の老朽化対策に着
実に取り組んだ。
　以上のことなどから、教育環
境の充実に寄与していると考え
られるため、「順調」と判断し
た。

【課題】
　学校施設の老朽化対策を計画
的に実施していく必要がある。

順調

Ⅰ-1-(2)-
⑧
教育環境
の充実
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

120,000 人 120,000 人

実
績

110,358 人 100,074 人

達
成
率

92.0 ％ 83.4 ％

目
標

57 校 62 校

実
績

50 校 57 校

達
成
率

87.7 ％ 91.9 ％

目
標

57 校 62 校

実
績

57 校 62 校

達
成
率

100 ％ 100.0 ％

目
標

132 校 132 校

実
績

132 校 132 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

96.2 ％ 100 ％

達
成
率

120.3 ％ 125.0 ％

73,844

―

13校
（H25年
度）

42校
（H26年
度）

122,056人
（H25年
度）

前年度の
水準を維

持
(毎年度)

スクールヘルパー延
べ活動人数

Ⅰ-1-(3)-
①
学校の力
の発揮

28
学校支援地域本
部・スクールヘル
パー事業

職
員

0.30

課
長

0.05

係
長

0.30

学校支援地域本部事
業実施校数

全中学校
区に配置
(R1年度)

76,187 53,836

課
長

0.05

3,825

指導
第一
課

　教員が子どもと向き合
う時間の拡充と地域の教
育力向上を図るため、中
学校区単位に、「学校支
援地域本部」を設置し、
地域の協力のもと学校の
教育活動を支援する体制
づくりを推進する。
　また、保護者や地域の
方などを「スクールヘル
パー」として学校に登録
し、様々な知識や経験を
生かしながら、学校教育
の場においてボランティ
アとして教育活動支援を
行う。

順調人

大変
順調

　「北九州市の企業人による小
学校応援団」の事業対象校数は
253件で、目標の203件を大きく
上回り、前年度の222件から大幅
に増加した。また、事業実施後
のアンケートによれば、「本事
業が順調に進んだ」「ある程度
うまくいった」と回答した学校
の割合は100%で、前年度から増
加するとともに、目標を大きく
上回った。さらに、児童を対象
とした出前講演、教員及び保護
者を対象とした研修、全てにお
いて高評価であったほか、出前
授業等を通して、地元企業を知
るとともに、キャリア教育の側
面からも成果が認められたこと
から、「大変順調」と判断し
た。

人

人

順調

　スクールヘルパーの延べ活動
人数は、目標人数を下回ったも
のの、10万人を超えており、引
き続き、多くの市民が学校の教
育活動をサポートした。
　学校支援地域本部設置校が、
前年度の57校から62校に拡大
し、各実施校からは、それぞれ
の目的に沿った効果が事業報告
書等で挙がっており、地域をあ
げて学校の教育活動を支援する
機運が高まったことなどから、
「順調」と判断した。

人

人

　学校支援地域本部・スクール
ヘルパー事業について、スクー
ルヘルパーの延べ活動人数は、
目標人数を下回ったものの、10
万人を超えており、スクールヘ
ルパーを活用した学校支援が進
んだ。
　そのほかにも様々な市民ボラ
ンティアと連携しており、「子
どもひまわり学習塾」や「特別
支援学校での教材・教具づく
り」の拡充など、地域人材との
連携を一層進めるとともに、
「学校支援地域本部事業」を57
校から62校に拡大して実施し
た。
　経済界との連携による学校支
援事業について、「北九州市の
企業人による小学校応援団」の
事業対象校数は、引き続き全小
学校で、事業実施数は目標を大
きく上回り、前年度から大幅に
増加した。また、事業実施後の
アンケートにおいても非常に高
評価であったほか、出前授業等
を通して、地元企業を知るとと
もに、キャリア教育の側面から
も成果が認められた。
　以上のことから、学校の力の
発揮に寄与していると考えられ
るため、「順調」と判断した。

【課題】
　学校の教育に参加する人がさ
らに増えるような取組みの工夫
が必要である。

　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や子
どもの安全確保のため、積極的
に各学校において地域の人材を
活用していくとともに、「ブッ
クヘルパー」や「学校支援地域
本部事業」など、学校のニーズ
に応じた対応をしていくことに
より、スクールヘルパー活動の
充実を図る。
　経済界との連携による学校支
援事業は、引き続き、全小学校
（132校）を対象校として実施
し、学校支援を行う仕組みづく
りを進める。また、参加企業数
や支援メニュー数の増加などに
取り組む。

教育的効果が得られ
た実施校教

42校
（H26年
度）

全中学校
（毎年
度）

係
長

0.10 人

経済界との連携によ
る学校支援対象校数

29
経済界との連携に
よる学校支援事業

指導
第二
課

　企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校教
育に生かすため、地元企
業を中心とした「北九州
の企業人による小学校応
援団」と連携しながら、
学校支援を行う仕組みづ
くりを実施する。

各実施校に対して
行ったアンケートの
結果「本事業が順調
に進んだ」「ある程
度うまくいった」と
回答した学校の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

5,500 4,500

全小学校
(R1年度)

前年度以
上

(毎年度)

5,500

職
員

0.30

5,825
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

実
績

1,028 件 893 件

達
成
率

59.9 ％ 113.1 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

86.5 ％ 85.0 ％

達
成
率

86.5 ％ 85.0 ％

目
標

実
績 55.4 ％

達
成
率

目
標

実
績 53.6 ％

達
成
率

目
標

120,000 人 120,000 人

実
績

110,358 人 100,074 人

達
成
率

92.0 ％ 83.4 ％

目
標

57 校 62 校

実
績

50 校 57 校

達
成
率

87.7 ％ 91.9 ％

目
標

57 校 62 校

実
績

57 校 62 校

達
成
率

100 ％ 100.0 ％

42校
（H26年
度）

指導
第一
課

　教員が子どもと向き合
う時間の拡充と地域の教
育力向上を図るため、中
学校区単位に、「学校支
援地域本部」を設置し、
地域の協力のもと学校の
教育活動を支援する体制
づくりを推進する。
　また、保護者や地域の
方などを「スクールヘル
パー」として学校に登録
し、様々な知識や経験を
生かしながら、学校教育
の場においてボランティ
アとして教育活動支援を
行う。

スクールヘルパー延
べ活動人数

学校支援地域本部事
業実施校数

全国平均
以上

(R5年度)

全国平均
以上

(R5年度)

30
有害情報から子ど
もを守る事業

順調

ネット上の不適切な
書き込みの発見件数

―

　全校を対象としたインター
ネット上のサイト等の巡回・監
視を実施し、有害情報の発見件
数が893件で、前年度より減少し
た。発見した有害情報について
は、学校に報告するなど適切な
対応を行い、早期対応、早期解
決に努めた。また、SNSや無料通
話アプリ等を利用したネットト
ラブルなどについて、教職員へ
の研修や児童生徒、保護者を対
象としたリーフレットの配布な
どを通し啓発に取り組んだこと
から、「順調」と判断した。

職
員

0.05 人

係
長

人0.27

課
長

0.07 人

3,880

Ⅰ-1-(3)-
③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

31
学校支援地域本
部・スクールヘル
パー事業

55.4%
(H30年
度）

（参考：
H30

全国平均
56.8%）

91.6%
(H25年
度)

保護者が参加する
ネットトラブル研修
の実施率

―

122,056人
（H25年
度）

53.6%
(H30年
度）

（参考：
H30

全国平均
58.4%）

スマホの利用につい
て家庭内でのルール
がある児童生徒の割
合
（小5）

スマホの利用につい
て家庭内でのルール
がある児童生徒の割
合
（中2）

73,844

前年度
（734件）
より減少

前年度よ
り減少

―

　ネットトラブルへの対応につ
いて教員の技術的サポートを行
うとともに、具体的なトラブル
の事例や児童生徒への指導につ
いて研修会を開催する。また、
SNSや無料通話アプリ等への書き
込み等については、巡回・監視
を実施することができないた
め、児童生徒・保護者への啓発
に取り組む。
　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や子
どもの安全確保のため、積極的
に各学校において地域の人材を
活用していくとともに、「ブッ
クヘルパー」や「学校支援地域
本部事業」など、学校のニーズ
に応じた対応をしていくことに
より、スクールヘルパー活動の
充実を図る。
　経済界との連携による学校支
援事業は、引き続き、全小学校
（132校）を対象校として実施
し、学校支援を行う仕組みづく
りを進める。また、参加企業数
や支援メニュー数の増加などに
取り組む。

順調 【評価理由】
　有害情報から子どもを守る事
業については、全校を対象とし
たインターネット上のサイト等
の巡回・監視を実施し、発見し
た有害情報については、学校に
報告するなど適切な対応を行っ
た。また、SNSや無料通話アプリ
等を利用したネットトラブルな
どについて、教職員への研修や
児童生徒、保護者を対象とした
リーフレットの配布などを通し
啓発に取り組んだ。
　学校支援地域本部・スクール
ヘルパー事業について、スクー
ルヘルパーの延べ活動人数は、
目標人数を下回ったものの、10
万人を超えており、多くの市民
が学校の教育活動をサポートし
た。
　学校支援地域本部設置校が、
前年度の57校から62校に拡大
し、各実施校からは、それぞれ
の目的に沿った効果が事業報告
書等で挙がっており、地域をあ
げて学校の教育活動を支援する
機運が高まった。
　そのほかにも様々な市民ボラ
ンティアと連携しており、「子
どもひまわり学習塾」や「特別
支援学校での教材・教具づく
り」の拡充など、地域人材との
連携を一層進めた。
　経済界との連携による学校支
援事業について、「北九州市の
企業人による小学校応援団」の
事業対象校数は、引き続き全小
学校で、事業実施数は目標を大
きく上回り、前年度から大幅に
増加した。また、事業実施後の
アンケートにおいても非常に高
評価であったほか、出前授業等
を通して、地元企業を知るとと
もに、キャリア教育の側面から
も成果が認められた。
　以上のことから、地域全体が
教育を支える社会の実現に寄与
していると考えられるため、
「順調」と判断した。

【課題】
　学校の教育に参加する人がさ
らに増えるような取組みの工夫
が必要である。

　スクールヘルパーの延べ活動
人数は、目標人数を下回ったも
のの、10万人を超えており、引
き続き、多くの市民が学校の教
育活動をサポートした。
　学校支援地域本部設置校が、
前年度の57校から62校に拡大
し、各実施校からは、それぞれ
の目的に沿った効果が事業報告
書等で挙がっており、地域をあ
げて学校の教育活動を支援する
機運が高まったことなどから、
「順調」と判断した。

課
長

人

職
員

42校
（H26年
度）

0.30 人

人

0.05

係
長

0.1076,187
教育的効果が得られ
た実施校教

全中学校
（毎年
度）

53,836

指導
第二
課

　インターネット上の
ウェブサイト等におい
て、児童生徒の不適切な
書き込み等を把握し問題
の未然防止・早期発見を
図るとともに教職員に対
する研修を行いネットト
ラブルの防止に努める。
また、児童生徒のスマー
トフォンの所持率が年々
増加している状況を踏ま
え、スマホの適切な使用
について児童生徒や保護
者への啓発に取り組む。

4,338

3,825 順調

前年度よ
り減少

(毎年度)

4,000 5,300

100%
（毎年
度）

前年度の
水準を維

持
(毎年度)

全中学校
区に配置
(R1年度)
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教育委員会

平成30年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

132 校 132 校

実
績

132 校 132 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

96.2 ％ 100.0 ％

達
成
率

120.25 ％ 125.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

532 件 350 件

実
績

63 件

達
成
率

188.2 ％

0人
（H25年
度）

32

―

経済界との連携に
よる学校支援事業

経済界との連携によ
る学校支援対象校数

各実施校に対して
行ったアンケートの
結果「本事業が順調
に進んだ」「ある程
度うまくいった」と
回答した学校の割合

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

　企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校教
育に生かすため、地元企
業を中心とした「北九州
の企業人による小学校応
援団」と連携しながら、
学校支援を行う仕組みづ
くりを実施する。

13校
（H25年
度）

4,500
指導
第二
課

課
長

児童生徒のシンナー
等乱用での検挙・補
導数の減少

※指標廃止
(R1年度目標設定時)

職
員

全小学校
(R1年度)

前年度以
上

（毎年
度）

5,500 5,500

Ⅰ-1-(4)-
① 
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

33
非行防止活動の推
進

　引き続き、関係部局・機関と
連携を図りながら、学校におけ
る非行防止活動を展開してい
く。

人

人

人0.25
【評価理由】
　子ども家庭局と連携した非行
防止教室や薬物乱用防止教室等
を小中学校、市立高校等で実施
した結果、シンナー等乱用少年
検挙補導者数は平成25年度から
引き続き0人で、取組みの効果が
現れている。
　以上のことなどから、青少年
の健全育成・非行を生まない地
域づくりに寄与していると考え
られるため、「順調」と判断し
た。

【課題】
　今後も継続して関係機関と連
携しながら取組みを進める必要
がある。

　非行防止に係る啓発活動の実
施により、児童生徒のシンナー
等乱用での検挙・補導数は0人で
あったことなどから、「順調」
と判断した。

順調0.80 順調831

暴力行為発生件数

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

852

118件
（R5年
度）

148.3件
（H27～
H29年度
の平均数
値）

指導
第二
課

　北九州市いじめ・非行
防止連絡会議において、
いじめや非行防止等に関
係する機関及び団体との
連携を図るとともに、学
校警察連絡協議会による
補導や、薬物乱用防止教
室、規範意識育成事業等
の実施により、児童生徒
の健全な育成を図る。

係
長

10,875

5,825

職
員

係
長

人

課
長

0.00

0.30 人

大変
順調

　「北九州市の企業人による小
学校応援団」の事業対象校数は
253件で、目標の203件を大きく
上回り、前年度の222件から大幅
に増加した。また、事業実施後
のアンケートによれば、「本事
業が順調に進んだ」「ある程度
うまくいった」と回答した学校
の割合は100%で、前年度から増
加するとともに、目標を大きく
上回った。さらに、児童を対象
とした出前講演、教員及び保護
者を対象とした研修、全てにお
いて高評価であったほか、出前
授業等を通して、地元企業を知
るとともに、キャリア教育の側
面からも成果が認められたこと
から、「大変順調」と判断し
た。

0.30 人

0.05

900

―

9月に全国
一斉公表

0人
（毎年
度）
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

80.3 ％ 90.0 ％

実
績

63.9 ％

達
成
率

79.6 ％

目
標

63.9 ％ 72.0 ％

実
績

48.8 ％

達
成
率

76.4 ％

目
標

1.33 ％ 1.25 ％

実
績

2.14 ％

達
成
率

39.1 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

98.0 ％

達
成
率

98.0 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

96.3 ％

達
成
率

96.3 ％

　平成29年11月に改定された
「北九州市いじめ防止基本方
針」に基づき、各学校で定めた
「学校いじめ防止基本方針」を
通して未然防止、早期解決に向
け、様々な取組みを行う。併せ
て、「北九州市いじめ問題専門
委員会」を運営し、いじめの防
止等のための調査研究等、有効
な対策を検討していく。
　各学校におけるいじめの正確
な認知について、継続して周知
を図り、的確に実態を把握する
とともに、未然防止、早期対応
に取り組んでいく。
　「北九州子どもつながりプロ
グラム」の各学校での有効な活
用に向けて、研修を推進する。
　スクールソーシャルワーカー
については、支援対象者数や学
校・関係機関等への訪問回数な
ど活動状況を考慮しつつ、更な
る体制充実について検討し、支
援を必要とする児童生徒に対
し、より一層の働きかけを行っ
ていく。

9月に全国
一斉公表

9月に全国
一斉公表

―

全国平均
以下
（R5年
度）

―

9月に全国
一斉公表

―

―

243,003
人

職
員

0.50 人

0.05 人

順調

　9月に全市一斉のいじめに関す
る実態調査（アンケート調査・
面談）を実施し、この実態調査
によって認知されたいじめにつ
いては全て解消した。「いじめ
の認知」の判断基準について周
知し、学校におけるいじめの把
握と早期対応が図られている。
また、児童生徒の好ましい人間
関係づくりのための小中9年間を
見通した「北九州子どもつなが
りプログラム」を全校で実施し
たことなどから、「順調」と判
断した。

238,858 8,825

職
員

34

係
長長期欠席（不登

校）対策の充実

いじめ対策の充実

指導
第二
課

順調 【評価理由】
　長期欠席（不登校）対策の充
実については、小中連携SUTEKI
アンケート北九州版を全中学校
区で実施するとともに、欠席日
数が15日を越えた児童生徒につ
いて、担任、生徒指導主事・主
任、管理職で情報を共有し、組
織的に対応することで不登校を
含む長期欠席の未然防止・早期
解決に取り組んだ。
　いじめ対策の充実について
は、「北九州市いじめ防止基本
方針」に基づく施策を推進する
とともに、「いじめの認知」の
判断基準について周知を図り、
学校において、いじめを的確に
把握するとともに、早期対応を
図った。
　スクールカウンセラーの配置
については、スクールカウンセ
ラーを全中学校に配置し、全小
学校へも派遣しているととも
に、小学校5年生全員面接の実施
し、相談環境を整え、適切に児
童生徒等の相談に応じた。
　スクールソーシャルワーカー
活用事業については、不登校な
どの児童生徒の課題解決にあた
る社会福祉士等の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを12
人配置し、学校訪問・家庭訪
問・関係機関訪問等を行い、的
確に実態を把握し、きめ細かな
対応により、問題の解決に取り
組んだ。
　以上のことなどから、いじめ
や不登校などの問題を抱えた子
どもへの支援に寄与していると
考えられるため、「順調」と判
断した。

【課題】
　いじめや不登校などの問題に
対して、関係機関やスクール
ソーシャルワーカー、スクール
カウンセラー等と連携しなが
ら、未然防止、早期対応、早期
解決に向けて取り組むことが必
要である。

0.50 人

人

課
長

0.45

1.28%
（H25年
度）

長期欠席児童生徒数
（1,000人あたり）

※指標追加
(R1年度目標設定時)

9月に全国
一斉公表

―

小15.7人
中54.9人
(H29年
度）

（参考：
H29全国
平均

小11.2人
中43.0
人）

小15.7人
中54.9人

指導
第二
課

　北九州市いじめ防止基
本方針に基づき、いじめ
を適切に把握するととも
に、児童生徒や学校・関
係機関によるいじめ防止
の取組を推進する。

35

Ⅰ-1-(4)-
② 
いじめや
不登校な
どの問題
を抱えた
子どもへ
の支援

　児童生徒の人間関係づ
くりや小中連携による取
組を推進することによ
り、長期欠席・不登校の
未然防止を図るととも
に、関係機関やスクール
ソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラーと連
携した対応により、長期
欠席・不登校の解消を図
る。
　また、ICTを活用し長
期欠席・不登校の児童生
徒への学習支援に取り組
む。

1.25%
（H30年
度）

不登校児童生徒の好
転率（中学校）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

65.9%
（H27～
H29年度
の平均数
値）

中1不登校生徒数の
割合

いじめの解消率(年
度間)（小学校）

いじめの解消率(年
度間)（中学校）

100%
（R5年
度）

―

97.7%
（H25年
度）

255,712 220,672

不登校児童生徒の好
転率（小学校）

※中期目標改訂
(R1年度目標設定時)

100%
（H25年
度）

52.8%
（H27～
H29年度
の平均数
値））

204,104
係
長

8,825

　不登校児童生徒に限らず、長
期欠席の早期解消を図るため、
関係機関やスクールソーシャル
ワーカー、スクールカウンセ
ラーとの連携を図りながら、学
校復帰につながるよう取り組ん
だ。また、小中連携SUTEKIアン
ケート北九州版を全中学校区
（62校）で実施するとともに、
欠席日数が15日を越えた児童生
徒について、担任、生徒指導主
事・主任、管理職で情報を共有
し、組織的に対応することで不
登校を含む長期欠席の未然防
止・早期解決に取り組んだこと
などから、「順調」と判断し
た。

課
長

人0.05

0.45

順調

9月に全国
一斉公表

226,169

55.8%
（R5年
度）

―

9月に全国
一斉公表

68.9%
（R5年
度）

100%
（R5年
度）
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

人件費（目安）

主要事業
所管課名

R2年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H30年度 H29年度

H30年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H30年度

目
標

100 ％
課
長

0.15 人

実
績

97.6 ％ 91.9 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

91.9 ％
職
員

0.35 人

目
標

550 人 605 人

実
績

568 人 589 人

達
成
率

103.3 ％ 97.4 ％

目
標

242 人

実
績

230 人 256 人

達
成
率

105.8 ％

目
標

実
績

40.5 ％ 43.5 %

達
成
率

目
標

90 ％ 90 ％
課
長

0.15 人

実
績

98.7 ％ 96.2 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

109.7 ％ 106.9 ％
職
員

0.00 人

―

393人
(H25年
度)

―

―

159人
（H25年
度）

　スクールソーシャル
ワーカーを活用して、不
登校や暴力行為など児童
生徒の問題行動等の背景
にある家庭環境の問題に
働きかけたり、学校・園
や学校・園の枠を越えた
関係機関との連携を強化
したりすることにより、
課題等の解消、改善を図
る。

人

人
課
長

スクールソーシャル
ワーカーによる解
決・好転者数

スクールソーシャ
ルワーカー活用事
業

指導
第二
課

特別
支援
教育
課

7,425

  スクールソーシャルワーカー
12人体制で、589人の児童生徒を
対象に、学校訪問、家庭訪問等
の活動を通じて、きめ細かな対
応を行うことができたことか
ら、「順調」と判断した。

順調

職
員

0.35 人

605人
（H30年
度）

スクールソーシャル
ワーカーによる解
決・好転率

40.49％
（H29年
度）

支援対象児童生徒数

58,142 55,09365,800

36

37

スクールカウンセ
ラー活用に関するア
ンケートにおいて
「大変機能的に活動
している」もしくは
「特に問題なく活動
している」と回答し
た割合

スクールカウンセ
ラーの配置

指導
第二
課

特別
支援
教育
課

　スクールカウンセラー
を活用して、不登校や暴
力行為など児童生徒の問
題行動等の未然防止や早
期発見、早期解決を図る
ために、「心の専門家」
であるスクールカウンセ
ラーを配置する。

―
100%
（毎年
度）

―

148,588

Ⅱ-3-(1)-
① 
すべての
市民の人
権の尊重

38 人権学習講座
企画
調整
課

　「人権文化のまちづく
り」に向けて、市民の人
権問題についての正しい
認識と理解の促進を図る
ことを目的に、市民の多
様な学習ニーズに応える
とともに、人権学習を企
画・実施する際にヒント
となるような講座を実施
する。

「人権文化のまちづ
くり講演会」の参加
者の満足度

―
90%

（毎年
度）

242人
（H30年
度）

50%
（R5年
度）

244 3,225770 126

144,929 125,978

0.20

順調

  ゲストティーチャーによる特
別人権授業は目標どおり1回実施
することができ、また、「人権
文化のまちづくり講演会」参加
者アンケートによる満足度も目
標を上回ることができたことか
ら、「順調」と判断した。

順調

6,850

係
長

0.25

【評価理由】
　学校との協働による「特別人
権授業」を目標どおり1回実施
し、地域の人権学習を指導する
人材の育成にかかる「人権文化
のまちづくり講演会」の満足度
も目標を上回ったことから、市
民の人権問題の正しい理解と認
識、学習意欲の向上につながっ
た。
以上により、すべての市民の人
権の尊重に寄与していると考え
られるため、「順調」と判断し
た。

【課題】
　人権教育の機会の拡大を目指
し、学校や参加者の学習ニーズ
を踏まえた継続実施が必要であ
る。

順調

　全中学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、校区の全小学校
へも派遣していること、小学校5
年生全員面接の実施等、相談環
境を整え、適切に児童生徒等の
相談に応じていること、学校か
らの評価アンケート結果は良好
なことなどから、「順調」とし
た。

　学習ニーズを踏まえ、人権教
育の機会拡大につながる効果的
な研修となるよう、テーマや開
催方法などを工夫して実施して
いく。
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